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序論

第１章





第 1 章  序論 

 
 
 
気候変動問題は、アジア太平洋地域で現在どのように考えられ、政策立案者は 
これにどう対応しているのか？ 
 
 気候変動の緩和と適応に寄与する開発政策と、持続可能な開発に寄与する気候変動政策は、

どちらも等しく関心を集めてはいるものの、鏡像のように常に完全に一致するわけではない。気候

変動政策と持続可能な開発政策は、時として収束するよりも分化が進んできているように見受けら

れ、本白書ではこれを重大な懸念事項と考える（図 1.1）。白書のパート I では、アジアでなぜ気候

変動と持続可能な開発を一体化する必要があるのか、そして、これを達成する最良の方法とはど

のようなものかを説明する。 
 
図1.1. 2つ（あるいは1つ）の世界観？ 

 

 
持続可能な 

アジア太平洋地域 
低炭素社会 

 
 

目的 ミレニアム開発目標（MDG） 気候の安定化 
 
目標 貧困の削減 温室効果ガス（GHG）の増加や気温上昇、 
 安全な水 排出上限値に関する協議成立 
 普遍的教育 気候耐性のあるインフラ 
 飢餓の撲滅 脆弱性の低減 
 乳幼児死亡率の削減 エネルギー安全保障 
 衛生施設の利用   
 
政策 ODAの対GDP比 エネルギー補助金の削減 
 教育の完全な普及 GHG 削減へのインセンティブ  
 保健医療政策 京都議定書の遵守 
 貧困緩和 エネルギー効率（EE）/再生可能エネルギー（RE） 
  の自主協定 
 
行動 開発計画 技術研究開発（R&D） 
 農村開発 技術移転 
 給水 クリーン開発メカニズム（CDM）/共同実施（JI） 
 衛生 排出権取引 
 学校 適応 
 病院 再生可能エネルギー 
 食糧安全保障 バイオ燃料 
 地域に根ざした管理 原子力エネルギー 
  炭素隔離 
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IGES 白書 

 アジア太平洋地域のほとんどの途上国では、経済開発や貧困削減の方が差し迫った問題として重

要視されていることもあり、気候変動はこれまで政策課題の中でも比較的優先順位が低かった。しか

し、すべての途上国が気候変動に対して同じ見方をしているわけではない。海抜の低い小島嶼開

発途上国（SIDS）や広大な氾濫原が広がる（バングラデシュのような）国々は、海面上昇の被害者と

なり得る立場から考えている。また、大きな人口を抱える途上国は、国民一人当たりの排出量は比較

的少ないものの、世界の排出量への寄与度は大だとして、国際社会から温室効果ガス（GHG）総排

出量を削減するよう圧力を受けている。それ以外の国はこれら両極端のグループの間に位置する。 
 
 アジア太平洋地域の先進国も、気候変動への対応についてまた違った見方をしている。特に日

本はエネルギー消費量を増大させない経済成長の実現にある程度成功しており、（特に、京都議

定書を通じて）GHG 削減に関する世界的合意を達成すべくさまざまな試みを行ってきた。 
 
 地球温暖化や気候変動などの地球規模の現象に対して、国によってこれほど受け止め方が違う

のなら、個々の国におけるさまざまな利益追求団体の間でも、それと同様、あるいはそれ以上に対

応は多様である。無知であったり懐疑的な団体もあれば、強い関心を寄せている団体、さらに自主

的に行動している場合まである。各団体は、気候変動に対して行動を起こす場合、起こさない場合

それぞれの費用と便益について自分たちなりの解釈を行い、それに基づいて気候変動を見ている。

対策に消極的な団体が、特に誤った想定のもとに活動している場合には、本当の費用と便益を認

識できるようにすること、また、費用と便益それぞれに対する彼らの評価を変える効果的な政策介

入を明らかにすること、といった研究もこの地域では必要なのである。 
 
 アジア太平洋地域の個人、団体、そして国の気候変動に対する考え方がこのようにまちまちな場

合、政策決定者が現在どのような対応をしているか、また、どうすれば近い将来もっと積極的な対

応をとるように彼らを説得できるか――これらについて理解を深めるための政策分析とはどのような

ものだろうか？ 政治学においては、気候変動の議論と政策面での対応の現状を理解したいのな

ら、それぞれの政治状況下で多様な利益追求団体がどのように相互に作用し合っているかを分析

するのが最も効果的だとされている（Oats and Portney 2001）。先進国では環境政策に関して多種

多様な決定が下されているが、それを見る限り、各団体の利益が融合され、社会福祉全般が最大

限向上するかどうかが、政策の行く末を決めていることが分かる。 
 
 短絡的な分析ではあるが、アジア太平洋地域においては平行して 2 つの「世界観」が現れる危険

性がこれまで存在してきたといえる（図 1.1）。「持続可能な開発」の観点では、環境と開発に関する

世界委員会、アジェンダ 21、ヨハネスブルグ実施計画、ミレニアム開発目標（MDG）における論理

が適用され、貧困の緩和と人間の幸福に重点が置かれている。一方、「低炭素社会」の世界観が、

経済発展における課題の中で特に重視しているのは、明らかな化石燃料「依存症」から生産と消

費をどのように切り離すかである。 
 
 どちらの世界観も、それぞれに固有の言語や略語、利益共同体、政策、交渉技術、実施メカニズ

ムを生み出してきた。気候変動に関連しては、再生可能エネルギー（RE）（風力、太陽光、波力、

バイオ燃料）、炭素取引、カーボンオフセット、技術開発、炭素回収と隔離（CCS）、災害保険など、

全く新しい産業分野が形成されつつある。 
 
 本白書で特に挑んだのは、2 つの世界観を、持続可能な開発の世界観において統一されている

論理や優先事項、メカニズムに一体化させることである。と言うのも、アジアの途上国ではこの優先

されるべきアジェンダがまだまだ解決には程遠く、そしてほぼ間違いなく、世界の不平等が解消さ

れない限り気候変動の解決はないからである。これら 2 つの世界観の分化がさらに進むと、アジア

太平洋地域で不平等や貧困が悪化し、お粗末な政策が選択される可能性が増してしまうかもしれ

ないのである。 
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第 1 章  序論 

アジア太平洋地域で気候変動問題を解決するために、なぜ持続可能な開発政策

が重要なのか？ 
 
 アジア太平洋地域で、気候変動は重要な問題であると認識され、受け入れられるようになってき

てはいるが、多くの途上国は、GHG の排出抑制は主に先進国の責任であると考えている。この地

域の多くの国はいまだに、気候変動への取り組みは、経済成長の可能性を損なうことにつながると

考えており、違った形で成長するための新たな機会を生み出すものとは捉えていない。中国やイン

ドのような主要排出国は、自国の GHG 総排出量についていずれ対策を講じねばならないと分かっ

てはいるが、今のところ国内の優先課題は依然として経済成長と貧困削減である。とは言え、クリー

ン開発メカニズム（CDM）のように、先進国が費用対効果の高い方法で排出削減目標を達成しな

がら少ない資金で途上国の経済成長に貢献できる資金メカニズムを、途上国は素早く取り入れて

いる。中国やインドを含む多くの国は、エネルギー効率（EE）、エネルギー安全保障、そして経済成

長とエネルギー消費量増大の切り離しにも関心を寄せているが、その一方で急激な経済成長が続

けば、総排出量は削減というよりせいぜい伸びが鈍化するにとどまるかもしれないと認識している。 
 
 自分たちは基本的に気候変動の被害者だと考えているその他の国々（特に太平洋諸島地域に

ある海抜の低い SIDS や大規模な低地河川デルタが広がる国々）は、緩和より適応への関心の方

が高く、また主にこの問題の原因となっている先進国に、自分たちの適応努力を手助けしてもらい

たいと期待している。中にはツバルのように、国民の一部をニュージーランドやオーストラリアへ移

住させることも含めた危機管理計画を立てている国もある（Government of Tuvalu 2004）。多くの場

合、これらの国々では CDM プロジェクトの見込みがほとんどなく、GHG の総排出量に対する自国

のささやかな寄与分を緩和することへの関心は低い。しかし、化石燃料の輸入が現在、国内経済

に大きな負担となっていることから、RE の技術開発から恩恵を受けられる可能性はある。 
 
 従って、政策検討事項を分析する際の第一歩は、気候変動にはグローバル・コモンズ（地球の共

有財産）の管理が関わっていることを認識することである（Hardin 1968）。何世紀もの間、人々は大

気をまるで無限に存在するもののように扱ってきた。人為活動によって排出された気体を吸収、同

化するという大気の能力は限界を超えてしまったが、その最初の兆候の一つが、南極上空に突如、

予期せぬ形で現れた巨大なオゾンホールであった。それゆえ、現在の気候変動の議論とモントリオ

ール議定書として結実した多国間のアプローチにつながる政策検討事項に、数多くの類似点が見

られる。大きく違うのは、（ⅰ）オゾンホールは何十億もの人や世界経済を即座に脅かすことはなか

った、（ⅱ）非常に限られた要因と前駆物質が原因として特定された、（ⅲ）原因となった冷媒とエア

ゾールスプレーに代わる費用対効果の高い代替物や技術が存在した、（ⅳ）気候変動に比べると

総費用は比較的少なくて済んだ、という点である。モントリオール議定書でクロロフルオロカーボン

の使用中止が定められたにもかかわらず、オゾンホールはいまだに存在するし、大気の傷が癒える

にはあと 50 年から 60 年はかかりそうである。地球の気候システムのような大規模なシステムには本

来、何十億年にもわたって進化してきた安定化のメカニズムが備わっている。しかしいったん不安

定な状態になると、たとえ完全に問題（GHGの濃度上昇）が是正されたとしても、再び気候システム

の平衡が保たれるようになるまで非常に長い時間がかかるであろう。 
 
 地球上の他の形態の共有財産（放牧地、漁場、森林など）を管理する際の知識をすべて合わせ

ると、共有財産の管理枠組みが成功を収め、持続可能である場合には、相互の信頼、明確なルー

ル、透明性の高い目標、広範囲にわたる参加、協力、違反に対する重大な制裁措置が存在してい

ることが分かる（Ostrom 1990）。こう考えると、京都議定書は、気候変動問題に対する包括的な解

決策というよりも、まず信頼関係を構築する訓練であったと解釈することもできよう。残念ながらこの

議定書は、ある主要国が批准を拒否したため、共有財産問題への政策対応としては最初から難の

あるものとなり、必要な信頼関係を構築することはできなかった。 
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 京都議定書に参加を決めた先進国の大半は、当初の目標を設定し、3 つの主要なメカニズム（共

同実施、CDM、排出量取引）も生かしてこれらの目標を達成しようとした。しかし、世界全体での目

標は達成できそうであるものの、現在では、目標自体がそれほど高く設定されておらず、メカニズム

も十分に活用されなかったという認識が広がっている。第一約束期間（2008 年から 2012 年）後につ

いては、これよりさらに高い目標の設定や、その目標達成のための新しいメカニズムが必要となろう。

また、米国をはじめとする京都議定書を離脱した先進国も、現在の技術開発への取り組みに加え、

新たな目標とその達成方法を定めるべく、国際社会と協力し信頼を築く方法を探さなければならな

い。 
 
 中には失敗であると見る向きもあるかもしれないが、京都議定書は気候変動と GHG 削減の必要

性について国際的な協力基盤を築くことに貢献した。また、CDM 理事会（CDM-EB）と指定国家機

関（DNA）のような制度的枠組みも設けられたのである。2007 年 12 月にバリで開始されたプロセス

が進められている現在では、いかに将来の交渉においてその基盤を活かし、短期・中期・長期での

影響を考えた上でしっかりとした気候変動枠組みを整備していくかが焦点となっている。 
 
 以降の章で見られる通り、途上国は 2013 年以降の多国間の取り組みに参加する用意がある。た

だし、これはあくまでこのような協定が経済成長の原動力を損なうことなく、経済発展に役立つ場合

のみである。気候変動対策に関して、アジア太平洋地域の多くの国々は、動機については多少違

いがあるものの、相互に容認できる新たな国際・国内レベルでの政策上のコミットメントを見つけ出

すことが、明らかに国益につながると認識している。このような見方は、さまざまな利益追求団体が

政治家と及ぼし合った相互作用、彼らの費用と便益に対する理解、その相対的な力と影響力によ

ってもたらされたものである。アジア太平洋地域の国々は何よりもまず、自国の成長の可能性を犠

牲にすることなく経済成長を続け、気候変動の緩和あるいは適応を可能にする政策を組み合わせ

ていきたいと望んでいる。貧困を軽減する持続可能な開発政策を見いだすことがこの地域で必要

なことは間違いないが、気候変動への国際的な解決を遅らせると、結局、事態はさらに悪化するだ

けかもしれない。対策を行う場合より、何も行わない場合の方が、費用がはるかに高くつく可能性も

あるからである。 
 
 以上のような理由から、第 2 章では、この地域の政策決定者が検討すべき優先事項が 4 つ示さ

れている。 
(a) アジア太平洋地域の途上国がより効果的に関与することで、気候変動枠組みへの全世界的な

参加を実現する。 
(b) この地域の脆弱な人々の適応能力を高める。 
(c) 特に、緩和策に市場メカニズムの力を活用する。 
(d) 気候と開発の両面で恩恵がある効果的な政策を立案し、持続可能な形で開発された低炭素

社会のビジョンを実現する。 
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第2章  気候と開発に関する協調行動： 

岐路に立つアジア 
 
 
要約 
 
 気候変動は既に起きている。そして、アジアはその悪影響を受けつつある。気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）の予測によると、このような悪影響は今後ますます大きくなるという。世界の温

室効果ガス（GHG）排出量に対するアジアの途上国の寄与度が増している一方で、アジア地域の

一人当たり排出量は少ないままであり、開発・発展を求める圧力は依然として強い。IPCCとスター

ン・レビューによる全世界的な推定や、限られてはいるが現にアジア地域で得られた証拠によれば、

何も行動しないことの費用は、行動を起こすために要する費用の何倍にもなり得るだろうと言われ

ている。従って、GHG排出量を一層削減して気候変動を少しでも緩和すると同時に、気候変動へ

の適応能力を強化するような多面的なアプローチが求められる。 
 
 幸いなことに、アジアの途上国には、世界でも極めて費用対効果の高い緩和策や適応策を導入

する余地がまだある。それは、エネルギー効率の改善や再生可能なエネルギー源の導入、多国間

環境協定（MEA）間の協働関係の強化、気候以外の政策への緩和戦略の組み込み、開発計画に

おける適応策の主流化といった分野である。しかしその一方で、アジア各国の最高政策決定者や

政治家は、これまで、気候政策に十分な注意を払ってきたとは言いがたい。このため、気候と開発

の問題を効果的に統合させる政策や、市場メカニズムから気候政策に関する投資を引き付けること

を主目的とした制度がほとんどなく、国レベルでの適応策推進のための政策的枠組みも存在しな

い。 
 
 気候変動に関する国際交渉において、アジアの途上国は、自国の気候変動への寄与度や気候

変動の影響に対する脆弱性に見合った参加をしていない。そのため、2013年以降の将来枠組み

に関する提案のうち、アジアのニーズや願望を反映したものはほとんどない。従って、地球全体の

気候に対する関心を、アジアの開発・発展を優先させようとする潮流と調和させる枠組みを築くこと

が急務である。このような要請に応えるため、2013年以降の枠組みでは、京都議定書のような「目

標と達成期限」を定め方に依拠するだけでなく、（i）排出量削減と適応の約束・行動を段階的に強

化していく方式、（ii）各国の責任や、能力、緩和の可能性、脆弱性に応じた締約国の新たな分類

方法、（iii）インセンティブや遵守規定の適用に関するスケジュールの差異化、なども検討する必要

があろう。 
 

アジアでは、低炭素技術の普及が重要になってくる。そのためには、国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）のイニシアティブとUNFCCC以外のイニシアティブとが協働・連携していくことに加え、

知的財産権（IPR）の共同所有や革新的な資金調達といった方策が必要になるだろう。アジアでは、

適応にも緩和と同じくらい力を入れるべきである。このため、国際レベルでは適応策の資金調達と

資金メカニズムの強化、アジア地域レベルでは国境を越える問題や優良事例の共有に関するさら

なる協力、国・地方レベルでは地元の知識を適応計画に効果的に取り込むことが必要となるであろ

う。 
 
 アジアでは、クリーン開発メカニズム（CDM）に対する関心は非常に高いが、一方で承認方法や、

開発便益、2013年以降のカーボン・クレジット、地理的・技術的な不公平性に対する懸念も根強い。

当面は、人的・制度的能力を強化し、事業準備資金を調達するための革新的な方法を見いだすこ

とにより、これらの障害をある程度取り除くことは可能であろう。中期的には、セクター別の取り組み

や政策に根ざしたアプローチ、それに開発便益の促進によって、さらに他の障害にも対応できるで
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あろう。開発と気候政策のコベネフィット（相乗便益）は、それが正しく認識されて評価されさえすれ

ば、結果的にアジアのGHG削減費用の一部を相殺することになり得るのである。従って、コベネフ

ィットをもたらす政策の実施を促す制度的枠組みやインセンティブに、早急に立ち返るべきである。

そして中期的課題として、2013年以降の枠組みでコベネフィットをモニタリングできるような測定基

準を開発すべきである。 
 
 アジア各国の国内事情に応じて、社会・産業・経済の構造を早急に転換させるための行動計画

が必要である。先進各国は、GHG排出量を安定化させるために今後自らの行動計画を策定すると

ともに、先進国間で協調行動をとるべきであるが、アジアの途上国は、他の地域からの経験と教訓

を学ぼうと待っていてはならない。その際、気候政策だけでは気候問題を解決できないことを認識

すべきである。 
 
1. 背景 
 
 第1章で浮き彫りにされたように、国際社会はこの25年間、気候変動問題に効果的な解決策を見

いだそうと努力を重ねてきたが、その進展は国によってばらつきがあり、比較的遅い。しかし、幾つ

かの理由で、2007年は地球規模の気候政策にとって大きな転換点であったということになるかもし

れない。第一に、IPCCとアル・ゴア前米副大統領がノーベル平和賞を受賞したことにより、世界中

でこの問題に関する認識が大幅に進んだ。IPCCは、気候変動には「疑う余地がない」、そしてそれ

は人為活動に起因する「可能性が非常に高い」と結論付けている（IPCC 2007）。第二に、スター

ン・レビュー（「気候変動の経済学」）が2006年後半に出版され、2007年を通じて幾つかの注目を浴

びた会議（例えば、国連安全保障理事会、国連総会のテーマ別討論、G8ハイリゲンダム・サミット、

アジア太平洋経済協力（APEC）会合）が開催されたことで、政治的な機運がかなり高まった。第三

に、おそらくこれが最も重要であるが、国連気候変動枠組条約第13回締約国会議（COP13）で「バ

リ行動計画」が採択されたため、国際気候政策において2009年末までに新しい枠組みの合意につ

ながるような著しい変化の到来が予想される（Box 2.1）。 
 
Box 2.1. バリ行動計画 

 バリ行動計画は、2013年以降の気候変動枠組みに向けた交渉において、特筆すべき画期的な出来事と考えられ

よう。その理由は、この中に工程表や議題、2009年という期限が含まれているからだけでなく、2013年以降の気候変

動枠組みの4構成要素（緩和、適応、技術、資金）すべての議論が同時に進展したからでもある。緩和について、各

国代表団は、「先進国締約国による、計測・報告・検証が可能で各国に適合する緩和の約束または行動」や「協働

でのセクター別アプローチ及びセクター特有の行動」を考慮することに合意した。また、適応基金の管理について

合意に至り、資金メカニズムや、森林破壊による排出量の削減に関して議論が前進した。加えて、緩和・適応の技

術移転への投資を拡大する戦略プログラムを開始することで合意された。さらに、条約の下での長期的協力の行動

に関する作業部会が別途設置されたことにより、長期目標を有する包括的なプロセスがすべての国の参加により創

設された。アジアの途上国に関してバリ行動計画が示唆していることを、以下に簡単に述べる。 
 

将来の交渉は、「途上国締約国が、持続可能な発展に向け、技術、資金、能力向上による支援を受け、計測・報

告・検証が可能な方法で行われる、その国に適した緩和の行動」を検討することになろう。考慮すべき重要な点は、こ

の行動計画が、「特定部門における技術協力」「研究開発における協力」「プラスのインセンティブと革新的な資金供

与手法」「公共部門及び民間部門の資金供与及び投資の流動化」など、途上国による緩和の取り組みに対して多様

な支援メカニズムを保証していることである。交渉の中で、途上国は、緩和の行動を実施する上での障壁を明確にす

る必要がある。そうすれば、新しい気候変動枠組みで先進国からの具体的な支援が制度化できる。同様に、GHGの

排出削減と持続可能な開発の間の相乗作用を追求する上での障害も特定すべきである。併せて、「計測・報告・検証
が可能な」などの文言は、さまざまに解釈される可能性があるため、その意味をもっと明解にしなければならない。 

 
 本章では、国際社会が気候変動問題に対して急激な変貌を遂げようとしている状況下で、文化

的にも政治的にも多様で、空前の経済成長に沸いている国もあれば、長引く貧困にぎりぎり耐えて

いる国も存在するアジア地域が、この複雑な課題にどのように取り組めるかを検討する。まず、世界
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のGHG排出量に対するアジアの寄与が急速に高まっていると同時に、アジアが気候変動による重

大な影響を被ることになることから説明する。その後、このようなリスクを緩和するには、この地域の

気候政策が、回復力に富み、そもそも不確実性を有する問題に直面しても柔軟性を有する一方で、

炭素集約型産業やその他の既得権益集団からの反対にも屈しないものである必要があることを論

じる。気候政策がこのようなバランスをとれるかどうかは、主要な分野（セクション2で論じる林業、水

など）の気候変動への適応能力があるかどうかと、気候の問題と持続可能な開発政策とで緊密な

連携がとれるかどうかにかかっていることがうかがえる。 
 
1.1. 気候変動に対するアジアの寄与 
 
 近年の推定では、エネルギーに関連する世界全体のGHG排出量のうちアジア地域が占める割

合は27％であり、この割合は2030年までに40％に達するとも言われている。この地域では、都市人

口の着実な増加1、エネルギー消費とモータリゼーションの急激な進行2、化石燃料3とエネルギー

集約型産業への継続的依存が予測されている（IEA 2007, USAID 2007）。中国が2006年に米国を

追い抜いて世界最大の二酸化炭素（CO2）排出国になったという、2007年6月にオランダ環境評価

機関が発表した内容は、事実の重要性よりも象徴的な意味で大きな関心を集めたと言えよう（MNP 
2007）。しかし、このことは、アジア地域が主要な排出源となったこと、そして今後もそうあり続けるだ

ろうことを示す全体像（表2.1）の一部を如実に表している（IEA 2007）。 
 
表2.1. 2005年の地域別エネルギー起源のCO2排出量 

地域 CO2総排出

量（百万t）
一人当たりCO2

（t CO2/人） 

国内総生産（GDP）

当たりCO2（kg CO2 

/GDP2,000ドル） 

GDP（購買力平価

（PPP））当たりCO2（kg 
CO2/ PPP2,000ドル） 

世界  27,136 4.22 0.75 0.50
OECD諸国（日本と韓国を

除く） 
11,247 11.29 0.49 0.43

中東  1,238 6.62 1.58 0.91
旧ソ連  2,303 8.08 4.39 1.10
ヨーロッパの非OECD諸国  263 4.87 1.73 0.61
アジア  9,295 2.75 0.97 0.48
ラテンアメリカ  938 2.09 0.58 0.29
アフリカ  835 0.93 1.14 0.40

出典：IEA （2007） 
 
 総排出量が注目されるのは当然かもしれないが、一方で、これよりも問題の種にならない指標、

例えば産業革命以降の累積排出量や一人当たり排出量などを軽視してはならない。例えば、大多

数のアジア諸国では一人当たりの年間エネルギー起源の排出量が、世界平均の4.2トン/年をはる

かに下回っている（表2.2）（IEA 2007）。一人当たり排出量は先進国とアジアの途上国とでかなり大

きな差があるものの、その差が縮んでいくという展望に関しては当然の疑問が起こった。このような

疑問の中核には、アジアを含む全地域で効果的な気候政策を形成しなければ気候変動との闘い

に勝つことができないという認識がある。そして、アジアで効果的な気候政策をどのように実現して

いくかについての合意はないものの、この課題に真剣に対処することがアジアにとって最大の利益

になるという点では大筋で一致している。 
 
1.2. アジアの持続可能な開発にとって課題となる気候変動 
 
 気候変動がアジアの持続可能な開発に及ぼす悪影響は深刻かつ重大であり、だからこそ、アジア

の政策決定者は気候変動をもっと真剣に考えるべきである。地球レベルでは、深刻な悪影響が

IPCCによって既に報告されている。しかし地域レベルで見ると、IPCCが報告してきたアジアでの観

測結果は、他の地域に関するものよりも少ない。例えば、ヨーロッパで観測された、気候変動に起因
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する物理的・生物的な著しい変化は2,000例あるが、これがアジアでは、僅か物理的な変化が106、

生物的な変化が8である（IPCC 2007）。このように観測された影響が少ししか報告されていない原因

は、全球モデルを国・地方レベルに縮小して適用する難しさにもありそうだが、より重要な原因は、こ

のような研究をアジアで実施する能力が限られていることにもあるようである（Srinivasan 2006a）。 
 
表2.2. 2005年の一部アジア諸国のエネルギー起源CO2排出量 

国 CO2総排出量

（百万tCO2） 

一人当たり

CO2排出量

（tCO2/人） 

GDP当たりCO2

排出量（kg 
CO2/2,000ドル）

GDP（PPP）当たり

CO2排出量（kg CO2 
/PPP2,000ドル） 

カンボジア   4 0.27 0.66 0.11
中華人民共和国 5,060 3.88 2.68 0.65
中華台北（台湾） 261 11.41 0.73 0.46
香港（中国）   41 5.87 0.20 0.19
インド   1,147 1.05 1.78 0.34
インドネシア   341 1.55 1.64 0.45
日本   1,214 9.50 0.24 0.35
大韓民国   449 9.30 0.70 0.47
朝鮮民主主義人民共和国  73 3.26 6.97 1.98
マレーシア  138 5.45 1.23 0.56
モンゴル  10 3.44 7.75 2.01
ミャンマー  11 0.22 0.73 0.15
ネパール  3 0.11 0.48 0.08
パキスタン  118 0.76 1.28 0.36
フィリピン  76 0.92 0.82 0.20
シンガポール  43 9.93 0.38 0.38
スリランカ  12 0.63 0.62 0.15
タイ  214 3.34 1.36 0.43
ベトナム  80 0.97 1.80 0.35

出典：IEA （2007） 注：PPP＝購買力平価；kg＝キログラム 
 
 最近、186の調査を検証したところ、アジア地域の生態系のほとんどで、気候変動に対する脆弱

性が非常に高いことが確認された（Preston et al. 2006）。例えば、1990年から2005年の間に報告さ

れたデータによると、北アジア及び中央アジアで降水量が増加した一方で、南アジアでは減少した。

もしこのような傾向が続けば、最も食糧不足に陥りやすい南アジアで、降雨の減少によって2050年

までに穀物生産が30％減少するであろう（IPCC 2007）。温暖化が進めば、ヒマラヤ山脈の氷河の

融解が加速する可能性がある。これにより、まず河川流域と氷河湖の決壊洪水（GLOF）4の危険性

が高まり、その後、長江、メコン川、黄河、ガンジス川、インダス川、ブラマプトラ川、サルウィン川と

いった主要な河川流域で、利用できる淡水が減る。これらの流域における水不足は、今世紀半ば

までに何百万もの人々の生活を脅かすことになろう。最近の中国からの報告は、1964年から1992
年までに氷河が最大15％後退したことを示唆している。 
 
 気候変動に関連した他の幾つかの間接的な影響は、その範囲が広がり、強度を増していくと予

想される。例えば、気温が上がると、南アジア及び東南アジアの生物学的に多様な沿岸生態系や

マングローブ生態系が劣化するおそれがある。また、降雨の変化が激しくなると、インドネシアやマ

レーシアの泥炭地が破壊され、これによってさらに気候変動が増幅する可能性がある。泥炭地は、

大量の炭素5を蓄積しているが、開墾が進んでいるために既に面積が縮小しつつあるのである。気

候の乾燥化が進むと、北アジアの北方林で森林火災の件数と激しさが増し、そうなるとさらに多くの

炭素が大気中に放出されることになる。だが間接的な影響の中でも最も有害なものは、マラリアや

デング熱などの生物媒介性の感染症が温暖化によって広がることや、干ばつ、洪水の頻度が上が

って下痢が急増することであろう（表2.3）。  
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表2.3. 気候変動がアジアに及ぼすと予想される主な影響 
分野 予想される影響 
農業／林業  南アジアで穀物収穫量が30％減少することによる飢餓リスクの増大（2080年にはアジアの

2億6,600万人が飢餓に直面する可能性） 
 1℃の気温上昇につき農業による水需要が6％から10％以上増大 
 牧草地の純生産性や牛乳生産量の低減 
 森林での害虫発生や森林火災の頻度及び激しさの増大 

水  インドで利用できる水の量が最大1,820m3／年から2050年までに最大1,140m3／年へ減

少し、10億人以上に悪影響を及ぼす可能性 
 メコン川の年間流量が2050年までに16％から24％減少 
 3℃の気温上昇で長さ4km未満のチベット高原の氷河が消失 
 チベット高原の氷河の面積が1995年の50万km2から2030年代には10万km2へと80％縮小

 海水侵入による水質の悪化 
 沿岸水域における稚魚の数の減少 

健康  水温上昇による南アジアでのコレラ深刻化 
 洪水と干ばつにより各地域の下痢の患者数・死亡者数がアジア全体で増加 
 家畜の感染症の増加 

沿岸／海洋

生態系 
 1mの海面上昇によりアジアのマングローブ2,500km2が消失 
 紅河（5,000km2）とメコン川（1万5,000km2から2万km2）のデルタ地帯の洪水 
 2100年には東南アジアの沿岸部に住む約260万人から1,880万人が洪水リスクにさらされ

る可能性 
 平らな砂浜の大規模な浸水や後退による観光への影響 
 今後30年間にアジアのサンゴ礁が最大30％消滅 

出典：IPCC （2007） 
 
 水需要の増大等の影響のように、徐々に現れるため、影響を受ける地域がそれに適応する時間

的猶予をいくらか与えてくれるようなものもあるが、GLOFのような急激な影響はそういう余裕はほと

んどなく、費用もより高くつくであろう。アジアでの最大の脅威は、極端な気象の頻度と激しさが増

すことだといってほぼ間違いない（表2.4）。例えば、1950年から2004年までの間にアジアは157の

暴風に襲われ、1,380人が死亡し、249万6,808人が被害を受け、約59億ドルの損害を受けた

（Preston et al. 2006）。アジア沿岸部の夏の天気を大きく特徴付けるのが、豪雨と台風である。気候

の温暖化が進むと、すでにこの地域全体に多額の損害をもたらしている嵐の風速が、さらに増す可

能性がある（Nordhaus 2006）。熱波は、猛暑の長期化に対処するための社会的・物理的なインフラ

に欠ける地域に最も激しく襲いかかるであろう。6  
 

さらにもう一つの気候変動の影響である海面上昇7に対しては、アジアの多くが脆弱だと考えられ

る。海面上昇は、バンコク、香港、カラチ、コルカタ（カルカッタ）、ムンバイ（ボンベイ）、東京、上海

といった低地沿岸都市において深刻な問題になるであろう。ガンジス・ブラマプトラ川や珠江の河

口に位置する人口密度の高いメガデルタでは、なお一層大きな問題となりそうである。海面上昇が

最も深刻になりそうなのは、残念ながら、バングラデシュ沿岸部やベトナム、太平洋の小島嶼開発

途上国（SIDS）などの貧困に悩む地域であり、（2100年までに）1mから5m上昇すると、広大な土地

が浸水し、何千何万もの人々が移住を強いられ、気候難民が別の場所で新しい生活を模索するた

めに社会政治的な紛争が起こりやすくなる可能性がある（NEF 2007）。例えばベトナムでは、1mの

海面上昇で影響を受ける人が人口の10％を超えるかもしれず、この割合は調査した84カ国中最も

高かった（Dasgupta et al. 2007）。 

9



IGES 白書 

表2.4. 一部アジア諸国で観測された、気候変動による非線形の影響の例 
極端な現象 近年の証拠 
熱波 
中国 短期間の熱波や気温の高い昼夜の頻度が増加。 
日本及び韓国 最高気温が35℃を超える日が増加。気温が極めて低い日が減少。 
インド 2003年夏に気温が45℃から49℃となり、アンドラプラデシュ州で気温が49℃に達したために推

定1,000人が死亡。 
モンゴル 熱波の継続期間が8日から18日延長。過去40年間に寒波の継続期間が13.3日短縮。 
豪雨と洪水 
バングラデシュ  深刻で度重なる洪水。1987年、1988年、1998年、2002年の洪水は特に破壊的で、直近

の深刻な洪水は2007年8月に発生。 
カンボジア 2000年の洪水。 
中国 中国西部及び南部の豪雨や長江沿いの洪水の頻度が増加。1990年代以降、中国北東部

で洪水の頻度が増加。中国東部で夏期の雨の激しさが深刻化。1998年に長江沿い及び北

東部で深刻な洪水。 
インド  北東州で、特に2002年、2003年、2004年に、度重なる深刻な洪水が発生。2000年の洪

水は西ベンガル州の道路及び交通インフラをほぼすべて破壊。  
日本 過去100年で豪雨の頻度が増加。2004年には10個の台風による集中豪雨で深刻な洪

水。1961年から2000年の間に最大降水量が大幅に増加。 
ネパール  度重なる深刻な洪水。  
フィリピン 1990年と2004年に地滑りと洪水。  
スリランカ 2003年に最南端の州で深刻な洪水。  
ベトナム 極端な降雨現象とこれに伴う鉄砲水の増加。 
サイクロンと台風 
中国 1950年代以降大型サイクロンの数と強さが増大。1950年から2004年までに21回の極端な高

潮。この21回のうち、14回は1986年から2004年までの間に発生。 
日本 熱帯低気圧の数のピークが一度1960年代半ばにあり、その後1990年代初頭に再来。人口密度

の高い港湾都市は強力な嵐の影響を極端に受けやすい。 
フィリピン 1990年から2003年の間にフィリピン管轄区域（PAR）でサイクロンの頻度が増加。平均し

て、20のサイクロンがPARを通過し、このうち8か9が上陸。 
出典：IPCC （2007）; Preston et al. （2006） 
 
 結局、気候変動で最も深刻な影響を受けるのは、気候変化の影響を受けやすい産業部門に大き

く依存し、保健医療や公的サービスが適切に提供されておらず、気候変動の影響からの防衛手段

に投資する資源が不足しているような地域であろう。残念なことに、この特徴はアジアの多くに当て

はまる。さらに、気候変動に対して脆弱な地域にもたらされている現在の影響によって、多くのアジ

ア諸国が2015年までにミレニアム開発目標（MDG）を達成することが困難になる恐れが増している。

例えば、Sperling（2003）とReid and Alam（2005）によれば、気候変動は水資源や森林、耕作地とい

った貧困家庭の収入源に影響を与える可能性があり、そのために地域社会内の社会的緊張や飢

餓の増大を生む可能性があるため、MDGの進展を大きく妨げ得るという。同様に、気候変動は子

供たちが初等教育を受ける機会を制限する可能性がある。それは、作物の収穫量が減って労働に

駆り出されたり、病気のリスクが高まって健康を損なったりする可能性があり、その結果学校に通え

なくなるからである。 
 
1.3. アジアで行動を起こす場合の費用と、行動を起こさない場合の費用 
 
 行動を起こす場合の経済性（緩和・適応政策の費用及びリスク）と、気候変動に対して何も行動を

起こさない場合の経済性（影響の費用及びリスク）を正しく評価することは、大変難しい問題である。

なぜなら、モデリングの結果は、安定化の目標や水準、排出量のベースラインや関連した技術変

化及びこれに伴う排出量、割引率、技術ポートフォリオに関する仮定の方法に大きく影響されるか

らである。また、長期的な潜在的費用を考慮すれば、当然結果は変わってくるであろう。実に多くの
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初期の研究（Nordhaus 1991）が、人間の健康や生態系サービスに対する影響など、市場に無関係

な影響を見落としていた。気候変動の費用とリスクに関するこれまでで最も徹底的な分析によれば、

産業革命前の水準より2℃から3℃気温が上昇すると、世界のGDPの損失は最大3％になり得ること

が分かった（Stern 2007）。だが、もし人間の健康に対する直接的な影響を考慮に入れると、費用は

世界のGDPの5％から10％に上昇する可能性がある。気候システム自体がその変動を増幅するよう

なフィードバックを起こすと、温度はさらに上昇し、経済的損失は世界のGDPの7％から14％に拡大

し得る。最後に、さらに貧困地域に対する重み付けを行うと、この数字は世界のGDPの20％近くに

まではね上がる。UNFCCC（2007）は、気候変動による現在の世界的な損失の幅を1,600億から

3,300億ドルと推定しており、この額も2030年までに8,500億から1兆3,500億ドルに増大すると予想さ

れる。 
 

一方で、地球規模で行動を起こす場合の費用は、比較的小さくなる。Stern（2007）は、排出量を

二酸化炭素換算（CO2e）で550ppm（気温上昇が2℃から3℃以内に抑えられそうな水準）で安定化

させるために2050年までに必要となる支出は、世界のGDPのわずか1％の範囲に収まると述べる。

IPCC（2007）の報告によると、GHGを2030年までに445ppmから710ppmの水準で安定化させるため

の世界平均の費用は、GDPの3％未満の損失から0.6％の増加となり、これによって、年平均GDP
成長率は0.12％未満から0.06％未満に押し下げられる。最近のUNFCCCの報告では、2030年に

世界の排出量を現在の水準に戻すようなGHGの緩和には、2,000億から2,100億ドルの追加的な資

金の流れが必要になることが示されている（UNFCCC 2007）。World Bank（2006）は、途上国の適

応費用だけで年に90億から410億ドルほどかかるだろうと推定している。緩和の行動が遅れれば、

適応の費用はさらに増すであろう。 
 
 アジアのほとんどが、気候変動による気温上昇や降雨パターンの変化、海面上昇に脆弱である

が、行動を起こす場合の費用と行動を起こさない場合の費用を評価した報告はこれまで少なかっ

た。研究者や政策決定者は、もっとこの分野に注目すべきである。例えばマレーシアの場合、

UNFCCCへの第1次国別報告書（NC）の推定によれば、発電所周囲の気温が1℃上昇すると出力

が2％低下するために、6,600メガワット（MW）の発電で年に約1,240万ドルの損失になるだろうとい

う（表2.5）。インドネシアのカラワン県とスバン県では、海面上昇による経済的損失が5億ドルと推定

されている（PEACE 2007）。インドネシアの近年の研究では、2100年までの海面上昇によって、評

価額が1km2当たり28万ドルである土地が9万260km2消失することから、255億ドルという莫大な経済

的損失が予想されている（Susandi et al. 2008）。中国では、100年間の高潮による損失が48億ドルと

推定される一方で、行動を起こす場合の費用は推定4億ドルである。従って、予防的な行動にかか

るコストを支払うことで、44億ドルの純便益が生まれる（Hay and Mimura 2005）。Stern（2007）の報

告では、インドと東南アジアにおいては、費用は年間GDPの2.5％から3.5％になる可能性があり、こ

の上限値は、気温が産業革命前より3.9℃から4.3℃上昇する気候変動の増幅型フィードバックが

起きると仮定して推定した値である。貧しい地域や、予測できない非線形の影響、衰えない排出量

（これでさらに温度が上がる）を加味すると、推定損失額は2100年までに年間GDPの9％から13％

にまで拡大すると予想される（表2.6）。 アジアでは信頼できる推計値が不足しているため、中国及

び東南アジアでスターン・レビューのような研究を実施しようと、アジア開発銀行（ADB）などによる

取り組みが進んでいる。アジアの途上国でこのような費用を評価する統合評価モデルを使用できる

人的能力をさらに開発する必要性がある。 
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表2.5.  気候変動がマレーシアの電力部門に及ぼす影響の費用 
気候変動 影響  影響の単位当たり 

費用  
影響の推定費用 適応／緩和 

周囲の気温が1℃上

がった場合 
ガスタービン発電の

出力が2％低下  
 
水力発電の出力が

2％低下 

110MWのガスタービ

ン1基当たり67万リン

ギット／年の損失  
100MWの水力タービ

ン1基当たり90万リン

ギット／年の損失 

6,600MWの容量で約

4,000万リンギット／年 
 
2,000MWの容量で約

1,800万リンギット／年  

吸気冷却 
 
 
降水強化 

水温が1℃上がった

場合 
蒸気タービンの出力

が8％低下 
110MWの蒸気タービ

ン1基当たり260万リン

ギット／年の損失 

4,000MWの容量で約

9,500万リンギット／年 
空冷復水器 

海面が1m上昇した

場合 
発電所が面する海岸

の浸食 
数ｶ所の発電所に特有。現在、沿岸浸食の影響

を受ける各発電所において浸食の問題を緩和

するために毎年200万リンギットが支出されてい

る。  

防波堤  
発電所の移転 

腐食 発電所1ｶ所当たり

300万リンギット／年 
発電所6ｶ所で1,800
万リンギット／年 

電気防食、塗装 

出典：Ministry of Science, Technology and the Environment, Malysia. 2000. Note: RM: Malaysian Ringgit 
 
 
表2.6. 気候変動が2100年までにインド及び東南アジアに及ぼす影響の費用の予測 

 あらゆる費用まで含めない推計 あらゆる費用を含めた推計8 
 GDPの

損失 
1日2ドル未

満で生活す

る人の年間

増加数 

子供の死亡者

の年間増加数

GDPの

損失 
1日2ドル未

満で生活す

る人の年間

増加数 

子供の死亡者

の年間増加数 

3.9℃の気温上昇  2.5％ 2,400万人9 4万人 9％ 1億人  16万5,000人 
4.3℃の気温上昇10 3.5％ 3,400万人11 6万人 13％ 1億5,000万人  25万人  

出典：Stern （2007） 
 
 これまでに挙げた報告書では、行動を起こさない場合の費用は、行動を起こす場合の費用を何倍

も上回るであろうことが示されている。しかしながら、気候変動に対処する効果的な戦略を作り上げる

のは容易ではない。なぜなら、影響自体もそうであるが、地域レベルで行動を起こす際にかかる費

用や起こさない際にかかる費用にも、多くの不確実性を孕んでいるからである。エネルギー利用環

境の整備など、開発に関する差し迫った課題に対処する必要性によって、問題はさらに複雑になる。

とはいえ、不確実性あるいは開発ニーズを理由に行動を起こさないという選択肢もありえまい。気候

変動に対処できなければ、今日までになされた開発が帳消しにされてしまう可能性さえあるからであ

る。前進するための一番良い方法は多分、「ノー・リグレット」や「ウィン・ウィン」の選択肢12を明らかに

しながら、予防原則に則って協調行動をとることだろう。この意味で、COP13のバリ行動計画は、すべ

ての国による計測・報告・検証可能な行動を求めている点で、大きな意義を有すると言える。 
 
 アジアはもっと協力して積極的に気候変動と開発に対処できるし、そうすべきであるという理由が

もう一つある。アジアでは、近い将来その急速な経済成長をかなえるために必要とされる多くのイン

フラが建設される予定であり、そのインフラのほとんどがその後何十年にもわたって残ることになる。

そこで、早急に考えなければならないのが、「技術のロックイン」を避けるとともに、低炭素かつ省資

源型で、生活の質の向上や発展の権利を否定しない持続可能な開発経路を追求するような取り組

みである。そのため、気候変動を十分に考慮した開発政策を立案し実施することは、気候変動政

策だけを分けて扱うよりも効果的であろう。しかし、この政策移行を成し遂げるには、アジアが現在

どのような状況にあるのかに関して、詳しい情報を基に正しく認識し、そして今後どこに向かうべき

かを具体的に提言する必要がある。 
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 本章の目的は、気候変動に関する行動と持続可能な開発戦略とを連携させる際に考えられる機

会（セクション2）や障壁（セクション3）を客観的に評価すること、そして、効果的な地球規模の行動

にアジアが寄与できる優先事項（セクション4）を特定することである。ここで前提とするのは、政策

決定者があらゆるレベルで積極的に気候の問題を開発戦略に組み込めば、アジアではもっと持続

可能で、気候変動に対して回復力を有するような開発が可能になる、ということである。 
 
2. よいニュース：費用対効果の高い気候変動対策 
 
 アジアにおいて、効果的な気候変動対策を実施することは容易なことではないが、低コストの緩

和策と適応策の導入を第一に考えれば、可能性は高まるであろう。 IPCC は、実質コストがマイナ

スとなる緩和策によって、2030 年までに年間排出量を二酸化炭素換算でおよそ 6Gt 削減できる可

能性があると発表した（2007）。この数字は世界の予想排出量の約 10%にあたり、緩和ポテンシャ

ルは先進国よりも途上国の方が大きい。別の世界的な研究によれば、削減量 1 トン当たり 40 ユーロ

未満の対策によって、2030 年までに二酸化炭素換算で 26.7Gt の排出量削減が技術的に可能で

あり、この削減量の半分以上は途上国で見込まれている（Enkvist et al. 2007）。このように途上国に

低コストの排出量削減策が広く行き亘る可能性を高く見込んでいる理由として、次の 3 点が挙げら

れる。まず、人口が多いこと、次に、既存の排出量を削減するのではなく新たな排出を抑える場合

のコストのほうが低いこと、最後に、森林減少による排出量（世界の排出量の 20％近くを占める）を

削減できる可能性が高いことである。最近行われた研究で、アジア諸国が幾つかの費用対効果の

高い GHG 緩和策を提案していることが確認された（図 2.1）（Hanaoka et al. 2008）。 
 
 気候政策と開発政策を効果的に統合させることによっても、新たな削減機会が生まれる。気候変動

対策を各国の開発計画に組み入れることの重要性は、以前から国際社会で指摘されていた。

UNFCCCの第3条には、「人に起因する変化から気候系を保護するための政策及び措置について

は・・・各国の開発計画に組み入れるべきである」と述べられている。つまり、国家の開発計画は、重

要な転換点の役割を果たし、気候問題と開発目標の双方に同時に対処できる。IPCC（2007）は、こ

の主張をなお一層支持し、「開発担当者に気候変動を持ち込み、気候政策担当者に重要な開発問

題を持ち込むことによって、大きな相乗効果を利用できる可能性は非常に高い」と述べている。 
 
図 2.1. 2020 年の GHG 緩和ポテンシャル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典： Hanaoka et al. （2008） 
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2.1. エネルギー効率と再生可能エネルギー 
 
 エネルギー効率（EE）の改善は、アジア諸国で利用可能な緩和策の中で最も費用対効果が高い。

例えば、アジアの既存産業施設や発電所で、現在の技術を効率的に用いて、エネルギー消費を

20％削減するだけで、2000 年から 2020 年までに GHG 排出量増加分を半減できると推定されている

（METI 2004）。過去 25 年間におけるアジアの産業成長の 80％を担った中国には、潜在力のある

EE の機会が多くある（IEA 2007）。例えば、中国の製鉄業界のエネルギー効率はドイツの 4 分の 1
である（Kraemer et al. 2007）。モデル予測によれば、中国の排出量削減ポテンシャルは世界最大で

あり、2020 年までに二酸化炭素換算でおよそ 3.5Gt の削減が可能である（Hanaoka et al. 2008）。同

様にインドでも、炭素換算で削減量 1 トンあたり 10 ドル未満のエネルギー対策を実施することで、

2005 年から 2035 年までに 5Gt の排出量削減が可能であると予測されている（Sathaye et al. 2006）。 
 
 そうした EE の機会は、中国やインドに限らない。多くのアジアの国が今後 20～30 年の間にエネ

ルギー関連施設を建設する計画を発表している。こうした耐用年数が長い設備に低炭素技術を導

入すれば、将来の排出量と緩和コストを大幅に削減することが可能である。運輸部門でも、モーダ

ルシフト（輸送手段の変更）や都市計画の改善によって、低コストで排出量を大幅に削減すること

ができる。住宅・商業用建築部門では、これまで認識されていなかった効率化の障害を取り除くこと

で緩和コストの一層の縮減が可能となる（IEA 2006）。多くのアジア諸国では、建物や交通網、エネ

ルギーインフラの大半がまだ整備されていないため、こうした対策が極めて重要となってくる。 
 
 アジアの多くの国がこうした方向に進み始めたことは明るい兆候である。例えば、中国の第 11 次

5 カ年計画では、20%という大幅な EE 改善を目標に掲げている（People’s Republic of China 2006）。

この目標は、2004 年の国家発展改革委員会（NDRC）の中期エネルギー保全計画に基づいている。

この計画では、EE を 2010 年までに 1990 年代の国際水準に、2020 年までに国際先進水準にまで

向上させることを目標としている。もし中国がこの目標を達成できれば、世界最大の CO2 緩和対策

に相当する。この目標を達成するため、中国は「トップ 1000 社のエネルギー行動計画」、「エネルギ

ー効率ラベリングメカニズム」、「主要エネルギー消費セクターの製品に関するエネルギー効率基

準」などのいくつかの特別プログラムを主導した。同様に明るい兆候は、日本が EE に関する豊富

な経験と、EE の「トップランナー基準」である（第 9 章参照）。日本の EE に関する経験と高い基準は、

他のアジア諸国にとって有益な先例となるだろう。日本政府は GHG 緩和における EE の重要性を

踏まえ、2008 年 1 月の世界経済フォーラム年次総会で、5 年間で 100 億ドルを拠出する資金メカ

ニズム「クールアース推進構想」を発表し、世界全体の EE を 2020 年までに 30％改善する目標を

打ち出している。 
 
 アジア諸国に有効で、かつ費用対効果が高い GHG 緩和策は、EE の改善以外にもある。再生可

能エネルギー（RE）を導入することで GHG 排出量の削減が可能であり、さらに RE 導入はアジアで

のポテンシャルも高い。例えば、アジア全体での太陽光発電システム（PV）の技術的ポテンシャル

は約 860,000 TWh/年と推定されている（de Vries et al. 2006）。最近の世界的な原油価格の高騰や

エネルギー安全保障に関する懸念から、アジア諸国は RE 導入を以前よりも真剣に検討せざるを

得なくなった。RE 導入が望ましい別の理由として、アジアには安定した電力網が整備されていない

農村地域が多いことがあげられる。こうした地域では、RE を用いた独立型発電所や「ミニグリッド」シ

ステムの利点が多く、こうしたシステムの設置は電力網の拡張と比較して費用対効果も高い。さらに、

農村の貧しいコミュニティは独立型の RE 発電システム設置により、（経済的な機会が生まれ、水資

源へのアクセスが向上し、都市への移住者が減少することで）気候変動への適応という点でも恩恵

を被ることになる。 
 
 こうしたことを背景に、多くのアジア諸国は、電気、冷暖房、運輸セクターにおいて、RE に関する

政策機関の設置、RE 導入目標の設定、RE 展開政策（市場牽引型、技術推進型の両方）への着
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手を行ってきた。インドでは、1992 年に非在来型エネルギー源省（2006 年に新・再生可能エネル

ギー省に改名）が創設された。同省は、研究開発（R&D）プログラムを展開し、技術者が、助成金

に後押しされた普及プログラムに替えて低炭素技術の商品化に取り組むことができるよう支援して

きた。また同省は、2010 年までに新たに増大する発電容量の 10%を、RE を利用したものにすると

いう目標を掲げた。風力発電や太陽光発電を推進するインドの政策（例、特恵税率、加速償却など

の財政的インセンティブ、RE ポートフォリオ基準）は、他のアジア諸国でも導入することが可能であ

ると多方面で評価されている。中国では 2005 年に RE 法が公布された。この法律では、RE の割合

を 2020 年までに 15％に引き上げるという目標を掲げている。13実際、中国の太陽熱温水器の普及

は成功事例として評価され、他のアジア諸国でも導入が検討されている。インドネシア、日本、マレ

ーシア、韓国、シンガポール、タイ、フィリピンは同様の RE に関する政策と目標を策定している

（Srinivasan 2006b）。例えば、インドネシアとフィリピンは、税制上の優遇措置や投資、RE 由来の電

力買い上げ・価格保証政策などによる独立系発電事業者（IPP）を支援するための特別措置を開始

した。バイオ燃料については論議を呼んでいるが、多くの国でバイオ燃料への投資が急増している。

この問題については第 5 章で考察する。中国、インド、マレーシア、フィリピン、タイは、地方レベル

又は国レベルで自動車燃料にエタノールを混和することが義務付けられ、この方策が拡大する余

地はかなり大きい。同様に、アジアの多くの地域では、地域暖房や熱電併給にバイオマスを活用

する機会が非常に大きい。 
 
 おそらく、最も明るい兆候は、アジアの民間セクターが EE や RE への投資に関心を高めてきてい

ることであろう。この傾向は、アジアでのクリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトの急増に現れて

いる。2008 年 5 月 1 日時点で承認された CDM プロジェクト 1,035 件のうち、半数以上がアジア地

域内のプロジェクトである。さらに、生活態度やライフスタイルに変化が現れてきたことも同様に明る

い兆候である。例えば、日本の環境省は｢クールビズ｣「ウォームビズ」キャンペーンを開始しており、

この活動は相当な排出量削減につながった。 
 
 アジアでは、（水力発電のような RE を使った）発電と利用における地域協力の機会が大きい。例

えば、拡大メコン地域国間の国境を越えた電力取引協定などの協力の成功事例は、他地域でも導

入できる可能性がある。こうした国境を越えた協定によって、大規模な水力発電所建設、地域的な

送電網の整備、長期的な買電契約締結に向けた努力の結集を加速することができる。 
 
2.2. エネルギーセクター以外の緩和機会 
 
 エネルギーセクター以外では、気候問題以外の政策分野（農業、森林、水、廃棄物、貿易、貧困

緩和、人口抑制）での連携･強調が、アジアにおける費用対効果の高い緩和策を実現する上で大

変重要な機会となる。第 4 章から第 7 章では、こうした可能性を詳細に論じる。本章では、UNFCCC
による「気候政策路線」だけでは、十分な排出量削減を達成することはできないという認識が高まっ

ており、「気候政策以外の政策路線」が必要となってくるということを強調しておきたい（Kok and de 
Coninck 2004）。この「気候政策以外の政策路線」では、政策決定に相乗便益（コベネフィット）を組

み入れ、多国間環境条約（MEA）との相乗効果を引き出すことが必要となってくるだろう。さらに、こ

の路線は、気候変動政策を持続可能な開発計画に組み込む機会を創出することに繋がる。 
 
 アジアの政策立案者は、気候政策以外の政策路線にさらに目を向けるべきである。それは、こう

した政策は低コストの緩和策となり得るからである。エネルギー安全保障の強化、エネルギーコスト

の削減、大気汚染による健康被害の抑制などのコベネフィットが得られる場合、コストはさらに低く

なり得る（Vennemo et al. 2006）。運輸（Box2.2）、廃棄物管理、エネルギー、水、建築、農業セクタ

ーでコベネフィットが得られれば、開発と気候問題の統合機会が拡大する。中国、インド、タイの天

然ガスと石油インフラからのメタン排出削減事業でも、コベネフィットが実現し得る（Fernandez et al. 
2004）。こうした理由から、日本の環境省は、エネルギー以外のさまざまなセクターから気候変動対
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策上のメリットを生み出す手法を明らかにするプロジェクトを開始した。また、2008 年 4 月には、国

連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）とともに、コベネフィット及び適応策に関する情報共

有を行うウェブ上の協力枠組み「アジア太平洋気候変動と開発のためのゲートウェイ」を創設した。 
 
 気候政策以外の政策路線によって、気候問題と開発を結びつけ、MEA の枠を超えてより統合的

な政策実施の体制に進展する可能性もある。種の保存に重点を置く生物多様性条約（CBD）と持

続可能な土地開発に焦点を当てた国連砂漠化対処条約（UNCCD）には、幾つかの相乗効果が潜

在的にある。こうした相乗効果を活用することで、持続不可能な土地利用の手法を持続可能なもの

に転換し、生物多様性を保存し、生態系の働きを保護し、地域コミュニティの生活を改善し、気候

上のメリットをもたらすだろう。こうした相乗効果の具体例としては、2007 年 9 月にモントリオール議

定書の締約国が、気候変動に大きく寄与することで知られるハイドロクロロフルオロカーボン類

（HCFC）の凍結および段階的廃止スケジュールを前倒しにすることを決定した例などがある。これ

により、途上国は HCFC を使用した製品の生産・消費の凍結期限を 2013 年までとし、全廃期限は

2040 年から 10 年前倒しの 2030 年とした。この結果、モントリオール議定書による GHG 削減量は

最終的には、京都議定書の第 1 約束期間（2008 年から 2012 年度）の削減量見込みの最大 5 倍に

なる可能性がある。14 
 
Box 2.2. インド・ハイデラバードの運輸セクターのコベネフィット 

 アジアの多くの都市では、公的インフラの整備が急速な経済成長に追いついていない。さらに、急激な都市化と

モータリゼーションによって、都市環境は悪化してきている。運輸政策は気候変動緩和政策と重なる部分が多く、運

輸セクターにはコベネフィット実現の大きなポテンシャルがある。 
 
 米国環境保護庁（USEPA）の統合環境戦略（IES）は、インドのハイデラバードの大都市圏で運輸政策と産業政策

のコベネフィット解析を実施すると同時に、GHG 排出量削減と大気質改善を図るプロジェクトである。このプロジェク

トでは、公共バスシステムの効率化に関する以下の運輸政策の解析が実施された。（i）バス専用レーン （ii） 信号

と交差点でのバス優先（iii）ルート合理化 （iv） 圧縮天然ガス（CNG）バスへの移行 
 
 解析の結果、ベースラインのシナリオと比較して、2021 年までに 46％の CO2 排出量削減が達成できると同時に、

心臓血管疾患による死亡者数 29,096 人減と入院者数 17,401 人減、さらに呼吸器症状による入院者数の減少という

コベネフィットが得られると予測された。こうしたコベネフィットは、大都市圏の健康上の利益だけを考慮しても 5000
万ドル（最低推定値）と見積もられている。同様の政策を他都市にも導入した場合や、エネルギー安全保障の強化

や技術開発の進展など健康上の利益以外のコベネフィットを計算に含めれば、その利得はこれよりはるかに大きく

なる。 

出典：IES（2005） 
 
2.3. 開発と調和した適応策 
 
 世界は既にある程度の地球温暖化に身を投じており、気候変動の影響は顕在化の一途をたどっ

ている。そこで、アジアにおいても適応策は避けて通れない。将来、アジアの政策立案者は適応策

と緩和策を同等に重視しなければならない。緩和政策と同様に、適応策もどれだけのコストを要す

るかが問題となる。しかし、各セクターや国の開発計画の中に適応策をうまく組み入れることができ

れば、適応コストを下げることは可能である。実質的にどんなセクターも気候変動の影響は不可避

であるため、すべてのセクターで適応策を開発計画に確実に組み込む必要がある。 
 
 セクター別の開発計画に適応策を組み込む際には、それぞれの地元で長期間に亘って有効性

が実証された対処方法を十分活用することが重要になる。アジアの途上国では、多くのコミュニティ

で気候関連の災害に対処するための知識･経験が蓄積されている。こうした知見だけで災害に完

全に対処することはできないかもしれないが、アジアには、地元に蓄積された知見を適応策の改善

のために組み込む機会がかなり多い。 
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 地域の適応策と政府開発援助（ODA）との間には重大な相乗効果が存在する。例えば、日本の

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、フィリピンのカビテ州で総合的治水対策調査を実施して

いる（JICA 2007）。マニラからおよそ 40 km 離れたカビテ州では、3 本の河川と潮位の影響で洪水

被害が頻繁に発生する。海面上昇により洪水の頻度が増す可能性を考慮し、洪水緩和策には将

来的な気候変動の影響が組み込まれている。持続可能な開発という観点から、リスク管理を実施す

ることは、将来的な損害を補填するよりも費用対効果が高いことが実証されている。 
 
 このカビテ州のモデルは、アジアで災害の被害を受けやすいその他の地域にも適用できよう。さ

らに一般的には、地域の災害対策を支援するために ODA、開発金融、国家開発資金を連携して

発動させることが有効であろう。外部資金と地域政策の連携強化により、コミュニティは多方面から

の利益を得ることができると同時に、アジアにおける適応コストの一層の削減が可能となる。 
  
 結論として、アジアは多くの費用対効果の高い気候変動対策を実施できる可能性を有している。

しかし、可能性を有していることと、その可能性を実現できるかどうかは別問題である。以下のセク

ション 3 では、アジアには機会と同じだけ多くの課題があることを示していく。 
 
3. 悪いニュース：気候変動政策の課題 
 
 アジアでは費用対効果の高い気候変動対策を実施できる見込みが高い一方で、その見込みが

実現されずに終わるかもしれないおそれもある。気候変動は、アジアでは政策上の優先順位が期

待されているほど高くはない上、気候変動対策と開発政策の統合は十分に進んでいるとはいえな

い。ほとんどのアジア諸国が気候に関する国際交渉の場でとってきた（積極的ではなく）受動的な

姿勢を、まず改めなければならない。本セクションでは政策遂行上の課題の概要を示し、それらを

いかにチャンスに変えるかについて述べる。 
 
3.1. 気候変動：優先順位の低さ 
 
 アジアでの気候政策に対する関心は、以前から他の地域よりも低かった。最近になって、アジア

で GHG 排出量が増加したことや、アジアが気候変動の影響を受けやすい地域であることから、気

候変動問題へのメディアの関心が高まってきた。しかし、アジアの多くの国では貧困の軽減やミレ

ニアム開発目標（MDG）の達成が気候変動によって困難になっても、アジア各国の政府幹部や政

治家の多くは、いまだに気候政策を優先課題として捉えていない。 
 
 気候政策に対する関心が低い理由は多く挙げられる。行動を起こす場合と行動を起こさない場

合のコストについての理解が不十分であることもその原因の一つである。別の理由は、アジア地域

全体や各国への影響についての科学的な予測が依然として不確実であることである。経済成長と

エネルギー消費の相関を断ち切る方法についての理解不足も足かせとなっている。しかし、最も有

力な理由は、アジアの途上国の政策立案者が気候変動対策よりも基本的な開発ニーズに応えるこ

とを優先していることであろう（IGES 2005; Srinivasan 2006a）。例えば、アジアでは、多くの農村が

近代的なエネルギー源を利用できる状況にはない（例えば、インドで電力を利用できない国民の

割合は全体の 54％）。経済発展（GDP）とエネルギー消費には強い相関がある（Feinstein 2002; 
Modi et al. 2005）ため、政治家は非電化地域への安定した電気サービスを確保したいと考えてい

る。しかし、現段階で安定供給が可能なエネルギー源の多く（例えば、石炭火力発電所）は、GHG
排出量を増加させる傾向が強い。政策立案者は、供給が不安定になる可能性を孕んだ革新的な

エネルギー源を導入するリスクを負いたがらない。 
 
 基本的に、開発問題は気候変動よりも重要視されている。この理由の一つとして、経済発展と気

候変動対策の間に二律背反の関係があるという根強い認識がある（気候変動及び開発当局とその
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下部組織が制度的に分離していることも関係している。この問題については 8 章を参照）。こうした

認識（及び制度的な分離）の影響で、気候変動対策と開発問題を統合する政策策定のための専

門知識はいまだに不十分である。例えば、商業建築や住宅におけるエンドユーザーのエネルギー

効率改善や、気候変動対策と農業・森林セクターの持続可能な管理手法の統合など、経済発展と

気候変動対策の双方に恩恵をもたらす施策がなかなか策定できない背景には、こうした要因が確

実に潜んでいる。 
 
 気候変動の優先度の低さは、天然資源の保有状況とも密接に関係している。インドの石炭埋蔵

量は莫大であり（2002 年の推定で約 2340 億トン）、そのためインドのエネルギーシステムは炭素集

約型である。中国も同じく炭素集約型のエネルギー源に依存した構造を有しており、1980 年から

2006 年までの一次エネルギー消費量の 66～75%が石炭であった。エネルギー安全保障を強化す

るため、インドネシアとベトナムでは石油から石炭に回帰する政策を進めており、森林保護に力を

入れていたマレーシアやインドネシアでは、バイオ燃料の生産促進のために森林減少が進んでい

る。いずれの事例も、保有している天然資源を利用することで GHG 排出量がいかに容易に増加す

るかを示している。例えば、インドネシア政府はエネルギー政策として石炭火力発電所の建設を急

速に進めているが、この政策により 2005 年から 2025 年までの石炭燃焼による GHG 排出量は 20
倍になると見込まれている（PEACE 2007）。こうした持続可能でない施策を強力に支援する既得権

益者がいるため、その意向を受けた多くの政治家が気候変動問題の優先順位を下位に甘んじさ

せるような政治風土を維持するのに一役買っている。また、気候変動の優先度が低いもう一つの理

由として、アジアの多くの政策立案者が気候変動問題を単に環境問題と捉えており、開発問題とし

て認識していないことがあげられる。多くの国では、開発問題は財務や開発計画立案を担当する

強力な省庁の管轄にあり、弱小の環境関連省庁の開発問題に対する影響力の小ささが、依然とし

て、気候変動問題の位置づけを高める上での障害になっている。 
 
3.2. 政治的レトリックと現実 
 
 気候変動問題への関心があるにもかかわらず、多くのアジア諸国は GHG 緩和や適応に間接的

に効果をもたらす政策を導入してきたに過ぎない。こうした政策の多くは、エネルギー多様化や運

輸管理などの国家的な問題に対処すること、あるいは国際的な削減義務を満たして国際的な気候

変動制度からの利益を得ることを目的に導入されている（表 2.7）。多くの国が政策を策定し、新し

い組織を立ち上げている（8章参照）一方で、こうした施策や組織が期待されていたほど機能してい

ない例も幾つか挙げられる。実際、政策がうまく実施できず、政治的なレトリックと現実との間に隔た

りが生じている例も少なくない。 
 
 セクション 2 で採り上げた緩和策として有望な政策においても、こうした隔たりが認められる。例え

ば、中国の第 11 次 5 カ年計画では、2006 年から 2010 年の間に単位 GDP〔1 万元〕当たりのエネ

ルギー原単位を 20％程度削減することを目標としている。これは 1 年間に平均して 4.36％の削減

に相当する。しかし、2006 年と 2007 年に、エネルギー原単位はそれぞれ 1.33%（Yang 2008）と

3.27%しか減少していない。同様に、インド政府は RE 源の拡大を目指しているものの、炭素集約型

エネルギー源に依存した構造をなかなか転換できずにいる。その他のアジア諸国（フィリピン、イン

ドネシア、スリランカ、タイなど）でも、RE の導入目標の達成や代替燃料（CNG、バイオガス、バイオ

燃料）の利用拡大は順調には進んでいない。アジアの RE の導入実績と技術的潜在量を評価した

研究によれば、これまでに利用された量は潜在量のほんの一部に過ぎない。例えば、中国やイン

ドの風力発電の導入量は潜在量の 0.1%と 11.9％である（USAID 2007）。一部の国では、エネルギ

ー市場のひずみ、法律上・規制上の障害、制度上の制約によって、RE 政策のレトリックと現実の乖

離が進んでいる。 
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表 2.7.  アジアにおける気候変動に対する制度的枠組み 
国名 制度的枠組み、政策、対策の要約 

カンボジア  カンボジア気候変動委員会の創設、国別適応行動計画（NAPA）の提出 

中国 「民間建築省エネ管理規定」（2006）の公布により、建築物のEE基準遵守を義務化、温家宝

首相を長とする国家エネルギー指導グループ設立、「国家気候変動プログラム」の発表 
インド エネルギー効率局の創設、RE導入目標、国家気候変動委員会の創設 

インドネシア 気候変動国家行動計画（2007）、国家エネルギー政策（2005）、エネルギー構成、EE、バイ

オ燃料などに関する規制の制定 

日本 三段階アプローチによって京都議定書の目標を実現するため、地球温暖化対策推進法を

制定 
ラオス 気候変動運営委員会の設置 

マレーシア 気候変動に関する国家運営委員会の創設、RE導入目標の設定、EEに対する税制優遇、開

発計画にEEを統合 

モルジブ  環境・エネルギー・水資源省の創設、エネルギー資源評価を行い、REの導入可能性を推定

する国家エネルギー機関の創設 
モンゴル REに関する国家プログラム（2005年6月） 

ミャンマー 環境問題国家委員会の創設、CNG、バイオガス、バイオ燃料の利用拡大、国内13地区の環

境保護プロジェクトの実施 

フィリピン 大統領気候変動委員会（2007）、RE、EE、代替燃料の開発に関する政策を盛り込んだフィリ

ピンエネルギー計画 
韓国 GHG緩和のための90の課題を明記した第3次総合対策 

シンガポール 
気候変動に関する国家戦略、EE向上のための委員会と基本計画、企業に対するエネルギ

ー監査への共同出資、建築のエネルギー効率基準、ラベル、環境にやさしい車への減税措

置 

スリランカ  指定国家機関の創設と国家CDM政策の枠組みを開発、国家エネルギー政策にCDMを統

合、新規導入するエネルギー源の10％以上を再生可能エネルギーとする目標を設定 

タイ 国家気候変動政策委員会、タイ温室効果ガス機構（TGO）の設置、エネルギー戦略計画

（2005）、CDMに基づくRE利用促進、気候変動に関する戦略計画 
 
 現在実施されている取り組みを概観すると、適応策でも、レトリックと現実の間に乖離がみられる。例

えば、UNFCCC に提出する国別報告書（NC）からは、適応策への関心の低さがうかがえる（表 2.8）。

適応策に関しては、ほとんどの国が国家的な政策枠組みを持っていない。これまでに講じられた適応

策としては、後発開発途上国（LDC）による国別適応行動計画（NAPA）、災害管理計画、農業におけ

る適応策に関する調査研究の強化など、政策文書が大部分を占めている。アジア諸国の気候変動に

対する脆弱性を考えると、適応策への関心が低いというこの傾向は憂慮すべきものである。15 
 
 京都議定書の実施においても、政治的レトリックと現実の乖離がはっきりと認められる。京都議定書

は、第 1 約束期間（2008 年～2012 年の 5 年間）が非常に短く、排出量削減の目標値は控えめであ

る上、適応策についてはほとんど考慮されていないため、こうした乖離は予測可能な事態ともいえる

（Box2.3）。CDM の実施においても、同様の乖離がみられる。CDM は、先進国に低コストの緩和機

会を提供すると同時に、途上国の持続可能な開発に貢献することを目的とした、独自の柔軟性措置

の一つである。多くのアジアの国々が CDM プロジェクトによる恩恵を期待し、CDM プロジェクトの実

施を監視する指定国家機関（DNA）を設置した。2008 年 4 月 1 日の時点で、アジアの UNFCCC の

非附属書 I 国の大部分が DNA を設置している。しかし、多くの国は、CDM プロジェクトの利益をま

だ十分には享受していない。例えば、インドネシアは CDM プロジェクトの実施により 2012 年までに

認証排出削減量（CER） を 2 億 3,500 万 CER 発行できると見込まれていたが、現在までに登録され

ている CDM プロジェクトは 12 件だけで、2012 年までの CER 発行予想量は 1300 万 CER である

（PEACE 2007; UNEP-RISO 2008）。CDM による技術や資金の移転も大いに期待されていたが、ほ

とんどの国でまだ実現に至っていない。地理的な公平性や持続可能な開発への貢献に関して批判

が吹き出ている CDM プロジェクトの実績については、セクション 4.3 で詳しく述べる。 

19



IGES 白書 

表 2.8. アジア諸国の最新の国別報告書において適応策について記載されたページ数 

国名 全ページ数 影響と脆弱性について

記載されたページ数 
適応策について 

記載されたページ数 
ブータン 63 10 2.0
カンボジア   79 8 2.0

中国 112 13 4.0
インド  292 48 8.0
インドネシア   116 10 3.0

日本 314 11 0.5
ラオス  97 2 lines 1 line

マレーシア   131 30 7.0

モルジブ 134 30 10.0
モンゴル 106 18 7.0

ネパール 181 41 10.0
パキスタン  92 14 9.0
パプアニューギニア   83 20 6.0

韓国 132 8 2.0
シンガポール 75 5 1 line
スリランカ 122 12 5.0
タイ 100 15 2.5

フィリピン   107 20 12.0
ベトナム 135 17 4.0

出典：UNFCCC に提出した国別報告書より （2006） 
 
Box 2.3. 京都議定書とその環境効果に関する批判 

 1997 年 12 月 10 日に採択され、2005 年 2 月 18 日にようやく発効した京都議定書は GHG 排出量を 1990 年比

で、5.2％削減することを先進締約国に義務付けている。現在のところ、世界的に見ても、はっきりとした排出削減効

果は現れておらず、予測された排出量の伸び率を抑えることさえできていない。例えば、最新の公式予測では、

2012 年における附属書 B 国の排出量は、1990 年の水準より少なくとも 8％上回ると予測されている。議定書の規定

に関する批判もある。義務的な削減目標値は、各国の状況を慎重に分析した上で定められたものではなく、効果的

な取り組みに必要なインセンティブもないと批判されている。また、低炭素技術開発を促進する効果が限定的であ

ること、全世界の参加が実現不可能なこと、採択された削減目標の執行機関の設計不備なども批判の対象となって

いる。一方、京都議定書が市場型の制度及びルールを創設したことは肯定的に評価されている。市場型の制度及

びルールとは、国際的な排出量取引、広範囲な排出源と吸収源の特定、排出目標を遵守するための一時的な柔

軟措置などで、こうした制度及びルールによって費用対効果に優れた形で排出目標を実現できるようになってい

る。京都議定書は何世紀にもわたって存続し得る国際的な枠組みを創設し、議定書を批准しなかった国において

も地方レベルでの取り組みを活性化した。さらに、京都議定書が炭素の価格付けに役立ったことは特に意義深い。 
 
 京都議定書の採択時の意図は称讃に値するものであったが、その後の発効に向けての交渉は難航し、2001 年に

交渉が決裂したことで、その効力は徐々に失われてきた。とりわけ米国の離脱は、議定書の環境効果を著しく低減

させた。議定書の枠組みに多くの国を参加させるため、大きな譲歩が行われた（吸収源の算入など）。こうした譲歩

のうち、国際航空便、海上輸送、森林減少のような排出源の除外も環境効果の低下につながる要因とみなされてい

る。同議定書は、締約国に莫大な費用を強いる上に、締約国の企業や GHG 排出源の多くが生産拠点を非締約国

に移転する事態を招くのではないかという懸念も高まっている。同議定書に向けられた過度の注目が、今後、別の

政策アプローチの検討に移っていく可能性も考えられる。京都議定書はモントリオール議定書を手本にしている

が、気候変動はオゾン層保護よりもはるかに広範囲にわたる問題を内包しており、京都議定書はこれに立ち向かう

使命を帯びている。こうした問題があるにせよ、京都議定書は、気候変動による壊滅的な被害を回避するために必

要な GHG 削減に向け、世界をリードする唯一の国際的な法制度である。 
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3.3. 気候変動に関する国際交渉におけるアジアの受動的姿勢 
 
 レトリックと現実の乖離に加え、気候変動に関する国際交渉においてアジア諸国が概して受動的

姿勢であることも憂慮すべき点である。過去 3 年にわたり、IGES は 2013 年以降の気候変動枠組み

に関する一連のマルチステークホルダー間の対話を行ってきた。この対話の中で繰り返し議論され

てきたのは、アジアが、国際的な気候変動交渉において、気候変動への寄与度が大きく、気候変

動に対して脆弱である割には、期待されるだけの積極的な影響力を発揮していないという問題で

あった（IGES 2005; Srinivasan 2006a; Srinivasan 2008）。 
 
 グループ 77+中国の意見の大きな対立も、2013 年以降の気候変動枠組みのための健全な地域

政策を策定する上で足かせとなっている。中国やインドなどの途上国と日本などの附属書 I 国を含

め、ほとんどのアジア諸国は 2013 年以降の気候変動枠組みに関する国家的な立場をまだ表明し

ていない。最近、日本は 2050 年までに世界の排出量を半減するという野心的な構想を発表したが、

実施に関する詳細やアジアの途上国の排出量目標などはまだ示していない。 
 
 2013 年以降の気候変動枠組みの検討に着手した国もある。例えば、カンボジアは、技術的及び

政治的レベルでの 2013 年以降の気候変動枠組みについての議論を開始しており、インドネシア

は 2013 年以降の問題について検討する特別作業部会を立ち上げた。しかし、ほとんどのアジア諸

国は静観の構えをとっている。こうした静観国では、附属書 I 国の動向が不確定であること、関係省

庁で適切かつ有能な人材や資金が不足していることなどの理由で、2013 年以降の国家レベルの

体制策定がなかなか進んでいないところが多い。さらに、さまざまな懸念や野心を抱えているため

に、政策立案者の交渉能力が欠如していることも問題となっている。アジア諸国に共通の土台を作

り上げるための地域的プラットフォームがないこと、各省庁、政府高官、その他の関係者間の調整

が不十分であることも障害となっている。 
 
 その他の障害として、世界的な交渉議題についての政策立案者と民間セクターの意識が低いこ

と、国家政策として枠組みの検討を行うことに対して各国メディアの関心が薄いこと、技術力が欠如

していることなどが、対話の中で明らかになった。交渉への参加費用など気候変動問題に対処す

るための資金が不足しているため、国内の将来の気候変動枠組みに関する検討に入れない国も

あった（例、フィリピンやクック諸島）。 
 
 大半の国は、2013 年以降の気候変動枠組みに関する国内のコンセンサスを作り上げる公式の段

階には至っていないものの、非公式の議論はすでに開始されている。多くの場合、非公式会合の

調整役は非政府組織（NGO）や学術機関で、国政府の諮問機関による間接的な支援を得ている。

例えば、インド、日本、マレーシア、タイでは、企業と産業界の間で非公式対話が進行している。一

方、中国、インド、インドネシア、韓国、フィリピン、ベトナムでは、DNA での CDM 承認プロセスに関

連して開かれることが多い省庁間会合で、2013 年以降の問題の検討が進んでいるようである。しか

し、バングラデシュ、ブータン、カンボジア、ラオス、モルジブ、モンゴル、ミャンマー、ネパール、パ

キスタン、シンガポール、スリランカでは、2013 年以降の気候変動枠組みに関する主要関係者間

の検討はまだ始まっていない（Srinivasan 2006a）。 
 
3.4. 現在の潮流を変える 
 
 現在の潮流がこのまま続けば、アジアは気候変動という課題を克服できない。実際、アジア各地

で、技術的、制度的、財政的、能力的問題が足かせとなり、気候問題を開発計画に統合する取り

組みが難航している。行動を起こす場合の費用は、行動を起こさない場合の費用よりも低いことが

次第に明らかになっている。これを踏まえ、アジアは費用対効果に優れた取り組みを活用し、現行

の持続可能な開発計画に気候変動問題を組み入れなければならない。 
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 世界はすでに一定レベルの気温上昇と海面上昇を経験しており、先進国による緩和策だけでは

不十分である。アジアが「静観」又は先進国の持続可能でない開発路線への追随をすることは許さ

れない。アジアは、過去のエネルギーモデルを一新すべきである。そして、効率向上、脱炭素化、

そして革新と起業家的な問題解決に基づいた社会経済的再編によって、開発パターンの決定的

革新をもたらすべきである。さらに、こうした変化を制度化するための長期的で予見可能な政策支

援も重要である。セクション4 では、こうした取り組みにおける 4 つの優先事項について述べていく。 
 
4. 低炭素かつ気候変動の影響に強いアジアに向けての 4 つの優先事項 
 
 アジアではすべての国々が、持続可能な開発を実現するという同じ目標を共有し、その達成に向

けた数多くの戦略を展開している。低炭素かつ気候変動の影響に強い社会というビジョンを、持続

可能な開発の枠組みの中で実現するためには、以下の点でアジアが積極的かつ建設的な役割を

果たさなければならない。（i） 公正で効果的、かつ柔軟性に富んだ 2013 年以降の気候変動枠組

みを構築する。（ii） アジア地域内の適応能力を高める。（iii） 市場メカニズムをより効果的に活用

する。（iv） 低炭素社会を構築し、開発へのコベネフィットを十分に引き出す。 
 
4.1. 2013 年以降の気候変動枠組み 
 
 気候変動は地球規模の現象であり、地球規模での対応が必要とされることは言うまでもない。発

展途上にあるアジアがこれまでに気候変動に関与してきた度合いは、先進工業国のそれをはるか

に下回るが、近い将来、アジアの排出量は急激に増加する見込みである。従って、すべての国々

が力を合わせ、速やかに行動しなければならない。行動に際しては、大半の MEA や現在の気候

変動枠組みにおいて広く受け入れられている原則――共通に有しているが差異のある責任、汚染

者負担原則、予防原則――をその基盤とすべきである。最優先の課題は、地球規模での気候目

標とアジアの開発上の優先事項とを調和させる、2013 年以降の気候変動枠組みを策定することで

ある。  
 
 こうした枠組みの策定には、アジアの政策立案者及びその他のステークホルダーを効果的に巻

き込んでいくことが不可欠である。気候変動に関する国際的な議論の場において、アジアの多くの

国々はこれまで、自国の懸念や関心を明確に示してこなかった。理由としては、気候変動と持続可

能な開発との関連性についての認識不足、追加コストの懸念、不十分な国際的支援、人的・制度

的能力の乏しさなどが挙げられる。結果として現在の枠組みは、世界の中でも急速に排出量を増

やしているこの地域の関心を、十分に反映していないものとなっている。従って今後の交渉では、

アジアの懸念や期待を適切に盛り込んでいくことが極めて重要である。 
 
4.1.1. IGES の非公式対話から得られた知見 
 
 IGES がここ 3 年にわたって開催してきた非公式対話で、アジアの多くの国々が、エネルギーの安

全保障と経済成長、市場メカニズム、技術、適応、財源、人的・制度的能力についての懸念を共有

していることが明らかになった。また、今後の枠組み交渉においては、（i） 気候に関する懸念を、

持続可能な開発という、より幅広い文脈に照らして検討すること、（ii） CDM の複雑な点や不確実

な点を改善して合理化すること、（iii） 既存の資金調達メカニズムを生かし、適応により一層の重き

を置くこと、（iv） 気候に優しい技術の開発、展開、普及を促すこと、（v） アジア地域内の交渉担当

者の能力並びに民間部門や金融機関を強化するため、さらなる支援を提供することが必要である

との見解で大筋の合意がみられた。その一方で、（i） 将来枠組みにおいて衡平性をどのように考

慮するか、（ii） 途上国による関与の形態、時期、種類、（iii） 気候に優しいどのような技術を国とし

て優先するか、（iv） 適応の方法とその財源、とりわけ個別の適応計画策定の必要性や、市場原

理に基づくメカニズムの導入の是非、などの点については、国による意見の相違もみられた。 

22



第 2 章  気候と開発に関する協調行動：岐路に立つアジア 

 非公式対話の間、参加者たちは、2013 年以降の気候変動枠組みの主要素に関連するアジア固

有の関心や優先事項を表明した。中でも目立った見解や前向きな提言を以下に要約する。詳細

については、IGES（2005）、Srinivasan（2006a）、Srinivasan（2008）を参照のこと。 
 
（i） 将来枠組みの策定とその影響 
 

アジアのステークホルダーたちは、京都議定書を将来枠組みの基盤とするべきである、と強調し

た。京都議定書というこの地球規模の枠組み構築には、すでに莫大な時間と労力を費やしている

からである。その他のイニシアティブはすべて、京都議定書下で行われる取り組みを補完するもの

でなければならない。IPCC によれば、2015 年までに世界の排出量が減少傾向に転じない限り、地

球の気温上昇を産業革命以前プラス 2°C から 2.4°C の水準に抑えることはできない。このことに鑑

みると、先進工業国こそ先頭に立って野心的な GHG 緩和目標を掲げ、京都議定書に基づく現在

のコミットメントの実施に明らかな進捗を示すべきである、と非公式対話の参加者たちは強調した。

スターン報告（2008）は、先進国が信頼のおける中期目標とともに、1990～2050 年に 80～90%の排

出削減を約束すべきであるとの提案を行った。 
 将来枠組みは、緩和、適応、技術、資金の問題を、これまでよりも均衡の取れた形で扱うべきであ

る。加えて、枠組み構築に向けたさまざまな提言や目標（2050 年までに世界の GHG 排出量を半減

する、など）が、アジア諸国の開発の将来展望にどのような影響をもたらすかについて、徹底的に

分析すべきである、との提言がなされた。 
 
 ステークホルダーたちは、将来枠組みにおいては、途上国をその国の状況、責任、能力、緩和ポ

テンシャル、適応ニーズに基づいて区別する必要があると認識した。例外的な事実としてよく知ら

れているのは、非附属書 I 国の中には GNP や 1 人当たり GHG 排出量が一部附属書 I 国よりも大

きいところがある、ということである。途上国のコミットメントは、先進工業国のそれとは異なっていて

もいいし、政策ベースのアプローチやセクター別アプローチを含むこともあり得る。アジアの途上国

に特化したフォーラムの開催が、こうしたコミットメントに関して合意を形成する上で役立つかもしれ

ない。アジアの途上国、とりわけ LDC や SIDS の交渉能力を強化することこそ、こうした国々をさら

に将来枠組みの議論へと巻き込んでいくために不可欠である、との意見も出された。 
 
（ii） エネルギー安全保障と開発 
 
 政策立案者たちが強調したのは、将来枠組みがアジアにおける持続可能な経済発展を可能とす

るものでなければならない、という点である。各国の MDG 達成を促すプロセスと将来枠組みとの関

連性を明確にすれば、将来枠組みの議論にも大いに役立つに違いない。気候変動対策以外の政

策も、GHG 排出量を削減し適応能力を高める大きな可能性を秘めている。そのため 2013 年以降

の気候変動枠組みに向けた議論では、気候関連イニシアティブと国家開発計画など他のセクター

の取り組みとの相乗効果が創出できることに焦点を当てるべきである。また、こうした取り組みに報

いるメカニズムを作り上げる必要もある。  
 
 2013 年以降の気候変動枠組みに向けた 20 の提言を分析したところ、開発に関するアジアの懸

念を気候交渉に反映させる取り組みはごく限られている、ということが明らかになった。世界の排出

量を長期的に安定させることを目指したトップダウン型のアプローチでは、基準が 1 つしかなく（1 人

当たり排出量など）、アジアにとって関心の高い指標（エネルギー安全保障や開発）がほとんど含ま

れていない。このように持続可能な開発への配慮が欠けていることから、将来枠組みにおいては、

気候に関する懸念をエネルギー計画や開発計画へと組み込む最も実用的な措置を明らかにし、こ

れを促進すること、そしてさまざまなレベルで開発と気候とを統合した戦略を実施するための支援

を行うことが望まれる。 
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非公式対話の参加者の中には、エネルギー集約度に基づく国際的な約束と取り組みがアジア

の途上国の利益に適うとは限らないのではないか、と主張する者もいた。その理由は、各セクター

の今後の成長率や GDP シェアを予測するのが困難であることと、エネルギー集約度は各経済圏の

天然資源賦存量と密接な関わりがあるということである。とは言え、すべての国々が「トップランナー

基準」などのアプローチを通じてエネルギー効率を高めなければならない、という点も強調された。  
 
安価なエネルギー供給の維持によるエネルギー安全保障とアクセスの改善は、アジアが経済発

展を成し遂げ、かつ気候面での利益をも得るために欠かせない要素である。エネルギー効率の改

善と再生可能エネルギーの導入推進につながる効果的な投資や政策、措置を通じた戦略的な国

際協力こそ、アジアの GHG 排出量を低減し、域内及び地球規模のエネルギー不安定性に対する

脆弱性を軽減するのに、重要な役割を果たすことになるだろう。エネルギー安全保障は途上国と先

進国の利害が共通する問題であり、従って将来枠組みは気候に優しいエネルギー政策のさらなる

発展を促すべきである。これを成し遂げる方法としては、優れた取り組みを共有する、基準やガイド

ラインを設定する、適切な人材育成と制度的能力の強化に取り組む、域内での提携に向けた新た

なパートナーシップを構築する、などが挙げられる。 
 
 将来枠組みは、途上国が抱えている多様な開発ニーズや期待にきめ細かく対応しない限り、そ

の効力を失うであろう。アジアの開発が持続不可能な形で進めば、GHG 排出量は確実に増加し、

気候変動も増幅することになる。将来枠組みの議論では、緩和政策による社会的・経済的なコベネ

フィットを重視するべきである。それによって、LDC が MDG を達成するのを手助けし、新興工業国

の省エネ問題にも手を差し伸べることができる。また、気候変動枠組みを基に運用上の支援を提

供すること（例えば、持続可能な開発による便益と GHG 排出緩和との相乗効果を実現している取り

組み例を「持続可能な開発に資するような政策措置（SD-PAM）として登録しておく）も、気候リスク

を開発計画に組み込む上で、極めて重要な意味を持つ。 
 
将来枠組みにおいてコベネフィットの認識を高め、これを促進するシステムを強化することを目

的として、以下の提言がなされた。（i） 研究者は、公約となっている気候政策の、開発に対する貢

献度を評価するべく、これを迅速に分析できる標準的な手法を確立すべきである（この評価につい

ては、国際的な機関がさらに厳密な分析ツールをもって確認するものとする）。（ii） 政策立案者は、

枠組み関連の資金援助や技術支援から最も利益を得ると考えられる統合的な政策について、評

価を行うべきである。（iii） 気候変動交渉担当者は、こうした制度の改革を、自主的な誓約、標準

化されたツールの試験運用、統合的な政策の奨励から開始して、数段階にわたり徐々に拡大して

いくべきである。 
 
（iii） 市場メカニズム 
 

ステークホルダーは、CDM をはじめとした市場メカニズムがアジアの途上国にプラスの影響をも

たらし始めていることを指摘した。ベースライン・アンド・クレジット、あるいはキャップ・アンド・トレード

メカニズムをすべてのアジア諸国で採用するオプションも検討すべきである。また、手順の簡略化と

対象セクターの拡大を通じて CDM をさらに強化することが、地理的衡平性を向上させ、持続可能

な開発の便益を高めるためには不可欠であるとの見方で一致した。2013 年以降は CDM の範囲を

広げてセクター別アプローチ（取り組み）や政策ベースのアプローチも対象に含め、工業及び土地

利用セクターの開発政策と協調していくことになるであろう。セクター別アプローチはまず、主に国

内市場を相手にしているセクターに適用した方が、成功率が高まるものと考えられる。国際市場を

相手にするセクターでは、多国籍企業や産業団体が設定する国際的な目標が成功する確率が高

い。途上国では、石炭火力発電、鉄鋼、セメント、森林保全などのセクターが、それぞれ解決すべ

き問題を抱えてはいるものの、セクター別アプローチにふさわしい候補として挙げられるであろう。 
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 セクター別アプローチを 2013 年以降の気候変動枠組みに対して効果的に組み入れていくには、

少なくとも、（i） 国レベル、国際レベルでの段階的な制度化、（ii） 優先的な支援と信頼性のあるイ

ンセンティブ、（iii） 多国籍企業によるセクター別のイニシアティブ（例：鉄鋼、セメント、アルミニウ

ムなどのセクター）、という 3 つの分野で、著しい進展が見られなければならない。エネルギー消費

や技術の観点から有効なデータを収集し、セクター別のベンチマークやパフォーマンス指標を確

立すること、UNFCCC とその他のイニシアティブとの間に相乗効果を築き上げること、プログラム型

CDM から得られた有益な教訓を蓄積することが不可欠である。しかしセクター別アプローチは解

決策の一部でしかなく、京都議定書型のに基づく経済全体の排出削減策を補完することはできて

も、これに代替するものではない。  
 
（iv） 資金メカニズム 
 

非公式対話の参加者たちは、CDM がアジアのクリーンエネルギー導入の資金源として補完的

な役割しか果たすことができないため、UNFCCC 枠外の財源も利用することが不可欠である、とも

指摘した。2013 年以降の気候変動枠組みは、多国間金融制度による新たなイニシアティブとの相

乗効果を促すものであるべきである。世界銀行の「クリーンエネルギーと開発のための投資フレー

ムワーク」、2013 年以降のクレジットを購入するための「炭素市場継続基金（Carbon Market 
Continuity Fund）」、長期的な投資と技術拡大を通じて GHG 排出量を削減することを目指した「低

炭素成長のためのカーボン・ファシリティ（Carbon Facility for Low Carbon Growth）」はすべて、ア

ジアを低炭素経済へと移行させていくために重要な要素である。アジア開発銀行（ADB）も同様に、

途上国における代替クリーンエネルギープロジェクトを後押しする炭素市場イニシアティブを進め

ており、また提案されているアジア太平洋省エネルギー基金（Asia Pacific Fund for Energy 
Efficiency）を通じ、エネルギー効率向上に向けた年間 10 億 US ドルの融資を目指している（ADB 
2006）。2008 年 5 月、ADB は、新しい気候変動資金（Climate Change Fund）を創設した。初動資金

は 4 千万ドルに上り、アジア太平洋地域の発展途上国で気候変動の原因と影響評価への投資拡

大のために使われる。一部の参加者からは、例えば再生可能エネルギー専門の地域銀行を設立

するなどして、アジアの天然資源賦存量に基づいた大規模な域内再生可能エネルギープログラム

を創設してはどうか、という提案がなされた。こうした銀行があれば、再生可能エネルギーに関して

必要とされる研究開発への資金提供、再生可能エネルギー会社（RESCO）へのシード投資の提供、

国の助成プログラムへの補助金提供などが可能となる。低炭素技術の開発と展開に向けた投資や

資金の流れを拡大するには、地球規模での研究開発基金を創設すること、ならびに資金面での貢

献と排出量削減コミットメントとを結びつけることが有益である。また、適応のための財源基盤を広げ、

適応策に民間セクターをも巻き込む新たなメカニズムを創出する必要性も強調された（4.2.4 を参

照）。  
 
（v） 低炭素技術へのアクセス 
 

アジアのステークホルダーは、現在の気候変動枠組みでは途上国におけるクリーンエネルギー

の展開を促進できないのではないか、という深刻な懸念を表明した。この面での進歩が、域内での

GHG 排出量の増加傾向に歯止めをかけるために必要なレベルに遠く及んでいないためである。

参加者たちは、将来枠組みに関する議論が （i） 技術的な R&D での連携を加速化するための資

金調達を改善し、（ii） 気候変動枠組みとそれ以外の技術イニシアティブの相乗効果を創出し、

（iii） 低炭素技術に関する知的所有権（IPR）制度の柔軟性を高める、という結果につながるのであ

れば、この面でのさらなる進展も可能であろう、と指摘した。2013 年以降の気候変動枠組みにおい

ては、技術関連の提案につき、各地方政府の関心や能力を十分に考慮しつつ、自らの実施能力、

付帯的な報酬の提供、国内の関心と制度の仕組みとの整合という 3 つの観点から、その政治的な

実現可能性を検討すべきである、という点が強調された。  
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2013 年以降の気候枠組みは、UNFCCC 枠外のイニシアティブとの相乗効果を積極的に促すも

のでなければならない。一例を挙げると、気候枠組みの枠内で、CDM を通じたメタン回収の機会

やプロジェクト開発者への追加収入を提供する一方で、メタン市場化（M2M）イニシアティブやアジ

ア太平洋パートナーシップ（APP）により、必要な技術を利用しやすくすることができることである。

同様に、将来枠組みにおいて炭素回収・貯留（CCS）プロジェクトが CDM の対象となれば、APP を

通じて CCS 技術の移転も可能となるであろう。  
 
 将来枠組みは、低炭素技術という道を選択し、国際的な技術標準を採用しようという意志のある

国々に対し、さらなるインセンティブを設けるべきである。低炭素技術関連IPRの柔軟性を高める選

択肢としては、 （i） 技術開発の初期段階で先進国との研究協力を進め、IPRの共同所有へとつな

げる、（ii） 気候に優しい技術のIPRを買い取り、私有の技術を展開可能とする、多国間技術買い

取り基金を創設する、などを挙げることができる。米国大気清浄法などのイニシアティブに倣い、優

先度の高い技術については強制実施許諾も検討すべきかもしれない。とはいえ、実際にIPRが技

術移転の妨げとなっているか否か、及びその程度を評価することが極めて重要である。例えば、政

府機関が導入を検討している気候変動対策を明示して民間セクターに実施を促す政策、柔軟な

IPR体制、途上国内の行政の一貫性、先進国からのインセンティブは、垂直的・水平的な技術展開

を経済的・政治的に実現可能とするうえで、どれも欠かせない要素である。 
 
革新的な公的・民間支援メカニズム（ベンチャーキャピタルファンドの創設など）を通じて追加資

金を確保することも、現在利用可能な技術に市場競争力をつけさせるためには不可欠である。将

来枠組みは、（i） アジアにふさわしいクリーンテクノロジーの取得に必要な追加コストを明らかにす

ること、並びに （ii） 新技術の高コストを相殺できるさまざまな政策手段の成功例を集大成すること

を促すような役割を担うべきである。  
 
（vi） 適応 
 
 IGES の非公式対話では、将来枠組みにおいては適応にも緩和と同様の注意を払うべきである、

という点が強調された。適応に関する独立した取り決めを策定すれば、注目は集まるかもしれない

が、その交渉過程で多大な資源と時間を費やすことになるであろう。参加者たちは、将来枠組みが 
（i） 「排出者負担」「能力応分負担」「気候変動受益者負担」原則に基づき負担を公平に分担する

メカニズム、（ii） 適切かつ予測可能なレベルの資金調達、（iii） 保険などの革新的なリスク移転メ

カニズム、（iv） 持続可能な開発計画への適応の組み込みに、特に注意を払うべきであると強調し

た。適応策を進めていくには、「トップダウン」型の支援と「ボトムアップ」型の取り組みを組み合わせ

ることが欠かせない、という提言がなされた。将来枠組みは、実用的な事例提供や能力強化を行い、

またすべての開発政策につき「適応チェック」の実施を義務づけるなどして、適応の主流化を促す

べきである。地方、国、国際レベルでの効果的なインセンティブ体系を築き上げることも、適応を主

流化するためには欠かせない、との見解が示された。 
 
域内の気候変動が進むにつれ、適応基金の需要が高まることが予想されるため、（i） 財源基盤

を広げ、柔軟ながらも明確な適応基金利用ガイドラインを策定すること、（ii） 気候変動枠組みの枠

内で資金調達できる対策と、枠外で資金調達できる対策とを区別すること、（iii） 民間セクターを適

応の取り組みに参加させるため、民間セクターを対象とした市場メカニズムやインセンティブを創出

することが必要である。各国の過去及び現在の GHG 排出量と直結した形で、世界規模の強制資

金調達スキームを設けるという選択肢も、優先課題として取り扱われるべきであろう。また、域内で

の海外直接投資（FDI）に対する課税を原資とした地域適応基金を創設するという可能性も、検討

に値するであろう。  
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4.1.2. 2013 年以降の気候変動枠組みに向けた提案の評価  
 

2013 年以降の気候変動枠組みについては、さまざまな提言や政策枠組みの代替案が次々と打

ち出されている。最近数えた結果によると、将来枠組みのさまざまな要素、すなわち （i） 目標（数

値目標及びその達成期限）、（ii） 参加（その性格や形態）、（iii） 行動（特定の経済セクターを対

象とした基準、資金の支払や移転、市場原理に基づくメカニズム、技術開発と移転、適応）、（iv） 
制度、（v） 遵守規定のうちのいずれか、あるいはその複数に関連した、120 を超える数の提案があ

るという。それにもかかわらず、アジアの途上国の交渉担当者や研究者からなされた提案がほとん

どないのが気掛かりである。途上国の研究者が関わったことが明記されている提言は幾つかあるも

のの、彼らが主導権を握ったという形跡はほとんどみられない。上に述べたアジアのニーズや懸念、

期待を反映していない提言も多く、アジア諸国の今後の発展への影響を検討した提言に至っては

1 つもないのが現状である。  
 
アジアの研究者や政策立案者が関わったことが明らかな提案について、その長所と短所の評価

を試みた（表 2.9）。数値目標方式を引き続き採用すべきとする案もあれば（Kim and Baumert 2002、

Kameyama 2003 など）、気候関連目標と開発目標とのさらなる統合を促そうとする案もある（Heller 
and Shukla 2003 など）。多段階アプローチを重視する案がいくつかある（Ott et al. 2004、Parikh 
2007）一方で、セクター別アプローチ、技術移転、資金メカニズムなどといった 1 つの問題に焦点を

絞り、より細分化されたアプローチをとる案もある（Dasgupta and Kelkar 2003、Chung 2006、

Halsnæs and Shukla 2008 など）。こうしたさまざまな提案を、配分の衡平性、費用対効果、環境面で

の成果、柔軟性という基準に従って評価した。残念ながら、対象となった提案の中にこれらすべて

の基準を満たすものはなく、包括的で公平かつ効果的な枠組みを構築することの難しさを実証し

た形となった。40 を超える数の提案を分析した den Elzen （2002）及び Bodansky et al. （2004）も、

同様の結論を報告している。同じ途上国でもグループによって（小島嶼国連合（AOSIS）、石油輸

出国機構（OPEC）、経済協力開発機構（OECD）、非附属書 I 国、LDC）将来枠組みに寄せる関心

は大きく異なる。そのため、今後の交渉においては、各国の状況や開発面での優先事項に合わせ

たさまざまな補完的政策手段（技術協力、気候関連の取引ルール、炭素課税、炭素吸収源、地球

規模での適応基金、森林保全、バイオ燃料、開発支援、エネルギーインフラなど）の活用に焦点を

当てるべきである。これにより、途上国がより効果的な形で将来枠組みに参加できるようになること

が期待される。  
  
4.1.3. 新たな枠組みに向けての提言 
 

気候交渉担当者が現在直面しているジレンマは数多い。例を挙げると、（i） 緩和政策か、それと

も適応政策か、（ii） 緩和目標か、それとも資金調達・技術・適応目標か、（iii） 京都方式の市場メ

カニズムか、それとも国内での規制手段か、（iv） 政策インセンティブか、それとも規制・処罰か、

（v） 気候変動対策か、それとも直接的な気候変動対策ではないものの気候面での便益をももたら

す政策か、（vi） UNFCCC や京都議定書に基づいた多国間行動か、それとも UNFCCC 枠外での、

ごく少数の当事者による単独又は 2 国間のイニシアティブか、などである。  
 
 UNFCCC 全当事者の合意を形成し、公平かつ効果的な多国間枠組みを構築することが困難で

あるため、限られた数の国々だけを巻き込むスキームが近年幾つも出現している（G8、グレンイー

グルズ［G8+5］、G20、APP、APEC、国際炭素行動パートナーシップ［ICAP］など）。実際、同じよう

な考えを持った国々が、それぞれの国の緩和コミットメントに向け、各国の主導によるボトムアップ

型のアプローチを採用する方が、地球規模でのトップダウン型アプローチよりも有効なのではない

か、そして今後は、貿易交渉の場合と同様、地域ごとの、あるいは 1 つの問題に特化した気候ブロ

ックが形成されていくのではないか、と考えている研究者も多い（Sugiyama and Sinton 2005、

Carraro 2006）。しかしアジア諸国の大半は細分化された体制ではなく包括的な多国間枠組みを支
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持しているので、世界中の国々を確実に参加させるには、粘り強い努力が必要となる。また、ボトム

アップ型アプローチの場合、GHG 濃度を安定させるための排出量削減をどの程度まで達成できる

のかが実証されていない。エネルギー集約度の高い産業が参加国から非参加国へと移転し、

GHG 排出量が急激に増加してしまう、という可能性も、包括的な枠組みがあれば避けられる可能

性がある。最後に、一部の国々が緩和を重視し、アジアの途上国にとっては緩和と同様（あるいは

それ以上）重要な、適応、技術、資金という問題から注意をそらしてしまうというおそれも、包括的枠

組みによって軽減できる可能性もある。 
 
 従って、われわれが望ましいと考えるのは、多段階、多路線、全包括的な枠組みである（図 2.2）。

この枠組みの特徴は、（i） 排出削減及び適応に関するコミットメントや対策の漸進的な増大、（ii） 
財政・技術インセンティブ及び遵守規定の差別化、（iii） 国々を、責任、能力、緩和ポテンシャル、

脆弱性に基づいて区別する新たな分類法、の 3 点である。この新たな分類法では、1992 年の

UNFCCC 採択以来の人為的な排出による 1 人当たり年間平均排出量を「責任」の代用指標として、

また、国連開発計画（UNDP）の人間開発指標（HDI）を「能力」の指標として用いる。さらに、世界

の GHG 排出量の 1%超を占めている途上国は、他の途上国よりも緩和の責任及びポテンシャルを

多く有すると考える。オックスフォード水研究センターが開発した気候脆弱性指標を、「脆弱性」の

代用指標としている16。この枠組みでは、国々の分類を各約束期間の初めに調整する。こうすること

により、各国は GHG 排出や HDI などの状況が変化していくに従って、1 つのグループから別のグ

ループへと移っていくことになる。先進国と途上国の区別については、現在の UNFCCC 附属書 I
国と非附属書 I 国との分類を大きく反映したものとなっている。この主な理由は、現在の気候変動

枠組みの根本的な基盤について再び交渉しなければならなくなる、という事態を避けるためであ

る。 
 

  この枠組みは、他とは異なる特長を 3 つ備えている。第一に、先進国と途上国を、その国の状況

や責任、能力に従ってサブグループに分けていることである。各約束期間の初めにこのようなグル

ープ分けについて合意を形成することは、交渉を複雑にするとともに政治的に困難なことかもしれ

ないが、この提案が備えているインセンティブや遵守規定の力で、世界中の国々の参加を促すこと

ができ、4 つの重要な基準――配分の衡平性、費用対効果、環境面での成果、柔軟性――のす

べてを満たす提案となっている。第二に、約束期間を 5 年ではなく 8 年から 10 年と長くすることで、

より信頼性の高いシグナルを民間セクターに向けて発することになり、また多路線アプローチと新た

なタイプのコミットメントを採用することで、柔軟性を高め、各国がそれぞれ最も適した形で自由に

目標を達成していけるようになる。第三に、この枠組みは、最も脆弱な国々のニーズを十分に認識

し、一部のグループの国々に対し、適応関連のコミットメントや対策を義務付けてもいる。
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。
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、
途
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4
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。

先
進

国
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、
京

都
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ベ
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ッ
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。
途

上
国

の
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、

新
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工
業
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や

急
速

に
工

業
化
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進

め
て

い
る

国
々

は
量

的
な

コ
ミ
ッ

ト
メ

ン
ト
を

負
う

が
、

 そ
の

他
の

国
々

や
LD

C
は

政
策

や
措

置
に

重
点

を
置

い
た

質
的

な
緩

和
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト
を

負
う

。
 

-
す

べ
て

の
国

々
を

段
階

的
に

巻
き

込
ん

で
い

く
。

 
- 

適
応

の
重

要
性

を
強
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い
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。

 
- 

南
や

北
と

言
っ

た
ブ

ロ
ッ

ク
思

考
の

克
服

を
勧

め
て

い
る

。
 

-
区

別
の

基
準

が
い

ま
だ

曖
昧

で
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、

交
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議
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を
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が
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（ 1
人
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た

り
ベ
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の
指
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で
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模

排
出

国
を
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て
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ま
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が
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、

能
力

を
測
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に

は
技

術
的
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指

標
の
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が
1

人
当

た
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当
か

も
し
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な

い
、

な
ど

）。
 

- 
新
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工
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国
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急
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に

工
業

化
を
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て
い

る
国

々
に
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し
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な
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
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を
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す

こ
と

に
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し
て

は
、

将
来

の
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成

長
の

不
確
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さ

、
多

く
の

国
々

の
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く
が

エ
ネ

ル
ギ
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ア

ク
セ

ス
提

供
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を
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と
な
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考
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す
る

と
、

交
渉

を
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め

る
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と
が
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か

も
し
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な

い
。
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収
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。
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上述の枠組みは、1 人当たり排出量が時とともに均衡へと向かうことを促し、2100 年前後までに

すべての国で 1 人当たり排出量を二酸化炭素換算で 1t 未満に抑え、気候変動への抵抗力を高め

るという長期的なビジョンをもって策定されている。特に、最近ドイツのメルケル首相が発言して以

降、 国のＧＨＧ排出が一人あたりのレベルで徐々に均等になっていくべきという考えは、受け入れ

られつつある （Evans 2007）。だが同時に、HDI 水準が低・中程度の途上国の中には、社会的ニ

ーズや開発上のニーズを満たすため、GHG 排出量が中期的に（例えば 2030 年までの間）引き続

き増加することが避けられない国がある、という認識もある。上記の枠組みの第一・第二約束期間

は、それぞれ 2013 年から 2020 年（図 2.2 の黒い部分）及び 2021 年から 2030 年（図 2.2 のグレー

部分）に相当する。 
 
なお、ここで提案している閾値はあくまでも目安である。GHG 濃度を 500ppm で安定化させるた

めには、2050 年に一人あたりの世界の平均 GHG 排出は 2 トン CO2e でなければならない （Stern 
2008）。これは、人為的な GHG 排出が 2005 年の 45 ギガトンから、2050 年までに 20 ギガトン以下

にならなければならないということと、この時までに人口が 90 億人近くに達していることを基に算定

されている。ここに提案した枠組みでは、国を分類するのに 2 段階の手法を用いている。 
 
第 1 段階では、一人あたりの排出量が 4 トン CO2e 以上の国々（2050 年における目標排出量 2

トン CO2e の 2 倍）を抽出する。現在すべての附属書 I 国及び一部の途上国が、この閾値を上回っ

ている。そこで、これらの国々を、HDI 値に基づいて 3 つのグループ（HDI が 0.9 を超える先進国、

HDI が 0.75 から 0.90 の間である先進国、HDI が 0.9 を超える途上国）に分類した。 
 
第 2 段階は、HDI が 0.9 未満の他の途上国を、（a） 閾値の目標値 2 トン CO2e、（b） 世界の排

出量に占める割合、（c） 気候脆弱性指標によって、4 つのグループに分類する。上に述べた通り、

世界の排出量に占める割合が 1%を超える国々は、将来枠組みの成功に貢献する大きな責任を負

い、またほかの国々よりも大きな緩和ポテンシャルを有しているものと考えられる。これは、こうした

国々は地理的領域が広く、炭素隔離などより費用対効果の高い削減対策導入の機会が多いこと、

また GHG 排出の大幅削減につながる技術を利用できる環境にある、という考えに基づいている。と

はいえ、HDI 値が低く脆弱性指標の高い国々には、追加のインセンティブを提供できるよう、十分

な配慮がなされる必要がある。 
 
（i） 先進国 
 
 上記の枠組みにおいて、先進国（1 人当たり排出量が二酸化炭素換算で 4t 超、HDI が 0.75 超）

の GHG 排出削減コミットメントは、厳しい遵守要件を含む大幅かつ法的拘束力のあるものとなる。

目標は、適切な科学的知見に基づき、最新の IPCC 指針（2020 年までに 25%から 40%の削減と、

2050 年までに 60%から 80%の削減）を反映した形で設定される。これらの目標を達成するため、枠

組みには緩和及び適応のための国内コミットメントと国際コミットメント両方を含める（図 2.2 を参照）。

「国内コミットメント」は、国際社会の合意のもと、主として当該国の国内で達成される（緩和のため

市場メカニズムを用いる可能性はある）。「国際コミットメント」は、国際社会の合意のもと、緩和と適

応のための報告・測定・検証可能な技術・資金・人材育成支援措置という形で、先進国から途上国

へと送られる。国内コミットメントと国際コミットメントの性質や規模は、開発のレベルによって異なる。

例えば、HDI が 0.9 を上回る先進国（グループ A）は、極めて強い国内緩和コミットメントと、強い国

際緩和コミットメント、ならびに国際適応（への支援）コミットメントを負うことになる。一方、HDI が

0.75 から 0.9 の先進国（グループ B）は、かなりの強さの国内緩和コミットメントと、ごく限られた国際

的緩和コミットメントを負う。従って、グループ A は現在の京都議定書の附属書Ⅱ国に相当し、グル

ープ B は主に市場経済移行国（EIT）であるといえる。とはいえ、両グループのコミットメントの性質

や規模は、京都議定書の第一約束期間のコミットメントとは異なっている。 

33



IGES 白書 

 グループ A の国々については、各約束期間の開始に先立ち、交渉によって国内・国際コミットメ

ントの閾値を定め、宣言する。例えば、国内コミットメントの 75%以上を国内での対策により、15%を

柔軟性メカニズムの利用により、そして残りの 10%を、EIT 及び途上国における技術振興、資金の

流れの拡大、人材育成の取り組みにより達成する、といった形である。直前の約束期間（最初は

2008 年から 2012 年）に国際取引された炭素排出の 1 トン当たり平均価格を基準として、その約束

期間の閾値を決定する。グループ B の国々に対しては、このような閾値を適用することはしないも

のの、途上国への適切な技術の移転を促すことは奨励される。グループ A の国々に対する遵守要

件は、グループ B に対する要件よりも厳しくなる。 
 
（ii） 途上国 
 
 上記の枠組みにおいて、途上国の参加の性質や形態は、現行の体制が重視する「数値目標・期

限方式」とは大きく異なるものとなる。まず国々を、国内コミットメントと関連するインセンティブのレベ

ルによって想定した 5 つのグループに分類する。全グループが国内緩和・適応コミットメントを負う

が、その性質及びコミットメントの程度はさまざまであり、インセンティブの性質及び規模もまた異な

る。この枠組みでは、途上国の大半が、時が経過するにつれ、異なるコミットメントとインセンティブ

を伴う別のグループへと移っていく、ということを前提としている。 
 

 グループ 1 には、1 人当たり排出量が大きく（例：二酸化炭素換算で 4t 超）HDI レベルも高い

（例：0.90 超）工業化された途上国が含まれる。このグループに含まれる国の典型例として挙げ

られるのは、OECD 加盟国かつ非附属書 I 国である国々（韓国、メキシコなど）及び OECD 加

盟国と同レベルの経済発展を遂げている国々（シンガポールなど）である。このグループの場

合、次期枠組みでの第一約束期間（2013 年から 2020 年）と第二約束期間（2021 年から 2030
年）のコミットメントは、グループ B 先進国のコミットメントと類似したものとなる。ただし（おそらく

排出枠の次期約束期間からの借り入れを認めるなどの方法で）遵守要件にはより柔軟性を持

たせることになる。インセンティブとして、このグループの国々はあらゆるタイプの国際排出量取

引に参加を許されると同時に、主に GHG 緩和を目的とした技術支援、資金援助、人的・制度

的能力強化のための支援を受ける権利を有する。グループ 1 の国々が適応に関して国際枠組

みから受けるインセンティブは、極めて限られた規模となる。  
 

 グループ 2 には、国の総排出量が大きく（世界排出量の 1%超）、1 人当たりの排出量が二酸化

炭素換算で 2t 超、HDI が 0.75 超、かつ脆弱性レベルのやや高い国々が含まれる。アジアでこ

の条件に当てはまる典型的な例としては、中国が挙げられる。この枠組み案において、グルー

プ 2 の国々は、世界の気候安定化に向けた重要な責務を負う。というのもこれらの国々は、世

界の排出量に占める割合が高いだけでなく、1 人当たり排出量や HDI が近年急速に増加して

もいるからである。危険な水準の気候変動を避けるべく、GHG 濃度安定化目標（例：500ppm）

を達成しようとしても、このグループの国々が効果的な緩和戦略を取らない限り不可能である、

ということは、多くの研究によって裏付けられている。従って、このグループはさしあたって、自

国に合ったセクター別エネルギー効率目標を、国際金融機関とグループ A 国からの技術と資

金の流れに支えられて 2020 年までに責任を持って達成することを目指す。これに加え、さらな

る行動として （i） さまざまな地域特性や「製品の生産、輸送等の過程等での排出」などの要

素を十分に考慮した上で、経済全体にまたがる目標を設定すること、（ii） 自動車の燃費基準

を設け、建造物やその他のインフラについても省エネ基準を強化すること、（iii） 再生可能エ

ネルギー導入目標の設定、（iv） 炭素隔離の改善措置、などが必要となるだろう。この点に関

して心強いのは、燃料効率基準が米国に比べてはるかに高い中国などの国で、著しい進歩が

すでにはっきりと確認されている、という事実である（UNDP 2007）。 
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次期枠組みでの第一約束期間（2013 年から 2020 年）におけるグループ 2 のセクター別目標に

は、グループ 1 と同じ遵守規定が適用される。これ以外の分野での対策は「誓約と審査」ベー

スでの「罰則なし」目標とし、遵守できなくても罰則が課されることはない。しかし 2021 年以降は、

炭素隔離関連を除くすべてのタイプのコミットメント及び行動について、グループ 1 と同じ遵守

規定がグループ 2 にも適用される。グループ 2 の国々はまた、セクター別のエネルギー効率目

標達成計画を通じて得た排出削減クレジットを販売できるだけでなく、特に目標を設定してい

ないセクターについても、個別のプロジェクトを通じて得た排出削減クレジットを販売することが

できる。グループ 2 の国々はおおむね、特に GHG 緩和に関し、CDM 型市場メカニズムへの

参加や先進国からの追加的資金・技術援助という形で、グループ 1 よりも多くインセンティブを

受けることになる。先進国は、セクター別のエネルギー効率目標を実現し、世界の排出量削減

を最も費用対効果の高い形で達成するため、2020 年に向けて設定された目標に応じ、グルー

プ 2 の国々の優先セクターを対象とした技術支援を強化する。この点では、APP、国際金融機

関、炭素市場など、UNFCCC 枠外のイニシアティブによる支援が鍵となるであろう。グループ 2
の国々は、市場メカニズムへの効果的な参加を通じ、自国の適応コストの大半を自ら負担する

ものと期待されている。とはいえ、これらの国には、特に 2013 年から 2020 年にかけての期間、

適応技術及び能力強化の面で何らかの支援が提供されることになるであろう。 
 

 グループ 3 には、総排出量が大きい（世界排出量の 1%超）一方、1 人当たりの排出量が小さく

（例：二酸化炭素換算で 2t 未満）、HDI 水準の低い（例：0.75 未満）国々が含まれる。アジアで

この条件に当てはまる典型的な例としては、インドが挙げられる。このグループは、2013 年から

2020 年にかけての第一約束期間、エネルギー効率と再生可能エネルギーに関する目標なら

びに自動車の燃費基準を強化し、建造物やその他のインフラについても省エネ基準を強化し、

森林保全のための対策を取る。加えて、国際的枠組みによる支援のもと、1 ないし 2 のセクター

を対象に、その国に合った形で目標を設定する。2021 年から 2030 年の間にはこのグループの

国々も、HDI が満足な水準に達していることを条件に、グループ 2 と同様の役割を担うことが期

待される。また、グループ 3 の国々は、すべてのセクターにおけるプロジェクト別の排出削減に

ついて、このクレジットを販売することができる。主として GHG 緩和と、部分的な適応に対して、

全タイプのインセンティブ（資金援助、技術支援、能力強化）が提供される。支援の規模はグル

ープ 2 への支援をおおむね上回ることになるが、2021 年から 2030 年にかけての期間には縮

小される見込みである。 
 

 グループ 4 は、比較的少ない総排出量（世界排出量の 1%未満）、二酸化炭素換算で 2t を上

回る 1 人当たりの排出量、0.75 を上回る HDI、高い気候脆弱性を特徴とする。アジア太平洋地

域でこの条件に当てはまる典型的な例としては、フィジーが挙げられる。このグループは、緩和

コミットメントを引き受けることは要求されないが、適応ならび緩和策を自国の開発計画へ組み

込んでいくことについては、責任を持って果たさなければならない。国際的には、HDI の低い

ほかの途上国における適応の努力を支援し、優れた取り組みについて情報を共有することが

期待されている。緩和に関しては技術支援及び能力強化という形で限定的インセンティブを受

けるが、適応に関しては全タイプのインセンティブを受けることになる。  
 

 グループ 5 には、総排出量及び 1 人当たりの排出量が小さく、HDI 水準が低く（主に LDC）、

しかも脆弱性指標の高い国々が含まれる。アジアでこの条件に当てはまる典型的な例としては、

バングラデシュが挙げられる。グループ 5 の国々は、適応に関する懸念を自国の開発計画に

盛り込むなど、適応のために行動することを国際的に誓約しなければならず、また国際的な審

査メカニズムを通じ、適応策が前進していることを示さなければならない。主に適応に関して、

すべてのタイプのインセンティブを受ける資格を有する。  
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 形態がどういったものであれ、あらゆる対策は現実的なものでなければならず、かつコミットメント

に支えられ、進捗を測定・報告・検証することのできるメカニズムを備えていなければならない。

GHG 緩和の場合、アジア諸国が最適な（費用対効果の高い）気候変動対策を行うことによって得

られる成果は、これらの国々の国際コミットメントによる成果よりも高くなる可能性がある。上記の枠

組みを成功させるためには、それぞれのケースに合わせた幅広いインセンティブが鍵となるため、

アジアの途上国の緩和や適応に向けた資金・技術の流れを作る革新的な選択肢について、さらに

検討を重ねる必要がありそうである。このためには、民間セクター、とりわけ航空産業など排出量増

加をますます助長している産業セクターを、より効果的な形で巻き込んでいくことが不可欠である。

航空産業への課税や、貿易財に対する世界的な炭素税により、上記の枠組みのインセンティブと

して使用するのに十分な資金を調達することができるだろう。またどの国でも、地方間あるいは地方

内での、また高所得者と低所得者との間の、 GHG 排出量の不平等を軽減する取り組みを促し、

承認し、奨励するべきである。このように、将来枠組みに積極かつ効果的に参加していくことにより、

気候の影響を受けにくいアジアの低炭素社会を実現することができるであろう。 
 
4.2. アジアの人々及び生態系の適応能力強化  
 

セクション 3 で述べたように、アジアでは気候に関する深刻な危険や被害が予想され、この地域

に住む多くの人々や生態系は気候の影響に対して脆弱である。にもかかわらず、適応策に対する

注目度は、国際的にも各国内においても、これまで限定的なものであった。たとえ GHG の排出量

が今、安定化したとしても、気候変動と、そのさまざまな影響が今後長期にわたって続いていくこと

が予想されている。従って、アジアの人々と生態系の適応能力を強化することは、この地域の持続

可能な成長を達成する上で極めて重要である。そのためには、さまざまな時間軸（短期的、中期的、

長期的）、及び空間軸（国際レベル、地域レベル、国レベル、地方レベル）において、多様な取り組

みが必要となる（表 2.10）。 
 

短期的にアジア諸国が重点的に力を注ぐべき対策としては、順応性のある農業技術体系、伝統

的な耐候性農法、防災体制の改善及び一般社会の意識の向上、といったことがある。中長期的に

は、早期警戒監視システム、ハザードマッピングなどに加えて、森林の再生（緩和と適応、いずれ

の面でも便益がある）、沿岸地域の建造物における工学的技術、土地利用計画、その他の対策を

行うことが不可欠となる。ただし、これらは今すぐに着手することが可能である。 
 
表 2.10. 各レベルにおける適応策強化のステップ 
レベル 実例 

地方 
 

 地域社会と地方自治体が参加する積極的なミクロレベルでの適応策を促進する戦略を特定

 ベストプラクティスのガイドラインと教訓を地方レベルで交換   

国 
 

 技術展開など、政策及び制度の変革によって、気候変動を国及びセクターレベルの開発

計画に組み込む 
 国の制度が、NC と NAPA を貧困削減戦略と MDG とに結びつけることによって、環境と開

発の枠組みの間の補完性を追求できる能力を強化する 
 脆弱な地域社会の生活手段に直接的な影響を与える短期・中期・長期的な適応策の行動

を優先事項に指定 
 課税免除制度などの必要な優遇策を講じることによる適応策の行動への民間セクターの取

り込み 
 季節ごとの気象予報の普及を含めた全国災害管理計画によって、異常気象に備えた代替

生活手段戦略を統合 
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世界 
 

 適応策の範囲及び適応基金の有効性と適応基金へのアクセスを高める方法について、国

際的なコンセンサスを構築 
 さまざまな情報手段のインターリンケージ（科学的な実施・報告のリンケージ）を特定・強化 
 UNFCCC と京都議定書に関して、地域及び国際レベルでクリアリングハウスメカニズムを支援 
 CBD、UNCCD、 UNFCCC などの支援団体の間に協調関係を構築 
 意識向上、教育、市民参加 

出典：Srinivasan （2006） 
 

アジア地域には、気候変動適応策に関して国家レベルで総合的な政策の枠組みを整備してい

る国はない。そのような政策枠組みを展開するにためには、権利と義務を明記した法的枠組みの

体系とさまざまなレベルの制度、さまざまな人々の役割分担の明確な取り決めなどが必要となる。

中国の科学技術部による国家の適応策の枠組みを進める最近のイニシアティブでは、さまざまな

レベルの行政機関及び民間セクターに対して役割と任務を設定し、異なる機関の間の任務の能率

化を図っている。これは、他のアジア諸国が見習うべき良いモデルとなり得るものである。 
 
4.2.1. 適応策に関する地域協力 
 

適応策に取り組むための各国の能力を強化するには、地域で協力する機会の創出に緊急に取

り組まなければならない。アジアにおいては、ほとんどの国が同様の気候の危険性を抱えているの

で、地域戦略は、国及び地方レベルの多様な取り組みよりも費用対効果が大きくなる可能性が高

い。気候変動の影響を監視し評価するための地域レベルの気候シナリオや気候モデル、ならびに、

適応策の費用や便益の算出法を開発する分野で、地域協力の重要性は特に高い。 
 

適応策に関する地域協力により、総合的な河川流域管理や森林火災管理、早期警戒システム

などの、国境を越えたセクター別の適応政策及び措置の適切な連携、最適化、費用効果、効率性

を確保できる。さらに地域協力は、アジア諸国が気候災害が現に発生してから行う、対処療法的か

つ無計画で費用のかかる適応策あるいは不適応な対策を最小限に抑える上でも効果的であろう。

地域協力はまた、「気候耐性」に対する現在及び将来の投資能力も、また、いかなる国でも MDG
が危機的状況にならないよう保証する能力も、向上させる一助となるだろう。そしてもう一つ、アジア

地域の制度的能力が改善され、地域ごとの予報が改善されて質の高い気象情報を発信し、すべ

ての国に均一で同等な適応策評価のデータを提供できるようになるであろう。もしも政策の一致、

制度の透明性、ステークホルダーの効果的な参加、ならびに政治的コンセンサスと正しい科学に

基づいて優先順位付けされた適応策、といったものがあれば、地域協力は最も効果を発揮する可

能性がある。 
 
 アジアでは、幾つかの適応策の行動が地域レベルで協調できる可能性がある。例えば、（ⅰ）より

一貫性のある適応策の枠組みと、すべての政策分野に適応の問題を組み込むためのガイドライン

の作成； （ⅱ）地域にとって重要なプロジェクトを特定し、それらのプロジェクトの資金調達をするた

めの地域レベルの適応関係機関； （ⅲ）適応戦略及び対策に関する共同の報告メカニズムの開

発； （ⅳ）適応対策行動の実例のデータベースから抽出した成功例とさまざまな選択肢の普及； 

（ⅴ）河川流域管理などの国境を越えた問題に関する複数の適応策の調整；（ⅵ）能力強化と教育、

ならびに人々の意識を高めるための関連対策、などが挙げられる。現在進められている地域及び

地方の取り組み（例えば、東南アジア諸国連合（ASEAN）泥炭地管理イニシアティブ連合）は、良

いスターティングポイントとなる可能性がある。 
 
4.2.2. 適応問題の開発計画への組み込み 
 

気候変動への適応は、アジアにおける多くの政策分野に影響を及ぼすであろう。従って、現在

及び将来の法律と政策に適応を組み込むための戦略が必要不可欠となる。アジアの多くの国では、
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気候問題を組み込むことの必要性は認められているが、適切な介入ポイントを見つけることが難し

いために、事態の進展ははかばかしくない。その障害となっているものとしては、情報障壁、インセ

ンティブや制度の不足、人材や資金の不足、行政機関の間の調整不足、気候変動グループと開

発グループの間のコミュニケーション不足、不十分な知識と分析ツール（Warrick 2000; Agrawala 
2004; OECD 2005; OECD 2006; Srinivasan 2006a）などが挙げられる。効果的に組み込みを行うた

めには、国及び現場に特有の問題を考慮に入れて、障害を徹底的に評価することが必要となる。

NAPAのタイプの文書に多数のステークホルダーの情報を入力したものをすべての国で用意する

と、適応策の優先順位を決める際にも、開発計画に適応問題を組みこむ適切な方法を見極める際

にも役に立つ可能性がある。今後一層の進展を図るためには、有望な組み込みの方法を実証して

見せること、適応能力を強化すること、資金調達メカニズムを合理化することが、きわめて重要であ

る。 
 

国レベル及び地方レベルでの将来の気候変動の影響に関する不確実性と、適応計画にとって

必要かつ重要な地方の現地情報の不足もまた、有効な適応策の行動を進める上で、大きな障害と

なっている。例えば、アジアの多くの危機的な沿岸生態系においては、脆弱性と適応力の詳細な

評価がまだ十分に行われていない。それは、この地域のほとんどの国には、メーター未満の精度の

等高線による詳細な地形図がないためであるが、この詳細な地形図は、海水面の上昇に対処する

計画立案を適切に行う上で、きわめて重要なものである。さらに、適応計画にとって必須条件であ

る狭い地域範囲での詳細な気候変動の予測が入手できないこともしばしばある。データの収集、ア

ジア地域及び各国内の地方レベルでの精度の高い気候変動シナリオの開発、脆弱性マップの作

成、リスクの評価、災害管理と避難計画、適応策の好事例のデータベース構築などに、一層努力

することが必要である。また、適応関連の科学的ツールの開発（例：建築基準の改定、工学技術の

規格化、材料試験方法の改善）も推進するべきである。以上のように、適応問題のアジアの開発ア

ジェンダへの統合は、現在の脆弱性について、また、各地方でこのような統合が好機となるか落と

し穴となるかについて、まず徹底的に評価した上で実行しなければならない。 
 

適応問題の組み込みは、農業と水管理部門だけではなく、インフラ開発においても必要不可欠

である。直ちに適応策を必要とする典型的な分野は建築である。気候変動の将来の影響を考慮し

た建築基準の実施は、アジアにおいては全く新しい分野である。同様に、新しい交通のインフラも、

初期の設計段階から耐気候性のものとしなければならない（Box2.4.参照）。 
 
Box 2.4. 青海―チベット間鉄道の気候変動への適応策 

 青海―チベット間の鉄道は、約 1,000 キロメートルの距離を走ってチベット高原を横断するが、標高は海抜 4,000
メートル以上もある。線路のうち 500 キロメートルは永久凍土層の上に敷かれているが、そのうちの約半分は「高温

永久凍土層」であり、そこは氷点よりもわずか 1℃から 2℃低いだけである。この永久凍土の層は、線路からの影響さ

らに温度上昇の影響を受けて溶解し、今度は線路に影響し不安定な状態になりうる。このようなリスクを軽減するた

めに、設計技師は永久凍土層に吸収される熱の量を最小限にする断熱材と冷却装置を組み合わせたものを適切

に配置してきた（Brown 2005）。 

出典：IPCC（2007） 
 
 アジア諸国における国レベルの気象業務は、強化されるべきであるし、かつ適応に関する政策関

連情報を提供するように見直すべきである。加えて、適応問題をプロジェクトの運営管理の中に組

み込むための法律の規定も整備すべきである。例えば、標準的な環境アセスメント（EIA）は、多く

の場合、これから実施するプロジェクトが環境に及ぼす影響を検討・評価するが、今後は、現在及

び将来の気候変動がプロジェクトの持続可能性に与える影響の予測評価と、それらの影響を克服

するための詳細な方策の検討を含めるべきである。 
 
 適応策の費用対効果と、他のイニシアティブとの協働の可能性に関する情報が共に不足してい

ることも、適応策の組み込みにとって足かせとなっている（Srinivasan 2008）。開発に関するあらゆる
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政策措置は、適応性のスクリーニングにかけて、長期的に脆弱性を高めることがないことを確認す

る必要がある。例えば、観光自体と、脆弱な沿岸地域の観光旅行に必要なインフラ整備を促進す

る政策においては、予想される気候変動の影響を検討して観光資源の損失を避けるべきである。

同様に、援助機関から開発援助を受けるときは、外部組織からの資金による投資が「耐気候性」で

あることを確認するための適応性スクリーニングを必ずかける、ということも重要である。 
 
 援助機関は、気候変動の潜在的影響に関する自らのプロジェクトのポートフォリオを適応性スクリ

ーニングにかけることにより、また、以下に挙げるような方法で適応策の組み込みを実現するため

の効果的な環境を作ることにより、適応策の組み込みを促進することができるだろう。その方法とは、

（ⅰ）運用ガイドラインの開発；（ⅱ）より狭い地域の詳細な気候予測の実施；（ⅲ）組み込みのアプ

ローチを監視・評価するための追加支援策；（ⅳ）セクターレベルでの組み込みの専門技術強化 

などである。UNFCCC 等の国際機関は、これまでの組み込み事例の情報交換や、地域レベル及

びセクターレベルでの組み込みの手法の開発促進において、触媒的な役割を果たすことができる。

このような流れに沿った取り組みが始まっている。例えば、OECD の開発援助委員会は、適応策を

EIA と戦略的環境アセスメント（SEA）に組み込む方法を検討し始めている。同様に、世界銀行など

の機関も提案された開発プロジェクトを気候変動による潜在的リスクのスクリーニングにかけるツー

ル（例：気候変動適応策の評価及び計画：プロトタイプ・ツール「ADAPT」）の利用を開始した。 
 
4.2.3. 地元固有の対策の利用 
 
 アジアには土着の知恵（その土地に古くから伝わる知恵を意味する）が豊富にある。それは、地

域社会独特のものであり、地元の人々が自分たちを取り巻く自然の仕組みの中で体験し、観察し

て学び取ったものである（Srinivasan 2004）。適応策は、多くの場合、その土地に固有の問題を詳

細に考慮しなければならない複雑なプロセスなので、いかなる適応策も地元固有の対策を有効に

活用して構築しなければならない。地元固有のやり方がすべて持続可能とは限らないが、適応策

を成功させるには、異常気象に対する地元のリスク要因についての知識と、異常気象に対応して

柔軟性のある生産・収入戦略を立てるための知識が必ず求められる（Shaw 2006）。地元固有の対

策の多くは、適応能力を高めることが知られているが（表2.11参照）、アジアで国レベルあるいは地

方レベルの適応計画に実際に組み込まれているものはほとんどない。それは恐らく、その価値が

十分に認識されていないことと、土着の知恵に対する偏見があるためである。しかし実際のところ、

異常気象に対応する地元の対策には、かつては原始的で的はずれと考えられていたが、今では

適切で高度なものと理解されているものも多い。バングラデシュの洪水や干ばつの常襲地域での

現地調査で、地元固有の対策は、今も変わらず、最も信頼性が高く持続可能な災害対策となって

いることが明らかになった（Srinivasan 2004）。しかし、中には、気候変動の影響に対処するにはも

はや適当とはいえないものもあるので、土着の対処法を適応計画に組み込んで効果をあげるため

には、それぞれのやり方について長所と短所を厳密に評価する必要がある。 
 

適応策を成功させるためにも、地元の知恵と地域住民の参加の重要性が認識され、地域住民が

地元の事前予防的な適応策に主導的役割を果たすことを支援するような国際制度に対する関心

が高まっている。例えば2003年、UNFCCCは、情報がさらに多くの人々に広まるよう地元の適応対

策のデータベースを作成した。17 地球環境ファシリティー（GEF）は、小規模助成プログラムにより、

地元の知恵が適切に考慮されている地元主導型の適応プロジェクトを優先的に支援している。そ

れ以外の二国間及び多国間援助機関も、適応計画において地元の知恵の収集及び統合を優先

事項として支援することができれば、適応能力改善の見込みはさらに高まるだろう。 
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表 2.11. 地元固有の対策の実例 
場所 地元固有の対策 

 洪水・大雨対策 
マニクゴンジ県 
（バングラデシュ） 

土壌の浸食を防ぐために砂地にキャットキン（植物の一種）を栽培 
マンチャン（屋内に吊るされた竹製の棚）の建造 

マタロム町 
（フィリピン） カフンーカフン（大雨の影響を軽減するための土壌保護技術） 

ネパールの山岳地域 土壌浸食を最小限にするために、傾斜地を芝生のような形に耕す方法 
 干ばつ対策 
ケララ州（インド） スランガス（貯水用の人工のほら穴） 
カルナータカ州 
（インド） マダカス（伝統的なろ過池） 

南インド キンマ（コショウ科の木）栽培農園の湿度を高めるために長い溝の両端にシロゴチョウ

（しろ胡蝶）を栽培 
出典：Srinivasan （2004）より引用 
 
4.2.4. 適応策の財源基盤拡大 
 
 途上国での適応への取り組みに必要な資金のレベルと、現在入手できる資金の間には、大きな

隔たりがある。UNDP は、途上国における適応に要する追加的費用は 2015 年まで年間 860 億ドル

であると推計した（UNDP 2008）。同様に、世界銀行の見積もりによると、適応問題に適切に対処す

るためには、年間 100 億から 400 億ドルが必要となる。ところが、現在の気候枠組みのもとでは、財

源は 2 億ドルに届かない。この金額は、LDC がその NAPA に位置づけている優先度の高い適応

策に取り組むためにも十分とはいえない。例えば、アジア太平洋地域の LDC5 カ国（バングラデシ

ュ、ブータン、カンボジア、サモア、ツバル）からの報告では、重要な適応策のコストを賄うために 1
億 1,400 万ドルもの資金が必要となることが伝えられた（表 2.12 参照）。 
 
 IGES では、これまで提案されている約 30 の適応策を検討した。その中には、適応策の資金問題

に関する 13 の提案が含まれている。ほとんどの提案は、歴史的責任、支払い能力、そして「汚染者

負担原則」に基づいたものである。中には、適応促進のためにさらに専門化された新しい基金の創

設を求める提案もある（Government of Tuvalu 2005; TERI 2005; ICCTF 2005; Müller 2002;Oxfam 
2007）。ツバル政府は、適応基金を多様化し、かつ強化するさまざまな方法を提案している（附属

書Ⅰ国での化石燃料販売にかかる税金を財源とする連帯基金や保険基金）が、実行可能性につ

いての評価は行われていない。インドのエネルギー資源研究所（TERI）からの提案は、補償的融

資のほかに新しい追加融資を提供するという気候変動枠組条約のガイダンスを組み入れているが、

これも、仕組みを実行する現実的な手段が欠けている。ほかには、適応基金へのアクセスを柔軟に

する（Parry et al. 2005）、あるいは、範囲を広げる（Bouwer and Aerts 2006）、といった 5 つの提案も

ある。過去の交渉では、幾つかの発展途上国が、京都メカニズムの取引に税金をかけることを提案

したが、税金の範囲を CDM 以外にも広げることに、他の多くの国は反対した。 
 
 提案を行った団体のうち 3 つの団体は、気候変動リスクを軽減するための基金に重点をおいてい

る。 Jaeger （2003）は、排出量取引からの税金を基盤とした基金を創設し、適応策のコスト及び損

害補償関係の保険に入るという提案を行った。保険を中心におく提案は、ほかの団体からも提出さ

れている。AOSIS（特に海抜の低い小さな島嶼国で今後徐々に起こると予想される海水面の上昇

への対策として）、ジャーマンウォッチ（異常気象対策として）、国際応用システム分析研究所

（IIASA）（2 段階の保険スキーム）などである。AOSIS とジャーマンウォッチからの提案は、もっぱら

先進国からの貢献を求めているのに対して、IIASA からの提案は、先進国と途上国の双方からの

貢献を求めている（Bals et al. 2005）。その他さまざまなリスク管理計画、例えば、保険プール、大規

模災害保険、ミクロ保険（Parry et al. 2005）などと、リスク移転手法、例えば、大規模災害債券
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（Hamilton 2004）、天候デリバティブ（Figueres 2005）、天候ヘッジ（Linneroth-Bayer et al. 2003）な

ども発展途上国における適応策への資金調達法として提案された。Müller and Hepburn （2006）

の提案による「国際航空適応税」（IATAL）は、年間 40～100 億ドルもの資金を集める可能性がある。

この提案は、適応への取り組みを、急増する航空機からの排出量規制の政策と結びつけることを

目指しており、民間セクターを積極的に巻き込むという点で斬新なアイデアである。近年 IGES が開

催した会議において、差異化した負担分担を伴う国際航空適応税の改定及び資金分担メカニズム

が提案された。 
 
表 2.12.  アジアの LDC から選抜した 5 カ国における重要な適応対策行動のコスト 

 国               適応策 コスト 
（単位：100 万ドル） 

バングラデシュ 

洪水の避難所ならびに情報・支援センター建設により、主要な氾濫原における大

洪水の再発に対処 
5.00 

気候変動の影響に対する都市のインフラと各産業の回復力を強化 2.00 
塩分増加対策として、沿岸地域での農産物生産への適応策を促進 6.50 
北東部・中部地方の大洪水に見舞われやすい地域の養殖場への適応策として、

適応力のある多様な養魚法を採用 
4.50 

ブータン 

地すべりの管理と洪水予防 0.89 
農家及び農業に向けての気象予報システム 0.42 
下流の工業・農業地帯を洪水から保護 0.45 
雨水利用 0.90 

カンボジア 
 

メコン川上流及び各地方の水路の修復により、洪水によるリスクの軽減、漁業資源

の改善、灌漑及び家庭用の水を十分に供給 
30.00 

洪水と暴風の予防のための植生計画 4.00 
地域社会の灌漑システムの開発と改善 4.00 
地域社会によるマングローブ再生活動と天然資源の持続可能な利用 1.00 

サモア 
 

森林再生、修復及び地域社会による森林火災予防プロジェクト 0.42 
異常気象事態に対する、効果的な早期警戒及び緊急対応策を実施するための

気象早期警戒システムのプロジェクト 
4.50 

高度に脆弱な地域に必要な沿岸地域インフラ管理計画 0.45 
長期的な気候変化と短期的な気候変動を考慮に入れた持続可能な観光事業 0.25 

ツバル 
 

沿岸地域の回復力向上と気候変動への対応による移住 1.90 
耐塩性の高いプラカの種の導入により、自給用作物プラカの生産性を増強 2.20 
頻発する水不足への対応策として、家庭の貯水容量、集水用の付帯設備、

水保全技術の強化 
2.70 

出典：国別適応行動計画（NAPA）による UNFCCC への提出より引用 
 
 アジアでの適応策支援に利用できる資金調達法を評価したところ、このようなさまざまな手法で流

通する資金は、十分ではない。従って今後、 （ⅰ） UNFCCC の枠の内外双方において、適応策

の資金調達ベースを拡大する；（ⅱ）地域レベル、国レベル及び地方レベルでの適応策促進に民

間セクター（例えば保険セクター）を巻き込む；（ⅲ）例えば、エネルギー大量消費型の産業プロセ

スをアジアの途上国に外注するような海外直接投資に対して課税することにより、アジアのための

適応基金を設立する；（ⅳ）地域レベルの保険機関を設立する（恐らく ADB が運営することになろ

う）、などを検討する必要がある。 
 
 適応策と、災害リスク管理及び MDG 達成計画との協調関係を構築し、柔軟で当事者の要望に

応じた小規模融資などの信用貸し制度を開発し、気候に左右されない代替的収入源を提供するこ

とが、アジアにおける適応能力を高める推進力となり得る。「アジア大規模災害リスク保険機構」な

どのように堅固な保険メカニズムが、脆弱性・適応性評価を強化するためにも、また、適応策にお

ける官民協働を促進するためにも必要となるであろう。 
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 短期的には、先進国は、適応策における地域の協調関係強化を支援する上で重要な役割を果

たすべきである。例えば日本は、アジアの中で、適応関連技術の移転及び開発の促進、新しい保

険商品や地域レベルの保険スキームの開発、さらに革新的な適応基金の設立などにおいて、主導

権を発揮することができる。しかし、長期的には、国レベル、アジア地域のレベルで、自力で適応策

を実施できるような持続的な制度、仕組みを作る努力が不可欠である。 
 
4.3. 市場メカニズムの力の活用 
 
 UNFCCCと京都議定書においては、環境外部性を内部化することによる、環境保護への市場メ

カニズムの活用がかなりの注目を浴びてきた。京都議定書は、GHG排出を制限するための3つのタ

イプの市場メカニズム、すなわち、国際排出量取引、共同実施（JI）、CDMを採用している。そのよ

うなメカニズムに環境的及び経済的十全性を付与するには、少なくとも5つの要素が不可欠である

と考えられる。それは、評価、透明性、説明責任、資金流用性、そして一貫性である（Petsonk et al. 
1998）。アジアの途上国で最も普及している市場メカニズムはCDMであるが、これは、途上国の

GHG排出量削減と持続可能な開発を目指す一方、排出削減クレジットと引き換えに先進国からの

技術と資金の流入を促すものである。 
 
 2005年2月に京都議定書が発効して以来、アジアではCDM市場が急速に成長してきた。CERの

需要と供給のアンバランス、ユニラテラルCDMに関する決定の承認、CDM及びJIと関連したEU排

出量取引制度（ETS）の開始なども、このように劇的な成長を引き起こす一因となった。しかし、アジ

ア地域においてCDMをさらに推進していくためには、なおも幾つかの障害がある。 
 
4.3.1. アジアにおけるCDM実施 
 
 2008年5月1日までに、CDM理事会（CDM-EB）は1,035件のCDMプロジェクトを登録し、それによ

って2012年までに12億7,000万CER（二酸化炭素換算）以上の発行が予想されているが、そのうち

約1億4,000万CERがすでにホスト各国で発行されている。計画中の3,000件のプロジェクトがすべ

て具体化すれば、2012年までに27億を上回るCERが発行されるだろう（UNFCCC 2008）。登録され

ている1,035件のCDMプロジェクトのうち、641件はアジア太平洋地域内のもので、プロジェクトの総

計の62％、CERの総計の77％を占める。アジアの中では、2012年までの期間、インドと中国に登録

されているプロジェクトの総計の85％、CERの85％が集中している（これまでに発行された1億1,100
万CERのうち7４％は、中国とインドに拠点を置くプロジェクトによるものである）。インドは、登録され

ているCDMプロジェクトの最大実施国であり（図2.3参照）、中国は最大のCER発行国である（図2.4
参照）（IGES 2008; UNEP-RISO 2008）。 
 
 CDMの実施に関しては、（ⅰ）環境保全効果（CDM排出削減量が、そのプロジェクトを実施しなく

ても削減されると思われる量に対して本当に追加的であるかどうか）； （ⅱ）2013年以降のCERクレ

ジットについての不確実性； （ⅲ）CDM-EBの無効力性； （ⅳ）CDMプロジェクトの承認が遅いこ

と； （ⅴ） CDMプロジェクトの地理的分布の偏り、などの深刻な問題が懸念されている。 
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図 2.3. アジアにおける CDM プロジェクトの国別分布 （2008 年 5 月現在） 
 

 
 
出典：IGES CDM プロジェクト・データベース（http://www.iges.or.jp/en/cdm/report.html） 
 
 
図 2.4. アジアの CDM プロジェクトから発生する 2012 年までの CER 量の国別分布 

 （2008 年 5 月現在） 
 

 
 
出典：IGES CDM プロジェクト・データベース（http://www.iges.or.jp/en/cdm/report.html） 
 
 アジアにおけるCDMの地理的な偏りは、この地域の多くのLDCとSIDにとって、重要な問題であ

る。なぜなら、CDMプロジェクトの大部分は、中国、インド、韓国で行われているからである。ブータ

ン、カンボジア、フィジー、ラオス、パキスタン、パプアニューギニアで登録されたプロジェクトは各１

件のみで、モルジブ、ミャンマー、シンガポールなどの国は、DNAを設立しているにもかかわらず、

１件もプロジェクトを登録してない。開発の需要を最も多く抱えている国々が、最もわずかなプロジ

ェクトしか受け入れていないのである。 

43



IGES 白書 

 CDMの煩雑なモダリティーや手順、高い取引のコストが、CDMプロジェクトを進める上で大きな障

壁となっている。例えば、CDMプロジェクト開発者は、追加性（CDMプロジェクトが、いかにして

GHG排出量を通常のシナリオとしてのビジネスの排出量以下に削減するかということと、なぜCDM
からの資金がなければそのプロジェクトを実行することができないのか）を証明しなければならない。

さらに、ベースライン排出量計算の方法論もCDM-EBによる承認を受けなければならない。 
 

京都議定書の第一約束期間以降のCERの価値についての不確実性も、特に民間投資家にとっ

て問題となる。大方のCDMプロジェクトが、2013年以後も続くクレジット期間を設けており、CERは

最長21年間蓄積することができるが、2013年以降の気候枠組みに関する現在の不確実性が、

2013年以降のCERの需要を鈍らせてきた（Egenhofer et al. 2005; UNFCCC 2006）。 
  

CDM への批判はほかにもある。途上国における持続可能な発展を推進する上で、その貢献度

が限られているというものである（Lohmann 2006; Olsen 2007）。例えば、地元の持続可能な開発に

貢献しうる新規植林・再植林（A/R）CDM プロジェクトはいまだ実現にいたらず、これまでのところ、

ただ１つの A/R CDM プロジェクトが登録されているのみである。さらにまた、持続可能な開発便益

の高いプロジェクトが、わずかな CER しか提供しない（従って、受け取る投資資金はさらに少額とな

る）という批判もある。例を挙げると、55％の CDM プロジェクトが RE を基盤としているが、そのような

プロジェクトは、CER の 29％を占めているに過ぎない。EE は、供給面での EE としては CER の 14％、

需要面での EE としてはわずか 1％である。その一方、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフル

オロカーボン（PFC）、一酸化二窒素（N2O）の排出削減プロジェクトは、プロジェクトの総計の 2.4％

に過ぎないが、2012 年までの CER の総量の 29％近くを占めている（UNEP-RISO 2008）。これらの

プロジェクトの持続可能な発展への貢献度は、RE プロジェクトのような CDM プロジェクトよりもはる

かに低い（Cosbey et al. 2006）。Boyd et al. （2007） によれば、10 の CDM プロジェクトを実例として

環境及び開発に関する便益を調査した結果、プロジェクトのタイプと持続可能な開発の結果の間

には、因果関係がないことがわかった。さらに、プロジェクトを文書化したものだけでプロジェクトの

パフォーマンスを評価したのでは、地元の努力やそのほかの開発及び気候緩和の代替策が見え

ないので、判断を誤る可能性がある。例えば、インドの海綿鉄プロジェクトは、会社の施設拡大のた

めに地元の村に対して土地の売却を強要したり、地元の水資源を不法に利用したりしたため、非

難を受けてきた（Lohmann 2008）。また、中国での調査によると、CDM は中国の主要な GHG 排出

量増加要因になっているセクター（特に石炭火力発電、交通機関、建築などの重要な推進派の

人々）には、ほとんど影響を与えてこなかった。 
 
4.3.2. 市場メカニズム改革の展望 
 
（i） 短期的展望 
 
 CDM 実施に向けて人的・制度的能力を強化し、制度的・運用的環境を改善する—CDM の障害

の多くは、制度的・運用的環境の強化によって克服できる。アジア太平洋地域にとっては、2013 年

以降も継続して CDM を実施することが早期に表明されることが重要である。なぜならば、CDM 活

動は最近やっとペースを上げ始めたところであるが、プロジェクトの多くは完成までに時間がかかり、

その間高いコストが発生するからである。もしも CER が 2013 年以降も引き続き価値を持つのであれ

ば、クレジットの需要は上昇を続け、CDM プロジェクトの実施継続を促すことになるであろう。最近、

世界銀行は 2013 年以降のクレジットにある程度の保証を付与する炭素市場継続ファンドの創設を

決定した。 
 
 CDMが2013年以降も続くことを強力に表明するほかに、複雑なCDMの規則と手続き、さらにプロ

ジェクト実施に関連する取引のコストにも対処する必要がある。IGESのCDM能力開発事業におい

て、規則や手続きの頻繁な改訂が、CDM プロジェクトを円滑に展開する上での妨げになっている
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ことが判明した。単純な規則と手続きに基づいた国際的運用、ならびに各国の人的・制度的能力

の充実を着実に行えば、将来、CDMの利用が容易になるであろう。さらに、各国行政機関と国際

機関の両者又はいずれかがベースライン計算のためのデータベースを作成することにより、手続き

に要する費用が大幅に軽減されるであろう（Michaelowa 2005）。 
 

CDM の地理的公平性を改善するため、特に LDC と中所得国において、ODA などの多源的な
資金調達手法により、CDM リスクに対処し、プロジェクトの基礎となる資金を確保する。—CDM の

効果的実施を妨げるもう 1 つの主な障害は、基礎となる資金の不足である。この障害を克服してプ

ロジェクト開発のための前払い金獲得の見込みを高めるため、二国間協定を通して附属書 I 国と非

附属書 I 国の民間セクター間の協働を強化するべきである。さらに、適切な手段を講じて途上国の

公的及び民間の金融機関における CDM の能力強化、意識向上を図り、基礎となる資金を国内で

確保できるようにすることが必要である（Masuda 2005）。 
 

 このような資金調達の障害に対処するもう１つの対策としては、CDMに対するODAの活用がある。

ただし、ODAをCER購入のために転用することは、CDMの現在の規制では許されていない（CER
購入のためのODA利用は、教育などその他の開発事業に割り当てられるべき資金を減らすことに

なるという懸念がある）。ODAの供与は、とりわけCDM実施の初期段階においては特に重要である。

そのため、日本が、2008年１月に中国においてCDMプロジェクト実施のために（CER購入のためで

はない）自国のODA利用を決定したことは、重大な進展である。さらにODAは、通常は出資家にと

って金銭的魅力のないLDCとSIDへの投資を増大させる可能性もある。ハイリスクを抱える国にお

いては、ODAを輸出信用保険と組み合わせてリスク緩和に用いることもできよう。極めて重要なの

は、プロジェクトの計画にあたって気候変動の結果を持続可能な開発の目的に結びつけることであ

る。 
 
 多源的な資金は、プロジェクトの実施者が前払い金を比較的容易に受け取ることができるよう幾つ

かの金融機関の間でリスク分担することにより、CDMプロジェクトを促進する可能性がある（Gouvello 
and Coto 2003）。国際金融機関及び開発機関は、CDMプロジェクト向けに多源的資金を確保するた

めの触媒としての役割を果たすことができる。例えば、中国の小孤山水力発電プロジェクトは、実施

のための借款を中国銀行（全コストの39.8％）とADB（全コストの40.2％）から調達したが、これは、世

界銀行との契約による排出削減購入協定（ERPA）に基づいて行ったものである（World Bank 2004）。

プロジェクトの実施者の自己資金からの出資分は、残りの20％であ 肃った。甘 省人民政府と張掖市

人民政府から公式に出された保証書も、借款契約を結ぶための促進力となった。 
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図2.5.  中国における小孤山水力発電プロジェクトの多源的な基金の仕組み 
 

 
 
（ii）中期的展望 
 

CDM の範囲を拡大し、京都議定書では対象外のセクター（航空、森林破壊など）を含めたセク
ターベースのアプローチを組み込む。―2006 年、京都議定書の締約国会議（COP/MOP）及び

CDM-EB は、プログラム型 CDM（活動プログラム[PoA]のもとでのプロジェクト活動）を CDM プロジ

ェクトとして登録することに同意した。ただしこれは、境界条件の決定、削減量の重複算定の回避、

リーケージの計算に、承認されたベースライン及びモニタリング方法論を用いることが条件である。

PoA タイプの CDM は、途上国における生活の質を改善し、地域社会に便益をもたらすような小規

模 CDM の実施を促進することになるだろう。しかし、地方レベル・国レベル・地域レベルのそれぞ

れの政策や基準は、まだ CDM を適切に実施する条件を満たしていない。プロジェクトベースの

CDM の範囲拡大のために、「セクターCDM」が提案されており（Samaniego and Figueres 2002）、さ

らに政策型、強度型、目標値型など、セクターCDM の派生タイプも幾つか提案されている（Bosi 
and Ellis 2005）。CDM の範囲拡大は、CER の供給量を大幅に増やす一方、取引のコスト削減に

効果を発揮し、さらに附属書Ⅰ国に対してコストを最小限に抑えるチャンスを提供する可能性があ

る。また、セクターベースの CDM により、アジア各国におけるさまざまなセクターベースの国家開発

計画との相乗作用を生み出すこともできる。 
  
 セクターCDMの潜在的な便益は他にもある。LDC及びSIDにおけるCDM開発のチャンスを増大

するため、現在のCDMの特徴的な問題である地理的な偏りを是正するという点である。CDMは自

主的な市場ベースのメカニズムなので、民間セクターの投資行動は、当然取引コストと投資リスクが

低い国へとなびく傾向がこれまであった。同じ理由で、投資は大量のCERを生み出すことが確実な

プロジェクトへと流れる傾向があった。LDCとSIDにおける大部分のCDMプロジェクトにはこのような

特質が欠けている、つまり、それらのプロジェクトは概して小規模なプロジェクトで、発行されるCER
は比較的少なく、取引のコストは高いと考えられている。従って、セクターCDMは、CERの発行量を

増やし、取引のコストは減らして、CDM参加国が少ないそのような地域に著しい便益を提供する可

能性がある。 

世世界界銀銀行行  

1,740万ドル  

AADDBB  財財政政部部 

肃甘 省人民政府  
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 さらにCDMの範囲拡大により、まだ京都議定書及び関連する国際枠組みの中に含まれていない

セクターを組み込むことが可能となる。例えば、航空・海運からの排出ガス、森林減少の防止など

のセクターがこれに該当する。森林減少からのGHG排出はかなり注目されてきたが、途上国の森

林減少は、現在のCDMでは対象となっていない。CDMを拡大してこのようなセクターを組み込むこ

とにより、緩和策への重要なセクターの参加を促進することができ、結果として、CDMにおけるセク

ターの偏りに対処することも可能となる。現在のCDM市場とは別の市場の創設を含めた「森林減少

と森林劣化による排出の削減（REDD）」問題に取り組む幾つかのスキーム（Ogonowski 2007; 
Environmental Defense 2007）が提案されているが、これについては、第4章で詳しく論じる。 
 
 便益の数値化及び優先的報酬により、CDM プロジェクトの開発便益を促進する。―CDM の主な

目的の一つは、ホスト国の持続可能な開発への貢献であるが、CER の大部分は、GHG 排出を大

幅に削減するものの開発便益の少ないプロジェクトから発生したものである（Boyd et al. 2007）。こ

のようなアンバランスを是正するためにまずやるべきことは、各 CDM プロジェクトが持続可能な開

発にどれくらい寄与しているかについての評価を強化することである。現行のスクリーニング方法論

は、ホスト国の評価基準と承認プロセスのみに基づいたものである。多くの場合、ホスト国は開発便

益の高いプロジェクトを重要視することもなく、持続可能な開発の原則と矛盾する恐れのあるプロジ

ェクトを軽視するわけでもない。このような状況を是正しようと幾つかの提案がなされてきた。例えば、

もしもホスト国の開発便益評価基準に第三者機関の認証を受けるよう CDM-EB が求めれば、プロ

ジェクト開発者は、開発による相乗便益の確保をより重視しなければならなくなる。その一方で、プ

ロジェクトベースの CDM においてすでに指摘されている行政プロセスと高い取引コストにさらに余

計な負担を増やすことは、避けなければならない。 
 
 第三者機関の承認に加えて、開発の相乗便益を重視するためにさらに大きなインセンティブを与

えることも重要である。現行の規則は、プロジェクト開発者が持続可能な開発便益の高いプロジェク

トを追求するようなものではないので、CDM-EB は、現在ある CDM の中に持続可能な開発便益の

インセンティブを生む枠組みを作るべきである。CDM プロジェクトによる持続可能な開発の相乗便

益は、それぞれ個別に数値化され、かつ、ODA や CSR による資金、あるいは慈善団体からの資金

などの財政支援を受ける必要がある。そうすることにより、持続可能な開発便益をもたらす重要性

の高いプロジェクトが、大量の CER を生み出し、開発便益の少ないプロジェクトは減らすことができ

るであろう（Hiraishi 2005）。プロジェクトの持続可能な開発便益を数値化し、さまざまなタイプの「持

続可能な」CER クレジットの発行することにより、真剣に CSR と取り組んでいる企業をひきつける可

能性がある。大量のCERを生み出すプロジェクトは、それによって得られる持続可能な開発便益が

すべて十分に評価されているか、あるいは、CDM の二次的影響（便益）が正しく評価されているか

という点について、注意深く見直されるべきである（Kolshus et al. 2001）。「CDM ゴールド･スタンダ

ード」等の自主基準は、CDM の持続可能な開発便益を具体的に評価するのに役立つであろう。 
 

プロジェクト開発者が自己評価を行う際に用いるツールはいろいろある。例えば、持続可能な開

発に関する追加性ツール、または、非貨幣的数値指標を包含する定性的指標を伴った経済的内

部収益率（Motta et al. 2002）なども有用であろう。開発の相乗便益の実現を確実にするための別

の方法としては、COP/MOP 及び CDM-EB が、持続可能性の低い開発便益をもたらすプロジェク

トに税金をかけ、集めた資金を持続可能性の高い便益をもたらすプロジェクトに分配するやり方が

ある。持続可能な開発への貢献度に応じてさまざまなプロジェクトに異なる税金を適用することは、

持続可能性の高い便益をもつプロジェクトの推進に効果を発揮するであろう（Muller 2007）。さらに、

世界的なポイント制を導入し、CDM-EB から承認されるためにはすべてのプロジェクトが持続可能

な開発便益に関して最低限のポイント数に達しなければならないという提案も行われてきた。また、

重要な地域またはセクターのある特定のタイプのプロジェクトは実際の 2 倍又は 3 倍の CER を獲

得できるようにする一方で、持続可能な開発便益の少ないプロジェクトは CER 獲得量を実際の半

分又は 3 分の 1 にするようなスキームも提案されてきた。しかし、CER に対する政策ベースの調整
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あるいは新興炭素市場に意図的に介入することについて、国際的な合意を得ることは容易なことで

はない。 
 
（iii） 中長期的展望： 
 

低炭素経済促進スキームにアジア開発途上国を取り込む—低炭素経済を推進するために市場

メカニズムを活用し、FDI を引き出すためには、各国でより実用的な政策体系の整備が必要となる。

国内の開発、エネルギー及び関連政策には、市場メカニズムを支援する要素を含めるべきである。

また、アジア太平洋地域の国・地方レベルで排出割当量を配分する仕組みの導入を後押しするイ

ニシアティブ（例：地方及び国レベルの ETS）も、有益であろう。より具体的にいうと、アジアの ETS
設立により、地方、国、最終的には国際レベルの ETS 統合のプロセスが簡易になれるだろう。その

意味で、韓国が進めているような国内 CDM プロジェクトと、国内 ETS の同時導入は、そのような経

験がアジア地域における炭素取引促進の力となるため、喜ばしいことである。 
 
 CDM プロジェクト開発に関する現在の推計によると、計画中のすべてのプロジェクトが実施され

て成功した場合、二酸化炭素換で 2.7Gt という大量の排出量が削減されることになる。これは相当

の量であることは事実であるが、これからの途上国の発展に伴う GHG 排出の道のりにおいて大幅

な削減を果たすには余りにも少ない量である。例えば、途上国から発生する化石燃料由来の排出

量は、二酸化炭素換算で現在の 10 Gt から 2030 年には 20 Gt へと倍増することが予想されている。

従って、CDM プロジェクトを補完するために別のタイプの市場メカニズムが必要となる。プロジェクト

単位のアプローチは、交通や家庭など多くのセクターにとって必ずしも適用できるものではない。そ

のようなセクターからの参加を促すためには、インセンティブとなったり、逆に GHG 排出量増加に

繋がる活動への負のインセンティブとなったりするさまざまなメカニズムを利用しなければならない

（例：国際的な炭素税システム、ベンチャー投資ファンドの推進、あるいは、生態系サービスへの支

払い）。世界銀行などの国際金融機関からの新しい特別資金も、こうした市場メカニズムを実現す

るための助けとなる。プロトタイプ炭素基金、コミュニティ開発炭素基金、バイオ炭素基金、その他

の基金の活動を通して得た経験を文書化し、さらに追加・補足することが必要である。世界銀行炭

素市場継続基金（2013 年以降の CER の価値を保証するためのもの）と炭素パートナーシップ基金

の設立は、気候保護をめざす市場メカニズムをフル活用するための刺激剤となるであろう。 
 
 自主的炭素市場はこれまで劇的に拡大しており、この流れは今後も続く可能性が高い（Box2.5.
参照）。自主的市場が拡大したのは、個人と企業の気候変動に対する意識が高まり、その結果、自

主的な炭素クレジットの獲得により自分たちの活動から生じる GHG 排出量を相殺しようという意欲

が高まったためである。自主的なカーボン・オフセット分は、地域社会が地元で便益を強化するた

めの資金移転に使われる。ただし、自主的な市場が今後も成長を続けるとしたら、その信頼性強化

のために制度を整えることが必要である。さらに、環境についての教育や意識向上の対策も、市場

の発展を後押しするであろう。 
 
 2007 年 9 月、シカゴ気候取引所（CCX）は、第 1 回の CER オークションを開いた。UNFCCC によ

り、タタ・モーターズが経営するインド西部のウインドファームに対して、二酸化炭素換算で 163,784 
t の CER が発行された。これは、1t あたり 22.11 ドルの決済価格で、ヨーロッパの CER 先物契約の

価格よりも 1.00 から 3.00 ドル低い。このことは、CCX が拡大し、自主的排出削減量（VER）に支配さ

れたマーケットの枠を超えて購入者の選択肢が増えていくことをはっきりと示している。同様に、航

空会社が何社か、CDM に関連したカーボンオフセットスキームを開始した。例えば、2008 年 1 月、

ブリティッシュ・エアウェイズは、顧客が CDM のもとで開発されたクリーンエネルギープロジェクトに

資金を提供することで、空の旅による GHG 排出量を相殺することができる、という仕組みを開始し

た。 
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Box 2.5. 自主的炭素市場の発展 
 近年、自主的炭素市場の発展がめざましい。とはいえ、自主的炭素市場は、CDM と JI 等の市場に比べて小さ

い。2007 年に取引された自主的炭素クレジットは、二酸化炭素換算で、6,500 万 t で、取引額の総計は 3.3 億ドルと

なり、取引量は、2006 年に比べ 3 倍となった。2007 年の自主的炭素市場において、アジアのプロジェクトが占める

割合は、2006 年の 22%から 39%へと増加している。自主的炭素クレジットの価格に関しては、1 tCO2e につき 1.8 ド

ルから 300 ドルまでの大きな幅がある（Hamilton et al. 2008）。 
 
 自主的炭素クレジットの購入者は、一般的には、日常生活に伴う GHG 排出量（家庭のエネルギー利用、通勤、旅

行など）を相殺したいと考えている人々、業務による GHG 排出量を相殺したいと考えている消費者志向の企業、

GHG 排出量を自主的に相殺したいと考えているかもしれないが、実は、生産過程の改善では容易に削減すること

ができない GHG 高排出企業などが多い（World Bank 2007）。企業にとって、自主的市場への参加を後押しする要

因は数多くあるが、CSR 及び自主的市場が将来の気候枠組みに組み込まれることを見越して市場に精通すること

が、何よりも重要な推進力になると思われる。 
 
 さらに、自主的市場には、CDM とは明らかに異なる独自の特色が幾つかある。中でも注目すべき特色は、CDM
への参加が少ないセクターからのプロジェクトも含まれていることである。例えば最近の調査によると、森林プロジェ

クトは全体の 36％を占め、RE プロジェクトは 33％を占める。森林クレジットが優勢を占めるのは、コンプライアンス市

場には規制がある（例：CDM 及び EU-ETS の規則）からというだけではなく、自主的市場のプロジェクトには持続可

能な開発便益があることが理解され、それが多くの自主的購入者を引きつけるからでもある（Hamilton et al. 2007）。 
 
 このように明るい兆候もある一方、大きな影響力を発揮しようとするのであれば、自主的な炭素市場は信頼性をさ

らに高めなければならない。それには、自主的クレジットの一定の基準と、資金が実際に意図された目的で使われ

たことを証明する独立の第三者機関による認証を導入する必要があるだろう。排出量削減についての明確な自主

基準がないことは、自主的市場がさらに拡大する上で重大な障害となることは間違いない（World Bank 2007）。これ

までに、NGO によるゴールドスタンダード、国際排出量取引協会（IETA）による自主的カーボン基準などの有望な

基準が幾つか提案されている。 
 
 また、アジアにおける市場メカニズムの費用対効果と環境保全効果を高めると考えられるアイデ

アも幾つか出されている。例えば、もし CDM が世界全体の正味の排出削減につながらないことが

明らかとなれば、2013 年以降には廃棄されて別のメカニズムに取って代わられる可能性がある。ま

た、幾つかのセクターや国が選抜されて CDM から撤退し（CDM サンセット）、これまで CDM から

便益を得ていなかった他のセクターや国において新たに CDM が実施されることになるかもしれな

い。プレミアム排出予算により、途上国による自主的な排出削減の取組みへの見返りとして、その

途上国に炭素市場への完全なアクセスを保証することも可能である（Environmental Defense 2007）。

このスキームでは、排出量を現在のレベルより少しでも減らせば取引が可能となり、プレミアム予算

期間の間に売れなかった削減量は将来に備えて貯めておくことができる。CDM の別のタイプ、つ

まり、需要・供給面で付加価値が付いた CDM も提案された。需要面で付加価値がついた CDM に

おいては、附属書Ⅰ国内の機関は、途上国から 100CER 購入するごとに 10CER ずつ回収しなけ

ればならない。同様の付加価値率が米国大気浄化法のもとで効果をあげた。供給面で付加価値

がついた CDM は、主要な途上国が付加価値率を自国の CER に適用し、CER の一部を市場に出

さずに保留しておくことができるようにする。さらに、附属書Ⅰ国が各国内で排出削減を実現するよ

う強制する手段として、附属書Ⅰ国の CER 輸入量に対して制限を設けることも提案された。 
 
4.4. さまざまな気候・開発便益を伴う政策の実施、将来の低炭素社会実現に向けた方策 
 
4.4.1. アジアの開発コベネフィット    
 
 GHG 緩和策と、国の持続可能な開発の優先事項とを両立させることへの関心が高まっている。

有害な汚染物質を地球及び地方レベルで同時に削減することができる政策が模索されている。統

合的な政策措置は、GHG の削減を目的とするだけでなく、「コベネフィット（相乗便益）」の実現も期

待できる（Nordhaus 1991 で示唆、Ayres and Walter 1991 で評価、Krupnick et al. 2000 で明確に示

された）。実際に、コベネフィットは、地方レベルで望ましい持続可能な開発による追加的な便益
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（大気質や水質の向上、エネルギー安全保障の強化、土地利用による影響の低減、交通混雑の

緩和、交通の安全性の向上、農村地域の所得の増加、生物多様性の保護・保全など）であり、これ

らは、交通、農業、林業、工業及びインフラなどのさまざまなセクターにおける気候変動対策に必

ず付随するものである。18 
 

コベネフィットに関する調査の中には、気候変動対策の便益が、北京のような都市部では GDP
の 2%超に達する可能性があることを示しているものもある（He 2003）。19 こうしたコベネフィットは、

さらに積極的な気候変動対策の費用も相殺することができ、しかもその度合いはかなり大きい。し

かし残念なことに、アジアではコベネフィットに関するごく限られた分析結果が、一部の政策決定に

活用されたに過ぎない（IGES 2007）。持続可能な開発のコベネフィットと気候変動に対する活動と

の関連性を促すには、以下のような方策を検討すべきである。 
 
（i） 開発コベネフィットに対する認識の向上    
 

短期的には、アジアの政策立案者は、特にアジアで急速に拡大しているセクター（エネルギー、

交通、商業・業務用ビルなど）や、気候の影響を受けやすいセクター（水、農業、土地利用、土地利

用変化、林業など）における、持続可能な開発と GHG 緩和との関連性をさらに認識すべきである。

認識の欠如の根底にあるのは、GHG の緩和と持続的な開発とは相容れないものだという、広く信じ

られている誤解である。こうした誤解はすぐに変える必要がある。 
 
 幸いアジアの途上国では、この誤解は簡単に修正されるはずである。すでにこの地域では、持続

可能な開発の統合的な政策措置が数多く適用されている。これらの統合政策の多くは、健康以外

のコベネフィットをもたらしている。すなわち、単に大気質や公衆衛生を改善するだけでなく、他に

も地方や国の開発にとって望ましい貢献をしている。例えば、中国は、二酸化硫黄の削減や酸性

雨の影響の軽減、作物収量の増加を目的とした排出総量規制計画を導入しており、これが効果的

に実施されれば炭素排出量の削減にもつながる（Aunan et al. 2007）。フィリピンの大気浄化法は、

GHG 緩和に加え、交通渋滞の緩和や通勤時間の短縮を可能にした（Subida et al. 2004）。コベネ

フィットはさまざまな方策によってもたらされる。例えば、（ⅰ） EE、RE 及びエネルギー保全政策、

（ⅱ） 土地利用及びコミュニティ主導林業の手法、（ⅲ） 持続可能な交通及び燃料効率に関する

イニシアティブなどが含まれるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。 
 
 政策立案者は、コベネフィットを認識するだけでなく、GHG 緩和策がアジアの直面する多くの開

発課題の中核にあることを理解しなければならない。概念をこのようにシフトさせるには、コベネフィ

ットに対する認識を高めることと、コベネフィットの概念を広げることの両方が必要となる。大半の調

査は、健康に関わるコベネフィットを評価する方法に重きを置いている（地方の大気質の改善と健

康へのさまざまな影響との関連性に焦点を当てている）ため、エネルギー安全保障の強化（経済性、

アクセス性、利用可能性）やそれに付随する技術移転といった健康以外に及ぼす影響は、コベネ

フィットの調査では十分に強調されてこなかった。持続可能な開発の便益を評価する新たな技術

の開発が必要である。政策立案者は、気候対策によって生じるあらゆる便益（及び費用）の検討を

する必要がある。 
 

 コベネフィットの概念を広げることは、認識を高めるだけでなく、コベネフィットがより幅広い政策協

議の場で取り上げられることを後押しし、持続可能な開発計画における気候便益の検討の強化に

もつながる。持続可能な開発計画にコベネフィットを組み込むことによって、気候計画が「孤立」し

たり、十分な影響力や行動力をもたない 1 つの省庁に委ねられたりするリスクは減るであろう。 
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（ii）コベネフィットを認識し、優遇する仕組みの構築 
  
 中期的に見ると、コベネフィットを増大させ、統合政策を実施する際の障害を克服するには、国及

び国際レベルの仕組みが必要になってくる。行政能力の限界や省庁間の連携の問題、既得権益

団体からの抵抗―途上国の多くで規制措置の実施を妨げるのと同じ障害―が、コベネフィットの実

現を妨げる可能性もある（Janicke and Weidner 1997; Desai 1998; Pearce 2000）。 
 
 これらの障害を克服するには、国が努力すべきこともある。国の政策立案者による開発コベネフィ

ットへの理解が深まるにつれ、世界資源研究所により作成されたデータベース（WRI 2008）のよう

な統合政策のデータベースの構築や、これらの政策の持続可能な開発への貢献度を評価するた

めの、その国に適した測定基準の策定が検討されるようになるかもしれない。しかし、こうした障害

を克服する国際的な取り組みの多くは、コベネフィットを認識して優遇する2013年以降の気候変動

枠組みによって進められるべきである。こうした枠組みの構築に当たっては、気候交渉担当官は、

南アフリカ共和国提案の SD-PAM（表 2.13）のような、途上国による統合政策の公約を可能にする

2013 年以降のポスト京都に関するボトムアップ型提案の運用機能について、精査する必要がある

（Winkler et al. 2002; Baumert and Winkler 2005; South Africa 2006; South Africa 2007）。また、

2013 年以降の気候枠組みに、コベネフィットの価値を評価する一連の標準化されたツールや手順

（IISD による開発便益の評価プログラム、CDM のゴールドスタンダード、国連環境計画リソ・センタ

ー<UNEP/RISO>の持続可能性指標を有するカーボン・オフセット<COSI>ツールなど）を盛り込む

ことを検討すべきである（Cosbey et al. 2006; CDM Gold Standard 2007; Olsen 2007）。これらのツー

ルや手順を検討する際には、統合政策の開発便益をより厳格に測定する手法と、迅速な評価技法

（Smith and Haigler 2007）を用いて測定する手法との間で、相反する要素が存在することを考慮に

入れなくてはならない。その解決策として考えられるのは、比較的厳しくない測定方法による開発

便益の予備的評価の実施を国の政策立案者に認め、その後、最初の測定で推定された便益に議

論の余地があると分かった場合には、より厳格な評価技法を用いる権限を UNFCCC 内の認証機

関に委ねることであろう。 
 
表 2.13. 国際的な気候枠組みにおける SD- PAM の段階的実施 

1 国の将来の開発目標に関する骨子 
2 開発目標をより持続可能に実現するための PAM を特定し、新しい政策及び/またはより厳格な措置を施行

3 投資の動員及び SD-PAM の実施 
4 SD-PAM の登録簿への記録（事務局による保管など） 
5 SD-PAM の実施を追跡する国内モニタリングシステムの構築 
6 NC の一環もしくは特定の検証として、 SD の観点による SD-PAM の評価 
7 各 PAM による GHG 排出量増減の定量化 
8 持続可能な開発の便益と GHG 制限との間の相乗効果・矛盾による PAM の分類 
9 開発及び GHG 排出量に関する SD-PAM 全体の最終的な影響の総括 

 
コベネフィットが確実に測定された後、これらに優遇措置を与えなければならない。コベネフィッ

トへの優遇措置については、開発便益の実現に向けた障害の克服に最も役に立ちそうなインセン

ティブを、政策立案者や気候交渉担当官は検討すべきである。次の 3 つが最も有望である。（ⅰ） 
公約に掲げた政策の実施を支援する資金調達（セクターCDM や政策 CDM を通じて）、（ⅱ） 公

約に掲げた政策の効果を高める低炭素技術へのアクセス（UNFCCC の枠内・枠外の双方におい

て）、（ⅲ） 公約に掲げた政策の評価、開発、実施を向上させる能力の向上（ODA や GEF の可能

な支援を得て）。おそらく、どのインセンティブを選ぶかよりも重要なことは、資金調達、技術、能力

向上のいずれも、政策によるコベネフィットの規模や GHG の削減量、あるいはコベネフィットと削減

量の組み合わせに連動させるべきであるということである。こうした課題への解決策としては、中国

の現行の CDM プログラムの手法のように、開発便益の低いプロジェクトから発生する CER に課税
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し、その資金を用いて、炭素便益は低いものの開発便益の高い政策を支援することがあげられる。

いかなる気候便益も実現できない政策の場合は、自国政府や国際金融機関からの資金調達や支

援を模索しなければならない。 
 
 こうした変革に着手する一方で、気候交渉担当官は、2013 年以降の気候枠組みにおけるモニタ

リングや実施費用の増大にも配慮しなければならない。これらの費用は、ベースラインの設定、リー

ケージやダブルカウントの算定、開発便益の事前・事後評価の比較に由来すると考えられる。また、

セクターCDM や政策 CDM の場合のように、CER の流入が CER 価格の大幅下落につながらない

よう、適切な措置が必要になる。これらの新たな取り組みは、自主的な誓約を出発点として、次いで

予備的測定、コベネフィットに対する優遇措置へと、徐々に段階を追って進めていくべきである。こ

れらの政策による隠れた利益は計り知れないものであるため、アジアの途上国は試験段階への参

加にとりわけ関心をもっているはずである。コベネフィットの認識向上と優遇は、いずれも強制力の

あるプログラムが作成される前に、将来のある時点で整備する必要がある。 
 
（iii） MEA間の統合 
 
 長期的には、気候枠組みにおけるコベネフィットへの取り組みと、CBDやUNCCDといった他の

MEAとの連携、統合を模索していくことが求められる。こうした制度上の統合によって、コベネフィッ

トを目的とした政策への予算が増え、気候政策が及ぼす多角的な影響の測定方法の調和が図ら

れる可能性もある。また、MEAとの統合は、アジアで気候変動の悪影響がより顕著になる中、ます

ます重要になる適応策のコベネフィットを考慮する上でも、有用となるであろう。 
 
 従って、究極的な目標は、緩和策や適応策のコベネフィット（及び副次的費用（co-costs））を体系

的かつ簡潔に説明することができる、より広範な制度的枠組みを目指して取り組んでいくことであろ

う。まずは、コベネフィットに対する認識の向上とコベネフィットの概念の拡大を皮切りに、こうした枠

組みに向けてはずみをつけていくべきである。それに続いて、コベネフィットを生み出す国を評価し

優遇する国際的な（場合によっては国内の）取り組みや仕組みの構築を徐々に拡大していく。さま

ざまな制度間の統合は、地球の共有財産にとって優れた政策が、同時に地域の発展にとっても優

れていることを明確に示すはずである。 
 
4.4.2. 低炭素経済 
 

高い経済成長とエネルギー需要の高まりによって GHG 排出量が急増しているアジアでは、低炭

素社会（LCS）を築くことが急務である。従来アジア社会が歩んできた開発の道筋は、質素なライフ

スタイルをはじめとする低炭素なものが多かった。しかし、現在の傾向や予測から示唆されるのは、

カーボン・フットプリントが大きい将来の開発パターンである。発展途上のアジアが、米国や欧州、

日本と同じ従来型の成長パターンをたどることは事実上不可能である。従って、アジアでは、低炭

素社会の構築に向けて異なる成長モデルを見つけ出す必要がある。IGES が行った 2013 年以降

の気候変動枠組みに関する非公式対話では、複数のステークホルダーが、将来枠組みの設計は、

エネルギー集約型のライフスタイルや消費パターンを変えることを目指し、こうした移行をあらゆる

国で推進するための一連の新炭素基準を検討すべきであると強調した。 
 
 低炭素経済の中心にあるのは、EE とクリーンエネルギーの仕組みである。日本の国立環境研究

所（NIES）の「脱温暖化 2050 プロジェクト」やその他同様のプロジェクトは、中・長期的に社会、産

業、経済のシステムが急速に変化していけば、世界の GHG 排出量を 2030 年までに 20％、2050
年までに 50%から 60%、そして 2100 年までには実に 80%も削減できることを示唆している。例えば

日本のシナリオでは、エネルギー需要の 40%から 45%の削減とエネルギー供給の脱炭素化との組

み合わせによって、2050 年までに二酸化炭素排出量を 70%削減（1990 年比）することは可能とさ
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れている。また、エネルギー需要については、産業セクターでは（構造転換や省エネルギー技術の

導入により）20%から 40%、運輸旅客セクターでは（適切な土地利用や EE の改善により）80%、運

輸貨物セクターでは（流通システム管理や自動車の EE 改善により）60%から 70%、家庭セクターで

は（高断熱住宅により）50%、商業セクターでは 40%の削減が可能である。これらを可能にする技術

の導入費用は、2050 年の日本の GDP のわずか 1%と予想されている（NIES 200720）。また、ETS
や炭素税の導入だけでは日本が LCS を実現する上で十分ではないことが、同じ調査で明らかにな

った。21,22 
 
 アジアの LCS の実現に向けて、どのような政策や措置を再編成すべきかを見極めることは重要な

ことである。各国の低炭素経済のモデル（ノルウェー、アイスランドなど）の中には、水力発電や地

熱を主要な電力源としているものもある。例えばアイスランドは、2050 年までに世界初の水素経済

社会になることを目指している。アジアにおいて同じような低炭素の未来を描くには、まず自然エネ

ルギー資源の賦存量を詳細に把握し、その上で代替エネルギーの潜在性の徹底的な再評価を基

盤とした、各国のエネルギー戦略が必要である。しかし、ほとんどのアジアの国々では、風力、太陽

光、地熱エネルギー源の最大潜在能力がいまだ詳細に調査されておらず、このようなエネルギー

源を活用する取り組みはごく限られている。この点に関しては、日本政府が先ごろ発表した「クール

アース推進」構想は、アジアの低炭素経済の実現に向けて大いに貢献する可能性がある。この構

想では、2030 年ごろまでに 21 種類の革新的技術を開発・普及させること、世界全体の目標として

2020 年までに EE を 30%改善させることを打ち出している。 
 

低炭素への道筋をつけるための欧州での方策として、交通、産業、建設セクターでの EE の向上、

RE 資源や天然ガス、CCS を伴う石炭の利用拡大による発電の脱炭素化、交通セクターでのバイオ

燃料をはじめとする RE 資源の利用増大などが挙げられる。アジア途上国で同様の政策や措置の

展開が可能かどうかについては、各国の状況に応じて検証する必要がある。2050 年までに妥当な

費用で世界の排出量を 50%から 60%削減するには、クリーンエネルギー技術をより効率的で低価

格なものにする科学技術の革新が求められる。アジアでは、太陽光、風力、バイオ燃料、水素、

CCS などの技術の普及が何より重要になるため、公的資金の導入によって技術開発パートナーシ

ップを形成する必要がある。スターン・レビュー（2007）では、エネルギーR&D に振り向ける公的資

金の総額を倍増させて、年間約 200 億 US ドルにするよう提言している。 
 
 EE 向上や RE 促進を目的とした効果的な投資や政策・措置を通じて、地域が戦略的に連携する

ことは、アジアの LCS の構築に重要な役割を果たすであろう。EE や RE 源の導入を促すには、二

国間・多国間の開発援助により大きな関心を向けるべきである。低炭素経済への移行を急ピッチで

進める上で、日本や他の G8 諸国などの先進国や、世界銀行のような国際金融機関の果たす役割

は欠かせない。民間資源と併せてこうした投資を活用することも、極めて重要なことである。 
 
 アジア途上国は、エネルギーに関する二国間援助を大幅に受け入れており、エネルギーの二国間

開発援助受入国の上位 20 カ国のうち 14 カ国をアジア諸国が占めている。日本は過去 7 年間にわ

たり、年間約 60 億から 70 億 US ドルに上るエネルギー援助額の大半を提供してきており、EE や RE
プロジェクトを日本の開発援助ポートフォリオに組み込むことで十分にリーダーシップを発揮できる

立場にある。さらに、ADB も自らの「エネルギー効率化イニシアティブ」への年間投資額を、現在の

10 億 US ドルの水準から倍増させることは可能であろう。先ごろ日本、米国、EU が打ち出した、国際

エネルギー機関（IEA）内にエネルギー保全政策の促進機関を新設しようという提案や、向こう 5 年

間でエネルギー・環境セクターの R&D に約 300 億 US ドルを投資するという日本政府の発表は、さ

らに弾みをつけるであろう。 
 
 今後 25 年間にわたり気候変動に対処していくには、投資や資金の流れを大きく変えていかなけ

ればならない。今世紀半ばまでに先進国の排出量を 1990 年比でおよそ 60%から 80%削減し、そ
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の削減量の半分が途上国への投資によって達成される見込みとすれば、排出削減量の獲得に当

てられる額は推定で年間 1,000 億 US ドルにも上る（UNFCCC 2007）。現在、ODA のインフラ部分

への投資額は ODA 総額のわずか 0.2%で、FDI を含めた場合に 22%になる（UNFCCC 2007）。イ

ンフラに対する現在の ODA の水準では、LCS に必要なインフラを構築するには十分ではないだろ

う。従って、長期的に見ると、民間セクターの資金は重要な鍵を握ることになる。IEA の予測によると、

2030 年までに必要とされる世界のエネルギー投資額は 20 兆 US ドルにも及び、このうち 10 兆 US
ドルが中国、インド、ブラジルに振り向けられるという。 
 
 炭素制約社会に対応できるのは、低炭素の供給オプションのみである。アジアにも、LCS の構築

に向けて実施できる解決策は幾つかある。政策立案者や政治家は、GHG 排出量の短期的な増加

をまず抑え、2012 年までに排出量の軌道を変える包括的な行動計画を導入することでリーダーシ

ップを発揮していく必要がある。 
 
5. 結論 
 
 1988年のIPCC設立以来、気候変動の科学や経済学は格段に進歩してきた。さらに、1992年の

UNFCCC採択以降、気候変動に関する世界規模の議論は大きく前進した。しかしながら、気候変

動対策と持続可能な開発戦略との協調の歩みは、世界で、とりわけアジアでは遅々として進んで

おらず、十分なものではない。気候政策だけでは気候変動の問題が解決できないことは、今では

広く理解されている。気候問題の行方は、気候に特化した政策によってだけでなく、どのような開

発の組み合わせを選択するか、そしてそれらの政策がどのような開発経路を導くかによって変わっ

てくる（IPCC 2007）。従って、アジアの排出量を安定化させるには、気候に配慮した開発政策の策

定・実施が不可欠であり、最も有望な選択肢であろう。 
 
 気候変動が、この数十年に及ぶアジア全域の社会的・経済的発展にとって逆風となる一方で、ア

ジアほど、気候変動対策と開発活動の協調による便益を受ける地域は他にはない。こうした協調に

よって追加的費用が必要になるとすれば、それは、とどまるところを知らないアジアのGHG排出量

がもたらし得る深刻な事態への保険だと考えなければならない。今こそ行動を起こす時であり、ア

ジア諸国は、持続可能な開発―特に、アジアの人々の適応能力を向上させる開発や、GHG排出

量の増加を最小限に食い止める開発―に向けた正しい選択をしなければならない。その選択は、

将来の気候変動枠組みへのより効果的な参加や、新たなエネルギー・パラダイムに根ざした脱炭

素化社会の構築など多岐にわたる。 
 
 「低炭素で気候に対して柔軟な対応力をもつアジア」というビジョンの実現に向けた4つの優先事項

を前述したが、これに加え、アジアの将来の気候政策が持つべき2つの要件を明白にすべきである。

1つは、気候政策が、常に変化する気候変動に対して必要な柔軟性を維持すべきであるということ。

もう1つは、様々な既得権益を有するセクターによる抵抗にも十分耐え得るだけの確固たる政策でな

くてはならないということである。この点については、気候変動の影響を非常に受けやすい部門（林

業、農業、漁業、水など）が力を結集して、その影響の軽減・適応に要するコストを他の業界の利益

で埋め合わせることが重要である。柔軟性と強固さとをうまく両立させる―柔軟な対応力をもつ気候

政策を作り上げる―ことは並大抵のことではないが、強い政治的意思とさまざまなレベルでの協調行

動があれば実現可能である。環境を破壊する開発から持続可能な開発への転換を可能にする新た

なメカニズムや、気候への懸念を十分に組み込んだ持続可能な開発のパラダイムを実現する方法

について、さらなる研究が必要である。また、気候に配慮した開発を優先させるべく、金融機関や投

資機関の役割の強化をさらに検討するべきであろう。気候変動に関する保険（特にアジア途上国の

保険商品の評価や導入）のさらなる研究や、アジアにおける低炭素技術や自然エネルギーの活用

技術の促進政策も必須である。影響の統合評価モデリングや、気候変動に対する行動を起こす場

合と起こさない場合の費用を国・地方レベルで算定する研究能力の向上も不可欠である。 
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 アジアの従来の開発パターンは、先進国の持続可能ではないパターンを模倣してきたが、ア

ジアが先進国と同じ道を今後も歩み続ける必要はない（また、そうすることはできない）。アジア

では、経済成長に伴って多くのエネルギー・資源関連インフラが今後急ピッチで建設されるた

め、アジアの政策立案者は、今までとは異なる低炭素志向の開発パターンを追求しなければ

ならない。その典型例として、中国の建設業界が挙げられる。中国では、これから建てられる建

物の約半数が今後15年の間に建設されると推定されている。アジアのさまざまな国やセクター

において同様の推測がなされるとすれば、その意味するところは明白である。すなわち、アジ

アが先進国と同じ開発の道筋をたどることは無謀であり、むしろ、適切な政策の組み合わせを

実行すれば、先進国が経験した発展段階を飛び越えて一気に低炭素開発の道に進んでいく

チャンスがあるということである。 
 
 こうしたチャンスを十分に活かすための第一歩は、今後 20 年から 50 年にわたる気候変動に関す

る目標を含めた中・長期的な開発目標を設定することであろう。最近の動きを見ると、こうした兆候

がうかがえる。例えば日本政府は、2050 年までに GHG 排出量を世界全体で半減させるという目標

を提案した。中国は「国家気候変動行動計画」を発表し、その中で具体的かつ長期的な排出目標

は明言していないものの、エネルギー効率の改善や RE の利用拡大、森林被覆面積の増加という

公約を改めて表明している。インドも 2008 年中に同様の国家計画を発表する予定である。これらは、

アジア諸国が気候変動に関する国際交渉に積極的に貢献していく用意があることを如実に物語っ

ている。アジアは、世界に向けて、開発のあり方に関する新たな秩序づくりの主導権をまさに握らん

としている。 
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注 
 
1 アジアの人口のうち都市部に住む人の割合は、1990 年の 30％から現在では 38％に増加しており、2030 年には

50％に達すると予測される。 
2 家電製品の大々的な普及が多くの国で進んでおり、特に目立つのがインド、フィリピン、バングラデシュ、スリラン

カである。世界中で電気の供給を受けずに暮らす 16 億人のうち 3 分の 1 近くをインド人が占めるが、この国では

2005 年に 400 万世帯で電気が使えるようになったと報告されている。ベトナムでは、農村部で電気が使える割合が

1996 年の 51％から 2004 年には 88％に増えたという。アジア太平洋地域の総エネルギー需要は、1997 年から 2020
年までに 2 倍以上になると予想されている。これらの変化はすべて、GHG 排出量の増加を伴うおそれがある。 
3 アジアのエネルギーの 70％以上が化石燃料に由来しており、その大部分が石炭である。 
4 気温が上昇して氷河が解けると、水が下流に溜まって氷河湖となり、その氷堆石（氷河ダム）に圧力がかかって、

決壊する可能性が増す。氷河湖決壊洪水（GLOF）は、20 世紀後半にヒマラヤ山脈で頻度が増した。Germanwatch, 
Glacial Lake Outburst Floods in Nepal and Switzerland: Glacial Lake Outburst Floods, 2004, 
<http://www.germanwatch.org/download/klak/fb-gl-e.pdf> を参照のこと。 
5
 国際湿地保全連合は、東南アジアの泥炭地に 420 億 t の炭素が蓄積されていると推定している。 

6
 低所得国では、自然災害による損害が GDP の平均 5％に相当し得る。 

7
 海水面は 2030 年までに 3cm から 16cm、2070 年までに 7cm から 50cm 上昇すると予測される。この予測では、

南極西部やグリーンランドの氷床の融解による寄与は考慮されていない。これらの氷床の融解は、約 5m から 7m の

海面上昇や、激しい高潮の頻発をもたらす可能性がある。 
8
 この数字には、スターン・モデルの中位推計で捉えていなかった費用を含む。例えば、（ⅰ）貧しく脆弱な地域社

会に対する過重な影響、（ⅱ）予測できない極端な非線形現象（気象や天然資源の危機）、（ⅲ）温度上昇（と集団

移住のリスク増加）をもたらす排出量増加の継続、である。 
9
 この分類（「あらゆる費用まで含めない推計」）のデータは、インド、東南アジア、アフリカについて報告されている

のみである。インドと東南アジアだけの推計を得るため、あらゆる費用を含めた推計におけるインドと東南アジアの

人の割合（100／145＝0.68）を、報告されているインドと東南アジアとアフリカの「あらゆる費用まで含めない推計」の

値（3,500 万）にかけた。3,500 万×0.68＝2,400 万。 
10 この推計値は、気候システムで自己増幅型フィードバックが起きた場合にどうなるかを反映している。 
11 この分類（「あらゆる費用まで含めない推計」）のデータは、インド、東南アジア、アフリカについて報告されている

のみである。インドと東南アジアだけの推計を得るため、あらゆる費用を含めた推計におけるインドと東南アジアの

人の割合（150／220＝0.68）を、報告されているインドと東南アジアとアフリカの「あらゆる費用まで含めない推計」の
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値（5,000 万）にかけた。5,000 万×0.68＝3,400 万。 
12 「ノー・リグレット」（後悔しない）の選択肢とは、気候変動政策が無い場合でも採算が取れるような GHG 削減方法

を指す（ピュー・センターより）。「ウィン・ウィン」（双方が得をする）の方策とは、すべての関係者にとって好都合ある

いは満足な選択肢を指す（ウェブスターより）。 
13 計画には、風力発電（30GW）、太陽熱発電（1.8GW）、バイオマス発電（30GW）及び小水力発電（80GW）を含

む。 
14 オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書の第 19 回締約国会合で採決された決定（Advance, 
untitled edition） 2007 
 http://ozone.unep.org/Meeting_Documents/mop/19mop/MOP_19_ReportE.pdf 
15 この問題は、気候変動の影響に対処する上での民間セクターの役割が重要視されていないことにも一部、関連

している。むしろ、気候変動の緩和における民間セクターの役割の重要性は明白である。 
16 http://ocwr.ouce.ox.ac.uk/research/wmpg/cvi 
17 http://maindb.unfccc.int/public/adaptation/ UNFCCC における地元の対策のデータベース作成の目的は、特定の

危険や気候条件に適応しなければならなかった地域社会から、気候変動のために同様の状況を経験し始めた地

域社会に対して長年の取り組み戦略/メカニズム、知恵、経験を伝える動きを促進することである。 
18 エリスは、コベネフィットには直接的・間接的なもの、企業固有のもの、地方、地域、国、世界レベルのものがあり、

かつプロジェクト開発者や地方自治体も恩恵を受けることができるものと指摘し、より網羅的な分類の枠組みを提示

している（Ellis 2007）。 
19 同様の数字がアジアの他の調査から引用されている。上海のデータを用いた調査では、大気汚染による健康の

損失が 2000 年の GDP の 1.6%に相当したことが明らかになっている（Kan et al. 2003）。 
20 「2050 日本低炭素社会」シナリオチーム 2007。「2050 日本低炭素社会シナリオ―温室効果ガス 70%削減可能性

検討」2007 年 2 月。（Japan Scenarios towards Low-Carbon Society （LCS）-Feasibility study for 70% CO2 emission 
reduction by 2050 below 1990 level. February 2007.） 
http://2050.nies.go.jp/interimreport/20070215_report_e.pdf 
21 IGES 国際シンポジウム：気候変動と欧州ビジネス戦略～短期の収益か長期の投資か～（IGES International 
Symposium: Climate Change and Business Strategy in Europe: Short-term Profit or Long-term Investment?） 
（日本語）http://www.iges.or.jp/jp/news/event/0704cp_sympo/index.html 
22 脱温暖化 2050 プロジェクト国際シンポジウム：低炭素社会を目指した産業構造変革への挑戦（Japan Low 
Carbon Society Scenarios Toward 2050-International Symposium: The Challenge of Reforming Industrial Structure 
Aiming for Low Carbon Society）2007 年 10 月 18 日（日本、東京）。 
http://www.iges.or.jp/2050/index_e.html 
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第 3 章  緩和と適応―セクターと関係者 

 
 
 

本章では、いくつかのセクター及びトピックの中で気候変動に関連する問題に焦点を当て、本白

書のパートⅡにおいて、気候変動が主要なセクターやアジア太平洋地域一円での政策対応に与

えた影響がどのように扱われているかを要約する。第 2 章では、当地域の政策立案者の検討課題

として 4 つの優先事項が挙げられた。すなわち、（ⅰ）将来の気候変動枠組みに対して、アジア太

平洋地域の途上国がより効果的に関与し、さらに世界中の国の参画を実現すること、（ⅱ）この地

域内の脆弱な住民の適応能力を強化すること、（ⅲ）（主に緩和のために）市場メカニズムの力を最

大限に活用する方策を探求すること、そして、（ⅳ）気候変動と持続可能な開発の便益を組み合わ

せた効果的な政策設計を通じて、持続可能な開発と低炭素を両立させる社会というビジョンを実現

すること、である。これらの 4 つの優先事項については、IGES が実施している一連の研究プロジェ

クトの中で、深く掘り下げた分析・検討を行っている。本白書のパートⅡは、実施中の戦略研究を

引用しながら、4 つのセクターについての研究及び重要な関係者についての 2 つの研究を概説し

ている。パートⅡで扱われている主な質問を以下に挙げる。 
 
この地域のセクター別の政策において、気候変動は現在どのような位置づけに 
あるのか？ 
 
 この地域では現在、セクター別の政策はその大半が気候変動の影響をまだ認識すらしておらず、

したがって当然、適切な対処はできていない。国際的な開発銀行が気候変動の緩和と適応を促進

するパイロット・プロジェクトを実施しており、地球環境ファシリティー（GEF）を通じてそうしたプロジ

ェクトを支援する新たな資金メカニズムができている。クリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトが

可能な場所では、途上国の各セクターの政府機関はこうしたプロジェクトのための新しい資金メカ

ニズムを利用してきた。 
 

しかしながら、各セクターの政府機関は、自身のセクターが今後どのように気候変動の影響を受

けるか（このテーマは本白書の次章以降でさらに詳しく論じる）ということや、自身のセクターがほか

のセクターにどのような影響を及ぼす可能性があるかということについて、まだ十分に理解していな

い。平均気温が上がるかもしれない、極端な気象現象がより頻繁に起こるようになるかもしれない、

海面が上昇するかもしれない、氷河の融解が加速するらしい、などといった一般的な知識は大まか

に有しているものの、具体的にどのくらいの期間に、どこで、どのような変化が起こるのかということ

はほとんど理解していなかった。したがって、これに対して、いつどこで、具体的な政策対応が必要

となるかということも考慮されなかった。その結果、各セクターの大半の機関及び政策立案者は「成

り行きを見守る」態度をとり続けてきた。 
 

気候は長い年月にわたって変化する傾向があり、数十年の間にはその影響は明確にも深刻に

もならないかもしれない。大手のマスメディアは気候変動についてはかなりの不確実性が残るとの

姿勢を崩さず、政策立案者は急いで行動することに及び腰である。気候変動抑制という目標を達

成すると同時にそのセクター独自の目標も達成することができ、しかも追加コストが最小限あるいは

ゼロに抑えられる「後悔しない」戦略であれば、政策立案者は受け入れるであろう。しかしながら、

彼らにはまだ、基礎的な生産・消費活動の原動力に直接打撃を与えるような抜本的な政策を実行

しようという考えはない。 
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本白書の第 4、5、6 章では、森林、エネルギー、廃棄物管理の 3 つの重要なセクターにおける、

気候変動緩和策を検証する。また、第 7 章では水セクターに焦点を当てる。このセクターでは、今

世紀後半に起こることが予測されている影響に対して、今から適応策を実施することがきわめて重

要になるであろう。 
 

現在のところ、アジア太平洋地域のほぼすべてのセクターにおいて、気候変動に対して適切な

政策が採られていないことは明らかである。大気中の GHG の濃度を過去の水準に保つためには、

はるかに大幅な GHG の排出削減が必要となるであろう。海面上昇による危険にさらされている低

海抜地域の国々、農業生産を氷河の融水に依存している大陸諸国、加速する砂漠化にすでに苦

しんでいる国々においては、より迅速で包括的な適応策が必要とされるであろう。この地域には、

気候変動に関する国際的なコミットメントへの参画を真剣に考えている国が少ない。気候変動に対

処するセクター別の政策が存在するところでも、大半の国が、気候変動が切迫した状態となるまで

には見守る時間がまだ十分にあると考えているため、そういった政策が厳格には実施されていない。

寒冷地の国々の中には、政策決定者は温暖化によって自分たちの生活はむしろ快適になるだろう

と考え、急速な対応をとる必要を感じていない国さえあるようである。 
 
単なるレトリックとしての環境政策から、生産・消費セクターの着実な変革へと踏み

出そうとする国及び地域の政策立案者は、何を優先して考え実施すべきか？ 
 
 気候変動をあらゆる政策決定の際の優先検討事項に位置づけるためには、石油・石炭産業に煽

られ、一部のマスメディアに支持されるために、しぶとく付きまとう気候変動の「不確実性」に対して、

どれにも系統立てて答えていくしかない。IPCC と、アル・ゴア前米副大統領の映画「不都合な真

実」は、気候変動問題及び政策転換の必要性に関する人々の意識を高める上で大きな役割を果

たした。そうした努力のおかげで今、ほとんどの国では、気候変動とそれに伴う潜在的リスクを十分

に認識している政策立案者の数が増えつつある。しかしながら、いまだに気候変動について懐疑

的な人も残っている。 
 

気候変動が現実のものであり、人為的活動によって引き起こされたものであるということが十分に

認識された上で、発展途上にあるアジア太平洋地域で次に最も必要になるのは、貧困問題と気候

変動を同時に解決できる政策を見出すことである。この地域の先進国の政策課題は、エネルギー

集約的な（そして環境汚染をもたらす）産業を途上国に移転するのではなく、むしろエネルギー利

用と経済成長を継続的かつ抜本的に切り離すことである。すべての国において、技術革新とエネ

ルギー効率の向上を急がせる政策を続けていかなければならない。エネルギー集約的消費を縮

小するために効果的な政策がとられてきた国はほとんどない。これは極めて重大な課題となってく

るかもしれない。なぜなら、すべての途上国の国民は、欧米の、こうしたタイプの消費活動に支えら

れた贅沢を真似したいと望んでいるからである。 
 
途上国は、重要なセクターでの緩和策にどのように取り組んでいるのか？ 
 

アジア太平洋地域の途上国の大半が、とりわけ 1 人当たりの排出量が先進国よりもはるかに少

ない国は、温室効果ガスの削減に貢献するよう求められることを、不公平であると考えている。我々

は現在、グローバル化しつつある世界に暮らしており、先進国と途上国は本質的に繋がっている。

途上国で生産されるもののうちかなりの部分が先進国で消費されており、例えば、大量の電気電子

機器廃棄物が、その内部に組み込まれた有価物を取り出すために途上国に運び込まれている。

確かに、産業のグローバル化によって GHG 排出の最終責任が誰にあるのか、ますますわかりにく

くなっている。しかしながら、途上国は、グローバル経済の一員として、国の経済的・社会福祉的繁

栄という利益と合致するのであれば、世界的な緩和の努力に貢献しようという意欲はいつでも持っ

ている。 
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例えば、国土の森林面積を維持あるいは拡大することに関心の高い国は、価値の高い資源を

「固定」しておくために、あるいは土地を持たない農家や違法伐採者が森林資源の国有や国による

管理を廃止しようとするのを防ぐために、森林の維持拡大には十分経済性があるという根拠を考え

る必要がある。豊かな先進国が、途上国における森林地域の炭素固定に対して代価を支払うとす

れば、双方に利益のある状況が生まれる。国際社会はいま、この双方に利益をもたらす論理を途

上国の「REDD（森林減少・劣化による温室効果ガス排出の削減）」にも拡大しようと試みている。2
番目に大きな GHG 排出源である森林破壊が続くことは国際社会の利益にならないため、先進国

も森林破壊回避という気候便益に対して代価を支払うこともあり得るだろう。この方法は、解決すべ

き技術的問題があるにせよ、熱帯林における生物多様性保護や、流域保護などのように、重要な

生態系機能の保全という追加的便益をもたらすであろう。このような方法は、生活を森林に依存し、

昔からの森林地域に不適切な保有権を持っている地域住民にどのような影響を及ぼすのだろう

か？ アジア太平洋地域の熱帯雨林における炭素固定に対して代価を支払うことは、持続可能な

開発に役立つのだろうか、それとも損なうのだろうか？ 世界の炭素取引スキームに REDD を含め

ることは炭素価格に悪影響を与えるだろうか、あるいは別の市場を設けるべきだろうか？ アジア太

平洋地域の気候変動と森林政策の複雑な問題や、その他の関連する側面については、第 4 章で

扱う。 
 

非常に類似した政策上の目論見については、論争が巻き起こっているバイオ燃料問題を扱って

いる第 5 章でも触れられている。途上国の関心は、新たな輸出品を創出すること及び国のエネル

ギー安全保障をある程度可能にすることの両方、あるいはいずれかにある。経済的な視点から見

れば、土地、水、日照に恵まれ、それに加えて安い労働力を保有している国は、急速に成長する

世界のバイオ燃料市場向けの作物生産においては比較的優位に立ってしかるべきである。先進

国は、気候変動対策として一定レベルのバイオ燃料を利用する義務を負っており、それが途上国

においてバイオディーゼルやバイオエタノール製品を扱う大きな市場の創出につながった。 
 

アブラヤシやサトウキビなどのバイオ燃料作物の栽培量が急増するにつれて、バイオ燃料生産

が農村部の持続可能な開発と食糧価格に及ぼす影響が明らかになり始めている。農地がバイオ燃

料作物用に使われると、地価は世界のエネルギーの政策と価格設定に連動するようになり、食糧

生産と食糧安全保障における重要な役割とは切り離されてしまう。バイオ燃料作物の過剰栽培が

新たな森林破壊への圧力となってしまい、気候変動緩和のためのこの 2 つの対応が、矛盾する形

で現れてくる可能性がある。熱帯の泥炭地帯から転換されたアブラヤシのプランテーションは、実

際、気候変動緩和に寄与するよりむしろ GHG 排出量を増加させるであろう。 
 

第 5 章では、バイオ燃料生産にとって好ましい方向は、食糧生産に必要な価値の高い土地を占

有することや熱帯雨林を破壊することではなく、廃棄物を原料とする点に焦点を当てることであろう

と述べられている。例えば、もし費用対効果の高い第二世代のバイオ燃料技術が開発されれば、

荒地（アジアの広大なアランアラン草地など）がセルロース系エタノール生産に利用できるかもしれ

ない。あるいは、都市の固形廃棄物を処分した管理型埋立地から圧縮天然ガスを生産できるかも

しれない。廃棄物リサイクルとバイオ燃料生産を組み合わせることが、持続可能な開発と気候変動

を統合するもう一つの方法である。しかしながら、廃棄物からバイオ燃料を生み出すという方法が

実現可能な政策オプションとなるには、さらなる技術開発と規模の経済利益が出るようになることが

必要と思われる。 
 

第 6 章では、廃棄物管理が気候変動緩和に貢献する別の側面を、若干異なる視点で紹介して

いる。本章は、アジア太平洋地域の途上国における都市の有機廃棄物管理と気候変動との関連

に焦点を当てる。都市ごみを分別せずに埋立地に捨てている現在の方法は、長期的に見て持続

可能な解決策ではない。従来の埋立地の有機廃棄物は、通常は部分的に嫌気状態で分解され、

メタンを発生している。メタンは二酸化炭素（CO2）よりも強力な GHG であり、気候変動の主要因の
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一つである。この GHG を最小限に抑える方法として、埋立地のメタンガスの回収及び利用、有機

廃棄物のコンポスティング（堆肥化）及びバイオガス生産が検討されている。都市ごみから排出され

るメタンに対処する最も適切な政策を絞り込むために、ライフサイクル分析手法が採用されている。

廃棄物からのエネルギー（及び原料）の抽出は、持続可能な開発戦略の一つとして採用されてい

る「リデュース、リユース、リサイクル（3R）」アプローチと調和するもので、どうすれば気候変動と持続

可能な開発が統合できるかを示すもう一つの例証となる。 
 
適応についてはどのようなアプローチをとっているか？ 
 

アジア太平洋地域の途上国の多くは、地球温暖化への寄与は比較的小さいが、すべての国が

気候変動による影響を受ける可能性があるため、最大の関心は、しばしば緩和より適応に向けられ

る。適応の必要性に関する意識は、とりわけ太平洋諸島の国々で高いが、他の低海抜地域でも次

第に大きな注目を集めつつある。気候変動に対処する総合計画であれば、緩和と適応を同等に

扱うべきである。そして、ほとんどすべてのセクターにおいて適応計画を持つことが必要となるであ

ろう。 
 

気候変動はこの先、場所や季節によるが、洪水の増加から干ばつ発生の増加まで多様な形でこ

の地域の淡水資源へ大きな影響を及ぼすことになるであろう。そこで、第 7 章ではこのテーマを分

析する。アジア太平洋地域の多くは、淡水の主要な水源を地下水に依存している。これまでにも、

とりわけ人口が密集している都市地域においては、地下水の過剰利用と深刻な汚染を引き起こし

てきた。第７章では、気候変動がこの現況を改善するのか、それとも悪化させることになるのか、悪

化するのはどこか、適応策としてどのようなものがあるのかを考察する。「後悔しない」適応策と、誰

もが予想するような対策で、特定の関係者には利益をもたらすがむしろ全体としてはより経費のか

かるような対策との差異が明らかにされる。また、パートⅡの他の章と同様に、本章でも、なぜ気候

変動への適応が持続可能な開発計画において不可欠なものであるかを浮き彫りにする。 
 
主要な関係者は、気候変動の課題にどのように対応しているか？ 
 

制度的枠組みを築く上で、最初に認識すべき現実は、すべての人が例外なく気候変動のまった

だ中にいるということである。それは大気が言うまでもなく世界全体の共有物であるためで、つまり、

制度化にはすべての国が参加する広範なパートナーシップが必要とされているということである。ど

んなグループも、自分たちにふりかかってくる気候変動の問題に単独で立ち向かうことはできない

だろう。官民がパートナーシップを組めば、工業生産、エネルギー、交通のシステムを変革すること

は可能かもしれない。消費者には、気候変動を軽減するようなライフスタイルの変革を奨励しなけ

ればならないが、公共機関がそのような奨励策を打ち出しても、あまり歓迎はされないであろう。各

セクターの機関はトップのリーダーシップのもとに協力する必要がある。既得権益からの圧力をか

わすには、そして気候変動の不確実性がいつまでも残ろうとも断固とした行動をとるには、勇気ある

政治的リーダーシップが何よりも必要とされる。 
 

第 8 章と第 9 章では、アジア太平洋地域の気候変動シナリオにおける重要な関係者の役割に

ついて分析している。最初に、「将来の気候枠組みに全世界が参加することが極めて重要であり、

アジア太平洋地域諸国は将来の交渉においてより積極的な役割を果たすべきだ」というパートＩの

提言がさらに強調されていることに気付くであろう。それぞれの国が異なる角度から気候変動を捉

える傾向があるが、すべての国がある程度の影響を受けるため、すべての国が協力して解決策を

見出す必要がある。そして、すべての国が異なる視点を表明するだけではなく、各国のすべての利

害関係団体が、気候枠組みの検討の場に適切に参加する機会を与えられると受け止めなければ

ならないのである。 
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第 8 章では、アジア太平洋地域の各政府が、UNFCCC を批准した後、気候問題にどう対応して

きたかを検討する。どのような機関が作られ、どのような法律が施行され、どのような政策が採られ

てきたのであろうか？ 最も実現可能性が高い、または最も効果のある、あるいはその両方を満た

す制度の選択肢が示される。制度が重要であることは本白書の先の各章で示された通りであり、第

8 章では、将来気候変動枠組みのために作られた制度基盤を紹介するとともに、気候変動の影響

緩和に向けて、この地域がより積極的な役割を果たすべきとの世界中からの圧力がますます強くな

る中での新たな制度上の課題を明らかにする。本章では、省庁間コミュニケーションの難しさは途

上国の政府行政組織に共通の特徴であるため、アジア太平洋地域において、気候変動と持続可

能な開発に対する関心の分離が一般化する危険があることを明示する。また、これに対して環境ガ

バナンスに対するより統合的なアプローチをとって効果を上げた世界の優良事例を検証する。 
 

第 8 章では、この地域で地方分権の原則がどのように適用され、地方レベルでの気候変動に関

する制度構築にどのように影響し得るかも見ていく。先進国には、地方政府または地方自治体政

府が中央政府より積極的かつ実際的な環境計画を持つことが多いことは、注目に値する。その傾

向は、気候変動の分野にも波及しており、特に中央政府が「成り行きを見守る」態度をとっている国

においてはそれが際立っている。中央から地方のさまざまな階層の行政機関で、緩和と適応に関

する役割がどれくらい明確になっているのか、気候変動への対応方針の異なる各国の視点から検

証する。 
 
 第 9 章では、産業界の視点からエネルギー効率（EE）の解決策という問題を取り上げる。この地

域において、企業の責任は、単に株主のために利益を上げるというものから、きれいな大気や企業

の環境的社会的責任（CESR）を含む複合的な責任へと次第に拡大してきた。CESR には、EE 検

査からカーボン・ニュートラル性など多岐にわたる企業の気候変動対策が含まれる。 
 

さまざまな国際的な政策枠組みにおいて、気候変動に関する議論が活発になっており、すべて

のステークホルダーが今、緩和・適応戦略に解決策を提供する存在としての企業に目を向けてい

る。企業はますます責任を自覚するようになってはいるものの、極めて複雑でかつ不確実な環境の

もとでの経営を迫られている。第 9 章では、産業界における EE 向上という点での企業の役割につ

いて議論する。というのも、産業界は GHG 排出にかなり寄与しており、また、将来の技術選択と投

資に際して気候変動への対応を考慮に入れなくてはならないからである。本章では、短い投資回

収期間で利益を増やすビジネス･ケースを例証することで、EE がすべての規模の会社にとって、後

悔のない戦略あるいは「手の届くところになっている果物」になり得ることを示す。 
 
 本白書のパートⅠで示されている通り、気候変動に対処する新しい方法が受け入れられるかどう

かは、その方法の導入によって便益がもたらされることについて、政策決定に影響力を持つ利害

関係者の認識が変わるか否かにかかっている。第 9 章では、EE 向上のための投資にあたって企

業が直面した制約を分析し、政策立案者やその他のステークホルダーによってなされた制約是正

措置を検証する。 
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途上国における「森林減少・劣化からの温室効果
ガス排出削減」（REDD）－アジア太平洋地域の
農村コミュニティにとってのリスクと好機－

第４章





第 4 章  途上国における「森林減少・劣化からの 

温室効果ガス排出削減」（REDD） 

－アジア太平洋地域の農村コミュニティにとってのリスクと好機－ 
 
 
1. はじめに 
 
 森林は、地域レベルでも地球規模レベルでも、人類の生存と福祉にとって不可欠な経済的、社

会的、環境的機能を有している。その中でも、森林と森林土壌が GHG の吸収・貯蔵に果たす役割

は、気候変動への懸念が増大するにつれ、国際的な注目を集めている。地球規模の森林減少は

21 世紀に入っても続いており、いくらか減速はしているものの、依然としてその減少の割合は憂慮

すべきレベルである。国連食糧農業機関（FAO）によれば、2000 年から 2005 年の地球全体の森林

減少は、毎年 1,300 万 ha と推定されている（FAO 2006a）。この数字は不確実性を含んでいるが

（Ramankutty et al. 2007; Grainger 2008）、熱帯諸国では引き続き高い森林減少率で推移している。

ブラジル国立宇宙研究所の最近の報告によれば、アマゾン地域の森林減少は加速しており、2007
年の 9 月から 12 月までの 4 ヵ月で 6,000 km2 の熱帯雨林が減少した。2008 年には減少率がさらに

加速するものと同研究所は予測している（NZ Herald 2008）。また、アジア太平洋諸国は、森林減

少率が世界でも最も高い地域の一つであり、年 1.5%を超えている（図 4.1）。 
 
図 4.1. 森林変化率 （2000 年～2005 年） 
 

 出典： FAO （2007） 
 
 気候変動が進行することによっても、森林劣化は加速すると予測されている。「気候変動に関す

る政府間パネル」（IPCC）の第 4 次評価報告書は、気候変動による森林劣化等の負の影響は予測

より大きくなり、また、樹木成長促進等の正の影響は過大評価されていると警告している（IPCC 
2007）。アマゾン東部の熱帯林はサバンナへと遷移し、北方林は特に気候変動の影響を受けやす

い。気候条件が変化することによって土地生産性が低下し、これが森林火災や疫病の頻発、森林

減少をさらに加速させると予測されている。 
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 1990 年代の森林減少からの GHG 排出は、年 58 億トン（5.8GtCO2eq/yr）と推定されている（IPCC 
2007）。2004 年には、オゾン層破壊物質を除いた総 GHG 排出量のうち、森林減少に伴う排出量が

約 7～16%を占めたと推定されており（Rogner et al. 2007）、森林減少が化石燃料の燃焼に次ぐ第

二の人為的 CO2 排出原因となっている1。森林がバイオマス、枯死木、土壌に貯蔵する炭素は、大

気中に存在する炭素より多い（FAO 2006a）。熱帯林の減少だけをとっても、21 世紀の終わりまでに

は 870 億トン～1,300 億トンの炭素を排出するとみられているが、これは、化石燃料による現在の排

出量の 10 年分に当たる（Gullison et al. 2007）。 
 
 現在、気候変動に配慮した化石燃料の代替燃料として、バイオ燃料が注目されているが、バイオ

燃料のためにプランテーションや作物を増加させる動きは、かえって森林減少からの GHG 排出量

を増加させるおそれがある（第 5 章を参照）。インドネシアでは、バイオディーゼル燃料の需要の増

加に対応するため、2025 年までにさらに140 万ヘクタールのアブラヤシ農園の拡大が必要になると

予測されている（DFID/World Bank 2007）。インドネシアのアブラヤシの4分の1以上は泥炭地にあ

り、ヤシ油を 1 トン生産するために、泥炭の分解によって炭素が平均 20 トン排出される（Wetlands 
International 2006）。 
 
 国際的なカーボン関連資金供与を通じて、森林保全に対する経済的なインセンティブを働かせ

ようという概念である途上国における「森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減」（REDD）は、

現在、国際的な気候変動の検討課題の中でも緊急度の高いものである。REDD では、新規の財源

を持つ新たなセクターが参入し、森林管理にリスクと好機が生じる。リスクとしては、ガバナンス、地

域住民の生計手段、京都議定書との整合性に対するリスクがある。UNFCCC における REDD の議

論や、各国政府などからの REDD に関する提案も、技術的・方法論的な問題と、資金移転の問題

に終始していた。一方、ガバナンスの失敗の結果引き起こされた森林減少は、ほとんど注目されな

かった。しかし実際には、ガバナンスの失敗のために、国際資金の移転や、地方レベルから国際レ

ベルまでの森林保全のためのイニシアティブやプロセスによっても、森林減少率が低下することは

なかったのである（Robledo and Masera 2007）。 
 
 本章の目的は、国家レベルの REDD 制度とプロジェクト・レベルの REDD 制度が、村落コミュニテ

ィにもたらすリスクと好機を明らかにすることである。REDD が気候変動のみに焦点を絞った場合、

森林に依存するコミュニティの生計、福祉に悪影響を与え、ガバナンスの失敗を繰り返し、森林資

源を占有している上層階級に利益を与え、農村の貧困削減には寄与しないという仮説を立てた。 
 
 本章では、まず REDD の背景にある論理を明らかにし、続いて、REDD が森林ガバナンス、保有

権、生計手段に対してどういう意味を持つのかを考察する。次に、UNFCCC の下で、森林がどのよ

うに取り扱われているのかを考察し、気候変動に関する交渉担当者が直面している主要な問題に

も触れる。REDD に参加するコミュニティの能力及び彼らが参加することによって得られる便益につ

いて評価する。最後に、REDD の成果を高めるような独自の基準の役割について述べ、包括的な

政策提言を行うとともに、今後の研究課題について明らかにする。 
 
2. REDD の論理 
 
 森林は、気候変動を緩和する上で重要な役割を果たす。林業関連で有効と考えられることは、

REDD、植林、既存の森林の炭素固定の増進、バイオエネルギーのためのバイオマス、また、コン

クリート、アルミニウム、鋼鉄、プラスチック等のエネルギー集約型資材の代替品としての木材使用

がある。 
 
 その中で、REDD は、森林減少と森林劣化の両方を対象とする。UNFCCC の定義によれば、森

林減少とは「人為的に直接引き起こされた林地の非林地への転換」であり（UNFCCC 2002）、
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UNFCCC の下では、森林に関して樹高、最小面積、森林被覆率などの定量的基準が規定されて

いる。一方、森林劣化は土地利用の変化によって引き起こされたものではなく、UNFCCC でも定義

されていない。IPCC は、人為的に直接引き起こされた森林劣化からの排出のインベントリーを作成

するための定義や方法論のオプションを提示した（Penman et al. 2003）。その中では、森林劣化に

ついて 1）便益を生み出する森林の潜在力の低下、2）森林の炭素貯蔵の減少、3）長期的なバイオ

マス密度の減少など、さまざまに定義されている（Penman et al. 2003; Robledo and Masera 2007, 
29）。 
 
 REDD は「悪の回避」の論理に則っており、一方、京都議定書の CDM は「善の約束」の論理に基

づいている（Box 4.1）。この基本的論理の根本的な弱みは、他の多くの行動についても、同じような

「悪の回避」を行っているのではないかとの主張を誘発しかねないということである。例えば、貧困

国は、先進国に比べて消費が少ないため、結果的に GHG の排出が少ないと主張することもあり、

人口抑制プログラムによる出生率低下が排出の減少につながると主張することもあり得る。 
 
 排出回避の論理の面で不十分であるにしても、森林の減少は GHG 排出の主な原因であるという

ことは無視できない。REDD にはリスクもあり、技術、方法論、政策の面で課題はあるものの、国際

社会から強力な支持を得ており、何らかの形で制度化される可能性が高い。 
 
 基本的な論理はさておき、REDD を支持する見解や主張には、以下のようなものがある。 
 
（i） 森林減少は、化石燃料の燃焼に次いで、第二の人為的 CO2排出要因となっている（Rogner et 
al. 2007）。 
（ii） 2050 年までに森林減少率を半分に減らし、それ以降その水準に保つことができれば、大気

中の CO2 のレベルを 2100 年まで 450ppm に安定化させるために必要とされる総排出削減量の最

大 12%を REDD で賄うことができる（Gullison et al. 2007）。 
（iii） REDD のための経済コストを削減することができ、「非常に費用対効果の高い排出削減方

法」である（Stern 2006）。 
（iv） REDD の短期的な緩和上の利点は、新規植林・再植林からの利点を上回る（IPCC 2007）。 
（v） REDD は、「大気中の GHG 濃度を、気候システムに危険な人為的干渉を及ぼさないレベル

に保つ」という UNFCCC の目的の達成を可能にするため、排出削減目標をさらに強化できる可能

性がある。 
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Box 4.1. 「森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減」（REDD）の論理 

 
 

3. 森林減少を理解する：ガバナンス、保有権、生計手段 
 
 REDD の論理は簡潔で魅力的ではあるが、森林減少の背景に良からぬ結果を招く恐れもある根

深い政治的な理由があることを十分考慮しているとは言い難い。前回の IGES 白書（IGES 2005）で

述べたように、森林減少には、（i）森林機能の価値が市場に十分反映されていない、（ii）農村開発

や工業化のための国家政策に森林保全のための適切な環境保全措置が組み込まれていない、

（iii）産業界、軍部などの有力者層が持続可能なレベルを超えて森林資源を採取し、土地利用を

変更する、（iv）貧困と人口増加、（v）紛争や国内における突然の政権交代といった無秩序な政治、

（vi）不安定で不公平な保有権、といった潜在的な原因がある。 
 
 森林の減少は、環境管理の知識の欠如といった、環境に関わる失敗というよりも、社会的あるい

はガバナンスの失敗による場合が多い。これまでの多くの森林管理事業や政策手段と同様、

REDD もこの失敗を繰り返せば、成果はほとんど上げられない。REDD を単純で、安上がりな GHG
排出削減策と見てしまうと、気候変動の問題を持続可能な開発から切り離してしまう危険性がある。

そこで、本章では、気候変動の影響軽減と持続可能な開発という 2 つの目的を同時に達成するた

めには、REDD が、1）説明責任を果たせる、透明な森林ガバナンス、2）安定した公平な森林保有

権、3）持続可能な生計手段、を促進する必要があるということを前提とする。 
 
 Box 4.2 と 4.3 に示したように、この課題の難しさを過小評価してはならない。また、これまでの失

敗を認識し、解決策を考えなければならない。 
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Box 4.2. パプアニューギニアにおける REDD の潜在的な好機とリスク 
森林資源 
 世界で 3 番目の熱帯林面積：国土の約 73%が森林やその他の樹林帯である（FAO 2006a）。 
 「莫大な」生態学的価値：11,000 種以上に及ぶ植物相。低地の森林には、約 2,000 種の樹木（FAO 2000）。 
 1999 年以来、林業は国内総生産（GDP）の 3～5%を占める（DFAT 2004）。 
 森を中心に生計を立て、儀式などを行ってきた地域コミュニティにとって、重要な経済的、文化的意味を持って

いる。 
 
森林の分配 
 森林の約 25%が、木材等の生産を主要機能としている（FAO 2006a）。 
 保護されているのは 50 万ヘクタールのみ。その境界、管理権限、監視、管理はあいまいで不確実性が高い

（ITTO 2007）。 
 植林は、わずか 92,000 ヘクタールしか行われていない（FAO 2006a）。 

 
ガバナンス、所有権、生計手段 
 土地の97%が、部族や親族集団が関わる慣習的所有権の下にある。これは憲法で認められている。 
 政府は森林開発事業に着手する前に、土地の所有者と協議しなければならない。 
 法的には、土地の所有者は非常に強い立場にある。しかし現実には、パプアニューギニアの林野行政当局が

彼らから伐採権を得ようとすれば、彼らの立場は弱いものであることが多い。原因は、「事前に説明して同意を

得ていないこと、そして正式な手続きが踏まれていないこと」（ITTO 2007）である。 
 パプアニューギニアには、「持続可能な木材生産を実現する上で必要な政策、法、規則、ガイドライン」（2003

年/2004年 Review Team）がある。しかし、森林法の効力は弱い。 
 木材産業の主要な問題点は、（i）森林の獲得、分配そして運営のあらゆる側面で、法が遵守されていないこ

と、（ii）伐採権取得条件においても、法が遵守されていないこと、である（Bun and Scheyvens 2007）。 
 政府は、伐採許可を与えた天然林の産業規模での伐採事業を強く保護し、そのための助成金の強化に努め

ている。 
 
森林の減少と劣化 
 1990年から2005年までの年間森林減少率は、約0.4%と推算されている（FAO 2006）。しかし、NGOの推定で

は、その減少率はもっと高い（ITTO 2007）。 
 農業への転換が森林減少の大きな原因である。伝統的な土地所有者たちが、生計のため農地を開拓するた

め森林を伐採し、燃やしている。年2.7%の人口増加も森林への圧力を増加させている（AusAID 2007）。 
 開発業者は、鉱山、石油、ガスの採掘や土地利用転換、特にアブラヤシの栽培のために森林に損害を与えて

いる。 
 国際的に最も懸念されているのは、伐採許可取得者による天然林での木材等の生産方法である。 

 
持続可能な森林管理に対するREDDの好機（〇）とリスク（×） 
〇パプアニューギニアの林野行政当局が責任を持って木材伐採権を獲得し、伐採者に関係規則を遵守させ、伐採

権取得者に契約上の義務を守らせるために必要な資金を、REDD が提供する。このような資金援助があれば、当

局は、伐採会社や政治家からの過度な業務への干渉を避けることができる。 
〇森林の所有者が政府を通して伐採権を企業へ譲り渡す代わりに、REDD は所有者が森林を管理をするための追

加的な資金的インセンティブを提供することもできる。厳格な国際基準をクリアして、パプアニューギニアのコミュ

ニティによる森林管理が認証されたことは、伝統的な森林の所有者たちが、森林資源調査、土地利用計画、モニ

タリングなどを含む「近代的な」森林管理システムを実行することができることを証明している（Bun and Scheyvens 
2007） 

×REDD の下で提供された資金によって、産業規模の木材伐採権者が、天然林からの生産事業の大半を占めてし

まうおそれがある。 
×REDD の下で国が炭素貯蔵の目的で森林の利用権を獲得することによって、森林所有者が、自らの森林の管理

に関わることができなくなる。 
×REDD から提供された追加資金を活用して、国が、REDD 事業に不当に反対する勢力に対して強引に対応する

可能がある。 
 
 ガバナンスの向上は、森林にとってとりわけ重要である。それは、森林が、その経済的価値、政治

的影響力や、私的・公的な便益のために、さらには森林をどう管理すべきか、誰が政策決定に参

加する権利があるかといったことをめぐるステークホルダー間の対立があるために紛争が絶えない
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資源であるからである。アジア太平洋地域の森林ガバナンスの特徴は、国が大半の森林の所有権

を主張していることと、若干の例外を除いて、森林管理の特別の権限を森林所轄の官庁に中央集

権化していることである。FAO が東南アジア 17 ヵ国で行った森林所有権の調査によると、90%を超

える森林が公有林であり（FAO 2006b）、森林の多い国々では特に、森林に対して排他的な権利を

割り当てる国の立場が非常に強い。 
 
 政府は一定面積の森林に対する排他的権利を保持し、それ以外の森林の権利を企業、団体、コ

ミュニティ、個々の世帯に分配している。国が所有する天然林の運命は、森林の権利が誰にどのよ

うに与えられるかということ、さらにはそれらの権利の内容、権利に付随する義務や限界にかかって

いる。これらの問題は、所有権や賃借権、その他森林利用に関する取り決めなどを含み、さらには、

資源利用の権利、その受益者、期間、条件を規定された、森林の保有権という幅広い概念で捉え

られる。 
 
 アジア太平洋地域の森林管理は、ガバナンスが脆弱であるという問題を抱えてきた。そのため、

森林の保有権の取り決めは不安定で不公平なものになった。森林の保有権の取り決めは、森林に

依存してきた人々2に代替生活手段を与えることなく、彼らの活動を犯罪とみなし、彼らの立場をま

すます脆弱にし、貧困へと追いやったのである。公平で確実な保有権や生活手段に適切な関心を

払わなかった森林政策の結末は、産業用森林伐採権が委譲された森林や保護地域の森林の事

例において特に顕著に現れている。 
 
3.1. 産業用伐採権のある森林 
 
 国際熱帯木材機関（ITTO）に加盟するアジア太平洋地域の 10 の木材産出国においては、森林

の 71%に伐採権があるか、もしくは、何らかの伐採権を有している（ITTO 2006, 50）。この地域のほ

とんど全ての伐採権のある森林は、少なくとも名目上は、その土地の森林被覆を永続的に保持す

る択伐制度で管理されている。択伐では、毎年の増加量に相当する量だけのバイオマスを取り除く

ことになっているが、ITTO の概算によると、持続的に管理されている生産林は僅か 15%に過ぎな

い（ITTO 2006）。 
 
 REDD では、大半の保安林を議論の対象にしているが、持続可能な木材、繊維、エネルギーを

供給する森林の炭素貯蔵を維持、増加させることによっても、森林からの持続的な緩和による最大

限の恩恵を受けることができる（Nabuurs et al. 2007）。REDDは原則として天然林に適用され、森林

管理当局に対して、森林活動を評価し、監視するために必要な資金を提供する。伐採技術や、帯

状植林といった林業施行も、炭素貯蔵を維持するために利用することができる。 
 
 しかし、森林政策が産業規模での木材伐採を重視している国々では、森林のガバナンスと保有

権において重要な転換を迫られている。産業伐採権のある森林では法の執行が十分行われない

ことが多く、その結果、権利取得者による、割当量を超えた伐採、伐採権のある境界を越えた伐採、

低木の伐採、森林規約の不遵守などの違法行為により、森林資源の劣化が進んでいる（Box 4.2）。

森林ガバナンスの失敗の要因には、権利の保持者による権利の適用が制限されているということが

ある。遵守が徹底されていない原因の一つとしては、ばく大な面積の国有林を管理するために、森

林管理当局に与えられた資金が不足していることがある。産業向け伐採権の配分は、「富を結集し

て協力者に報奨を与え、利益供与を行う」手段として使われた。最悪の場合、森林担当部局は、

「公共サービスというよりはむしろ、私有財産という形で権力を行使する有力者の伐採権を所有す

る企業の顧客」になってしまう（Brack and Hayman 2001）。いくつかの国では、森林ガバナンスの第

二の失敗は、大規模な産業伐採権の供与によって、森林へのアクセスが拒否されるという不公平さ

にある。このような不公平により、代々森林資源に大きく依存してきた地域住民は、森林に入ること

ができなくなるのである。 
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3.2. 保安林 
 
 ITTO に加盟するアジア太平洋地域の生産国では、熱帯林の 35%が保安林に指定されている

（ITTO 2006）。保護の目的は、生物多様性、土壌と水の保全などである。産業のための伐採権と

同様、多くの保安林も適切に管理されていない。これらの国々では、保安林の面積の 11.6%にしか

管理計画がなく、さらに、7.2%の森林でしか持続可能な管理が行われていない（ITTO 2006, 51）。

保安林における森林減少と木材の伐採は、企業、地方の有力者、軍部や官僚らによって組織的に

行われており、コミュニティを巻き込んで影響を被ることも多い。 
 
 保安林における組織的な大規模違法伐採は、アジア太平洋地域の豊かな森林を抱える国々で

は、残念ながらごく当たり前のことである。例えば、インドネシア森林省は、41 ある国立公園のうち

37 の国立公園で違法伐採が行われており、最悪の事例では国立公園の半分の面積で、大規模な

伐採が行われていることを明らかにした（Nellemann et al. 2007）。開発業者による違法な開墾も、

保安林への深刻な脅威となっている。開発業者は一般に、植林した樹木に最初の伐期が来て、企

業の工場に木材を供給できるのを待つよりも、天然林を伐採して開墾したほうが儲かると考えてい

る。特に、違法なオイルプランテーションの開墾は、保護地域に深刻な影響を与えており、インドネ

シアとマレーシアにおける長年に亘る熱帯林減少の主要な原因となっている（同上）。植林地を造

成するために保安林が違法に伐採される場合、国立公園のレンジャーが、その人員、武器、装備、

訓練のすべてが不足している状況下でわいろや武力と戦うことは困難である（同上）。 
 
 違法伐採行為が国の保護下で行われていないのであれば、REDD によって、森林を警備するた

めに必要な資金が提供される。しかし、各国の REDD の計画立案に当たっては、多くの貧しい先

住民や移民のコミュニティも、自らの生存のために保安林を違法に伐採し、開墾していることを考

慮に入れておかなければならない。REDD によって、森林関連法がより厳格に運用されるようにな

れば、これらのコミュニティはさらなる貧困に追いつめられ、紛争を引き起こす可能性がある。 
 
Box 4.3. インドネシアの保護地域管理における REDD の潜在的な好機とリスク 
森林資源 
 国有林の面積は 1 億 3,310 万 ha（Ministry of Forestry 2003）で、国有林以外の森林が 800 万 ha ある

（Contreras-Hermosilla and Fay 2004）。 
 インドネシアはアジアでも最も生物種が豊富なメガダイバシティーの国として知られている（World Bank 2006a）。 
 最近 10 年間では、林業は GDP の 3～4%、あるいは産業部門の 20～24%を占めている（同上）。 
 約 1 億 2,000 万人が、森林に依存している（Ginting 2000 in Down to Earth 2002）。 
 土壌と植生の炭素貯蔵の 80%は現在の森林に貯留されている（DFID/World Bank 2007）。  

 
森林の分配 
 森林は国有林（Kawasan Hutan Negara）と私有林（Hutan Hak）に分類される。 
 国有林には、6,100 万 ha の生産林、2,270 万 ha の転換林、3,000 万 ha の保安林、1,950 万 ha の保護林が含

まれる（Ministry of Forestry 2003）。 
 法的な森林の分類は、森林の類型に関する公式な定義に基づいたものであり、生態学的な現状を反映しては

いない。国有林として指定されているうちの 3,300 万 ha は森林ではなく、その大部分はコミュニティが植栽した

アグロフォレストリー、農地、草地である（Contreras-Hermosilla and Fay 2005）。  
 
森林の減少と劣化 
 森林減少率は年 160 万 ha～250 万 ha と推定されている。国有林のうち 5,460 万 ha と国有林以外の森林の

4,170 万 ha が減少した（Baplan in Nawir et al. 2007）。 
 森林減少の主な直接的原因は、違法伐採（木材の約 3 分の 2 は出所が怪しいものか、登録されていないもの）

（World Bank 2006a）、アブラヤシプランテーションの開拓、小農地所有者による森林の農地への転換、鉱物・

石油の採取である。市場の失敗や、政策の失敗・変更、ガバナンスの脆弱さも、森林減少の潜在的な原因で

ある（同上; Nawir et al. 2007）。  
 インドネシアは世界で 3 番目の GHG 排出国と考えられている。その主な原因は、森林減少、泥炭地の劣化、

山火事である（DFID/World Bank 2007）。 
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ガバナンス、保有権、生計手段 
 インドネシアの森林のほとんどは国有である。 
 5,000 万人～6,000 万人の人々が国有林地に居住しており、彼らのほとんどが貧困層に属し、森林資源に対す

る権利は不明確で、不安定なものである（World Bank 2006a）。 
 政府は、天然生産林の生産認可を通じて、企業に排他的な森林事業権を与えているが、これは、コミュニティ

がそれまで慣習法（adat）に則って管理していた林地や森林資源の利用を阻止している。 
 森林関連の法規（1999 年の森林法など）は、先住民や地域住民の慣習的な権利（Hak Ulayat）を認めている。

しかし、慣習林は森林区域において、他の森林と区別して類型化されておらず、国有林の中に含まれている。 
 森林の伐採権は、縁故関係のある限られた関係者に不透明な方法で与えられており、森林の権利は政治的

な利益供与として分配されるため、経済的・政治的権力が集中する結果を招く（Contreras-Hermosilla and Fay 
2005）。 

 森林資源の権利を主張する地域住民と森林当局者の間の紛争が増加している（同上）。 
 
保護区管理におけるREDDの好機（〇）とリスク（×） 
〇林業省は REDD のパイロット事業の対象となる保護地域を指定し、2005 年から 2009 年の森林戦略計画

（Forestry Strategic Plan）において、国が保安林を REDD 対象林として最優先とすることを謳っている。 
〇保安林（と保全林）は一般に、転換林や生産林に比べてかなり健全な状態であるため、インドネシアの保安林は

REDD に適していると考えられる。（World Bank 2006b）。 
〇保安林は違法伐採や浸食によって危機にさらされており（EIA and Telapak 1999, 2000, 2001; Forest Watch 

Indonesia 2002）、そのため、追加性の要件を満たす。 
〇保護地域で行われる REDD のパイロット事業では、地方のコミュニティが関与する、先進的で統合的な、インドネ

シアの保護・開発プロジェクトの経験を生かすことができる。 
〇REDD はより効果的に保護地域を管理するための資金と財政的インセンティブを政府に提供し、生物多様性保

全と気候変動の緩和に貢献する。 
〇インドネシアの泥炭地を保全区域として保護することは、気候変動緩和に向けた非常に重要かつ低コストの選択

肢である。インドネシアの泥炭地からの 1 年あたりの CO2 排出量は、ドイツ全土の排出量のほぼ 3 倍に匹敵する

と概算されている（Wetlands International 2006）。ウェットランド・インターナショナルの試算では、カリマンタン島中

央部にあるプロジェクト地域の泥炭地における炭素排出削減は、1 トンあたりわずか 0.5 ユーロで達成できる（同

上）。 
×生物多様性保全に特に関心のある資金提供者により先導された、斬新的とはいえない保護地域管理モデルは、

地域住民が生計手段を求める権利を否定し、地域紛争をもたらした。REDD の資金提供による保護地域の取り

締まりがさらに厳格化すれば、地域住民はさらに貧困に追い込まれ、紛争が激化する可能性がある。 
×REDD の資金と貸付は有力者の懐に入り、その結果、森林ガバナンスを強化するどころか、弱体化させる可能性

がある。 
 
3.3. 微妙な対応の必要性 
 
 さまざまな保有権が設定されている森林の減少と劣化に対して効果的に対処するためには、気

候関係の目的と持続可能な開発の目的の双方を実現させる方法で REDD を詳細に検討する必要

がある。とはいうものの、森林保有権の設定は、そもそも持続可能な森林管理の基礎にはならない

ということを見逃してはならない。これは、資源の権利を認めるプロセスが不適切であること、「与え

られた権利の脆弱さ」（FAO 2006b）、権利保有者の監視が適切に行われていないこと、また、権利

の保有者が権利を逸脱しないことを確約する森林法規の施行が不十分なためである。REDD が持

続可能な開発よりも、狭義の気候問題の目的を優先させた場合、これまでの保護地域管理モデル

の失敗を繰り返す恐れがある。以前の保護地域の考え方は、「要塞のような保全」（Fisher et al. 
2005, 20）であるという批判にもあるように、地域住民を森から追い出そうとするものであり、紛争を

誘発させ、森林減少率の上昇に歯止めをかけられなかった（Scheyvens et al. 2007）。Griffiths
（2007）は、「利益の上がる『炭素貯蔵層』を保護するための、排他的な森林保全モデル（追い立て、

土地の没収）を政府が過度に支持すること」の危険性を指摘している。 
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4. UNFCCC の下での森林の取り扱い 
  

UNFCCC は、気候変動緩和における森林の重要性を認識しており、バイオマス、森林、海洋を

含む、あらゆる GHG の吸収・貯蔵源の持続可能な管理を推進するよう働きかけている。GHG 排出

削減目標を達成するための強制力のある国際合意として、UNFCCC を補完している京都議定書で

は、附属書 I 諸国は自国の目標の達成するために、新規植林・再植林を通じて持続可能な森林管

理を促進し、新しい森林を創出することができると定められている。また、京都議定書では CDM が

導入されている。京都議定書が 2005 年 2 月に発効されて以来、CDM の森林セクターへの影響は

ほとんどなかった。方法論の開発が困難な上に、第一約束期間（2008 年～2012 年）以降について

の投資家の関心も低いからである（Hoota 2007）。現行の CDM 規定は新規植林・再植林のみを許

可しており、森林管理も森林減少の削減も対象となっていない。2008 年 2 月末までに、エネルギー

関係の CDM のプロジェクトは 701 件登録されているが、新規植林・再植林の CDM プロジェクトは

1 件しか登録されていない。しかし、CDM での経験から、森林に依存している人々の権利と生計手

段の扱いに関連して、REDD の制度がどのように発展するべきか、学ぶ点は多い。 
 

 CDM における持続可能な開発の目標は、新規植林・再植林プロジェクトのために、社会的・環境

的影響に対処する様式と手順を通じて、念入りに考慮されている。決議 19/CP9 では、森林に関す

るプロジェクトに求められる政策要素を明確に規定しており、適用可能な場合は、「コミュニティ、先

住民、土地の保有権、地域の雇用状況、食糧生産、文化的・宗教的な事項、薪などの林産物の利

用権についての情報」を記載した文章を作成することが必要となった。しかし、これらの情報の評価

は、指定国家機関（DNA）に一任されている。Forner（2005）は、新規植林・再植林プロジェクトのた

めの様式と手順を提供する指針の大半は、国際レベルでの気候変動に焦点を合わせており、持

続可能な開発に関する決定は、国家の主権への配慮から、各国に任されていると指摘している。

新規植林・再植林の CDM のための様式と手順は、森林に依存する人々の生計手段の需要にある

程度配慮してはいるものの、社会的影響に関する文書を独自に精査しているわけではない。DNA
は、排出削減を認証する責任はあるが、プロジェクトの社会的影響が容認できるものかどうかを認

証する責任はない。DNA は、プロジェクトが国の諸規則に従っているか、また、持続可能な開発に

役立つかを判断する。しかし、DNA に必要な専門知識があるかどうか、十分中立的かどうかを認証

する、独立した機関は存在しない。 
 
 決議 19/CP9 では、持続可能な開発を促進する可能性のあるコミュニティ・プロジェクトを支援する

ため、小規模な新規植林・再植林プロジェクトを対象とした簡素化した様式と手順が定められてい

る。小規模プロジェクトは、持続可能な開発を考慮しつつ、ホスト国から低所得と認められたコミュニ

ティ及び個人によって行われなければならない。プロジェクト発掘のための指標はホスト国によって

決定されているが、気候関連のパラメーターは国際レベルで定められているという点も、CDM の矛

盾の一つである（Forner 2005）。 
 
 この分析によって、REDD の気候関連のパラメーターは国際レベルで定められ、ガバナンス、保

有権、生計手段など持続可能な開発に関するパラメーターは国レベルで決定・監視されることが示

された。これは、非常に望ましくない結果を招きかねない。森林管理において、政府は財政的利益

に重きをおき、森林に依存している人々の利益に反した措置をとることが多い。REDD が CDM の

前例にならって、持続可能な開発の問題に関するプロジェクト文書の第三者による評価や、社会

的影響についての独立した監視を求めなければ、森林の炭素貯蔵に対する財政的報酬に魅力を

感じる各国政府が、社会的に許容できないかつての「要塞のような保全」モデルの森林管理に戻る

可能性もある。 
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4.1. CDM から REDD を除外する理由 
 
 京都議定書では、CDM に対して、（i）気候変動緩和に関する現実的で、測定可能かつ長期的な

利益と、（ii）認証されたプロジェクト活動が行われなかった場合の排出削減に比べて追加的な排

出削減、が求められている。UNFCCC 第 7 回締約国会議（COP7）で採択されたマラケシュ合意は、

京都議定書第一約束期間の排出削減目標達成のルールを明記しており、1990 年の時点で森林

に覆われていなかった土地に対して、新規植林・再植林に関わる活動に限って CDM の対象にす

ることを認めている。CDM から REDD を除外する理由は、以下のような懸念があるためである。 
 
（i）リーケージ：林産物の全体需要が減少しない場合、一つの場所で REDD が実行されると、別の

場所での森林減少を促進、あるいは加速させる。 
（ii）非永続性：自然又は人為的なかく乱によって、REDD が一時的な現象で終わる。 
（iii）森林の炭素バランス概算における監視・計測の不確実性が高い。 
（iv）追加性：森林減少と森林劣化がどれだけ食い止められたかを確定し、それを排出削減に換算

することは、大きな不確実性を伴う。 
（v）削減の規模：REDD によって大幅な排出削減が認められれば、先進国の産業活動による排出

削減への取り組みに対する阻害要因として働く。 
 
4.2. REDD への歩み 
 
 新規植林・再植林の CDM に対する投資家の関心が低いにもかかわらず、REDD の気運は高ま

っており、REDD を京都議定書から除外した課題はもはや克服できなくはないという合意形成がさ

れつつある。REDD を UNFCCC での討議に含めようという動きは、2005 年 12 月の UNFCCC 第 11
回締約国会議（COP11）及び京都議定書第 1 回締約国会合（COP/MOP1）で、コスタリカとパプア

ニューギニアをはじめとする熱帯雨林国連合（Coalition of Rainforest Nations）が森林減少からの

GHG 排出削減についての正式な提案を行ったときに始まった。さらに、COP11 では、UNFCCC の

科学及び技術の助言に関する補助会合（SBSTA）に対して、その問題を調査し、その結果を 2007
年 12 月にバリで開催される第 13 回締約国会議（COP13）及び京都議定書第 3 回締約国会合

（COP/MOP3）で報告することが求められた。UNFCCC は森林減少からの排出削減を検討する2 つ

の国際ワークショップを立ち上げ、COP13 において、京都議定書第一約束期間後の REDD の扱い

についての決定を求めた。 
 
 REDD は COP13 の検討課題の中でも優先度が高く、国際林業研究センターの主催した「森林の

日（Forest Day）」や、「インドネシア森林パラレルイベント（Indonesian Forestry Parallel Event）」など

のサイドイベントでも注目された。COP13 では、「森林に関する協調パートナーシップ」が UNFCCC
に提示した「森林の日の総括」、「バリ行動計画」、ならびに COP13 決議「途上国における森林減少

からの排出削減：行動を促すアプローチ」の 3 つの成果が得られた。「森林の日」では、ガバナンス

に関連した課題によって最大のリスクがもたらされるものの、同時に、REDD によってガバナンスの

改革を達成する好機が提供されること、REDD によって公平な利益の分配が行われるためには、

土地と炭素権を明確にすることが必要不可欠であるということが強調された（Collaborative 
Partnership on Forests 2007）。「バリ行動計画」では、気候変動軽減に向けた行動を促進するため

に、「途上国における森林減少と森林劣化からの排出削減に関する課題への政策的取り組みと積

極的なインセンティブ」を考慮する必要があると言明された（UNFCCC 2007）。さらに、REDD に関

する COP13 決議では、締約国が、データ収集や排出量概算、モニタリングの能力を育成するととも

に、森林の炭素貯蔵を向上させるための実証活動を促進することを奨励し、REDD の今後の方針

を明確にした。また、SBSTA に対しては、方法論的な問題や、政策的取り組み、インセンティブに

関する作業プログラムを開始するよう要請した。 
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 一方、京都議定書第一約束期間の終了を待たずに、行動を開始するべきだという切迫感も募っ

ている。世界銀行は COP13 で森林炭素パートナーシップ基金（FCPF）を立ち上げ、各国の能力を

高め、プロジェクトレベルでのパイロット活動を支援することによって、森林減少からの排出削減の

ために、積極的なインセンティブをもたらす大規模な制度構築を試みようとしている。FCPF は永続

的に GHG を削減できる仕組みを実証・施行し、将来的に REDD へとつなげることを目指している。

FCPF は、（i）熱帯・亜熱帯の途上国約 20 ヵ国を対象に、各国が森林による炭素貯蔵量の測定や、

森林による炭素排出量の特定を行い、戦略を策定する支援を行う「準備メカニズム」（1 億 US ドル）

と、（ii）公的、私的なクレジットの購入を促進することにより、計測可能かつ実証可能な削減を達成

したいくつかの国々への支払をする「炭素基金メカニズム」（2億USドル）を提案している。この機関

の財源は 2007 年 12 月現在、1 億 6,500 万 US ドルに達している。 
 
 国レベルにおいても、REDD に向けた進捗は著しい。インドネシア森林省は、COP13 に先立って

インドネシア森林気候協会（IFCA）を立ち上げた。IFCA では、英国、オーストリア、ドイツと協力し

て、REDD の方法論と戦略を立案した。 
 
4.3. 未解決の問題 
 
 技術的・方法論的な課題や市場の問題は、解決にはほど遠く、REDD の下での排出削減が、追

加的で、計測可能、実証可能かつ長期的なものであるとされるまでには、まだかなりの進歩が必要

である。締約国は UNFCCC に対してさまざまな解決策を提案しているが、これは、REDD の基本的

な要素について考え方に大きな開きがあることを如実に物語っている。SBSTA-26ではREDDに関

する 22 件の個別の提案があり、SBSTA-27 では 13 件あった。REDD の設計は、信頼性があるばか

りでなく、すべての締約国が受け入れられるものでなくてはならない。今後も難しい交渉が続けられ

るであろう。特に論争になっている点は、REDD の財源、実施の規模、その対象範囲の 3 点であ

る。 
 
4.3.1. 取引するべきか、すべきでないか? 
 
 REDD の財源をどうするべきかという問題は、UNFCCC 締約国間で最も意見が分かれる問題で

ある。意見が分かれているのは、REDD による排出削減は取引できるものであるべきか、また、取引

できるとした場合には、排出量取引等とは別の市場で取引するべきか、という問題である。 
 
 市場ベースでない手法を探るREDDの提案では、以下のようなさまざまな財源が考えられている。

（i）政府からの政府開発援助（ODA）とNGOからの任意の拠出金、（ii）民間企業からの支援や寄付、

（iii）UNFCCCの下での新たな追加的財源、（iv）京都議定書の下で創設される基金（例：特別気候

変動基金、適応基金など）や地球環境ファシリティー（GEF）の信託基金、（v）炭素を含む商品やサ

ービスへの課税（SBSTA 2007）。各国のREDDの能力を育成するため、あるいはREDDパイロット

プロジェクトを実施するため、これらの資金を引き出すことは可能であろうが、代替的な土地利用に

よる機会費用に必要とされる莫大な金額をこれらの基金が提供できるとは思えない。スターン報告

によれば、土地利用変化によるCO2排出の70%を占める8ヵ国にとって、森林破壊抑止のための費

用は年間約50億USドルと概算されている（Stern 2006, 217）。Robledo and Masera（2007）は、不適

切な仮定をしたり、森林が有する全ての機能の評価をしなかったりすると、この概算は高くなりすぎ

ると指摘しているが、市場ベースでない手法がどのように必要な資金を提供するのかを予見するこ

とは困難である。森林保全と生物多様性のためのODA予算は大幅に減少しており（Khare et al, 
2005）、REDDの資金源として提案されているその他の基金は、気候変動への適応など、すでに他

の気候変動関連策のための資金となっている。 
 
 市場ベースの手法は、基金による手法に比べて、理論的には、REDDにより多くの資金を提供で

きるはずである。これまでに提案された仕組みには、以下のようなものがある。（i）炭素クレジットの

81



IGES 白書 

取引、（ii）プロジェクトベースのCDM、プログラム型CDM、セクターCDM、または以上を組み合わ

せたCDM、（iii）相対取引、（iv）生態系サービスに対する支払い、（v）炭素市場で取引される排出

削減ユニットに対する課税（SBSTA April 2007）。 
 
 しかし、市場ベースの手法を疑問視する有力な理由もある。第一に、新規植林・再植林 CDM の

場合と同様、方法論の不確実性の高さ、技術的な複雑さ、関連するリスクを理由に、投資家が

REDD を避ける可能性がある。第二に、REDD は各附属書 I 国にとって、自国の排出の削減努力

に対する阻害要因になる可能性がある。第三に、REDD のクレジットが他のクレジットと同じ市場で

取引される場合、森林炭素バランスの推定や永続性が不確実なために、炭素取引の整合性を損

ねる可能性がある。これらに対して、価格の上限や割引率を定めたり、REDD のクレジットを京都議

定書の下で生み出される他のクレジットから分離する二重市場の導入も、解決法として提案されて

いる。また、非永続性への対処方法として、新規植林・再植林 CDM プロジェクトに適用されている

ような、クレジットの一部を預金する、あるいはクレジット発行を期間限定的にすることも可能であ

る。 
 
 提案されているすべての資金調達メカニズムを検証することは、この白書ではできないが、全般

的にみれば、REDD を実行する能力を構築し、好ましいインセンティブを提供するという観点から、

基金ベースと市場ベースの財源の混合方式が最も現実的な選択肢となろう。各国が国レベルでの

REDD システム（管理・施行コスト）を構築する能力を確立するためには、基金ベースの資金が求め

られるが、移行を管理するためには、さらに先行的な資金提供が必要となる（Stern 2006）。REDD
を実施するための費用を賄うには、市場ベースの革新的な資金提供の仕組みが求められる。一方

で、森林に依存する人々の福利増進のために、市場ベースの仕組みには、持続可能な開発に対

する配慮も組み込むべきであり、価格のみに基づくものであってはならない。そのために、独立した

基準が重要な役割を果たすことになる。 
 
4.3.2. 国レベルの取り組みか、プロジェクトレベルの取り組みか 
 
 COP11 においてパプアニューギニアとコスタリカが行った提案は、間接的に「補償を伴う削減」に

言及しており、この概念への支持が高まっている。補償を伴う削減の特徴は、CDM と異なり、プロ

ジェクトレベルではなく、国レベルで実行されるという点であり、従って、その補償はプロジェクトの

提案者ではなく政府に与えることになる。世界銀行は FCPF を通じて、各国の会計制度と森林減

少・劣化からの排出削減の参照シナリオの構築に向けた国レベルの能力向上を図ろうと努力して

いる。国レベルの取り組みの場合、国又は国全体の森林システムが会計単位となるため、リーケー

ジを排除することはできないにしても、減少させることはできる。国際的なリーケージは、REDD へ

の参加国数を増やすことによって、減少させることができると考えられる。国レベルの取り組みにより、

ベースライン開発のコスト（すなわち、ベースラインは各プロジェクトのレベルではなく、国レベルで

のみ開発されなければならない）、モニタリングコスト、検証コストの削減が可能となる。 
 
 一方、プロジェクトレベルでの取り組みも魅力的であるが、森林減少率の高い国ほどベースライン

を構築するためのデータが不備で、ガバナンスが弱いといった問題がある。森林減少率の高い 10
ヵ国のうち、CO2排出量を試算するために必要な最低限のデータ量である 2 年間のデータがあるの

は、わずか 3 ヵ国のみである（Karousakis and Corfee-Morlot 2007）。プロジェクトレベルの取り組み

の場合はまた、IPCC ガイドラインに従った国レベルの GHG 調査を行う必要がなくなる。熱帯諸国

ではリーケージがおこる可能性が高く、多くの推計結果では、その確率は 50%を超えるとされてい

るが（同上）、プロジェクトレベルの場合、リーケージを効果的に監視し、対処することができるかどう

か検討する価値はある。世界銀行は、すでにコロンビア、マダガスカル、ホンジュラスにて、バイオ

炭素基金を使って、プロジェクトレベルの REDD のパイロット活動を実施している（World Bank 
2007）。こうした世界銀行のプロジェクトや他の REDD 関連プロジェクトは、貴重な教訓をもたらすと
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期待されている。この際に、リーケージを監視するために、コミュニティの協力を得ることができるか

どうかも、検討する必要がある。 
 
4.3.3. 森林減少のみ？ 森林減少と森林劣化？ それとも補償を伴う森林保全も加えるのか？ 
 
 締約国の中には「森林減少」のみを主張する国や、「森林減少と森林劣化」双方を主張する国、

また、「森林保全戦略によって森林減少率を低く保っている国々に報奨を与えるシステム」を主張

する国もある。森林劣化は、アジア太平洋地域において特に深刻な問題である。この地域では、伐

採業者が規則に従わないため、非持続可能な伐採をして、天然林の多くが著しく劣化している。地

球規模の気候変動枠組みに森林劣化を組み込むことになれば、幅広い締約国が参加できるように

なり、森林保全が気候変動緩和に果たす役割をより包括的に評価できるようになる。現行の京都議

定書の定義の問題点は、天然林を人工林に置き換えることを森林減少とは捉えない点である。森

林劣化を確認することによって、こうした土地利用の変化も把握できるようになり、森林減少と認識

される直前まで森林を劣化させている国々にとって REDD 導入の阻害要因を取り除くことができる。

このように、2013 年以降の気候変動枠組みに森林劣化を組み込むことに利点はあるが、今後、そ

の定義や方法論、モニタリング、そしてベースラインなどの主要な課題に直面することになるであろ

う（SBSTA 2007）。 
 
 インドは「補償を伴う森林保全」の概念に基づく提案を UNFCCC に提出した。この提案は、現行

の森林保全政策や対策によって「森林を維持・増加させている国々に補償を提供する」というもの

である（Government of India 2007）。これは「追加性」という条件を満たすことはできない。もっとも、

REDD が追加性の条件を必要とすべきかどうかについて、締約国の間で、いまだに合意に達して

いない。「補償を伴う森林保全」によって、さらに多くの途上国が気候変動枠組みへ参加するであ

ろうが、このメカニズムをさらに複雑なものにしてしまう可能性もある。森林減少率の低い国にとって

は、ITTO や FAO などの国際機関や地域機関を通して、森林管理のための技術及び資金援助を

増加させることに着目した方がよいであろう。 
 
5. コミュニティの REDD への参加能力と参加による便益 
 
 REDD に関する提案を検討してみると、REDD の基本的要素をめぐって意見の隔たりが大きいだ

けではなく、本章で取り上げてきた懸念に対して、UNFCCC 締約国がほとんど関心を持ってこなか

ったことがわかる。例えば、コミュニティが REDD に重要な役割を果たすと主張している提案は数え

るほどしかない。 
 
 REDD をめぐる議論は必然的に、方法論の厳しさに影響され、地域住民が森林へのアクセスや

利用を監視するという、よりコストが低く、社会的にも好ましい戦略に比べて、リモートセンシングな

どの科学技術に頼る解決策ばかりが追い求められる傾向があった。技術的な解決策は、エネルギ

ーなど他のセクターの緩和策には適しているが、コミュニティ、移民、森林管理当局、NGO、国内

外の企業といった、利害の対立するグループの主張に対処する必要がある天然林管理に対しては、

最も効果的な方法とはいえない。コミュニティは、必要な訓練さえ受ければ、現場でのフィールド調

査や森林インベントリーに参加することができる。地域住民の参加に対する報酬は、かなりの経済

的利益をもたらし、貧困の軽減にも役立つ。このような活動へのコミュニティの関与は、地域住民の

プロジェクトへの当事者意識を高めるとともに、非木材産物へのアクセスが保障されることにより、森

林資源の分配をめぐる紛争を軽減する。 
 
 気候変動緩和と持続可能な開発を実現するために、REDD のプロジェクトは、（i）貧困世帯の生

計が損なわれないようにすること、（ii）森林開発を制御すること、（iii）炭素貯蔵を計測し、報告する

ことを確約する仕組みであることが必要である。REDD が財政的にも魅力的であるためには、代替
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的な土地利用の費用と、管理・監視・報告制度を構築し、運営のための先行的・継続的なコストを

十分に賄える炭素価格が設定されなくてはならない。熱帯林の場合、費用は比較的低い。

ASB-Partnership for the Tropical Forest Margins の調査によれば、私的利用者は森林減少を起こ

す強い経済的合理性を持っているが、CO2 削減量に換算する（tCO2eq）とその経済的な利益は小

さかった（Swallow et al. 2007）。インドネシアの 3 つの州では、地域の 6～20%において、経済的収

益が 1US ドル/tCO2eq 未満で、64～94%では 5US ドル/tCO2eq 未満であった。焼畑が行われている

泥炭を多く含んだ土壌の場合には、0.10～0.20US ドル/tCO2eq という低さであった（同上）。IPCC の

試算では、森林による緩和策の半分は、20US ドル/tCO2eq 未満の費用しかかからない（Nabuurs et 
al. 2007）。しかし、費用は低いものの、新規植林・再植林の CDM の場合と同様、取引費用は高く

なるであろう。コミュニティが、森林管理や、炭素貯蔵の監視・報告に参加すれば、取引費用を減ら

し、経済発展の利点を最大化することができると考えられる。 
 
5.1. 森林へのアクセス及び森林の利用を管理・規制するコミュニティ 
 
 長年にわたって、森林管理当局は、コミュニティを森林減少の要因と見なし、彼らの森林へのアク

セスと森林の利用を規制すべきであると考えてきた。反対意見はあったものの、コミュニティに適切

なインセンティブと規制を加えながら、コミュニティを森林管理に参加させる方が、排他的なモデル

よりも森林保全を成功させることができるという考え方へと少しずつ変化してきた。今やコミュニティ

に根ざした森林管理は、多くの国の森林政策の中心的な存在になっている。途上国の森林の約

25%は、長期契約に基づいてコミュニティが所有し、管理している。コミュニティによる管理はここ 20
年の間に 2 倍になり、2050 年までには 40%に達する見込みである（Kaimowitz 2005）。ネパールで

は、人口の 35%がコミュニティの森林利用グループの構成員になっている。フィリピン政府は、500
万 ha の林地を長期賃貸契約の下でコミュニティに貸与し、インドでは 1,700 万人以上が共同森林

管理に参加している（Scheyvens et al. 2007）。 
 
 一般に、コミュニティによる森林プログラムの特徴としては、森林管理当局とコミュニティの間の共

同管理の取り決め、管理と利用権を定めた更新可能な長期賃貸契約、国とコミュニティの間での何

らかの形での利益の共有などが挙げられる。地域住民は、森林に立ち入り、森林からの産物を採

取する権利が法的に認められることにより便益を受ける一方で、住民自らが資源の持続可能な管

理を確約する自主規制が求められる。これまでのコミュニティ林業の経験からいえることは、コミュニ

ティは、（i）保有権の明確化によって、十分なインセンティブが与えられれば、持続可能な森林管

理を行い、（ii）森林へのアクセスや森林開拓の取り締まりに協力することが可能であるということで

ある（同上）。 
 
 この経験から、森林へのアクセスと搾取の規制にコミュニティの参加を促すという、決して技術的

でない解決策の方が、アジア太平洋地域の途上国には適していることがわかる。コミュニティは森

林管理からさまざまな利益を得ることができるため、コミュニティ林業モデルにとっては、炭素を貯蔵

する森林からの収益はそれほど高い必要はない。オランダ開発公社の資金提供を受けた調査・能

力構築プログラムである、「京都：Think Global, Act Local」の下で行われた 5 つのパイロットプロジ

ェクトにおいて、森林に依存するコミュニティが自らの森林の炭素貯蔵の時間的な変化の評価を実

施できるようになるための研修を行った。これらの 5 つのプロジェクトにより、2～4US ドル/tCO2eq と

いう低価格でも、コミュニティが評価に参加する上で十分なインセンティブとなることが明らかになっ

た（Murdiyarso and Skutsch 2006）。 
 
 このような炭素貯蔵のための追加的な収益によって、以前はコミュニティ管理にとってそれほど魅

力的ではなかった荒廃林を対象としたコミュニティ林業が可能となる。REDD のパイロット事業の対

象となる保護地域へのアクセスを制御する上でも、コミュニティは大きな役割を果たす。金銭的な報
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酬は、コミュニティのサービスに報い、生計代替手段を成立させる上で十分な額でなければならな

い。 
 
 一方、コミュニティ林業モデルには欠点があることも認識しておく必要がある。コミュニティに森林

資源を保護する責任を与えたが、十分な利用権やインセンティブが与えられなかったため、参加が

成功しなかった例は多い（Scheyvens et al. 2007）。また、コミュニティは必ずしも公平で、均質である

わけではなく、外部からの圧力をかわす能力がないことも多い。信頼と仲間からの圧力の上に構築

されたコミュニティグループは、一人がルールを破っただけでも弱体化する。このように、国レベル

での REDD の基本構想を立案する際には、コミュニティによる森林管理モデルの公式・非公式の

批判的評価を考慮した上で、REDD プロジェクトの実施にコミュニティを参加させるさまざまな選択

肢を明らかにする必要がある。 
 
5.2. コミュニティによる炭素貯蔵の監視と報告 
 

「京都：Think Global, Act Local」の 5 つのパイロットプロジェクトでは、地域住民が正規の教育を

ほとんど受ける機会に恵まれていない場合でも、バイオマスの成長と炭素貯蔵を計測し、監視する

能力を迅速かつ予算をかけずに養成できることがわかった。すべてのケーススタディーから、コミュ

ニティは数日間の研修で森林の地図を作成し、標準森林インベントリー法（standard forest 
inventory methods）で集められたデータを収集するために地理情報システム（GIS）と衛星利用測

位システム（GPS）を搭載した携帯端末を利用して、バイオマスの成長と炭素貯蔵を正確に測定す

る任務を果たせることが明らかになった（Murdiyarso and Skutsch 2006）。集められたデータは、炭

素貯蔵増加率を予測する基礎情報となる。 
 
 劣化した森林で REDD を実行する場合には、特にコミュニティが重要な役割を果たす。リモートセ

ンシングによって林冠の著しい減少は探知できるが、林冠の下にあるバイオマスの減少による劣化

は探知できない。コミュニティは地表レベルでベースラインの成長を正確に計測し、劣化森林の炭

素貯蔵も監視できる。さらに、コミュニティの REDD への参加には他の利点がある。それは、コミュニ

ティの構成員は一度研修を受ければ、専門家より安いコストで森林成長率を正確に測定できるとい

うことである（同上 122）。 
 
 コミュニティに基づいた森林管理とコミュニティ炭素貯蔵森林管理の経験から、（i）正規の教育レ

ベルが低いコミュニティでも、短期間の研修で、炭素貯蔵を計測・監視できるようになること、（ii）た

とえ低い市場価格であっても、炭素の経済的な評価は、コミュニティにとって貴重な追加収入を生

むことが明らかになった。 
 
6. マルチ・ステークホルダー・プロセスと独立基準の採用 
 
 REDD の実施に農村コミュニティを参加させることに加えて、REDD が社会経済的に悪影響を与

えないようにする仕組みを、パイロットプロジェクトを通じて模索しなければならない。世界銀行は、

森林炭素パートナーシップ基金（FCPF）の下で REDD 戦略は「地域住民や環境に害を与えないよ

うにし、もし可能であれば、…生計手段を向上させる」ものでなくてはならないとしている（World 
Bank 2007）が、これらの戦略の立案は、政府の手のみに委ねられてはならない。多くの利害関係

者が参画できる仕組み（マルチ・ステークホルダー・プロセス）と、公式に認可された第三者機関に

よる森林管理の評価を行うための独立基準の活用は、社会的、環境的、経済的に望ましい成果を

もたらすための強力な仕組みとなり得る。 
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6.1. マルチ・ステークホルダー・プロセス 
 
 ここ数年、森林管理のためにマルチ・ステークホルダー・プロセスを適用しようという動きが盛んに

なってきた。これは、政府による中央集権的・排他的な管理構造の下での、持続可能な森林管理

が大きく失敗してきたということに加えて、森林管理に他の関係者も参加させれば、（i）森林権に関

して公平な利益の配分ができる、（ii）チェックとバランスの機能を発揮できる、（iii）森林管理に新し

い技能と知識を導入できるということが、徐々に認識され始めたことを示している。アジア太平洋地

域にはさまざまなマルチ・ステークホルダーによる森林管理プロセスがあるが、これらはREDDに重

要な教訓を与えている。 
 
 例えば、英国とインドネシアは、2002年に、マルチ・ステークホルダー・プロセスに従って違法伐

採の実践的定義を採用することを明記した覚書に調印し、その年にインドネシアで木材製品の合

法性に関する基準が設定された。その定義や基準の目的は、木材の購買者が合法な木材製品か

違法な木材製品かを、より簡単に見分けられるようにすることである。この場合のマルチ・ステークホ

ルダー・プロセスでは、NGOが参加し、地域内や国内での協議や、基準についてのフィールド調

査を行った。このプロセスは時間を要し、困難も伴ったが、土地保有権と利用権の条項、社会的・

環境的な影響、コミュニティの関係、労働者の権利など、幅広い事柄に適用することができるという

長所がもたらされた。この事例から、マルチ・ステークホルダー・プロセスによって国のREDD基本

構想を立案し、REDDのための森林を選択・管理すれば、より多くのステークホルダーの賛同を集

め、政府が完全に管理するよりも、さらに幅広く持続可能な開発に沿った森林管理を実践できるこ

とが明らかになった。 
 
6.2. 森林管理の指針となる独立基準 
 
 独立した基準が利用されている事例として、林業部門における森林認証がある。これは、的確な

管理の行われている森林からの木材製品を差別化するために、森林管理基準を、トレーサビリティ

（遡及性）や製品ラベリングと組み合わせたものである。当初、この基準の賛同者達は、主に熱帯

諸国の森林減少率の高さを憂慮していたが、森林認証の基準はその後さらに拡充し、先住民や森

林に依存するコミュニティの権利などの社会的基準も含むようになり、雇用の創出や、最低限の生

計手段の確保を通して、持続的な貧困の撲滅に役立つ可能性も出てきた。また、気候変動緩和に

着目した土地の管理のための独立した基準も開発されている。これらの基準を適用することは、

REDD のプロジェクトが、森林に依存するコミュニティの権利と生計手段に必ず十分な配慮を払うよ

うにするための一つの方法となり得る（Box 4.4）。 
 
Box 4.4. 炭素貯蔵林業プロジェクトのための独立基準 
気候、コミュニティ、生物多様性（CCB）プロジェクト策定基準 
 地域に根ざした気候変動緩和プロジェクトのための独立基準であるCCB基準には、（i）気候変動への対処、地域

のコミュニティ支援、生物多様性の保全を同時に行うプロジェクトを特定する、（ii）プロジェクト設計における卓越性

と革新性を促進する、（iii）投資家のリスクを軽減し、プロジェクト開発者の資金調達の機会を増やす、という目的が

ある。CCB基準には、プロジェクトが必ず、「気候変動を緩和し、生物多様性を保全し、地域のコミュニティの社会経

済的条件を改善させる」ようにするための15の主要な基準が含まれている。独立した第三者の監査役が、プロジェク

トが基準に合致しているかどうかを認証する。 
 
炭素固定基準（CarbonFix Standard） 
 炭素固定基準は、ドイツのNGO「カーボンフィックス」が、最近公表した独立基準である。この基準は、植林にのみ

適用され、プロジェクト・マネージャーに早い時点で報奨金を支給する「炭素の将来」（carbon futures）の交付を提案

している。この基準には、（i）プロジェクト開発者が、CO2排出権の販売を通じて、植林プロジェクトの資金を用意でき

るようにする、（ii）好ましい社会的・経済的・環境的影響のあるプロジェクトから、これらの権利が生じるようにする、と

いう目的がある。 
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 森林管理協議会（FSC）、または、UNFCCCに指名された運営機関の検査官が森林管理の評価を行う。2,000haを

超えるプロジェクトの場合、この基準は、FSCによる森林管理基準の社会経済的な必須条件を適用することを定め

ている。2,000ha未満のプロジェクトの場合は、地方政府当局及び社会セクターで活動する、国に登録されたNGO
の署名が必須であるが、この場合、地方政府当局及びNGOは、そのプロジェクトが国内の社会法を遵守しており、

地域のコミュニティに社会経済的な利益をもたらすということを確認できることが前提であり、その上で、その旨を記

載した文書に署名することになる。さらに、プロジェクト・マネージャーは、そのプロジェクトに対するいかなる意見も

直接カーボンフィックスに送れば受け付けるということを、地域のコミュニティに十分説明しなくてはならない。 
出典: http://www.climate-standards.org; http://www.carbonfix.info 
 
 ここで議論している独立基準は、社会的問題に関わるプロジェクト情報の評価をより中立的に行

えるため、CDM の新規植林・再植林プロジェクトの社会的影響に対処する様式や手順よりも優れ

ている。2,000ha を超えるプロジェクトの CCB プロジェクト策定基準と炭素固定基準は、森林管理の

基準として FSC の社会経済的原則の適用を求めているが、併せて、社会経済的影響の評価の指

針となる基準も提示している。 
 
 これらの基準は、REDD を通じて持続可能な開発を促進する可能性があるが、その適用はあくま

でも任意であり、市場の需要に左右される。森林認証も同様に、市場ベースの任意の手段である

が、森林認証の短い歴史を振り返ることによって、重要な教訓を得ることができる。森林認証は

1990 年代前半に始まり、2006 年には、世界の森林面積の 7%に相当する 2 億 7,000 万 ha が認証

を受けている（UNECE/FAO 2006）。しかし、認証された森林の総面積のうち、途上国にあるのはわ

ずか 8%のみである（Fischer et al. 2005, 13）。特に熱帯の途上国では、持続可能な森林管理の認

証を進めるに当たって、（i）天然湿性熱帯林が生態学的に複雑であること、（ii）保有権が不透明、

あるいは、保有権をめぐって紛争が起こっていること、（iii）現行の管理慣行と認証基準の間の隔た

りが大きいこと、（iv）森林管理能力が低いこと、（v）政策支援が欠如していること、（vi）価格プレミア

ム（認証を受けたことによる価格の上昇分）が不確実であること、（vii）基準に柔軟性がないこと

（Fischer et al. 2005, 14, 15; Durst et al. 2005, 4-6）、などの課題がある。 
 
 森林認証は、消費者の意識が低いために、需要の制約も受ける。認証材や林産品の市場は、そ

れぞれの国、あるいは産物によって、市場の思惑に違いがあるものの、拡大しつつある（Oliver、
2005 年）。認証にかかるコストを相殺する十分な価格プレミアムが生じるという予測は、まだ見られ

ない。多数の競合する森林認証制度が現れていることも、基準の統一性を欠き、市場がさらに発展

する上での妨げとなっている。 
 
 森林認証の経験からわかったことは、世界規模の REDD の制度には、FSC の認証モデルと同様、

参加国の個別の状況に応じてプロジェクトを運営するための包括的かつ一般的な基準を設定する

ことが理想的であるということである。炭素プレミアム価格を通して、このような基準を受け入れる市

場が形成されるであろう。しかし、このような方策は、UNFCCC 締約国の間で賛成を得られそうには

ない。それは実行が難しく、国の主権を侵害すると受けとめられかねないからである。基準が任意

で、市場ベースでなければならないとすると、次善の策としては、REDD を通じて炭素クレジットを

取得する各国政府は、持続可能な森林管理のための信頼に足る基準を適用しているプロジェクト

からのみ炭素クレジットを購入するということが考えられる。 
 
7. 結論と提言 
 
7.1. 主旨 
 
 ほとんどの炭素クレジットを REDD から獲得する森林の豊かな国々では、森林ガバナンスが脆弱

であることが多い。すなわち、大手企業や、政府、軍部などの有力者層が森林資源の割り当てと森

林開発からの利益の分配に過度の影響力を持っている。森林の中や周辺に住む人々の多くは、
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政策決定プロセスから取り残され、合法・違法に関わらず、生計手段の侵害や貧困という形で、開

発の影響を受けている。彼らは生きていくために、森林を開墾して農地にするなどの違法な森林活

動を行わざるを得ない状況にある。 
 
 REDD のリスクには以下のようなものがある。第一に、地域住民に生計代替手段を提供することな

しに、森林へのアクセスを禁じるということである。これによって、地域住民はさらに貧困になり、森

林に関連する犯罪が増加し、紛争の拡大につながり、その結果、REDD プロジェクトの実行可能性

が脅かされる。第二に、既に森林開発から不当に多額の利益を得ている有力者に、さらに資源と

利益が流れ込む。第三に、森林炭素バランス、リーケージ、永続性、追加性の概算が不確実なた

めに、排出量取引が完全な形で行われないということである。これらのリスクにもかかわらず、大規

模で国際的な資金の移転を期待して、森林が豊かで、森林減少率の高い途上国は、国の REDD
の制度構築とプロジェクトレベルでのパイロット活動を早急に開始しようとしている。真の熱帯林保

全のためにも、危機感をもって取り組む必要があるが、同時に、慎重さも必要とする。森林保全の

ための大規模で国際的な資金移動はすでに始まっているが、森林減少率の抑制にはあまり効果

を発揮していない。森林保全に必要であるものは、資金だけではない。権限と意欲のある行政機

関と国民の支持が必要なのである（Nabuurs et al. 2007）。REDD の制度が周到に設計されれば、

GHG 排出削減に役立つだけでなく、森林ガバナンスを改革し、地方の貧困を撲滅することにもつ

ながるであろう。 
 
 REDD は気候変動緩和と持続可能な開発という目的を組み合わせるべきであるという提案に基

づき、次のような結論が導き出される。 
 
（i）REDD を、リオ森林原則でも述べられているように、現在と未来の世代の社会的、経済的、環境

生態学的、文化的、精神的ニーズに応えられるように、持続可能な森林管理のより幅広い検討課

題の中に位置づけるべきである。 
（ii）国の REDD の能力開発の一環として、現行の森林保有権制度の安全性と公平性を見直し、必

要であれば改革するべきである。 
（iii）REDD のパイロット事業の実証活動では、地域のコミュニティが、REDD プロジェクトに指定さ

れた森林のアクセスと利用を取り締まるとともに、炭素貯蔵を計測し、監視する能力を養成する方

策を探るべきである。 
（iv）REDD のパイロット事業の実証活動では、政府とコミュニティの間で、また、コミュニティ内部で、

公平に利益を分配するよう留意しながら、コミュニティ森林管理モデルに炭素貯蔵に着目した林業

を導入するべきである。 
（v）政府が単独で実施するのではなく、国内のマルチ・ステークホルダー・プロセスによって国の

REDD 基本構想を共同で策定し、どの森林を REDD プロジェクトに指定するかを決定すべきであ

る。 
（vi）REDD パイロット事業は、森林管理の経済的、社会的、環境的影響を監査するために、独立し

た基準の開発を促進し、その基準を使用するべきである。 
 
7.2. 今後の研究課題 
 
 本章で提言しているこの分野の研究課題は、実に幅広い。コミュニティが REDD を目的とした森

林保護、炭素貯蔵の監視に参加する費用を概算するためにはさらなる調査が必要である。この調

査では、コミュニティに責任を割り当て、リモートセンシングなどの技術を採用するための最適な方

法を十分に検討する必要がある。Nepstad et al. （2007）は、ブラジルのアマゾン地域において、

REDD の下で「森林を管理する世帯」（先住民グループ、ゴムの樹液採取労働者などの森林居住

者たち）に支払う補償として年 1 億 8,000 万 US ドル、そして彼らが森林パトロールを行うために

1,300 万 US ドルが必要であると試算している。アジア太平洋地域の特定の森林で、REDD にコミュ
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ニティを参加させるためのコストを見積り、その参加によるコストと利益を、他の取り組みを行った場

合にかかるコスト及び利益と比較するためには、さらに詳細な調査が必要である。コミュニティが、

森林の監視と管理、並びに炭素貯蔵の計測と監視という形でREDDに参加する能力を養成する取

り組みを探るために、さらなる実地研究も求められる。 
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注 
 
1 二酸化炭素は、森林減少からの GHG としては、最も深刻なものである。それに次いで深刻なメタン、一酸化炭素

の排出量は、二酸化炭素よりはるかに少ない。 
2 この章では、森林に依存する人々を、森林の近く、または森林の中に居住し、必要最低限の生活や、現金収入

を得るための生計手段を、かなりの程度まで森林資源の利用に頼っている人々と定義する。 
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第 5 章  アジアにおけるバイオ燃料の見通しと課題： 

政策への影響 
 
 
1. はじめに 
 
 化石燃料の代替燃料としてバイオ燃料が世界の注目を集めている。20 世紀における世界的な産

業発展は、化石燃料を急速に枯渇させ、代替燃料の必要性を高めた。ある多国籍石油会社によ

れば、現在のペースで石油の採掘・利用を続けた場合、世界の石油埋蔵量は 40.5 年で枯渇する

という（Beyond Petroleum 2007）。ここ数年、多くの国が野心的なバイオ燃料推進政策を導入してき

ているが、政府にとって、バイオ燃料は以下の課題に取り組む上で効果的と考えられている。 
（ⅰ） エネルギー安全保障 
（ⅱ） 経済発展と貧困削減 
（ⅲ） 環境、特に温室効果ガス（GHG）排出量と大気汚染の低減 
バイオ燃料は、日本などの国連気候変動枠組条約（UNFCCC）附属書 I 国の場合、京都議定書の

GHG 排出量削減目標達成に寄与する。途上国側では主に、輸入燃料依存度の軽減（外貨節約）

や農村開発と貧困削減に関心が集まっている。バイオ燃料には、エネルギー安全保障、経済発展、

環境保護を同時に達成できるという、いわば「ウィン・ウィン・ウィン」の解決をもたらすという期待が

ある。 
 
 しかし、バイオ燃料が持続可能な方法で生産されなければ、その急速な普及は逆効果にもなりう

る1。すなわち、バイオ燃料は環境・社会問題を解決するどころか、それらを悪化することにもなりか

ねないという懸念が広がっている。これまでにも、バイオ燃料が食糧の安全保障を弱体化する

（Graham-Harrison 2005）、水不足を引き起こす（France-Presse 2007）、水質汚染を悪化させる

（Engelhaupt 2007）、GHG 排出量を増加させる（Searchinger et al. 2008）、生物多様性に悪影響を

与える（Pearce 2005）等の警鐘が、メディアを通じて広く報告されている。また、バイオ燃料の生産

には、生産されたエネルギー以上のエネルギーが投入されるのではないか（Lang 2005）、あるいは

バイオ燃料の生産と利用は、GHG 排出量を逆に増やすのではないかという疑問に対しても、明快

な解答は出ていない。したがって、バイオ燃料は、持続的開発という目標と矛盾する危険性をはら

んだ気候変動対策の一例と言うことができる。 
 
 現在、バイオ燃料には、補助金、関税、燃料混合の義務化など、市場に出回るために政府の支

援策が導入されている。つまり、バイオ燃料から期待される効果のために、政府あるいは消費者、

またはその両者がかなりの割増料を負担している。高価なバイオ燃料の推進政策が、どの程度ま

で期待された効果を実現できるのかは不明であるが、もしその効果が期待できないのであれば、バ

イオ燃料推進策に多額の資金を費やすことにはあまり意味がないことになる。例えば、バイオ燃料

が普及した結果、熱帯雨林の破壊や貧困層の生活水準の悪化を助長することになれば悲劇であ

る。しかし、期待以上の効果が得られるのであれば、さらに多額の資金を投入する意義があること

になる。 
 
 バイオ燃料推進政策が進められた初期の段階においては、多くの国で、バイオ燃料に対するエ

ネルギー安全保障や経済発展、短期的な経済効果への期待が重視されたため、土地利用の変化

や食糧安全保障への影響などの環境面への影響や潜在的な副作用は十分に考慮に入れられて

いなかった。 
 
 また、アジアに着目したバイオ燃料に関する研究は数少ない。本章では、特にアジアにおけるバ

イオ燃料の可能性に関する研究の現状について分析と検討を行い、政策提言を行うことを趣旨と
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する。以下、セクション 2 では、各種バイオ燃料を化石燃料と比較した場合の相対的な長所と短所

について、環境・経済基準に基づく分析結果について述べ、セクション 3 では、アジアの主要数ヵ

国におけるバイオ燃料の生産・消費・貿易の現在の傾向について分析を行った。セクション 4 では、

既存のバイオ燃料政策について分析を行い、最後にセクション 5 において、政策提言を行った。 
 
2. バイオ燃料の可能性：有望なのか危険なのか 
 
Box 5.1. バイオ燃料とは何か 
バイオ燃料とは、植物や有機廃棄物などのバイオマスに由来する燃料を指す総称である。 
第一世代バイオ燃料は、従来の技術を使い、農作物原料、植物油、動物性脂肪から生産される。以下のものが、

商業的に最も一般に生産されている。 
 バイオエタノール：ガソリンと混合して使われ、砂糖またはデンプンを発酵させて生産する。原料としては、サトウ

キビ、トウモロコシ、小麦、テンサイなどがある。 
 バイオディーゼル：ディーゼル油と混合して使われ、植物油または動物性脂肪から生産される。原料としては、ヤ

シ、ジャトロファ、ココナッツ、大豆から抽出される油がある。 
第二世代バイオ燃料は、食糧以外の原料から作られ、植物と木質系の廃棄物（セルロース系バイオ燃料と呼ばれ

る）、微細藻類、または現時点で実験段階のもの含む。 
 
 バイオ燃料（Box 5.1）の利用が、GHG 排出量削減やその他の環境目標、貧困削減、農村開発、

エネルギー安全保障に対し、どの程度効果があるかについては諸説がある。バイオ燃料は化石燃

料よりも高価であるので、コストに見合うだけの便益があるのか、あるいはその便益は実現するのか

という疑問に答えることは重要である。また、食糧と燃料の競合、生産に必要な資源の利用可能量、

生産に必要なエネルギー投入量についても懸念がある。本セクションでは、アジア地域における第

一世代バイオ燃料生産に関する重要な問題について取り上げる。 
 
2.1. 環境への影響 
 
 バイオ燃料はさまざまな形で環境に影響を及ぼすことが考えられ、環境に対するバイオ燃料の真

の影響を特定することは、依然として困難な課題である。ライフサイクルアセスメント（LCA）2を用い

た研究では、バイオ燃料の GHG 排出量削減の効果や燃料生産に要するエネルギーと産出された

エネルギーとの収支について評価している（表 5.1 と 5.2）。これらの評価では、結果のみならずアセ

スメントの設計自体にもかなりのバラつきがある（International Energy Agency 2004）。アセスメントの

対象範囲（どの要素をライフサイクルに含めるのか）、あるいは副産物をアセスメントに含めるか否

か、生産方法に関する仮定などの点で、研究によって違いがある。 
 
 LCA 研究によれば、全体としては、第一世代バイオ燃料には、化石燃料よりも、理論上 GHG 排

出量削減にかなりの効果が期待でき（表 5.1）、エネルギー純生産性が高いことが示されている（表

5.2）。GHG 排出量削減能力が最も高いのは、ブラジルでサトウキビから作られるエタノールと、ジャ

トロファから作られるバイオディーゼルである。LCA 研究によれば、砂糖を原料とするバイオ燃料の

方が、デンプンを原料とするトウモロコシなどよりも、GHG 排出量が少ない点で優れている

（Blottnitz and Curran 2007）。 
 
表 5.1. GHG 排出量削減に関する原料の比較 

燃料 国 CO2（削減率%） 出典 
トウモロコシ由来エタノール 米国 2（E10）から 

23（E85） 
（Wang 2005） 

トウモロコシ由来エタノール 米国 -30 International Energy Agency （2004）に引用

された（Pimentel 2001） 
キャッサバ タイ 63 （Nguyen et al. 2007） 
サトウキビ ブラジル 80 （International Energy Agency 2004） 
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 ドイツのエネルギー環境研究所は、すべての作物由来のバイオ燃料が、環境への影響面で、化石

燃料よりも優れていると結論づけた（Quirin et al. 2004）。さらに、次のような結論が導かれている。 
 
（i） エチルターシャリーブチルエーテル（ETBE）3は、バイオエタノールよりも優れている。 
（ii） バイオエタノールの中では、サトウキビ由来のものが最も優れている。 
（iii） ナタネ由来のバイオディーゼルは、純粋なナタネ油よりも優れている4。 
（iv） バイオエタノールとバイオディーゼルの比較結果は、使用する原料に左右される。 
国際エネルギー機関（IEA）がブラジル、EU、米国におけるバイオ燃料の環境への影響について

行った調査では、バイオ燃料により、かなりの GHG 排出削減が可能という報告を行っており

（International Energy Agency 2004）、バイオエタノールとバイオディーゼルの両方で、GHG の純削

減が可能であるとしている。 
 
表 5.2. 原料別のエネルギー収支（NEV）5の比較 

 
 しかし、バイオ燃料が、環境に対して悪影響をもたらし、エネルギー収支がマイナスになるという

研究報告もあり（Pimentel 2002）、議論を引き起こしている。この報告に対し、全米バイオディーゼ

ル委員会（National Biodiesel Board）は、Pimentel の研究の欠点として、背景情報が不足している

こと、バイオ燃料生産へのエネルギー投入量に関するデータが古いこと、農業労働力を化石エネ

ルギーと同等に見なすという誤りを犯していること、エタノール生産で生じる副産物を無視している

こと、トウモロコシ生産手段に対する認識が不正確であること、を挙げている（National Biodiesel 
Board 2005）。また、GHG 削減が期待できるという報告がある一方で、バイオ燃料はその生産過程

で、熱帯林の農地への転換等の土地利用の変化を通じて大量の二酸化炭素（CO2）が放出され、

大気・水質の汚染を悪化させ、生物多様性を劣化させることから、化石燃料よりも環境に対して悪

影響を及ぼすという報告もある（Zah et al. 2007）。 
 
 バイオ燃料に関する LCA においては、GHG の削減効果が、生産方法、バイオ燃料の原料生産地と

精製所との距離、作物収量など、様々な要因が関係することから、結果にはかなりのバラつきが出てく

ると考えられる。作物収量は、さらに土壌の質、水源、施肥、天候などの要因に左右され、GHG 削減の

効果は、例えば同国の同農地に作付けした作物でも、年ごとの天候により変動することもある。 
 
 多くの LCA 研究は、生産方法が異なるアジア以外の国で収集したデータに基づいている、ある

いは理想的な条件を仮定した値に基づいて算出されているため、アジアの状況にはあてはまらな

い可能性がある。バイオ燃料の環境に対する影響やエネルギー収支は、栽培技術、燃料精製技

術、原料などのさまざまな要因に依存するため、アジアにおけるバイオ燃料の実際の効用は、既存

の研究で示された値よりも良い可能性もあれば、悪い可能性もある。 

パーム油 マレーシア 60 （Zutphen 2007） 
ジャトロファ インド 80 （Hooda and Rawat 2006） 
ココナッツ フィリピン 60 （Pascual and Tan 2004） 

原料 国 NEV 
（百万 J/ リットル）

出典 

トウモロコシ 米国 5.89 （Shapouri et al. 2002） 
トウモロコシ 米国 -6.17 （Pimentel 2003） 
キャッサバ 中国 15.14 （Hu et al. 2004） 
キャッサバ タイ 22.38 （Nguyen et al. 2007） 
サトウキビ ブラジル 41.34 （Macedo et al. 2004） 
パーム油 マレーシア 37.45 （Zutphen 2007） 
ジャトロファ タイ 3.82 （Prueksakorn and Gheewala 2006） 
ジャトロファ インド 5.26 （Tobin 2005） 
ココナッツ フィリピン 31.72 （Tan et al. 2004） 
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 一方で、多くの途上国では、作物生産へのエネルギー、肥料などの投入が少ないため、これに

該当するアジアの一部の地域では、バイオ燃料からの GHG 排出量が低くなる可能性がある。トウ

モロコシへの平均施肥量は１ヘクタール当たり、北米が 257 kg、西ヨーロッパが 276 kg であるのに

対し、アジアではわずか 117 kg である。ただし、アジアでも日本などの一部の国では、一人当たり

の施肥量がこの地域の途上国よりもはるかに多いため、平均値をもって論じることは誤解を与えか

ねない（Food and Agricultural Organization 2006）。農家のエネルギー使用量を比較すると、米国

では、化石燃料（ガソリンとディーゼル）が農業活動におけるエネルギー使用総量の 75%を占める

のに対し（Brown and Neal 2005）、アジアの途上国では、農業活動のエネルギーのほとんどが、い

まだに家畜動力と人力であり、電力とディーゼルがそれに次いでいる（Makhijani 1990）。 
 
 他方、アジアにおいては、バイオ燃料の生産過程におけるエネルギーの利用効率がはるかに低

いことから、バイオ燃料からの GHG 排出量が逆に高くなる可能性もある。例えば、インドでは、トウ

モロコシ生産においてトウモロコシ 1 トン当たり 4,653 MJ（百万ジュール）のエネルギーを使うのに対

し（Ali 2006）、米国は 1 トン当たり 4,168 MJ（Pimentel 2003）または 2,068 MJ（Shapouri et al.2002）

である。また、家畜動力からの GHG 排出量は算出されておらず、バイオ燃料の原料輸送インフラ

が、アジア以外の国々の方がより効率的である可能性もある。このため、アジアの実情に合った

LCA 研究が急務となっている。 
 
 ほとんどの LCA 研究が対応していない重要な要素の１つとして、バイオ燃料作物栽培の拡大に

よる土地利用形態の変化に与える影響があり、特に熱帯雨林の消失と、湿地や泥炭地の耕作地

への転換が挙げられる。このことから、これまでの LCA 研究は、バイオ燃料からの GHG 排出量の

算出を大幅に過小評価している可能性がある。土地利用形態の変化に着目したある最近の研究

によれば、土地利用形態の変化を考慮に入れた場合、バイオ燃料からの GHG 排出量は化石燃料

より 50%も高くなるとしている（Searchinger et al. 2008）。Pimentel et al.（2007）は、気候変動に関す

る政府間パネル（IPCC）に宛てた書簡の中で、バイオ燃料作物の作付けは、肥沃な土地を農業活

動から奪い、森林伐採と GHG 排出につながる土地利用形態の変化を引き起こすことから、小規模

であっても、非持続的であると指摘している（Pimentel et al. 2007）。熱帯雨林の破壊による GHG 排

出量の増加量は、熱帯雨林をバイオ燃料作物に転換することで回避される GHG 排出量を大幅に

上回るという点で、意見が一致しつつある（Fargione et al.2008）。また、東南アジアの泥炭地は約

420 億 t 近くの炭素を蓄積していると推定され、パーム油生産に転換されると、それが大気中へ放

出される可能性も考えられる（Hooijer et al.2006）。このため、熱帯雨林と泥炭地のバイオ燃料生産

への転換を防ぐことは、重要な優先課題の一つである。 
 
 また、バイオ燃料生産は、生物多様性及び大気と水資源の質へ影響を及ぼす可能性がある。

LCA 分析は、このような影響に対しては、エネルギー収支や GHG 排出量に関する研究ほど十分

に行われていない。バイオ燃料作物の大規模単一栽培は、特に広範な熱帯雨林の破壊を伴う場

合、明らかに生物多様性を脅かす（Bergsma et al. 2006）。したがって、生物多様性と GHG 排出量

削減の間には、複雑なトレードオフが存在する可能性がある。また、大規模バイオ燃料生産によっ

て、原料作物の生産に使われる化学肥料の使用増加と燃料生産工場からの排水が、水質への悪

影響を及ぼすことも考えられる。 
 
 これまでの LCA 研究に対しては、政策または経済への影響を明確に考慮していないという批判

があった。それは、こうした研究では、基本的に、既存の生産活動が、きわめて狭義に定義された

活動に置き換わると仮定しているからである（Delucchi 2003）。また、ライフサイクルの異なった段階

における影響は、さまざまな政策や経済条件に左右されると考えられる。これらの影響は、国によっ

てあるいは時間の経過につれて異なり、同じ国内でも異なる可能性がある。そこで、分析の対象と

なる時間の幅が広く、あらゆる輸送手段、自動車動力伝達装置のタイプ、燃料、原料、燃料を使用

する自動車のライフサイクル、各燃料が利用されるインフラの状態、さらには、価格設定政策などの
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間接的な効果を有する政策の影響、等を考慮した包括的な LCA 研究が必要となっている。また、

LCA 研究では、バイオ燃料作物栽培を原因とする熱帯雨林の伐採、土地利用形態の変化などの

要因も対象とし、生物多様性の損失などの起こりうる環境問題のコストを考慮すべきである。 
 
2.2. 食糧と燃料の競合、資源利用可能性 
 
 たとえバイオ燃料が GHG 排出の大幅な削減に役立つと仮定したとしても、食料価格の高騰―食

糧と燃料の競合―が生じるとすれば、バイオ燃料の正当化は難しい。土地利用と食用作物生産が

バイオ燃料生産に切り替わった場合、食料価格の上昇につながる可能性があり（Msangi et al.2006, 
Food and Agricultural Policy Research Institute 2005, Rajagopal and Zilberman 2007）、人口増加や

悪天候など、食料価格の上昇をきたす他の要因が重なった場合は特にそうである。食糧と燃料の競

合は既に起きているとも考えられ、その要因に、食用作物からバイオ燃料作物への転換がある6。現

在のトウモロコシ、キャッサバ、サトウキビの価格上昇は、多数の国で増大する燃料需要を、バイオ

燃料で対応しようとした場合に何が起きるかを如実に示している。米国では、2002 年以来、トウモロ

コシの価格が 42%上昇し、2006 年には 1 トン当たり 139 ドルの最高値を記録した（United States 
Department of Agriculture 2007）。サトウキビから作る砂糖とエタノールの世界最大の生産国である

ブラジルでは、砂糖の価格が１トン当たり 2004 年の 125 ドルから 2006 年の 506 ドルへと、何と 303%
も上昇した（Center for Advanced Studies on Applied Economics 2007）。これらの変化は主に、トウ

モロコシその他の食糧からバイオ燃料生産への転換が原因とされ、サトウキビの 50%はエタノール

生産に回されている（Schmitz et al.2003）。国際食糧政策研究所（IFPRI）では、世界的なバイオ燃

料の普及計画により、トウモロコシの価格は 26%、油糧種子の価格は 18%とさらに上昇すると予測

している（Braun 2007）。大幅なバイオ燃料生産を仮定したシナリオでは、価格がトウモロコシでは

72%、油糧種子では 44%も上昇する可能性がある。世界のパーム油価格についても、同じような上

昇が予測されている（Bhardwaj 2007）。また、主食の価格が 1%上昇するごとに、貧困層の消費は

0.75 ポイント減少すると推定される（Regmi 2001）。物価上昇が原因により食糧消費量が減るとすれ

ば、飢餓が激増する可能性があり、世界の貧困と飢餓を軽減することを意図する持続可能な開発

の原則に矛盾する。 
 
 食糧と燃料の競合の懸念により、バイオ燃料作物の生産は、限界耕作地や荒廃地、食用作物栽

培に向かない土地でも成育する作物の生産に関心が向けられ、食糧安全保障に対する脅威の回

避が図られている。その結果、アジアの多くの国で、荒廃地で生育でき、栽培にあまり水を必要とし

ないジャトロファに注目が集まっている。しかしながら、ジャトロファは植物体維持には大量の水を

必要としないものの、種子と油の収量を上げるためには水と肥料を必要とする。さらに、ジャトロファ

は肥沃な土地では生育が良くなるため、ジャトロファの栽培を荒廃地だけに制限することが難しい

のではないかという懸念がある。しかし、ジャトロファの生産性が低いため、今のところ、補助金その

他の政策支援なしには、より肥沃な土地での栽培を促す誘因はあまりない。また、人口増大に直面

するアジア諸国において、利用可能な限界耕作地や荒廃地が、実際にどの程度まで未利用のま

まなのかという疑問もある。またそのような土地は、貧しい人たちが正規の借地権を持たずに、自給

用の作物栽培や放牧のために利用している場合があり、土地をジャトロファのプランテーションのよ

うな商業用途に転換すれば、土地のない貧困層をさらに苦境に立たせることになりかねない。 
 
 最後に、第一世代バイオ燃料について、単に食糧と燃料の競合を回避する手段として、非食用

作物からの生産に限ればよいという考え方は、かならずしも説得力を持つとは言えない。もしもジャ

トロファのような非食用燃料作物の巨大市場が成長すれば、その栽培を荒廃地に限定することは

不可能になるものと考えられ、栽培はより肥沃な土地にも拡大し、食用作物生産を圧迫し駆逐する

可能性がある。より肥沃な耕地で栽培し、収量を大幅に改善することにより、原価を引き下げて利

潤を引き上げようとする強い圧力が生じるからである。 

97



IGES 白書 

 世界のエネルギー需要量を満たす上で、バイオ燃料の実質的な貢献度はごくわずかである（表

5.3）。たとえ主な食用作物を栽培する世界のすべての土地をバイオ燃料生産に仕向けたとしても、

必要とされる化石燃料の総量の約 57%しか満たせない（Rajagopal et al.2007）。したがって、各国

はエネルギー政策の中で、その他のエネルギー源の確保がどうしても必要になってくる。 
 
表 5.3. 主な穀物・糖作物由来エタノールの供給可能性 

出典：Rajagopal et al.（2007） 
 
 バイオ燃料の生産には、これまで以上に多くの土地、水、肥料が必要になる。しかしアジアで、特

に食糧と燃料の競合を抑えようとすれば、バイオ燃料の大規模な生産に十分な土地、水、その他

の資源が存在しないかもしれない。アジアの多くの地域が、すでに深刻な土地と水の不足に苦しん

でおり、その原因として、土地や水の別の用途をめぐる紛争がある可能性がある（Fritsche et al. 
2006, Bergsma et al. 2006）。またアジアの国々の中には、バイオ燃料生産に対して豊富な労働力

を持つ国があるが、労働集約的生産方法が、その国の状態によっては、最も経済効率が良い方法

とは限らない。 
 
 よく見落とされる点として、アジアの多くの地域では、バイオ燃料作物の生産量を大幅に引き上げ

るためには、より多くの肥料が必要であるということがある。IGES の試算によれば、バイオディーゼ

ルの生産奨励のためにジャトロファの栽培の普及を進めているインドにおいて、2012 年までに 13.4 
百万 t のバイオディーゼル生産という目標達成のためには、年 14.9 百万 t の有機肥料（肥やし）と

2.6 百万 t の化学肥料が追加的に必要になる。化学肥料使用量がこれほど増加すれば、使用量を

推奨範囲内と仮定したとしても、バイオ燃料生産による GHG 削減の効果も費用対効果も低下する。

GHG 排出量を抑制するためには、施肥効率を高めて肥料の使用を抑える必要がある。 
 
 土地や資源に対する需要増加に対応するには、既存作物の生産性を上げて（垂直方向の拡大）、

土地の一部をバイオ燃料生産に回すようにするか、または森林を伐採し、脆弱な生態系を商品作

物生産のために転用し、利用可能な農地面積を物理的に拡張する（水平方向の拡大）しかないが、

後者は環境に対して不可逆的な被害を与える危険性がある。このような潜在的な資源の競合のケ

ースは、気候変動対策が、他の開発ニーズや優先課題と切り離して議論された場合に、持続可能

な開発という観点からいかに逸脱するおそれがあるかを如実に表している。 

作物 世界面積 
（百万 ha） 

世界平均

収量 
（t/ha） 

世界生産量

（百万 t） 
転換効率

（リットル/t）
土地集約度

（リットル/ha）
最大エタ

ノール量 
（10 億リッ

トル） 

ガ ソ リ ン

換算量 
（10 億リッ

トル） 

2003 年世界

ガソリン使用

量 に 対 す る

比率で表した

供給量（%） 
小麦 215 2.8 602 340 952 205 137 12
米 150 4.2 630 430 1,806 271 182 26
ト ウ モ

ロコシ 
145 4.9 711 400 1,960 284 190 17

ソ ル ガ

ム 
45 1.3 59 380 494 22 15 1

サ ト ウ

キビ 
20 65 1,300 70 4,550 91 61 6

キ ャ ッ

サバ 
19 12 219 180 2,070 39 26 2

テ ン サ

イ 
5.4 46 248 110 5,060 27 18 2

合計 599  940 630 57
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2.3. 貧困削減と農村開発 
 
 持続可能な開発の中核をなす目標である貧困削減は、アジア地域でバイオ燃料推進派が主張

する便益の一つでもある。バイオ燃料は、次のような条件を満たした場合に雇用を創出できると考

えられる。 
（ⅰ） より労働集約性の高い生産方法が用いられた場合 
（ⅱ） バイオ燃料精製インフラが地元に整備された場合 
（ⅲ） 生産されたバイオ燃料が高い割合で現地において消費された場合 
（ⅳ） バイオ燃料生産により、未利用地の利用が進んだ場合 
 
 しかし、貧困削減と持続可能な農村開発に対し、バイオ燃料がどこまで効果を発揮できるかは、

極めて不確実である。バイオ燃料生産が大規模なプランテーションまたは精製所に支配された場

合、バイオ燃料生産が資本集約的になり、農民と労働者は不平等や収入格差、危険または劣悪な

労働条件に苦しみ、土地を失うことにさえなりかねない（Ankumu 2007, Friends of the Earth 2008）。

現在の民間投資家が示すバイオ燃料への投機的な関心の対象は、大規模で低コスト生産が可能

なプロジェクト向けられており、貧困削減を目的として持続可能な生産方法を適用したプロジェクト

ではない（Hazell and Braun 2006）。このようなプロジェクトでは、場合によっては、雇用にほとんど

寄与しない資本集約的生産方法が適用されることも考えられる。このことは、労働集約的生産方法

によって、持続可能かつ費用対効果の高いバイオ燃料生産を行うことが不可能であることを意味

するものではないが、政府がバイオ燃料の普及を通じ、貧困削減や雇用創出などの持続可能な開

発に関する目標を優先させようとするならば、より労働集約的生産方法を奨励する政策を進める必

要がある。ただし、生産地の条件によっては、労働集約的生産方法が最も効率の良いものではな

い場合、政府が負担するコストが市場コストと比べて高くなる場合があるという点に留意すべきであ

る。 
 
2.4. バイオ燃料の生産コストと価格 
 
 現在のバイオ燃料の価格は全般的に化石燃料よりも高いが、生産地での投入コスト、原料の生

産性、他の生産要素の生産性の違いより、価格は大きく変動する。ある試算によれば、バイオディ

ーゼルは普通のディーゼルよりも、ディーゼル 1 リットル換算7で約 0.27 ドル高い（Duncan 2003, 
OECD 2007）。環境コストと補助金を含めると、コストはさらに上昇する（OECD-ITF Round Table 
2007）。バイオ燃料のコストが高くなる主な理由は、バイオ燃料生産原価の半分以上を占める原料

生産原価である（Kojima et al. 2007）。原料生産原価が高い理由には、肥料やエネルギーなどの

投入資源・物資の価格が高いこと、原料当りのバイオ燃料回収率が低いこと、バイオ燃料生産に利

用できる原料の種類が限られていることが挙げられる（Runge and Senauer 2007）。原料価格が高い

理由には、食糧と燃料の競合もある。ブラジルは世界のバイオ燃料原価をリードし、バイオエタノー

ルの生産原価は世界平均よりも 50%も低い。その主な理由は、副産物からのエネルギー生産、国

内のサトウキビの高い生産性、安い労働力である（Valdes 2007）。アジアには、豊富な安い労働力

を利用し、ブラジルのようにバイオ燃料生産原価を下げられる国があるかもしれない。 
 
 アジアの一部の国では、バイオ燃料の価格が既に化石燃料の価格を下回っているところもある。

例えば 2006 年に、インドではディーゼル油の小売価格が 1 リットル当たり 0.76 ドルであったのに対

し、インド政府は、バイオ燃料の価格を、石油販売会社に対するディーゼル換算価格をリットル当

たり 0.68 ドルに設定した（Ministry of Petroleum and Natural Gas 2005）。価格差は、原料価格の差、

農家への補助金に起因する。化石燃料価格が上昇するにつれ、バイオ燃料の市場での競争力が

増加し、化石燃料価格が十分に高い水準にまで上昇すれば、バイオ燃料は政府による政策支援

なしでも、商業的に採算が取れるようになる。例えば、化石燃料原価が 1 リットル当たり 0.79 ドルに

達すれば、エタノールは中国で採算がとれる（Koizumi and Ohga 2007）。同じく、ニュージーランド
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のバイオエタノールは、ガソリンに課税をすれば採算性がとれる（Denne and Hole 2006）。EU のバ

イオエタノールとバイオディーゼルは、石油価格が 1 リットル当たりそれぞれ 0.71 ドル、0.48 ドルを

超えれば、それらと互角に競争できるようになる（National Farmers Union 2006）。長い目で見れば、

バイオ燃料生産に利用できる原料が多様になり、大規模で効率的な生産プラントが建設されるよう

になれば、バイオ燃料価格は下がり、バイオ燃料の競争力は増加するものと予測される（Steenblik 
2007）。 
 
 一般に、バイオ燃料は化石燃料よりも価格が高いため、政府が価格差を補うか、または使用を義

務化しない限り、消費者はバイオ燃料を選択しないであろう。バイオ燃料の普及を進めようとする政

府のほとんどが、補助金・関税・燃料税（及び免税）の組み合わせ、あるいは既存化石燃料への混

合義務などの政策を通じて、バイオ燃料の額面価格が化石燃料の価格と同程度かまたは低くなる

ように設定している。この上乗せコストは、誰がどのように負担するかはともかく、実質上、政府がバ

イオ燃料利用によって達成しようとしている政策目標と、バイオ燃料利用がもたらす意図しない影

響に対する対価である。このようなバイオ燃料の上乗せ価格は、政策の効果が明らかな場合にの

み有効である。しかし、世界の原油価格がさらに上昇し、バイオ燃料が市場で競争力を持つように

なれば、環境への影響や持続可能な開発を顧みることなく、バイオ燃料利用が急加速する可能性

がある。 
 
2.5. 有望なのか危険なのか 
 
 総じて、第一世代バイオ燃料には、持続可能な開発の基準（経済、環境、社会）を満たす何らか

の効果があると考えられるが、その実現の可能性は、特にバイオ燃料の原料、生産方法、生産に

携わる経済組織の形態のような、具体的な比較対象要素に左右される。このため、バイオ燃料利

用の危険性を最小限に抑えつつ、期待された効果を実現するには、政策介入が重要になる。 
 
 一方で、いわゆる第二世代バイオ燃料については、GHG 排出を削減し、食糧と燃料の競合を回

避するという点で、第一世代よりも飛躍的に高い効果が期待できるというのが、大方の見方である

（Worldwatch Institute 2007）。第二世代バイオ燃料は、農業、森林、都市ごみその他の廃棄物、微

細藻類など、より広範囲な原料を利用できる。ただし、農業由来の原料を使う限り、第二世代バイ

オ燃料も、例えば化学肥料と農薬を使用することによる影響など、第一世代バイオ燃料と同じ課題

に直面する。しかし、農業由来の原料であっても、リグノセルロースを含めて利用することで、穀粒

や脂肪種子だけでなく、植物全体を利用できるため、原材料の利用率が、はるかに上昇する。 
 
 セルロース系原料は幅広く存在するため、第二世代バイオ燃料はエネルギー安全保障という観

点からは有望である。しかし、第二世代バイオ燃料の利用が十分に効果を発揮するには、幾つか

の課題があり、原料と転換プロセスを改善するための技術革新、大規模生産施設の小型化、散在

しかつかさばる原料の輸送コストの低減などがある。また、第二世代バイオ燃料も、環境へ影響を

全く起こさないわけではない。作物体全体を畑から回収することにより、従来土壌へ還元される葉

茎等の有機物が減り、土壌劣化と浸食の影響を受けやすくなり、生産性が低下することが考えられ

る。熱帯地域においては、土壌中での有機物の分解の進行が速く、土壌の質を保つために、より

多くの有機物投入を必要とし、またこの地域の多くの小作農家が、このような作物残渣その他の有

機物を、主な植物の栄養源として利用しているため、この問題は、熱帯地域の途上国で深刻化す

るおそれがある。第二世代バイオ燃料の生産が、土壌保全に必要な有機物を奪うとすれば、農家

は、作物収量を維持するために、化学肥料の使用を増やすことを余儀なくされるかもしれない。ま

た、生態学的に脆弱な地域から落葉落枝などの森林廃棄物を回収すると、生物多様性に影響が

及ぶ可能性があり、森林土壌においても浸食と劣化のおそれがある（Graham et al. 2007, 
UNCTAD 2007, Wright and Brown 2007, Runge 2007）。これらの問題に対しては、バイオ燃料生産

工程から出る無機質残渣を土壌に還元するなどの方法も考えられるが（Tono et al. 2007）、有機質
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残渣は依然として農業活動に利用できないため、それは部分的な解決策でしかない。また、第二

世代バイオ燃料が大規模に生産できるようになるまでの間に、多額の投資が第一世代バイオ燃料

生産に対して行われると考えられるため、第二世代バイオ燃料への移行についても課題が残る。

国連貿易開発会議（UNCTAD）は、第二世代バイオ燃料が商業的に採算が合うようになるまで期

間を 20 年から 30 年と見ているが、それまでに第一世代バイオ燃料のための大規模インフラ投資が

行われた場合、第二世代バイオ燃料が競争力を獲得することが困難になるかもしれない。 
 
 第二世代バイオ燃料については、以上のような課題があるにもかかわらず、これまで開発研究に

多額の投資が行われてきていることから、その普及を楽観視する向きもある。その一例として、主に

石炭からディーゼルを生産するために使われ確立した技術を、セルロース系エタノール生産に応用

する試みがある（UNCTAD 2007）。しかし、バイオ燃料を、燃料生産用作物からではなく、都市ごみ

や農業廃棄物から生産できればもっと理想的である（Bensten et al. 2006）。バイオ燃料が、アジアの

都市ごみ問題や、増加する食肉消費・生産に伴う畜産廃棄物の増加に由来する問題の解決に役立

つならば、バイオ燃料はもっと有益であるが、技術革新なしには、これらの廃棄物を原料としたバイ

オ燃料生産が商業的に採算がとれるようにはならない。集中的な研究や多くの実証プロジェクトが世

界中で進行中ではあるが、大規模利用の実現は少なくとも数年先というのが、大方の見方である。 
 
3. アジア主要国におけるバイオ燃料の生産・消費動向 
 
3.1. 第一世代バイオ燃料 
 
3.1.1. 現状 
 
 アジアの数ヵ国では、すでに政府と民生部門が、第一世代バイオ燃料の生産と消費を急速に拡

大する意欲的な計画を立てている。インドネシアとマレーシアには、パーム油を原料にバイオディ

ーゼルを生産する大胆な計画がある。中国とインドでは多様なバイオ燃料原料について試験が行

われている。フィリピンはココナッツ油を原料とするバイオディーゼルとサトウキビを原料とするエタノ

ールに力を入れており、タイとパキスタンも、将来、重要な生産国になることが予想される。日本で

もこれまでにかなりの研究がされているが、日本はまだバイオ燃料の主要な生産国ではなく、セル

ロース系バイオマスを原料とする第二世代バイオ燃料生産技術の開発に力を入れている。 
 
 アジア地域において、バイオ燃料の生産及び消費、バイオ燃料原料の利用状況に関するデータ

の質はあまり高くなく、またバイオディーゼルに関するデータは特に乏しい。バイオ燃料消費量に

ついては、大まかな推定値しかない。バイオ燃料の生産・販売・貿易・インベントリーに関して、特に

国際比較が可能な標準化した国レベルの質の高いデータが必要である。 
 
 世界的な推定によれば、バイオエタノールはバイオ燃料生産量の 90%を占め、年間 360 億リット

ル、バイオディーゼルはバイオ燃料生産の 10%を占め、年間 40 億 リットルといわれている

（Rajagopal and Zilberman 2007）。これは世界の運輸部門における燃料市場の約 1%に相当する。

バイオ燃料の生産と消費は、世界とアジア太平洋地域の両方で、エネルギー需要と化石燃料価格

の上昇につれて、さらに増加するものと予測される。 
 
 アジア太平洋地域の運輸部門において、バイオ燃料の使用量は増加しており、インド、中国、パ

キスタン、タイ、フィリピン、ロシア、インドネシア、韓国、日本などを含むアジア諸国では、2004 年に

平均で運輸燃料全体の約 1.06%がバイオ燃料由来であった（Worldwatch Institute 2007）。1 位は

インドで、バイオ燃料が運輸燃料の 3.01%を占め、次いで中国であった（2.51%）。 
 
 アジア諸国において、バイオ燃料の原料は、既存の作物、既存の原料生産や燃料精製インフラ、

気象条件、そして一部のケースでは政府の政策を考慮して選定されており、必ずしも、効率、生産
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コスト、GHG 排出量削減の効果という観点に基づいたものではない。現在、バイオエタノールにつ

いてはサトウキビ、バイオディーゼルについてはアブラヤシ（パーム油）が、最も重要な原料となっ

ている。キャッサバは単位作付面積当たりのバイオエタノール生産能力では最高であるが、キャッ

サバ作付面積はサトウキビよりもかなり小さい。単位作付面積当たりのバイオディーゼル生産量は

アブラヤシが最高で、次いでジャトロファとココナッツとなっている。 
 
3.1.2. 潜在的な生産能力 
 
 表 5.4 と表 5.5 は、特定の作物の全作付面積をバイオ燃料生産に転換すると仮定して、アジア諸

国により最大生産可能なバイオエタノールとバイオディーゼルの生産量を推定した結果である。こ

の仮定シナリオに基づく分析によれば、現在、中国とインドネシアは理論上可能なバイオエタノー

ル生産能力の 7%しか生産しておらず、次いでタイ（5%）、インド（4%）、フィリピン（2%）という結果と

なっている。2004 年の日本と韓国を除くアジア地域における化石燃料需要は 8,250 億リットルであ

り、運輸部門がその約 65%を占めていた（International Energy Agency 2004）。このため、表 5.4 と

表 5.5 の全作付面積がバイオ燃料生産に転換されたとしても、運輸燃料のうちバイオエタノールま

たはバイオディーゼルで代替される割合は約 33%にすぎず、また仮に作付面積の 10%が転換され

たとすれば、運輸燃料のわずか 3%しか代替されない。したがって、第一世代バイオ燃料は、アジ

ア地域の増大し続ける輸送エネルギー需要に対する決定的な解決策とは考えられない。 
 
表 5.4. アジア主要国における第一世代バイオ燃料からのバイオエタノール潜在生産能力 

注：* Food and Agricultural Organization （2007） ** エタノール収量の値は別の情報源から取得（USDA Foreign 
Agricultural Service 2007a） *** バイオエタノールの潜在的な生産能力は、現作付面積にヘクタール当たりのエタ

ノール収率を掛けて求めた 

国 原料 2005 年

の総作付

面積* 
（百万 ha） 

エタノール収率** 
（リットル/ha） 

バ イ オ エ タ ノ

ー ル 潜 在 生

産能力*** 
（百万リットル）

現在のエタノ

ール生産量 
（百万リットル） 

潜 在 生 産

能 力 に 対

す る 現 生

産 量 の 割

合（%） 
中国 トウモロコシ 26 2,088 55 4,000 7

スイートソル

ガム 
1 380 0.4

キャッサバ 0.2 3,177 0.7

インド サトウキビ 4 5,434
（Gonsalves 2006）

22 2,000 4

ソルガム 9 3,469 32
インドネシ

ア 
キャッサバ 1 2,465

（USDA Foreign
 Agricultural Service 

2007b）

3 200 7

フィリピン サトウキビ 0.4 4,349 2 100 2
キャッサバ 0.2 1,474 0.3
トウモロコシ 2 2,960 6

タイ サトウキビ 1 3,252
（Dutta et al. 2007）

3 400 5

キャッサバ 1 5,721
（Nguyen et al. 2007）

6
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表 5.5. アジア主要国における第一世代原料からのバイオディーゼル潜在的生産能力 

注：* Food and Agricultural Organization （2007） ** 別の情報源から取得し、範囲で示された場合は平均値を求

めた ***現作付面積にヘクタール当たりのエタノール収率を掛けて求めた #: 生産はまだパイロット段階 @: イン

ド政府により運営されると想定される面積 
 
3.2. 第二世代バイオ燃料 
 
3.2.1. 現状 
 
 第一世代バイオ燃料の生産には限界があるため、第二世代バイオ燃料の推進へ向かう動きがある。

欧州委員会は、現在 EU 内で利用されるバイオ燃料に関し、化石燃料と比べて最低 10%の GHG 排出

削減を義務づける規則制定を進めているところであるが、おそらく EU の目標値達成に向けて第二世代

バイオ燃料をさらに重視し、各国の支援とあいまって第二世代バイオ燃料の利用を奨励するものと思わ

れる（Mason 2007）。2007 年の米エネルギー法案では、2022 年までに、自動車燃料に年間 1,363 億リ

ットルの国産代替燃料を混合することを義務づけ、セルロース系エタノールの比率を 2012 年までに最

低 3%、2022 年までに最低 44%とするよう求めている（Gardner 2007）。日本は廃棄物と未利用資源から

得られるバイオマスの重要性を強調している8。日本政府は稲藁と木材からエタノールを大量生産する

技術を実現できれば、草本作物からは 18 億リットル～20 億リットル、木質系材料からは 20 億リットル～

22 億リットルのエタノール生産が可能になると推定している（Biomass Nippon Strategy Promotion 
Conference 2007）。別の推定値によれば、日本は製材所の残材、建設廃材、森林廃棄物、市場価値の

ない低品質の木から、木質系バイオマス 24.7 百万 t を供給できるとしている（Inoue 2007）。木質系バイ

オマスの転換率を 1 トン当たり 303 リットルとすると、日本はセルロース系エタノール 75 億リットルの生

産が可能であり、これは 2006 年の石油総消費量の 3.4%に相当する。 
 
 大規模生産という点では、セルロース系バイオマスを原料とするバイオ燃料は、まだ実証段階に

ある。米国、カナダ、ドイツ、スウェーデン、中国、ブラジルでは、大規模生産に重点を置いた研究

を実施してきている（World Business Council for Sustainable Development 2007）。これまで、一般

に第二世代バイオ燃料技術が市場で入手可能になるのは 2030 年と言われていたが、持続可能な

開発のための世界経済人会議（WBCSD）は、政府からの資金投入によっては、近い将来に、技術

革新が起こると考えている（World Business Council for Sustainable Development 2007）。 
 
Box 5.2. 建設廃材からのバイオエタノール生産 
 日本は第二世代バイオ燃料の潜在的な生産能力を探るために、数件のパイロット事業を進めている。その一例

が、大成建設株式会社、丸紅株式会社、東京ボード工業株式会社、大栄環境株式会社、サッポロビール株式会社

を株主とするバイオエタノール・ジャパン・関西株式会社（BJK）である。この事業では、BJK が「都市に蓄積された

森林資源」と呼ぶ建設廃材を使う。生産されたエタノールは、大阪府のガソリンスタンドで、エタノールを 3%混合し

たガソリン（E3）として販売される。環境省の支援を受けて建設されたバイオエタノール生産施設は、大阪府が推進

する「エコタウン」の中心的産業の一つである。現在、年間 4 万トンから 5 万トンの廃材を使い、年間 1.4 百万リット

ルの生産が可能である（Sato 2007）。当該事業は、他の同類のプロジェクトと同様、商業的な採算がとれるまでには

至っていない。 
 

国 原料 総面積*（百万 ha） バイオディーゼル収

率**（リットル/ha） 
バイオディーゼル潜

在生産能力*** 
（百万リットル） 

フィリピン ココナッツ 3.2 1,750 6,000
タイ アブラヤシ 0.3 3,800 1,000
インドネシア アブラヤシ 3.7 3,800 14,000

ココナッツ 2.7 1,750 5,000
大豆 0.6 320 200

インド# ジャトロファ @13.4 1,892 （Rajagopal  
et al.2005） 

25,000
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3.2.2. 潜在的な生産能力 
 
 インド、インドネシア、中国、マレーシア、日本、ベトナムにおいて、米、小麦、サトウキビ、トウモロ

コシのみの残渣から、約 4,020 億リットルのエタノールを生産できる可能性がある（表 5.6）。もしその

他の農作物、製材所、森林、牧草地からの残渣や都市と農村の有機廃棄物も含めれば、さらに多

くのエタノールを生産できるであろう。 
 
表 5.6. アジア主要国における第二世代バイオ燃料のための農業残渣の利用可能性 

注：* セルロース系残渣の転換率を 303 リットル/t とする。転換率は原料によって違うため、大まかな推定値である。

2005 年の作物収量は FAOSTAT データベースによる。残渣量は各種情報源の収穫指数値と、地上バイオマス中の

バイオマス分布から求めた。 
 
4. アジア主要国のバイオ燃料関連政策 
 
4.1. アジア主要国の国家政策 
 
 多くのアジアの国では、すでにバイオ燃料推進のための積極的な政策導入が始まっている。この

ような政策展開の主要因は、急速な人口増加と経済成長の下で、各国政府が、増加する輸送用燃

料需要を満たし、エネルギー安全保障を強化する必要に迫られているからである。EU への輸出機

会が増大する可能性が高いことがバイオ燃料推進の動機となっている国もある。 
 
 政策手段としては、供給と需要の喚起、バイオ燃料導入量の公的目標値設定、ガソリン又はディ

ーゼルへのバイオ燃料混合の義務づけ、税制優遇措置、その他の産業振興策などがある（Clark 
2007a, Kojima et al.2007）。中国のように、バイオ燃料と食糧間のトレードオフの可能性を認識し、

問題解決のために政策の調整に取り組み始めている国もある。多くの国が貿易政策を導入してお

り、特に国産バイオ燃料の振興を目指し、未成熟産業の保護を行っている。インドネシアなど、バイ

オ燃料の国内消費を輸出に優先させるために、輸出関税を検討中の国もある。 
 
 本セクションでは、アジア主要国の主なバイオ燃料関連政策を、特に、公的数値目標、燃料混合

義務、バイオ燃料推進の経済的インセンティブ、非食糧由来のバイオ燃料の推進策に焦点を当て

つつ検討する。 
 
 表 5.7 はアジア 9 ヵ国の現行政策の一覧である9。中国、インドネシア、タイ、日本などの国は、バイオ

燃料の国内消費量又は生産量について数値目標を設定している。混合義務はシンガポールと日本を

除くほとんどの国で導入されるか、または計画されている。タイと韓国は、混合義務の導入を図ったもの

の、産業界からの反対を受け、政府案は導入延期、あるいは規模の縮小を余儀なくされた。最も多くの

国で導入されている経済的インセンティブは、税金と補助金である。エタノール混合ガソリン（ガソホー

ル）への税率引き下げというタイの政策は、消費の大幅拡大に大きな効果を示した。一方、インドネシア

の補助金制度は、化石燃料に対する補助金によって効果が相殺され、大きな効果を上げていない。調

査対象国中、インドのみがエタノールとバイオディーゼルの購入に固定価格制を導入している。 

作物 残渣タイプ インド インドネシア 中国 マレーシア 日本 ベトナム 
米 藁、殻 229 90 303 4 19 60
小麦 藁、殻 110 - 156 - 1 -
サトウキビ 葉、バガス 119 15 44 - 1 8
トウモロコシ 茎 、 芯 、

葉、皮 
14 13 140 0.1 0 4

残渣総量（百万 t/年） 472 117 643 4 21 71
セルロース系エタノール*
（10 億リットル/年） 

143 35 195 1 6 21
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 バイオ燃料生産に食用原料を使うことによる負の側面への対応を始めた国もある。中国は 2007
年 6 月に政策の大幅な転換を行い、穀物を原料とするエタノールを使ういかなる新規プロジェクトも

承認しないことを決定した。日本とシンガポールは、第二世代バイオ燃料の開発に重点を置いてい

る。他の国々は、ジャトロファなどの代替原料からのバイオ燃料生産を検討・推進している。 
 

各国の政策の概要は以下のとおりである。 
 
 世界第 3 位のエタノール生産国である中国は、従来、トウモロコシを原料とするバイオエタノール

を推進していた。しかし、2007 年5 月に、同国はエネルギー作物と穀物の競合を避ける新たな政策

を打ち出した。政府は食糧作物を原料とするエタノールを使う新規プロジェクトの承認を取りやめ、

操業中の工場に対し、ソルガム、バタタ、キャッサバなどの新たな供給源に切り替えるよう促した

（Sun 2007）。中国は 2020 年までに、交通エネルギーの 15%をバイオ燃料で担う目標を掲げている。

政府は、一部の地域で試験的に 10%エタノール混合を義務づけ、補助金や免税などの優遇策を

導入している（Global Bioenergy Partnership 2007）。 
 
 インドは混合義務化、固定買取価格、税制優遇措置の段階的導入を通じ、バイオエタノールとバ

イオディーゼルの導入を推進してきた。2004 年から 2005 年の供給不足により、2004 年 10 月には

エタノール混合義務は任意に変更されたが、2006 年 10 月に 20 の州において再び義務化された。

ディーゼルについては、全国的な 5%混合義務化が計画されている（Global Bioenergy Partnership 
2007）。燃料と食糧の競合問題に対処するために、政府はスウィートソルガム、テンサイ、キャッサ

バ、タピオカを原料とするエタノール生産や、ジャトロファのような非食用植物を原料とするバイオデ

ィーゼル生産を検討中である（Subramanian 2007）。インド中央政府は、食糧と燃料の競合の可能

性をきわめて深刻な問題ととらえており、新規バイオ燃料政策の発表が遅れていることは（2008 年

2 月現在）、同国がバイオ燃料問題に慎重に取り組もうとしている証拠とも考えられる。一部の州政

府は、より積極的にバイオ燃料を推進している。全国の荒廃地へのバイオ燃料作物の作付けと、バ

イオ燃料生産と地方開発計画の統合が政策的議論の焦点となっている10。 
 
 インドネシアと並んで、世界二大パーム油生産国であるマレーシアは、バイオ燃料混合義務の実

施が難航している（USDA Foreign Agricultural Service 2007d）11。マレーシアはバイオディーゼル

製造企業 91 社に免許を発給したが、パーム原油の高値が原因で、実際に操業を開始したのは、

そのうちわずか 4 社にとどまっている（Nagarajan 2008）。販売促進策としては、価格補助策が発表

された（Mustapha 2008）。ジャトロファ、ニッパ、サゴ、アブラヤシなどの代替バイオマス原料も政府

によって奨励されている（Lunjew 2007）。 
 
 インドネシア政府は、石油の生産量が減少する一方で国内消費の増加により輸出が減少する中、

国内石油需要をバイオ燃料で賄う方針であり、2010 年までに、バイオディーゼルの使用量を、エネ

ルギーミックスの 2%まで引き上げるという目標を掲げている（Legowo 2007）。混合は義務化されて

いないが、10%を上限とした混合が許可されている。しかし、バイオ燃料の推進には数々の障壁が

ある。インドネシア国有石油会社はバイオディーゼル混合燃料を販売しているが、パーム油価格の

上昇と、化石燃料への補助金がバイオディーゼルと同水準で維持されていることが原因で、2007
年 4 月に、混合率を 2.5%に下げた（Daily Times 2007）。NGO の間からは、インドネシアのパーム

原油生産拡大の影響に対する配慮がなされていないとして、批判の声が上がっている（Mahr 
2007）。インドネシアは、パーム原油の輸出を制限し、国内の調理用途の油を確保するために、2％

の輸出関税を導入している（Leow 2008; Commodity Online 2008）。 
 
 低コストの砂糖生産国であるタイは、今後 5 年以内に、自動車用燃料消費の 20%をバイオ燃料と

天然ガスに切り替えることを計画している（Waranusantikule 2008）。一貫した価格優位性を維持す

るために、10%エタノール混合ガソリンに対する税制優遇措置がとられ、その結果、消費が 2004 年
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に 23 倍、2005 年に 11 倍と増加した。消費拡大が停滞局面に入ると、政府はさらに価格差を拡大

する措置を講じた（Kojima et al.2007）。2008 年 1 月には、バンコクのガソリンスタンド 15 店で、20%
エタノール混合ガソリンの販売が始まったが、価格はプレミアムガソリンよりもリットル当たり 6 バーツ

安く設定されている（Bangkok Post 2007）。しかし、自動車業界からの反対により、政府はエタノー

ル混合義務化を完全に実施できないでいる（Worldwatch Institute 2007）。一方、ディーゼルに関し

ては、2008 年に、パーム油（B2）混合義務化が計画されている（Waranusantikule 2008）。 
 
 フィリピンは世界最大のココナッツ油輸出国であり、2007 年のバイオ燃料法では、ディーゼルに

対して 1%のココナッツ油混合を、2009 年までに 2%の混合を義務づけている。また、この法律では、

ガソリンへのエタノールの混合について、2009 年までに最低 5%、2011 年までに 10%を義務づけて

いる（USDA Foreign Agricultural Service 2007e）。バイオ燃料法によって、さまざまな税制優遇措

置と資金支援が制度化された。現在、ジャトロファメチルエステルの採算性に関する本格的研究が

進められ、軍の野営地でジャトロファ栽培が行われている（Marasigan 2007, Laur 2006）。 
 
表 5.7. アジア主要国のバイオ燃料政策 

国 数値目標 混合義務 経済的優遇策 第二世代バイオ燃

料並びに代替資源

作物に関する政策 
中国 2020 年までに輸送

エネルギーの 15%
をバイオ燃料に。 

エタノール：一部地域で

10%混合義務試験的導

入中。 

エタノール：生産優遇策、

補助金、税額控除。  
ディーゼル：動物脂肪また

は植物油を原料とするバ

イオディーゼルに対する

税額控除。 

穀物を原料とするエ

タノールに関する新

規プロジェクトの承

認停止。第二世代

燃料の実験。 

インド 目標確認されず。 エタノール：特定の州に

おいて、ガソリンへの 5%
混合。 

エタノール：消費税引き下げ。

エタノールとディーゼル：

企業による買取に対して

固定価格設定。  

ジャトロファの推進。

マレーシ

ア 
目標確認されず。 ディーゼル：のパームオ

レイン 5%混合。 
ディーゼル：混合ディーゼ

ルの価格に対する補助計

画。 

ジャトロファ、ニッパ

などの普及。 

イ ン ド ネ

シア 
2010 年までに、国

内バイオ燃料使用

量をエネルギーミッ

クスの 2%に。 

ディーゼル：混合義務

無。混合燃料の販売は

行 わ れ て い る （ 現 在 、

2.5%から 5%）、2010 年

に、混合率を 10%に引き

上げる計画あり。 

ディーゼル：補助金（ただ

し化石燃料と同率）。 
ジャトロファとキャッ

サバを本格的に検

討中。 

タイ 2012 年までに、自

動車用燃料消費の

20%をバイオ燃料と

天 然 ガ ス に 切 り 替

え。 

ディーゼル：2008 年 4 月

から、全ディーゼル車に

2%パーム油混合。 

エタノール：税額控除によ

る価格優遇策。 
キャッサバの利用。 

フィリピン 目標確認されず。 エタノール：2009 年まで

に 5%、2011 年までに

10%。 
ディーゼル：ココナッツ油

1%混合。2009 年までに

2%。 

エタノールとディーゼル：

税額控除と融資優遇。 
ジャトロファの研究と

実証実験。  

韓国 目標確認されず。 デ ィ ー ゼ ル ： 混 合 率

0.5%。2012 年までに 3%
に引き上げ。 

バイオディーゼル：税額控

除。 
適切なエネルギー作

物の特定段階。 
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2008 年 1 月現在の情報。出典：Worldwatch Institute （2007）, GBEP （2007）, Sun （2007）, Kojima et al. （2007）, 
Subramanian （2007）, USDA Foreign Agricultural Service （2007a, b, c, d, e, f）, Mustapha （2008）, Lunjew 
（2007）, Legowo （2007）, Daily Times （2007）, Waranusantikule （2008）, Marasigan （2007）, Ehrlich （2007）, Seo 
（2008）, Iijima （2007）, 日刊工業新聞（2008）, 日本経済新聞（2007）, Kolesnikov-Jessop （2007） 
 
 韓国の目標値は他国に比べて低く、国内のディーゼル燃料への 0.5%の混入が義務づけられて

いる。当初の混合義務率目標案は 5%であったが、国内精油業界が反発した結果、はるかに低い

値になったものである（Reuters 2007d）。2007 年 9 月に、2012 年までに混合率を 3%に引き上げる

計画が発表された（Ehrlich 2007）。バイオエタノールに関しては、2006 年に導入可能性の調査が

開始された（USDA Foreign Agricultural Service 2007c）。 
 
 日本の京都議定書目標達成計画では、2010 年までに輸送用燃料について、年間 50 万キロリット

ル（5 億リットル）の原油をバイオマス由来燃料に切り替える目標を掲げている12。バイオ燃料の混

合は義務づけられておらず、混合上限が規定されており、バイオエタノールの混合は 3%、バイオ

ディーゼルは 5%まで認められている（Iijima 2007）。バイオエタノール混合燃料の販売は 2007 年

に開始された。政府は揮発油税の軽減や、バイオ燃料原料生産者と製造業者に対する税制上の

優遇措置を導入する計画である（日本経済新聞 2007, 日本工業新聞 2008）。2006年に改定され

たバイオマス・ニッポン総合戦略においては、林地残材などの未利用バイオマスの活用、「バイオ

マス・タウン」（バイオマスが総合的に利活用される地域）構築の推進などが盛り込まれており、セル

ロース系バイオ燃料の重要性が強調されている（日本経済新聞 2008, Reuters 2007b）。廃棄物を

原料とするバイオディーゼルを活用した草の根レベルの活動も注目されている。地方自治体や

NGO は、廃食用油を利用し、地域に根ざした取組を展開してきた（Box 5.3）。このような取組を通じ

て、年間推定 4 百万リットルから 5 百万リットルのバイオディーゼルが生産されている（バイオマス・

ニッポン総合戦略推進会議 2007）。 
 
Box 5.3 京都市のバイオディーゼル燃料化事業 
 京都市は 1997 年の第 3 回 UNFCCC 締約国会議（COP3）の開催に先立ち、廃食用油から精製したバイオディー

ゼルの 220 台のごみ収集車への使用を開始した。2000 年には、市営バス約 80 台に、バイオディーゼルを 20%混

合した燃料を導入した。京都市は年間 150 万リットルのバイオディーゼルを使用しており、それによって年間約

4,000 トンの CO2 排出量を削減してきたと推定される。家庭系の廃食用油再生利用は拡大し、収集拠点約 1,000 ヵ

所で、年合計 13 万リットルを回収するに至っている。燃料品質を確保するために、専門家による技術検討会が設

置され、京都スタンダードと呼ばれる暫定規格の策定に取り組んできた。2004 年 6 月以来、日量 5,000 リットルの燃

料化プラントが稼動している。 
出典：京都市 2007 年 
 
 日本のバイオ燃料政策と市場の今後の発展は、きわめて重大な意味を持つ。日本がバイオ燃料

の大消費国になれば、その大半を輸入する必要があるとの見方が強い。そのため、日本の動きは、

バイオ燃料とバイオ燃料原料を生産する国に対し、大きな影響を及ぼすと予想される。 
 
 世界第 3 位の規模を誇る石油精製拠点のシンガポールは、ジュロン島におけるバイオディーゼ

ル製造の活性化を図ってきた。バイオディーゼル生産量は、2010 年までに年間百万 t を超えると予

測される（Clark 2007b）。パーム油 5%を混入したメチルエステルの導入可能性を検証する実地試

験が、複数の民間企業及び政府機関の協働により開始された（Communications DNA Pte Ltd 

日本 2010 年までに、年

間原油換算 50 万キ

ロリットル（500 百万

リットル）のバイオマ

ス由来輸送用燃料

導入。 

混合義務無し。混合の

上 限 は エ タ ノ ー ル が

3%、バイオディーゼルが

5%。 

エタノール：生産補助金。

税制上の優遇措置を計画

中。 
 

セルロース系エタノ

ールを推進。 

シンガポ

ール 
目標確認されず。 混合義務確認されず。 バイオディーゼルプラント

への投資を推進。 
第二世代バイオ燃

料重点計画。 
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2007 ） 。 政 府 は 第 二 世 代 バ イ オ 燃 料 の 普 及 に 重 点 を 置 く 方 針 を 明 ら か に し て い る

（Kolesnikov-Jessop 2007）。 
 
4.2. アジアにおけるバイオ燃料政策関連の地域レベルでのイニシアティブ 
 
 アジアでは、国際レベルでのバイオ燃料推進策が実施されている。2007 年 1 月の第 2 回東アジア

首脳会議では、アジアの政治指導者らによる、「東アジアのエネルギー安全保障に関するセブ宣

言」が発表され、バイオ燃料を推進する共同の意志が表明された。この声明には、「バイオ燃料の利

用を促進し、バイオ燃料のより自由な貿易及び原動機や自動車に使用されるバイオ燃料の基準設

定に向けた作業を行う」ことも今後の取組の一つとして盛り込まれている（East Asia Summit 2007）。 
 
 バイオ燃料生産の拡大が環境に及ぼす悪影響をめぐる懸念の高まりに対応し、欧州委員会、

FAO、UNEP、国際バイオエネルギー・パートナーシップ、IEA など、さまざまな国際機関がバイオ

燃料持続可能性認証制度の整備に着手し始めた（Dam et al.2008）。アジアでは、同様の制度の整

備は、適切な基準に関する合意を得るために、ステークホルダー間の対話の場を設ける「円卓会

議」のかたちで進められている、（Dam et al.2008）。2004 年には、持続可能なパーム油に関する幅

広いステークホルダーが参加する国際的イニシアティブとして、「持続可能なパーム油のための円

卓会議」（RSPO）が設置された。その第一の目的は、「パーム油の供給関係者の協調とステークホ

ルダーとの対話により持続的なパーム油の生産と消費を促進する」ことである。メンバーには、アブ

ラヤシ生産業者、パーム油の加工業者と取引業者、消費財生産者、小売業者、銀行・投資家、環

境・自然保護 NGO、社会・開発 NGO など、パーム油サプライチェーンに属する主要関係者が含ま

れる。マレーシアとインドネシアのパーム油業界団体もメンバーとして参加している（Roundtable on 
Sustainable Palm Oil 2004, Kojima et al. 2007）。認証に関する協定が策定され、2007 年 11 月に認

証プロセスが開始された（RSPO 2007, Reuters 2007c）。 
 
 持続可能なバイオ燃料のための円卓会議（RSB）は、バイオ燃料の持続可能性に関する基準の

策定を目的としたマルチステークホルダーイニシアティブである。主催は EPFL（スイス連邦工科大

学ローザンヌ校）エネルギーセンターであり、最初のステークホルダー会議は 2006 年に開催された。

現在、RSB は持続可能なバイオ燃料生産に関する原則と基準の策定に重点を置き、2008 年半ば

までに基準の原案をとりまとめる方向である（Roundtable on Sustainable Biofuels 2007）。バイオ燃

料の原料に着目した円卓会議イニシアティブとしては、他に、持続可能な大豆生産のための円卓

会議やベター・シュガーケーン・イニシアティブ（Better Sugarcane Initiative）などがある。 
 
 「円卓会議手法」は、幅広いステークホルダーの支持を受けた認証制度を策定する機会を提供

する。しかし、そうした円卓会議で作られた基準は自主的な約束でしかなく、効果を上げるのは、全

ステークホルダーが強い決意を維持して取り組んだ場合に限られる（Dam et al. 2008, Reuters 
2007a）。また、参加者の動機も懸念事項である。地球の友などの NGO は、一部の政府が、円卓会

議に参加していることを口実とし、環境や社会的弱者の保護のためのより効果的で直接的な対策

を怠っていると指摘している（Reuters 2007a）。 
 
4.3. アジアの現行バイオ燃料関連政策の影響 
 
 アジア諸国の多くのバイオ燃料推進政策は、意欲的で、善意に基づいたものであるが、以下に

述べるとおり、必ずしも明らかになっていない点もある。 
 
（ⅰ） バイオ燃料推進戦略を実行に移すことは、物理的に可能なのか？ 物理的制約は非常に大

きい可能性がある。原料作物の栽培のための土地と水の入手可能性に関する分析が行われてお

らず、バイオ燃料の生産量を大幅に引き上げられるだけの十分な土地がアジアにあるのか、特に、

食糧価格の大幅な上昇を引き起こさずにそれが可能か、という疑問がある。各国では既にバイオ
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燃料消費目標値の達成に関する問題が表面化してきており、目標値が引き下げられ、食糧価格が

上昇しつつある。 
 
（ⅱ） バイオ燃料推進戦略を持続可能な形で実行に移せるのか？ つまり、他の環境又は社会経
済問題を引き起こさずに、実際に GHG 排出量を削減できるのか？ 国家バイオ燃料戦略はみな

バイオ燃料の持続可能な生産を謳っているが、現行の政策にはそれを確実にするための具体的メ

カニズムが含まれていない。EU でさえ、まだ持続可能性の基準についての合意に達していない状

況であり、途上国のように規制や実施の能力に限界がある場合、さらに困難を伴うと予想される。と

はいえ、持続可能性基準の設定は、バイオ燃料による便益がマイナス効果による費用を確実に上

回らせるようにするための重要な手段である。最終的には、持続可能性の基準についての国際的

合意を得て、各地域において適用しなければならない。各国政府は、RSPO や RSB などのイニシ

アティブを支持し、それらのイニシアティブを利用して自国の政策を強化すべきである。現在、

RSPO への参加は自主的であり、法的拘束力がない。そのため、RSPO ではマレーシアが中心的

役割を果たしているが、RSPO のベストプラクティスの遵守がすべてのパーム油生産業者に義務づ

けられているわけではないため、環境 NGO は、森林におけるアブラヤシプランテーションの拡大が

生物多様性に多大な影響を及ぼすとして、いまだに非常に批判的である13。 
 
 短期的な利益にとらわれることは、単に、環境問題をあるセクターから別のセクターに移すことにすぎ

ない。運輸分野の GHG 排出量を削減するために、バイオ燃料プランテーションを拡大する分森林を伐

採するという犠牲を払うことは、その一例である。非持続的な慣行は環境を危機にさらし、社会問題を引

き起こすだけでなく、長い目で見れば、バイオ燃料業界自体も危機に陥れるであろう。特に、途上国を

中心とする原料生産国にとっては、初期の段階からバイオ燃料業界が遵守すべき義務的持続可能性

基準を設け、採用する方が有利である。事後的に導入すると、むしろコストは増大する。 
 
（ⅲ） バイオ燃料推進政策は本当にエネルギー安全保障の強化という目標を達成できるのか？ 現

時点では、エネルギー安全保障に対する第一世代バイオ燃料の貢献度は、物理的にきわめて限られ

ており、財政面で多額のコストを伴い、環境・社会面でも重大なコストが発生する可能性がある。第二

世代バイオ燃料はそれよりもはるかに有望であるが、短期的には、こちらも財政面でのコストを伴うこと

が考えられる。現在、バイオ燃料の推進には、政府からの多額の財政支援を必要としており、この支援

が確実にバイオ燃料生産の環境・社会的持続可能性の強化につながるようにすることが望ましい。 
 
 現行のバイオ燃料推進政策について、他に指摘すべき点は以下のとおりである。 
 
（ⅰ） 品質基準に対する関心の低さ。バイオ燃料は均質に製造されるわけではない。各国は拘束

力を持つバイオ燃料の導入数値目標と混合義務は設けていても、、バイオ燃料の品質基準につい

ては何ら言及していない。アジアのバイオ燃料業界は誕生したばかりであり、生産は何とか国内需

要を満たすかどうかというレベルである。現時点では、品質基準がないために、国内バイオ燃料業

界の立ち上げが容易となっている。長期的には、基準がないことにより、市場の発展が妨げられ、

競争と貿易に歪みが生じ、輸出能力が損なわれる可能性がある。 
 
（ⅱ） 第二世代バイオ燃料に対する関心の低さ。現行政策は第一世代バイオ燃料に重点を置い

ている。生産性と収率を上げる技術に関する研究で、費用便益の数値は改善される。しかし、第二

世代バイオ燃料の技術の採算性が向上すれば、第二世代への世代転換が起こる。途上国を含む

原料生産国は、この転換の準備を整えておく必要がある。 
 
（ⅲ） 国際協力の重要性。最終的には、各国のバイオ燃料政策の成功は、バイオ燃料を持続的に

生産できるどうかにかかっている。各国が個々にそれを達成するのは不可能であり、国際協力が重

要となる。さらに、各国が独自の基準を策定した場合、新たな貿易障害になってしまう。特に輸出

国（アジアでは、主に途上国）の場合、バイオ燃料を持続的に生産しているという信頼を輸入国か
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ら得られなければ、市場に参入することが難しくなる。国際的に認証制度が合意されれば、気候変

動の緩和、エネルギー安全保障、地方開発の面で期待されるバイオ燃料の効果を、環境の犠牲を

伴わずに達成する保証となりうる。 
 
5. 結論と提言 
 
 バイオ燃料に関しては最適な政策など存在しないというのが一般の見方である。既存の政策提

言には、急速な推進から、さらなる調査を踏まえた慎重な推進、さらにはモラトリアム（一時停止）ま

で、大きな幅があり、その多くは、バイオ燃料を推進（または制約）することで利益を得る企業やアジ

アを拠点としない NGO と研究機関によって提言されている。残念ながら、中立的な団体が、アジア

において、あるいはアジアの条件を考慮して実施した政策分析はほとんどない。本章の結論は、廃

棄物由来のセルロース系バイオマスを原料としたバイオ燃料、いわゆる第二世代バイオ燃料の方

が、第一世代バイオ燃料よりも有望であり、持続可能な開発の原則に沿っているという、大方の意

見と一致している。日本を含む先進国では、第二世代バイオ燃料に関する多くの技術研究が実施

されてきたが、それらの研究に対しては、さらなる財政的・人的資源を投じる必要があり、また、アジ

アの途上国に特有な条件の下での研究開発はほとんど行われていない。 
 
 ただし、多くのアジア諸国が既に第一世代バイオ燃料の推進を決定しているため、第一世代バイ

オ燃料利用による問題に対処する政策がやはり重要である。第二世代バイオ燃料技術について

は、多数のパイロット・プロジェクトが実施されているにもかかわらず、大規模な導入が可能な時期

は不明であり、また第一世代バイオ燃料で用いられる燃料精製技術は、容易には第二世代バイオ

燃料に転用できない。 
 
 アジアにおけるバイオ燃料の持続的生産は、土地利用形態の変化が引き起こす問題が対処され

るのであれば、理論上は可能と思われる。また、バイオ燃料は、GHG 排出削減、エネルギー安全保

障、貧困削減に、ある程度寄与するものと考えられる。しかし、特に熱帯雨林や泥炭地の破壊をもた

らす非持続的なバイオ燃料生産を促す強い経済的誘因は現に存在し、またバイオ燃料の利用目標

値が、持続可能な手段によって生産されたバイオ燃料でどの程度達成できるのかは不明である。 
 
 バイオ燃料に関する厳しいモラトリアム（一時停止）と急速な大規模推進の両極端の政策は、い

ずれも必要性に欠け、現実的ではない。アジアの多くの政府が、既にバイオ燃料を積極的に推進

しようとしているものの、利用目標を達成できるだけのバイオ燃料生産の見込みはない。しかしなが

ら、持続的生産を約束する安全策がないまま目標値を引き上げたり促進を強化したりした場合には、

森林伐採をはじめとする環境破壊が急速に進行するおそれがある。 
 
 このため、短期的には、バイオ燃料の原料作物の持続的な生産、特に直接的にも間接的にも森林伐

採を回避する生産方法を模索することが最優先課題であると考えられる。アジアの政府の中には、特に

エネルギー安全保障や経済発展に比べ、バイオ燃料の持続可能な生産や環境保護の推進に対する

優先度が高くない国もある。しかし仮に、これらの国で、短期的であっても非持続的なバイオ燃料が進

めら、その結果として環境破壊、経済的な混乱、貧困の悪化・拡大が引き起こされれば、究極的には非

生産的な結果におわる―「角を矯めて牛を殺す」―ことが考えられる。先進国には、輸入するバイオ燃

料が持続的に生産された物であることを確証する責任がある。自国の気候変動に関する約束を果たす

ことにより、バイオ燃料生産国での環境・社会問題を引き起こすことは容認されることではない。 
 
 持続的に生産されたバイオ燃料を認証する制度の整備は、持続可能な生産を推進するための

効果的な第一歩となりうる。これには RSB や RSPO のような既存のステークホルダー参加型のイニ

シアティブが検討してきた持続可能性の基準を活用できる。しかし、このような基準の適用は任意

であるため、実効性を確保するためには、各国の政府が関与してそれらを義務化することが必要に
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なるであろう。日本のような先進国を含め、主にバイオ燃料を輸入する国では、国際的に合意され

た持続可能なバイオ燃料の基準に基づき、国内のバイオ燃料生産基準を設けることも可能である

が、持続可能性基準の導入は、国際協力と客観的な監視のもと、効果的に行う必要があり、さらに、

バイオ燃料に関するデータ収集を改善する必要もあるであろう。 
 
 バイオ燃料の持続的な生産の可能性が保証されるまでは、バイオ燃料の推進策は慎重を期する

方が賢明であろう。同様に、バイオ燃料関連プロジェクトを承認するクリーン開発メカニズムの規定

や基準も緩和すべきではないと考える。政策資金や援助は、第一世代バイオ燃料の生産増加で

はなく、バイオ燃料の持続的生産方法を推進するための研究開発や政策、特に第二世代バイオ

燃料に向けられるべきである。 
 
 バイオ燃料関連政策を検討する上で、アジア各国における条件の多様性、例えば開発レベル、

生産や消費の状況、原料の利用可能性、気候等を考慮することは当然のことながら重要であり、最

適な政策は国により、あるいは国内の地域間でも異なると考えるべきである。 
 
 政策論議の多くは、米国のエタノールに対する高い関税率をはじめとした、バイオ燃料の貿易障

壁に集中しており、バイオ燃料貿易に対する保護主義的な障壁を軽減すべきである、あるいはバ

イオ燃料を WTO が規定する環境財として分類すべきであるなどの提言が多くみられる。貿易障壁

を引き下げることは、一般に経済効率を上昇させ、歪みを是正する。しかし、バイオ燃料の場合は、

まず燃料の持続的な生産を確保することが最優先であり、貿易障壁の軽減は、この問題に有効で

ないばかりか、逆に非持続的なバイオ燃料生産を助長する可能性もある。バイオ燃料を環境財とし

て扱うことについては、国際的に合意された認証制度などにより、持続的に生産されたバイオ燃料

が非持続的に生産されたものと区別できるようになるまで、合意に達することは困難であろう。した

がって、現時点では貿易政策手段を優先させることは望ましくない。 
 
 また、一部の途上国に見られるように、国内のバイオ燃料生産を推進し、外国産のバイオ燃料の

輸入を抑止する目的で、自国の未熟産業を保護することは、非生産的になる可能性があり好ましく

ない。国内のバイオ燃料生産促進、コスト削減、地球環境保護（GHG 削減）、貧困削減という目標

の間にトレードオフの構造がある。未熟産業の保護は、エネルギーや輸送、食糧のコストや価格を

引き上げることとなるため、その結果エネルギー安全保障の改善効果を弱め，低所得者への負担

が不均衡に大きくなる。また未熟産業の保護は、持続的な方法よりも低コストの非持続的な生産方

法を助長する可能性もある。一方、輸入バイオ燃料の方がより持続的な方法で生産されていれば

（かつ輸入品の方が安価な場合もある）、国内生産よりも輸入を推進する方が、GHG 排出削減に

効果的であるという可能性もある。バイオ燃料の国内生産は、経済・環境の観点から、最善の選択

肢である場合もあれば、そうでない場合もあり、各国の状況は個別に分析されるべきである。 
 
 最後に、第一世代バイオ燃料が持続的に生産され、GHG 削減に寄与したとしても、その寄与は

小規模なものにとどまるであろう。依然として省エネルギーと他の再生可能エネルギーの推進が不

可欠であることに変わりはなく、バイオ燃料の推進だけで特効薬のような効果があるわけではない。

バイオ燃料は、気候変動とエネルギー政策において唯一の手段でないばかりか、主要な手段とす

らなりえず、どの国にあっても、省エネルギーと他の再生可能エネルギーの推進を含む包括的なエ

ネルギー政策の一部としてバイオ燃料の促進を位置づけるべきである。また、バイオ燃料政策は、

より広範な意味での持続可能な開発に資する形で考慮されるべきであり、いかなる新政策につい

ても、予め経済・社会・環境面への影響を十分に評価すべきである。 
 
今後の研究課題 
 
 今後の政策に有効な情報を提供するためには、バイオ燃料に関するさらなる研究が必要である。

特に重要な分野は、（ⅰ） バイオ燃料の環境影響に関するより包括的な LCA 研究、（ⅱ） バイオ
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燃料の経済・社会的影響、（ⅲ）費用効率が高く、環境にやさしいバイオ燃料生産方法、特に第二

世代バイオ燃料、である。先進国では既に研究が進められているが、これらの研究は、それぞれの

地域に固有の結果をもたらすことが考えられるため、途上国も独自に研究を実施すべきである。例

えば、第二世代バイオ燃料に関しては、各国には異なる生産条件と潜在的原料が存在する。 
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注 
 
1 1994 年にノルウェーのオスロで開催された「持続可能な消費に関するシンポジウム」によれば、「持続可能な生産

ならびに消費とは、基本的必要性を満たして生活の質を向上させ、同時に、将来の世代のニーズを脅かさないよう、

そのライフサイクルにおいて、自然資源の使用、有毒物質、廃棄物・汚染物質の排出量を最小限に抑えるような財

とサービスの使用である」（持続可能な消費に関するシンポジウム、ノルウェー、オスロ、1994 年 1 月 19 日から 20
日）。 
2 ライフサイクル分析とは、生産から消費、さらに処分まで（ゆりかごから墓場まで）のライフサイクル全体を通した製

品の影響に関する総合評価を意味する。 
3 ETBE はガソリンの燃焼効率を引き上げ、大気の質の改善が可能な含酸素燃料である。 
4 これはエステル交換の過程で副産物としてグリセリンが作られるためである。 
5 エネルギー収支（NEV）は、1 リットルのバイオ燃料を生産するために消費したエネルギーについて必要な補正を

加えた後に、バイオ燃料に含まれる正味エネルギー量を表す。 
6 既存の食用作物が燃料利用に転換される場合を含む。 
7 バイオディーゼル 1 リットルに含まれるエネルギー量は、ディーゼルよりも 8.65%低い。 
8 バイオマス・ニッポン総合戦略によれば、未利用バイオマスには、農作物非食用部と林地残材が含まれる。 
9 2008 年 2 月現在。 
10 インド政府高官とのインタビュー（2008 年 2 月）。 
11 欧州連合の場合、B5 バイオディーゼル・ブレンドでは 95%のディーゼルに 5%のメチルエステルが混合され、パ

ームオレインではない。 
12 京都議定書目標達成計画（2005 年）では、1910 万キロリットル（191 億リットル）の石油を「新エネルギー源」に切

り替え、約 4690 万トン（46.9 Mt）の CO2 を削減する目標を設定している。この目標値で輸送用燃料が占める割合は

2.6%である。 
13 持続可能なパーム油のための円卓会議は、パーム油生産の持続可能性を強化すると判断されたベストプラクテ

ィスに基づく 8 項目の原則を定めた。 
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第 6 章  都市の有機性廃棄物―有害物を資源に 

 
 
 
1. はじめに 
 

途上国の、特に人口が密集した都市部において、未回収または不適正にしか処理されていない

有機性廃棄物は衛生上有害であり、深刻な社会問題となっている。しかし、この有機性廃棄物は

植物の養分とエネルギーを有しており、資源となる潜在力を秘めている。有機性廃棄物が引き起こ

す問題を軽減しようと地方自治体が取る典型的な施策は、収集システムを作り、集めた廃棄物を町

はずれの荒廃地などにオープン・ダンピング（野積み）することである。その結果、近隣の住民（低

所得層であることが多い）は健康・環境両面の影響に曝され、なかでも、捨てられたごみの中から

有価物を取り出すウェイスト・ピッキングで生計を立てている人々がさらされているリスクはさらに大

きい。このため、多くの地方自治体はオープン・ダンピングを埋立地に転換しようと努めているが、

その内容は、周囲をフェンスで囲うだけのものから、排ガスと排液（滲出水）の回収システムを備え

た施設まで、さまざまである。既存のオープン・ダンピングを改善して整備するという方法は、財政

的には比較的容易であり、当座の健康リスクを回避し環境汚染物質の流出を軽減することができる。

しかし、長期的には、家庭系廃棄物を分別しないまま埋立地に輸送するのでは、次のようなさまざ

まな理由から持続可能な選択肢とはいえない。すなわち、埋立地の適地はどこでも限られており、

しかもその土地は他の用途に必要とされている。混入している有価資源が埋め立てられて価値が

消失してしまう。埋立地から滲出する物質によって周辺の土壌、植物、地表水、地下水が汚染され

る可能性がある。有機物が分解して発生するメタンは強力な温室効果ガス（GHG）のひとつである。

気候変動対策における廃棄物セクターの重要性は、国際的にますます強く認識されてきている

（IPCC 2007）。 
 
本章では、アジア太平洋地域の途上国の都市部における有機性廃棄物処理と気候変動の関連

性を取り上げ、持続可能な開発と気候変動政策の両立を可能にする施策を明らかにしようと試みる。

対象とするのは、家庭、商業施設等から排出される食物残渣及び家庭ごみを中心とする生分解性

廃棄物であり、これらの廃棄物の処理に伴って発生するメタンの放出をいかに回避（または回収利

用）するかという点に焦点を当てることにする。結論として、コンポスト化（堆肥化）が廃棄物処理に

よる GHG の発生を抑制する 1 つの方法であり、当該地域での実施可能性が高いと考えられた。

従って、本章では都市部におけるコンポスト化の導入と普及の実態を分析する。特に、いかにすれ

ば国と地方の政策立案者がコンポスト化のイニシアティブを促進できるかという点に着目していく。

本研究は、当該地域の主要先進国における有機性廃棄物管理に関する政策についての文献調

査ならびに現地 6 ヵ所のケーススタディーについての文献調査、現地視察及びヒアリングにより実

施した。 
 
2. 廃棄物処理による GHG の放出 
 

廃棄物処分場の嫌気性条件下で有機性廃棄物が分解すると、メタンを約 50%含有するバイオ

ガスが生成される（IPCC 2006）。メタンは温暖化の寄与度が二酸化炭素（CO2）の 25 倍も強い

GHG であり、地球温暖化の要因である人為的排出物としては CO2 に次いで量が多い（IPCC 
2007）。有機性廃棄物の処理過程で排出される CO2 は、生物学的炭素循環の一部とみなされてい

るため、人為的 GHG の排出量には含めないのが普通である。 
 
廃棄物処分場から発生するメタンは世界の人為的 GHG 排出量のおよそ 3～4%を占めている

（IPCC 2006）。より多くのメタンを排出しているセクターは他にあるものの、廃棄物からの排出はこの
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ように既に相当な量になっており、途上国の今後の経済成長と消費形態の変化により、さらに増大

するものと考えられている。このセクションでは、アジア太平洋地域の途上国における廃棄物管理

過程からの GHG 排出量を、1995 年と 2025 年の廃棄物発生量についての世界銀行による推計値

に基づいて算定する。併せて、2000 年の最新データに基づく算定値も提示する。 
 
2.1. 1995 年と 2025 年のメタン放出量 
 

廃棄物処分場でのメタン発生は以下の要素に依存する。すなわち、（ⅰ）固形廃棄物の総量、こ

れは人口規模と生活水準によって決定される、（ⅱ）固形廃棄物の組成、そして（ⅲ）廃棄物処分

場の特性（例えば、気候、容量・深度、pH、水分）である。今後、固形廃棄物の発生量は、人口増

大、所得増加及び工業化の進展により増大し、その結果、廃棄物処分場からのメタン発生量も加

速する可能性があると予想されている（Bogner et al. 2007; USEPA 2006）。 
 
世界銀行が実施した研究（Hoornweg et al. 1999）では、調査対象国の都市部人口 1 人当たりの

廃棄物発生量は 1995 年から 2025 年までの間に 1.14～1.73 倍に増加すると予測している。また、

同研究は 2025 年までに廃棄物の組成も大幅に変化すると予測している。廃棄物発生量の急激な

増加と組成の変化は、限られた財源と未整備の廃棄物管理システムに難題を投げかけるであろう。

また、廃棄物処理技術が現在の水準に留まるとするならば、廃棄物量の増大はそのままメタン排出

量の増大につながってしまう。 
 

表 6.1. 廃棄物発生量と廃棄物処分場からのメタン放出量（1995 年と 2025 年） 
 1995 年実績 2025 年予測 

国名 MSW 
発生量 

（kg/人/日）* 

メタン放出量

（千トン/年）

メタン放出量

（kg/人/年）

MSW 
発生量 

（kg/人/日）*

メタン放出 
予測量 

（千トン/年） 

メタン放出 
予測量 

（kg/人/年）

中国 0.79 898.52 2.35 0.90 4,075.12 4.93
インド 0.46 474.55 1.92 0.70 2,774.92 5.37
インドネシア 0.76 457.49 6.52 1.00 1,581.74 9.05
タイ 1.10 165.33 9.44 1.50 424.39 13.58
フィリピン 0.52 127.83 3.46 0.80 451.11 5.61
マレーシア 0.81 68.91 6.08 1.40 281.11 11.09
バングラデシュ 0.49 38.66 1.46 0.60 243.69 3.29
ベトナム 0.55 31.76 1.96 0.70 189.87 4.60
ミャンマー 0.45 18.46 1.61 0.60 106.41 3.94
カンボジア 0.69 2.67 1.64 0.80 25.50 3.50
ラオス 0.69 1.33 1.64 0.80 10.41 3.50
* MSW発生量のデータはHoornweg et al. 1999の引用による。MSW＝都市廃棄物 
 

1995 年と 2025 年のメタン放出量は、IPCC のガイドライン（IPCC 1997）の物質収支法を用いて

算出した。調査対象国のメタン放出量は 2025 年までに 2.6～9.6 倍にも急増すると予測されている

（表 6.1）。 
 
人口 1 人当たりのメタン放出量は 1995 年レベルの 1.4～2.8 倍に増加すると予測されている。平

均するとおおむね倍増との予測である。さらに、国連人口局の推計によれば、対象国の都市部人

口は 1.8 ～4.5 倍に増加する。これを重ね合わせると、廃棄物処理からの GHG 排出量が急速に増

加し、今後もますます重要になっていくことは明白である。 
 
1995 年の人口 1 人当たりのメタン放出量は、タイ、インドネシア及びマレーシアが、それぞれ 1 日

9.4 kg、6.5 kg、6.1 kg と、他の国々に抜きんでていた。2025 年には、経済成長と都市化の進行により、

マレーシアが全調査対象国の中では人口 1 人当たりで第 2 位のメタン排出国となるものと見込まれる。 
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2.2. 2000 年のメタン放出量 
 

ほとんどの調査対象国での急速な経済発展が進む一方で、廃棄物に関する基礎的データの信

頼性が必ずしも十分ではないことに鑑み、より最新のデータを用いて排出量を再計算してみた。各

国の固形廃棄物発生量を算出するため、国別の人口 1 人当たり廃棄物発生量を各種文献から求

めた。次いで、国別の人口 1 人当たり廃棄物発生量と 2000 年の都市部人口データ（国連統計よ

り）を用いて、各国における都市廃棄物の発生量を算出した。その他の変数は、IPCC ガイドライン

2006 年版の既定値を用いた（IPCC 2006）。 
 
表 6.2.  2000 年都市廃棄物からのメタン放出量 
国名 都市廃棄物 

発生量 
（kg/人/日） 

都市部人口 
（千人） 

廃棄物処分場

での 
処分率 

メタン放出 
予測量 

（千トン/年） 

1 人当たり 
メタン放出量 
（kg/人口/年） 

中国 1.00 456,247 0.50 2,281 5.00
インド 0.47 281,255 0.70 1,121 3.98
インドネシア 0.77 88,863 0.80 663 7.46
タイ 1.10 18,974 0.80 176 9.26
フィリピン 0.52 44,327 0.62 173 3.90
マレーシア 0.82 14,212 0.70 98.8 6.95
バングラデシュ 0.49 31,996 0.50 94.9 2.97
ベトナム 0.70 19,006 0.60 96.7 5.09
ミャンマー 0.44 13,290 0.60 42.5 3.20
カンボジア 0.76 2,223 0.40 8.18 3.68
ラオス 0.75 1,018 0.40 3.70 3.63
 

廃棄物セクターのメタン排出総量は一義的に都市部の人口規模に支配される。予想されるとお

り、排出量が最も多いのは人口が多い国、すなわち中国とインドである（表 6.2）。両国はまた、

GHG 排出量の世界上位 5 ヵ国内にもランクされている（Baumert et al. 2005）。すでに 2000 年の時

点で、調査対象国の廃棄物セクターからのメタン排出量は 1995 年よりも 1.1～3.1 倍にまで増加し

ている。今回の再計算では、2000 年の人口 1 人当たりメタン排出量は中国、ベトナム、カンボジア

及びラオスにおいてすでに 2025 年の予測値を上回ってしまっている。もし現在の傾向が続くなら、

排出量の大幅な増加が予想される。 
 
3. 有機性廃棄物の処理 
 

途上国における都市廃棄物の処理方法として最も一般的なのは、オープン・ダンピングと単純

埋め立てである。その主たる理由は投資額と運営費用が低廉だからである。しかし、これらの処理

方法による環境問題はよく知られており、冒頭で述べたように、多くの地方自治体と地域社会がより

優れた方法を導入しようと試みている。しかし皮肉なことに、オープン・ダンピングを一定の深さの

圧縮式の埋立処分方式に転換した場合、高さもあまりなく緩やかに積んだだけのオープン・ダンピ

ング方式に比較し嫌気性条件となるため、メタンの発生が増加する可能性がある。このため、埋立

処分場を整備することによって、地方政府は健康影響、水質汚濁、悪臭、土地不足という地域の環

境問題を、気候変動という地球環境問題に転換してしまうというリスクを犯すのである。しかし、図

6.1 が示すように、都市有機性廃棄物の処理方法の代案はいくつも存在し、それらの採用実績も

徐々にではあるが増えてきている。本セクションではこうした主な処理方法を紹介し、特に GHG の

排出抑制に着目しつつ持続可能性の観点から、それぞれのメリットとデメリットについて検討する。 
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図 6.1. 都市有機性廃棄物の処理方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注： MBT＝機械生物処理 
 
 
3.1. 廃棄物の発生抑制 
 

持続可能な廃棄物管理のための最も根本的な戦略は廃棄物の発生抑制であり、いかなる廃棄

物管理計画も廃棄物の発生そのものを抑制する努力を排除することは許されない。廃棄物の発生

抑制には資源の節約と廃棄物の収集・処理コストの低減という一挙両得のメリットがある。先進国で

は廃棄物の発生抑制の意義が広く認識されるようになっている（OECD 2000）。ほとんどの途上国

では 1 人当たりの廃棄物発生量は比較的少なく、発生抑制の余地は先進国に比べて小さいともい

えるが、他方、途上国においても、とりわけ都市部においては、先進工業国の国民と同程度の廃棄

物を排出する人の数が増加している。廃棄物発生の大幅抑制には、多数の家庭が消費行動様

式・生活習慣を改めることが必要であり、短時日で実現できることではない。 
 
廃棄物の収集・処理に責任を持つ地方自治体から見れば、各家庭がコンポスト化して自家消費

用や農地や牧草地の肥料として使用することは、廃棄物の発生抑制策と考えることができる。しか

し、今回の検討では、その他の生物処理方法と併せて論じることとする。 
 
3.2. 高度な埋立処分法 
 
3.2.1. 埋立地でのガス処理 
 

埋立地でのガス回収は 1970 年代から実施されており、世界各地 1,100 ヵ所以上に設備が設置

されている（Willumsen 2003）。よく見られるのは、埋立地の埋め立て完了区画（埋め立て敷地の一

部分）を囲いで覆い、当該区画で発生するガスを配管システムで捕集する方式である。回収したガ
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スはフレアー燃焼するかあるいは燃料として利用することができる。回収ガスが化石燃料を代替す

れば、気候変動対策としての効果がそれだけ増えることになる。 
 
先進国の高効率の設備では、約 90%という回収率が達成されている。しかし、このように高い回

収率は、覆土が適切に行われ、ガス回収配管が緻密な格子配置（グリッド）となるように設計されて

いる最終処分地でないと実現は難しい。途上国の場合、回収率は一般に低く、漏洩率は 60%にも

上ると推定されている（Hoornweg et al. 1999）。CDM 用のガイドラインで推奨されているプロジェク

ト案のガス回収率は 50%である。従って、気候政策の観点からは、ガス回収設備付き埋め立てとい

う方式は、有機性廃棄物の処理方策としてあまり適切であるとはいえない。 
 
埋立地からのメタン放出を抑制する別の方法は、酸化覆土の利用である。メタン酸化細菌は好

気的条件でしか活動できないので、細菌によるメタン分解が進むよう、酸化覆土の換気を十分に維

持する必要がある。酸化覆土の効率は、厚さ、基質、温度及び湿度に左右されるが、75%に達する

除去率も報告されている（Chiemchaisr 2008）。 
 
もう 1 つの方法は、埋立地全体に通気してメタン発生を抑制する方法である。配管システムを設

置し、処分場区画に空気をポンプで送出することによって、嫌気性条件の拡大を抑制してメタンの

発生を抑制するというものである。 
 
3.2.2. 機械選別・生物的処理 
 

機械選別・生物的処理（Mechanical-Biological Treatment：MBT）とは、未分別の廃棄物に前処

理を施した後、埋立地に埋め立てるという組み合わせ式の処理方法を指す。さまざまな方式を設

計することが可能ではあるが、よく見られる MBT 前処理方式としては、（ⅰ）鉄やプラスチックのよう

な再生利用可能な物質を機械的に除去し、その後、（ⅱ）有機成分を生物学的に部分的に分解す

る、という組み合わせがある。生物学的工程には嫌気性と好気性とがあり、発生するバイオガスの

回収工程を含むこともある。MBT 法の採用により、廃棄物を 40%も減量化し、埋立地からの浸出

水とガス放出を大幅に低下させることができる（Visvanathan et al. 2005）。処理済みの廃棄物に含

まれる汚染物質が低レベルならば、埋立地に埋め立てるのではなく盛土用途に使うことも可能であ

るが、食料生産用に利用してはならない。 
 
すでに幾つかの MBT システムが欧州を中心に稼動している。また、ドイツの資金的・技術的支

援により、中国とタイに幾つかの MBT システムが設置された。これらの事例のほとんどで採用され

ている技術は、手選別を多くし、好気性処理だけを組み込んだ簡単なものである。途上国にとって

の本方式の可能性を評価することは、現時点では難しい。 
 
3.3. サーマル・生物処理法 
 
3.3.1. 焼却 
 

都市廃棄物の焼却処理は先進工業国では広く普及しており、現在、全世界で 600 以上の施設

が稼動している。焼却には幾つかのメリットがあり、そのためこれだけ広く普及しているのである

（Bogner et al. 2007）。すなわち、焼却は有機系廃棄物の持つ衛生上のリスクを実質的に除去し、

廃棄物の体積を大幅に縮減する。メタン発生を完全に抑制し、化石燃料由来エネルギーの代替と

して電気と熱を産出することも可能である。 
 
しかし、都市廃棄物の焼却処理に成功している途上国は少ない。途上国の廃棄物は一般的に

先進国と比べてカロリー値が低い。また、水分が比較的多く、特に湿潤な熱帯地方ではその傾向

が強い。このため石炭をはじめとする補助燃料を加えなければならないことが多い（Solenthaler and  
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Bunge 2005）。その結果、回収可能なエネルギーは少なく、コストが高くなる。焼却プラントの所要

投資額は他の方式に比べて高額であり、用いられる技術も高度なものである。しかも、焼却処理は

有害性の極めて高いダイオキシンなどの汚染物質を排出するとの理由で、多くの都市で強い抵抗

にあっている。こうした物質の排出は燃焼ガスの高度処理によって相当低いレベルにまで抑制する

ことができるが、焼却プラントの投資額は大幅に上昇してしまう。 
 
3.3.2. コンポスト化 
 

コンポスト化とは管理された条件下で微生物に有機物を分解させる好気性プロセスである。これに

より廃棄物の体積は約 3 分の 1 に減少する。コンポスト化はさまざまな規模で実施可能であり、小さい

ものは個人の家庭から、大きいものは 1 日当たり処理量数百トンの大規模集中施設までいろいろであ

る。コンポスト化技術もさまざまであり、すべて人手で行うものから、分解中の廃棄物を機械で曝気する

ものまである。また、天然に存在する微生物をそのまま活用するものがある一方、処理時間短縮のた

めにミミズのような虫（蠕虫コンポスト化）や特殊な微生物を添加するものもある。処理過程で高温にな

るため残渣物には病原体が含まれておらず、土壌成分の改良や土壌への養分添加目的に利用する

ことができる。ほとんどの種類の土壌がコンポスト添加によってメリットを受けるが、特に有機成分の含

有度が低い砂質・粘土質の土壌では有用性が高い。乾燥地帯では、コンポストは土壌の保水率向上

に役立つ。また、コンポストは都市部あるいは都市周辺部の農業向けの資源となり、農家にコンポスト

代金の負担能力がある場合は都市の住民（または地方自治体）にとっての収入源ともなり得る。コンポ

ストはもともと農村部では長年にわたって行われているもので、目新しく実績の乏しい方法というわけ

では決してない。ただし、コンポスト化にも若干のリスクとデメリットがある。すなわち、コンポスト化のプ

ロセス管理が不十分な場合は、異臭が発生したり、媒介生物に起因する疾病が蔓延したりする懸念が

ある。しかし総体的には、コンポスト化は技術的にシンプルであり、アジア途上国の多くの地方自治体

にとって、埋め立てによる最終処分に対して経済的に実現性の高い方法であるといえるだろう。 
 
理想的条件の下ではコンポスト化によるメタン発生はないが、実際には嫌気的分解により若干の

メタンが放出される可能性はある。このリスクは、コンポスト化のプロセス管理が不適切な場合、とり

わけ基質の曝気が不十分であったり、含水率が多すぎたりした場合に高くなる。N2O も若干放出さ

れる可能性があるが、少量であり、埋め立て処理した場合の発生量に比較すれば無視できる量に

すぎないとの研究結果がある。最近の研究では、ある種の蠕虫コンポスト化はかなりの量の N2O を

発生することがあると報告されている（Hobson et al. 2005）。このような初期的所見は、蠕虫コンポス

ト化が本格的に推奨可能となるまでには、なお一層の研究が必要ということを示唆している。コンポ

スト化によるガス排出の度合いは個々のコンポスト化の方式やプロセス管理の良否に依存するため、

コンポスト化が気候変動にどの程度貢献するのか、具体的結論を出すことはできない。また、コン

ポスト化によるガス発生に関する研究はほとんどが先進国で実施されたものであり、本研究の対象

国とは条件が大きく異なっている。しかしながら、幾つかの国の環境担当省庁は、適切に実施され

れば、コンポストから発生する GHG の量は極めて少量であると結論づけている（MFE 2002）。 
 
3.3.3. 嫌気性消化 
 

嫌気性消化は農業廃棄物、有機性産業廃棄物及び下水汚泥の処理に長年使われているが、

都市廃棄物に利用されだしたのはつい最近のことである。これは圧縮型埋め立てと基本的に同じ

プロセスである、すなわち、微生物が無酸素状態で有機物を分解し、メタン濃度の高いガスを発生

するプロセスである。このプロセスは密閉したタンクの内部で進行させ、ガスを回収する。嫌気性消

化ではコンポスト化に比べて悪臭の発生は少なく、より小さい面積で同程度の消化能力が達成で

きる。発生ガスは燃料として利用できるので化石燃料の代替となり、残渣は好気性プロセスで処理

すれば、肥料として利用可能である。理論上は嫌気性消化には多くの利点があり、先進工業国中

心ではあるが幾つかのシステムが実用化されている。 
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しかし、現実の条件下では、メタンガスが消化タンク及びガスを燃料とする燃焼機関から若干漏

出することは避けられない。英国における研究では、農場の消化設備から 3.4～8.4%の排出が確

認されており、デンマークにおける別の研究では、ガスを燃料とする燃焼機関からの漏出は平均

3.5%と見積もられている（Reeh and Møller）。しかしながら、途上国では平均の漏出率はこれを上

回り、個々のケースでは相当高いものになると想像して間違いはないだろう。 
 
3.3.4. 家畜用飼料 
 

食品廃棄物を家畜用飼料として利用することは、人類が家畜を飼育するようになって以来ずっと

行われてきた。これは農村部では現在も一般的に行われているが、大都会では極めて限定的な需

要しかないのが普通である。中国、カンボジア及びタイでは、家畜用飼料用途に食品廃棄物を比

較的大規模に収集している事例が存在するが、一般的にはこの選択肢は有機性廃棄物管理にお

いて副次的役割しか期待し得ない。 
 
3.4. 各種有機性廃棄物処理方法の評価 
 

一般的に、有機性廃棄物を前処理またはガス制御なしで埋め立て処分することは、持続可能性

の観点から好ましいとは言えず、選択肢としては排除すべきものである。埋立地のガス回収及び酸

化覆土方式の採用は、既存の埋立地及び現在操業中の埋立地からの将来の GHG の排出を抑

制するために重要な役割を果たし得る。しかしながら、未処理の有機性廃棄物用に埋立地の新規

造成を検討している地方自治体は、たとえガス回収設備が計画に含まれていたとしても、以下の事

項に留意すべきである。すなわち、（ⅰ）GHG の排出量は依然として比較的高いこと、（ⅱ）利用可

能な栄養分が喪失され汚染物質に混入してしまうこと、（ⅲ）当該用地はより生産的な用途に活用

される可能性があること、そして（ⅳ）水質汚染の危険性がゼロとはならないこと、である。 
 
焼却方式は途上国の多くの都市にとって、コスト高または実現不可能であり、地域の廃棄物処

理の本命と考えることはできない。ただし、公衆の理解が得られるのなら、一部の新興工業国では

焼却方式も重要な役割を持ち得ると思われる。MBT は主として一つの前処理方式ととらえるべき

であり、埋め立て方式が持つ諸問題を軽減するものと理解される。 
 
持続可能性の観点からは、生物処理方法（コンポスト化と嫌気性消化）が優れた利点を有している。こ

れらは GHG の排出量を大幅に削減し、栄養分を回収し、低コストで小規模なものから導入可能である。

両プロセスのいずれが低廉かという点については、文献調査した中で意見が分かれているが、焼却方式

に比べればいずれも大幅に低廉であることは間違いない。嫌気性消化はコンポスト化よりも技術的に複雑

であり、プロセス操作は専門のスタッフが行わないと良好な性能は発揮されない。それに対してコンポスト

化は労働集約的に実施することが可能であり、それだけ雇用機会を創出できる。設備投資額も少なくて済

むため、資金的制約のあるプロジェクトにはコンポスト化が特に適している。高度な技術は必要とせず、極

めて小さい規模でも採用できるという特徴もあるので、コンポスト化はコミュニティ主導型の廃棄物管理に

は非常に適した選択肢であるといえる。Barton et al.（2008）による最近の調査も同様の結論に至っており、

コンポストの普及が途上国においてオープン・ダンピングを改善する第一歩であると指摘している。 
 
以上のことから、本章のこれ以降ではコンポスト化に焦点を当て、各国の中央政府及び地方自

治体が気候変動緩和に配慮した廃棄物管理改善方策としてのコンポスト化を、いかにして推進し

ていけるか検討することとしたい。ただし、だからといって、いかなる都市のいかなる有機性廃棄物

でも、コンポスト化が最善の処理方策と考えられるというのではない。製造したコンポストを食料生

産に利用するには、汚染物質の混入を効果的に防止する必要があるが、これをすべての廃棄物

に対して実施するのは不可能である。とはいえ、コンポスト化は多くの都市で重要な役割を果たす

ことができる。とりわけ、自治体に廃棄物収集･処理能力が不足し、未回収廃棄物が腐敗して生活

環境を悪化させ、大きなスラム地区を抱えているような都市では、大きな意味を有している。 
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これまで述べてきた各種処理方式は必ずしも対立するものではない。個々の地域条件に応じて、

地方自治体と地元の関係者が幾つかの方式を組み合わせ、相乗効果が出るような統合的システ

ムを構築することが必要なのである。処理方式の成否を左右する要因には次のようなものがある。

すなわち、廃棄物の量と組成、経済条件、各種処理方式の過去の採用実績、家庭での分別に対

する意識・意欲、廃棄物問題に取り組む NGO またはコミュニティグループの有無、利用可能な用

地の状況及び有機肥料の需要である。典型的には、最善のシステムとは複数の処理方法を適切

に組み合わせたものであり、またいかなるシステムであれ、時間の経過とともに諸条件の変化に適

応していかなければならない。 
 
4. 都市廃棄物のコンポスト化 
 

このセクションでは、アジアの途上国の都市部におけるコンポスト化について検討し、同地域で

コンポスト化を推進するための施策について考える。まず、アジアの廃棄物セクターにおけるプロジ

ェクトの財政支援の現状について述べる。次に、有機性廃棄物管理に関する各国の政策を概観し、

アジアの途上国 5 ヵ国におけるコンポスト化の現状について簡単に述べる。対象国には廃棄物セ

クターの GHG 算定排出量が上位の国々を含む（表 6.2）。そして、コンポスト化が重要な役割を果

たしている 6 つの都市におけるケースについて分析する。最後に、これら各国の概観と各都市に

おける実例の分析結果に基づき、都市部のコンポスト化を支援するための中央政府及び地方自治

体の政策について改善策を提言する。 
 
4.1. 気候政策と廃棄物セクター 
 

現在のところ、気候変動についての懸念は、アジアの途上国における都市廃棄物の管理に関

する政策決定に大きな影響を与えるには至っていない。それよりも公衆衛生やコストといった要因

が優先事項となっている。しかしながら、今後数年のうちに、アジアの途上国は他の国々と同様に、

気候変動の危機に直面し、自らの排出量を抑制する措置を講じなくてはならなくなる。そのために

は、社会の関連セクターすべてが行動を起こすことが必要であり、廃棄物セクターも当然含まれる。

従って、いかにすれば、各国の政策担当者が地方自治体、地域社会、その他関係者に対して、気

候変動の緩和に貢献して、より持続可能な廃棄物管理システムを展開するよう働きかけられるかを

検討することは、十分意義のあることなのである。 
 
気候政策と廃棄物セクターを関連づけるものは、京都議定書に基づく CDM である。CDM プロ

ジェクトには、その GHG 削減可能量に応じて認証排出削減量（CER）が与えられる。この CER は

売却することができるので、廃棄物処理システムのさらなる整備のための歳入をもたらす。CER の

平均価格は、2007 年で二酸化炭素換算トン（tCO2e）当たり 10.90 US ドルと報告されている

（Cooper and Ambrosi 2007）。 
 
2008 年 3 月 1 日時点において、全世界の CDM プロジェクト登録数は 1,035 件であり、そのうち

641 件がアジアにおけるプロジェクトである。廃棄物セクターについては、全世界で 256 件が登録

されているが、そのうちアジアは 63 件で、全体の 24.6%にすぎない。アジアで上位にある国々はマ

レーシア（18 件）、インド（13 件）、フィリピン（12 件）、そして中国（10 件）である（CDM Project 
Activities Database 2008）。 

 
廃棄物セクターで最も一般的な CDM プロジェクトの形態は埋立地のガス回収である。ただし、

コンポスト化プロジェクトの CER を算定する方法が近年になって開発され、都市型コンポスト化で

は初めての CDM プロジェクトが、2006 年にバングラデシュのダッカで登録された。ダッカでのコン

ポスト化の経緯についてはセクション 4.3.2 で詳述する。その後、中国及びインドでのコンポスト化

事業も CDM プロジェクトとして登録された。原則として、一定規模以上のコンポスト化事業は、信
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頼性ある基礎データの提出がありさえすれば CDM プロジェクトに認定可能なのである。しかし、こ

の部門での CDM という資金調達法は、まだ利用度が低い比較的新たなチャンスと考えてよいだろ

う。 
 
各国の廃棄物セクターからの排出 GHG の経済的価値について大まかに推定する目的で、それ

ぞれの推定メタン排出量に CER の平均単価を適用してみた（表 6.3）。その結果、もし発生メタン

全量の排出を回避して CER に換金することが可能だとした場合、年間の歳入額は 4 億 US ドル以

上に達すると判明した。この潜在的歳入がどの程度であるかを見るため、各国が毎年廃棄物管理

に支出している経費の推定額と比較すると1、13～60%という範囲になる。しかし、小さな自治体で

は廃棄物管理に対する人口 1 人当たりの支出額は低いので、この数字は実際よりも過大である可

能性が高い。従って、この試算結果は十分に注意して解釈すべきものではあるが、市場メカニズム

による潜在的歳入額は、現状の歳出費用との比較において有意であることを示している。 
 
表 6.3. 各国の埋立地からの排出 GHG の経済的価値と都市廃棄物関係歳出額 

国名 メタン 
排出量 

（千トン/年） 

CO2 
換算量 

（千トン/年） 

潜在的歳入額

（百万 US ドル）

都市廃棄物 
関連歳出 

（百万 US ドル/年） 

都市廃棄物 
関連歳出に対する

潜在的歳入額の

比率（%） 
インド 1,121 28,025 305 506 60
バングラデシュ 949 2,373 25.8 46.7 55
フィリピン 173 4,325 47.1 177 27
マレーシア 98.8 2,470 26.9 213 13
ベトナム 96.7 2,417 26.3 66.5 40
 
4.2. 各国の廃棄物政策とコンポスト化 
 
4.2.1. 中国 
 

中国における都市廃棄物管理は、主として「中華人民共和国固体廃物環境汚染防治法」によっ

て規制されている。この法律は固形廃棄物を十分かつ合理的に利用することを目的としている

（FAOLEX 2004）。2000 年の「都市ごみ処理及び汚染の防止と取締に関する技術的指針」 （The 
Technical Policies for Municipal Refuse Disposal and the Prevention and Control of Pollution of 2000） 
では、都市廃棄物の処理方法として、埋め立てをその用地が確保可能な場合に最優先とし、焼却

を主たる代替案と定めている。しかしながら、同指針には「適切な生物処理技術の積極的開発を図

るものとし」との記述があり、コンポスト化に向けた実践的な方法について、独立した項目で扱ってい

る（SEPA 2000）。現在は埋め立てが 85%以上を占めており、そのうちガス回収システムが設置され

ているものはほとんどない（Wiaofei 2008）。基本的に生物処理は、現在主流の埋立処分と焼却に対

する補完的な方法と位置づけられているように思われる。なお、この他中国では廃棄物管理に関す

る多くの法律が存在する。世界銀行の報告（2005 年）は、固形廃棄物に関する法制度は複雑であり、

重複している分野もあれば担当省庁についての規定が欠落している分野もあると指摘している。 
 
Huang et al.（2006）は、2002 年に発生した都市廃棄物の約 7%がコンポスト化されたとしている

が、2003 年に国連に正式に報告された 4.8%という数字（UN Statistics 2007）を大幅に上回ってい

る。Xiaofei（2008）の報告では、コンポスト化は、コンポストの品質不良や市況の悪化が主な原因で

減少傾向にあり、処理能力も 2001 年の 8.8%から 2005 年には 4.3%と減少した。比較的簡易な槽

内コンポスト化を実施している幾つかの都市ではある程度成功しているが、大規模技術を採用した

多くの都市では致命的な技術上の問題が発生して、閉鎖を余儀なくされたところもある。こうした施

設のコンポストは、金属類、燃え殻、プラスチック類及びガラスが混入した混合廃棄物を原料として

使用しているため、一般的に品質が低い。このような低品質のコンポストは限られた用途にしか利

用できない上に（World Bank 2005）、製造コストもしばしば市価を上回ってしまうことが報告されて
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いる（Rissanen and Naarajärvi 2004）。コンポスト化は地方自治体が主導している場合がほとんどの

ようである。他国とくらべ、中国においてコミュニティグループや NGO が廃棄物管理に果たしてい

る役割は、おそらくウェイスト・ピッカーを除いては、小さいものと思われる（World Bank 2005）。 
 
4.2.2. インド 
 

インドの 2000 年「都市廃棄物（管理及び処理）規則」は、埋め立て処分する廃棄物の量は最少

化しなければならないと明確に規定している。さらに、「生分解可能な廃棄物はコンポスト化、蠕虫

コンポスト化、嫌気性消化またはその他の適切な生物学的方法により処理するもの」としている

（MOEF 2000）。また、コンポスト化及びコンポストの品質基準についての具体的指示も含まれてい

る。しかし、2004 年までにこの新しい規則を遵守し始めた地方自治体はほとんどない（Gupta 2004）。

コンポスト化を普及するため、「統合的植物栄養管理のための省庁間タスクフォース」 （Inter-
Ministerial Task Force on Integrated Plant Nutrient Management） が全国各地に 1,000 基のコンポ

スト化施設を建設することを提言し、そのために 2 億 US ドルを超える予算措置を講じた（Gopal 
2006）。しかし、政府は一方で化学肥料に補助金を給付しているので、コンポスト化事業を成立さ

せるのは採算的に困難である（Zürbrugg  et al. 2004 年）。 
 
1997 年のインドの都市廃棄物は、その約 10%がコンポスト化により処理されたと推定されている

（SOE Asia 2000）。しかし、この推計は 10 年以上も前のものであり、現状での妥当性には疑問があ

る。人口密度が最も高いデリー市の場合、収集された都市廃棄物の 9%がコンポスト化されたと、最

近報告されている（Talyan et al. 2007）。インド各地には多くの集中型コンポスト化施設が存在し、そ

の代表的能力は日産 100～700 トンである。これらの施設の大半は地方自治体の委託により民間

企業が運営しており、食品市場からの廃棄物だけを処理している。しかし、集中型コンポスト化事

業が失敗し、閉鎖に追い込まれた例も数多く存在する。そこに共通する問題は製品の販売に困難

を伴うことであった。 
 
1990 年代以降、小規模で人力によるコミュニティ規模のコンポスト化施設が市民のイニシアティ

ブと NGO により開始された。この動きはバンガロール、チェンナイ、プネ、ムンバイなど多くの主要

都市に広がっている（Zürbrugg et al. 2004）。ムンバイでは、コミュニティによるコンポスト化によって

地方自治体の廃棄物処理費用が削減されたとの報告もある（Sarika 2005）。 
 
都市部でコンポスト化を行おうとしたときは、たいていの場合高額な用地費が問題となるが、地方

自治体が無償または低廉な地代で用地を提供している例が多い。これはコミュニティグループが主

導であっても民間企業であっても共通している（Ali 2004）。もう 1 つの共通障害は、コンポスト化施

設に必要な投資資金を借りることが困難であるという問題である。銀行は廃棄物処理プロジェクトを

高リスクと見ており、高金利を要求したり融資に消極的であったりするのである（前掲）。 
 
4.2.3. インドネシア 
 

インドネシアでは、1999 年に都市住民に対する公共サービス事務の多くが地方自治体に移管さ

れた。中央政府の役割は主として地方レベルに対する指針と技術的支援の提供だけになったので

ある。しかしながら、地方政府には都市廃棄物の収集・処理システムを企画、構築、運営するため

の財源は限られており、そのための十分な技術的・経営的能力も欠けている（Sanitation Country 
Profile 2004）。2004 年以来、インドネシア政府は地方の都市廃棄物管理規制制度を改善するため

の基本法を制定する考えだが、現在はまだ草案作成の段階である（WALHI 2007）。 
 
廃棄物管理は、インドネシアの各都市において深刻な問題と認識されており、何度か紛争を引

き起こしてきた。廃棄物問題に取り組む活発な NGO もいくつかあり、埋立地や焼却施設の建設計

画はしばしば強硬な反対運動を受けている。 
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2000 年に都市部で発生した固形廃棄物の 1.6%がコンポスト化されたとの報告がある（Sanitation 
Country Profile 2004）。複数の NGO が首都ジャカルタをはじめ幾つかの都市で分散型コンポスト

化を推進している（Pasang et al. 2007）。 
 
4.2.4. タイ 
 

タイでは、1992 年以来、都市廃棄物管理に関して 4 つの重要な法律が成立しているが、コンポ

スト化はそのいずれにおいても具体的な規定がない。しかし、1998 年になって、工業省がコンポス

ト化を産業廃棄物の処理方法の代替案と位置づけ（MOI 1998）、2005 年には農業協同組合省が

コンポストと生物性肥料の品質規格を強化した。 
 
タイにおいてはコンポスト化の促進の一つの要因として、健康的なイメージの輸出型農業・食品

産業の発展を図るという国家的戦略を持っていることが挙げられる。このため、天然資源環境省が

幾つかのコンポスト化事業を推進しており、県、地区、準地区レベルでも自治体によるプロジェクト

が提案されている。さらに、幾つかのタイの大学では、家庭でのコンポスト化の方法の改良に関す

る研究が行われている（Thaipost 2004; Tripetchkul and Chaiprasert 2003）。 
 
また、2007 年には省エネルギーと代替エネルギー生産促進の目的から、エネルギー省と内務省

の間で、エネルギーと都市廃棄物管理の問題について協力する旨の覚書が調印された。両省が

目標として打ち出したのは、発生した有機性廃棄物は燃料生産、肥料用のコンポスト化及び魚類

養殖用飼料の生産という形で有効利用しなくてはならないとするものである（OPT 2007）。 
 
4.2.5. フィリピン 
 

フ ィ リ ピ ン で は 、 2000 年 に 「 環 境 配 慮 型 固 形 廃 棄 物 管 理 法 」 （ Ecological Solid Waste 
Management Act of 2000）が成立したが、そこでは廃棄物の発生抑制、発生源での分別及び再利

用（リサイクル）の必要性が強調されている。都市廃棄物の焼却は 1999 年の大気汚染防止法によ

って明示的に禁止されている。この環境配慮型固形廃棄物管理法は、コンポスト化の役割を強調

しており、フィリピンの最小行政単位であるバランガイに対して環境に配慮した固形廃棄物管理計

画の策定と「資源回収施設」の設置を義務づけている（NSWMC 2000）。 
 
しかしながら、同法の実施は容易ではなく、2007 年時点で約 4%のバランガイがわずか 1,714 件

の施設を設置していたにすぎない（Ecowaste Coalition 2007）。このように実施が進まない原因とし

て指摘されているのは、法規制の軽視、政治的意志の欠如、財源不足、面倒で時日を要する行政

手続、不十分な技術的能力、収集用車両の量的・質的な不足そして各家庭への働きかけの困難さ

などである（Globe-Net 2007）。Sapuay（2006）は、同法が固形廃棄物管理に変革をもたらすための

インセンティブをいかに創るかということよりも、技術面の詳細に偏重しており、また法律違反に対

する罰則が軽いため、多くの当事者は都市廃棄物の管理体制を整備するよりも処罰を受ける道を

選ぶと指摘している。さらに Chiu は、同法で義務化された「固形廃棄物管理基金」 （Solid Waste 
Management Fund） がまだ設立されていないことが一因と見ている。 

 
1997 年時点では都市廃棄物の 10%がコンポスト化されたとの推定がある（SOE Asia 2000）が、

最近の状況については推計値がない。コンポスト化が成功した事例を見ると、NGO かコミュニティ

グループが推進した活動が大半であり、地方政府やバランガイによるものは少ないように思われる。

フィリピンでは有機食品の市場が成長中であり、農業省は有機肥料の使用を奨励している。それで

も多くのコンポスト化事業が製品市場を見出すのに苦労していると報告されている（Chiu）。 
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4.2.6. 分析と政策提言 
 

最も注目されるのは、アジア太平洋地域の二大国、中国とインドに関して、それぞれの廃棄物政

策における優先事項が大きく異なっている点である。すなわち、中国が埋め立て処理を主流と考え

ているのに対して、インドは埋め立て回避を強調している。また、中国は焼却処理を支持している

が、フィリピンでは法律でこれを禁止している。 
 
いずれの国でもコンポスト化事業が幾つかの都市で操業中であるが、コンポスト化される都市廃

棄物の割合は小さい（10%またはそれ以下）のが現状である。ただし、信頼できる統計はなく、報告

されている数字は必ずしも正確ではない。欧州諸国と比較した場合、アジアの途上国の都市廃棄

物は有機物の含有率が高くコンポスト化により適しているのに、コンポスト化率は低い。 
 
インドとフィリピンは、廃棄物の発生抑制、発生時の分別及び生物処理を強調した都市廃棄物

処理に関する法制度を有している。程度の差はあるものの、中国とタイもこれらの廃棄物管理要素

を、それぞれの国家政策・国家戦略で強調している。しかしながら、いずれの国々も法目的の実現

に向けて条文を実際に運用するための能力が欠けているように思われる。法律上では、高い環境

基準を実現するよう、現場の各主体に固形廃棄物管理体制の改善が義務づけられているが、地方

政府には通常、必要な財政能力も技術的知見も欠けている。中央政府からは、現場の各主体が法

定義務を履行できるようにするための促進誘導策はほとんど講じられていない。 
 
コンポスト化は政府の複数の機関に関係しているため、さまざまな調整が必要なことは明らかで

ある。廃棄物関係法規は環境省が取り扱うのが典型だが、製品が土壌品質の改良に用いられる持

続的なコンポスト化にあっては、農業省のような他の機関からの支援が必要である。コンポスト化を

普及拡大するにはコンポスト製造の推進のみならず農家における利用拡大の促進が重要である。

供給指向型政策と需要指向型政策を調整する省庁間組織が必要とされているのではないか。 
 
コンポストその他有機肥料の利用拡大に対しては、化学肥料向けの補助金が大きな障害となっ

ている。政府はコンポストの有効利用を促進しようとするなら、これらの補助金を削減するか有機肥

料も助成対象に含めるべきである。そのほか、コンポストとコンポスト化施設についての税の減免措

置も、中央政府による財政支援策の一つとして考えられる。 
 
調査対象国においてもその輸出先市場においても、有機食品に対する需要は伸長している。こ

のことはコンポストのような有機肥料の需要を増加させることに繋がっている。しかし、こうした傾向

があるにもかかわらず、コンポスト化事業の多くが製品市場を見つけるのに困難を感じている。コン

ポストの製造者とその潜在的需要者との間のマッチングがうまくいっていないように思われる。この

点において、各国の政府は取引コストの削減という形で、コンポスト市場の拡大に貢献することが

可能である。コンポストのグレード別の公的品質規格、品質管理システム及び表示（ラベリング）制

度は重要な政策ツールとなり得る。コンポストの販売と安全使用には、他の成分の混入防止が前提

条件であり、過去の混入事例も発生源での徹底した分別が必要であることを示している。コンポスト

化事業と肥料会社の間のパートナーシップの確立を図ることもまた有効である。コンポスト化事業の

多くは小規模で運営されているため、潜在的需要者を開拓する能力は通常極めて限られている。

同様に、有機農業を営む農家も信頼性のある肥料の供給者を見つけるのに苦労している。特にこ

うした中小規模の関係者については、買い手と売り手が情報交換・交流できるデータベースが有

用となろう。農業協同組合とコンポスト化事業のネットワークは、情報の仲介者として重要な役割を

果たすことが可能であり、政府はこの面で両者がより活発に連携するよう奨励すべきである。 
 
コンポスト化を実施するのは、さまざまな主体であってよい。廃棄物管理について公的に責任が

あるのは通常、地方自治体だが、幾つかの国では当自治体よりも NGO やコミュニティグループがコ

ンポスト化事業を運営している場合が多い。こうした事業を円滑に進めるためには、地方自治体が
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廃棄物管理計画をさまざまな関係者と対話しながら策定する必要がある。従って、国の廃棄物関連

法制の中で、地方の廃棄物管理計画策定におけるステークホルダーの参画を義務化すべきである。 
 
4.3. 都市廃棄物管理におけるコンポスト化 6 つのケーススタディー 
 

以下に紹介する 6 つのケースを通じて、コミュニティ主導でのコンポスト化の取り組みから地方政府

による事業まで、そして家庭でのコンポスト化から集中システムまでなど、コンポスト化に対するさまざ

まなアプローチを紹介する。また、これらのケースは異なったタイプの都市や町の代表例でもある。す

なわち、バンコクとダッカは国の首都であり巨大都市である。ノンタブリとスラバヤは大都市だが、ピサ

ヌロークとサンフェルナンドはともに小さな町である。ダッカとスラバヤにおけるコンポスト化事業は成功

例として国際的に知られるようになっているが、フィリピンのサンフェルナンドはそれほど知られていな

いものの、地方政府とコミュニティグループとの協力態勢は興味深いモデルである。タイの 3 ケース、

すなわちバンコク、ノンタブリ及びピサヌロークのケースは、それぞれ異なったタイプの都市の状況を

体現しているものであり、またコンポスト化事業の成功度合いも異なっている。各ケーススタディーにつ

いては、簡単な背景説明、主な主体とその役割、コンポスト化の仕組みの特徴及び他の都市の参考

になると思われる教訓を記述することにする。これら 6 ケースの総括表を表 6.4 として示した。 
 
4.3.1. バンコク（タイ） 
 

バンコクは常住人口が約 550 万人で、人口密度は 1 km2 当たり 3,600 人を超えている。毎日の

廃棄物発生量は約 8,369 トン、人口 1 人当たりに直せば 1.5 kg である。バンコクでは家庭でのコン

ポスト化が試みられたこともあるが、現在は民間企業が行う集中型コンポスト化が主流となっている。 
 
バンコク都（BMA）は、1999 年から 2002 年にかけて各家庭で食品廃棄物から液肥を生産すると

いうキャンペーンを展開した（BMA 2005）。各戸には廃棄物の分解を促進する有用微生物（EM
菌）が配布された。この方式は所要期間が短いのが特徴であり、全体で 2、3 週間しか要しない。得

られる液体製品は有機肥料として施肥可能であることはもちろん、例えばトイレなどの消臭剤として

利用することもできる。この取り組みに対する BMA の支援は現在は終了しており、家庭でのコンポ

スト化が現在どの程度の規模で続いているかは不明である。最近、家庭でのコンポスト化への関心

が復活し、北九州市の援助により、スラバヤでの経験を取り入れたプロジェクトが進行中である

（Baitragul 2007）。 
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家庭でのコンポスト化のほか、BMA は集中型コンポスト化システムも整備している。2005 年以来、

同市では教育機関、デパート、ホテル、市場、病院、住宅団地など特定の発生源において分別済

みの有機性廃棄物を収集し、3 ヵ所ある廃棄物積替え施設のうちの１つに近接するコンポスト化施

設に搬入している。この施設は民間企業に運営を委託しており、有機性廃棄物の処理能力は 1 日

当たり 1,000 トン、コンポストの生産量としては日産 300 トンの規模である（BMA 2006）。同施設の

従業員数は約 100 名である。地方自治体にとっての経費は廃棄物 1 トン当たり 15 US ドルである

が、これは埋め立て費用とほぼ等しい（BMA 2005）。製品コンポストは 1 トン約 60 US ドルという価

格で農家に販売されている。 
 
このバンコクの事例は、家庭でのコンポスト化事業は継続的支援がないと持続困難であることを

示している。また、市が廃棄物処理事業を民間セクターにアウトソースするという道を選んだ例でも

ある。 
 
4.3.2. ダッカ市（バングラデシュ） 
 

バングラデシュの首都ダッカ市は、人口 700 万人で 1 日の廃棄物発生量は 3,200～4,000 トンで

ある。現在、市が収集している量はこの半分にも満たず、残りは路上、排水溝及び低平地に放置さ

れており、周辺環境と公衆衛生の悪化をもたらしている。 
 
この問題に対処するため、1995 年にウェイスト・コンサーン（Waste Concern）という名の NGO が

コミュニティに根ざしたコンポスト化事業をダッカ市で立ち上げた。この活動は官民協同・住民参加

型のもので、公共機関がコンポスト化施設の用地を提供し、NGO が技術支援と事業推進を担当す

る。コンポスト製品のマーケティングは民間企業が行い、各家庭は戸別訪問による廃棄物収集費

用として月額 0.22 US ドルを負担する形で参加している。ウェイスト・コンサーンが当初建設したコ

ンポスト化施設は日量 3 トンの廃棄物処理能力を有し、1,400 世帯から廃棄物を収集し、日量 0.75
トンのコンポストを生産した。現在稼働している 2 つの施設では、合計 1,800 世帯からそれぞれ日

量 1.75 トンと 2 トンの廃棄物を受け入れている。コンポストは肥料会社との提携により農家に販売さ

れており、1 トン当たり 37 ～74 US ドルの収入を生んでいる。1998 年には中央政府がウェイスト・コ

ンサーンの活動を公認し、UNDP の支援を得て、コンポスト化活動をダッカ市以外の地区にも拡大

した。その結果、これまでに 26 の市町でこのモデルが採用されている。バングラデシュ以外では、

UNESCAP の支援の下、ベトナムとスリランカにおいても同様のモデルの取組が進行中である。 
 
ダッカ市におけるコンポスト化事業は、地方政府ではなく NGO が全面的に運営しているにもか

かわらず、住民が収集費の負担に応じている点がユニークである。この事業は資金的に自立して

おり、唯一の助成は政府が用地を無償提供していることだけである。この事例は都市部においても

家庭という発生源での分別が可能であり、巨大都市から得られるコンポストでも高品質で農家に有

償で販売可能であることを示している。 
 
2006 年には、ウェイスト・コンサーンがオランダの共同事業者とともにバングラデシュ政府の協力

を得て実施する、ダッカ市大規模コンポスト化事業が CDM プロジェクトとして登録された。これはコ

ンポスト化事業としては世界初の CDM 登録プロジェクトである。本プロジェクトの気候変動に対す

る貢献度は年間 89,259 tCO2e と推定されている（CDM Project Activities Database 2008）。同事業

は 2008 年 3 月、日量 10 トンの施設で市場からの廃棄物の受け入れを開始した。同年 8 月までに

は処理能力を日量 130 トンに増強し、家庭からの廃棄物も受け入れる予定である。処理能力につ

いては、2009 年までに処理能力を日量 700 トンに引上げる計画である。 
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4.3.3. ノンタブリ市（タイ） 
 

ノンタブリ市は人口約 27 万人、人口密度が 1 km2 当たり 6,900 人のバンコク郊外の町である。廃

棄物の発生量は合計で 1 日当り 360 トンである。ここで主流となっているのは、市が運営する市場

系廃棄物の集中型コンポスト化である。 
 
2002 年に、市が EM 菌を用いた家庭系廃棄物のコンポスト化事業を開始した。この取り組みは

現在も続いているが、現在の参加世帯数に関する情報はない。2005 年からは、市が食品市場で

発生する廃棄物日量約 4 トンを処理するコンポスト・センターを運営している。このセンターは、EU
の資金・技術の援助の下に建設された。コンポストの品質は高く、農家に販売されている。その収

入はコンポスト・センターの運営費用の一部に充当しているが、同市はこの事業は廃棄物処理が

主目的であって、歳入目当てではないと捉えている。しかし実際には、同市の推計では、コンポス

ト・センターは廃棄物管理費の約 1.5%の削減効果をもたらしている。 
 
現在のところ、同市は家庭でのコンポスト化よりも市場系廃棄物2 をコンポスト・センターで処理す

る事業に力を入れている。このケースは、協力してくれる発生源がたった 1 つであっても、自治体

がコンポスト化事業を開始することができた好事例である。市場からの廃棄物は汚染物質や不活

性物質の混入が比較的少ないので、コンポスト化には最適である。その上、家庭系廃棄物と異なり、

市場系廃棄物は収集が容易であり、各世帯に分別実施を説得する必要もないので、立ち上げ期

間が短くて済む。従って、市場系廃棄物はコンポスト化を目指す自治体が最初に取り組みむものと

して好適であり、そこで経験を蓄積し技術の向上を図ることができる。ただし、市場系廃棄物は都

市廃棄物全体の一部に過ぎず、埋め立て削減に与える影響は限られる。 
 
4.3.4. スラバヤ市（インドネシア） 
 

東ジャワ州の州都であるスラバヤ市は、人口約 300 万人のインドネシア第 2 の都市である。スラ

バヤ市では、集中型コンポスト化と家庭でのコンポスト化の両方が実施されている。日量 40 トン以

上がコンポスト化されており、その内訳は 30 トンが市場からの廃棄物で、残りの 10 トンが家庭から

の廃棄物である。スラバヤ市は、このようなコンポスト化の取組と発生源での分別の実施により、廃

棄物発生量が 2005 年に日量 1,500 トンであったものが 2007 年には日量 1,300 トンと、10%以上の

削減を達成している。スラバヤ市の特徴は、家庭でのコンポスト化を広範囲に実践することに成功

したことにある。 
 
2000 年に、大学に本部を置くプスダコタ（Pusdakota）という名称の NGO が廃棄物問題に関する

意識啓発キャンペーンを行っていた。またこの NGO が主導して、小規模のコンポスト化事業を立ち

上げた。当時のスラバヤ市の都市廃棄物収集・処理システムは劣悪な状況にあり、多くの市民が懸

念を抱いていた。市内唯一の埋立地が近隣住民の反対運動で閉鎖に追い込まれると、新たな埋立

地へ移行するまでの間、スラバヤ市の一部地区の廃棄物管理体制が事実上崩壊し、耐え難い状況

に陥ってしまった。2004 年に入り、財団法人北九州国際技術協力協会（KITA）がスラバヤ市の廃棄

物管理体制の整備を支援することになり、コンポスト化についての技術協力を行った。廃棄物管理

の深刻な状況が市民の行動を呼び起こし、その後数年の間に小規模家庭用コンポストが次第に広

まった。市は早い段階から関心を寄せ、コンポスト化の市内の他地区への普及を支援した。 
 
この仕組みでは、各戸は製品コンポストを自分で使用してもよいし、販売してもよい。しかし、ほと

んどの世帯にとって動機づけとなっているのは、コンポスト化から得られる収入ではなく、衛生状態

の改善と眼に見えた生活環境の向上である。コンポスト化はとりわけ多くの主婦に支持されており、

普及活動も主婦層をターゲットにしている。コンポスト化は市が支給した専用バスケットを用いて行

われているが、技術は比較的簡単である。 
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家庭でのコンポスト化に加え、集中型システムも展開されている。このシステムでは、自分ではコ

ンポスト化ができない世帯または戸口収集を希望する世帯から廃棄物を受け入れる。製品コンポス

トは、市が公園や緑地で使用している。市ではこのシステムを普及させるため、13 ヵ所のコンポス

ト・センターを建設した。家庭からの有機性廃棄物の収集にも NGO とコミュニティグループが参画

し、コンポスト・センターに搬入する。また、彼らが家庭コンポスト化の導入にも努めている地域も多

い。 
 
プスダコタは 3 年間で家庭用コンポスト・バスケットを 2 万個近く販売したが、これはインドネシア

の他の都市でも採用されてきている。この事例の中心的な役割を果たしているのは、NGO、コミュ

ニティグループと市政府で、それが海外からの技術支援と民間会社からの資金援助で支えられて

いる。 
 
4.3.5. ピサヌローク市（タイ） 
 

ピサヌローク市は人口約 8 万人、タイ北部低地の社会経済活動の中心地である。廃棄物発生量

は人口 1 人当たり日量 1.6 kg、市域全体で 131 トンである。コンポスト化は市が主導して、家庭・コ

ミュニティレベルと市レベルの双方で実践されている。 
 
1990 年代の後期、ピサヌローク市長がドイツからの資金・技術援助を受けて、家庭コンポストと小

規模の集中型コンポスト事業を開始した。各家庭は自らコンポスト化に取り組むか、あるいは有機

性廃棄物をコンポスト・センターに持ち込むかする。この事業は住民に好評で、コンポスト化は次第

に拡大した。ピサヌローク市の事業が成功例として、タイ中に知れ亘るようになり、その経験に学ぼ

うと国内各地から見学者が押し寄せるまでになった。市は他の自治体から研修生を受け入れること

になり、その資金は国の天然資源環境省から供与された。 
 
しかし、このコンポスト化事業は、当初こそ成功を収め知名度も高かったものの、数年後には低

調になってしまった。地域コミュニティの一部の次期リーダーは、前任者ほどコンポスト化に熱心で

はなかった。さらに、各家庭もコンポスト化や分別についての熱意が冷めてしまった。コンポスト化

は時間と手間がかかるわりに見返りが少ないと、不満を訴えた。若い世代はコンポスト化にかける時

間的余裕はないと感じており、コンポスト化が続いているのは、高齢者がいてコンポストの世話をし

ている世帯がほとんどである。その結果、現在ではコンポスト化される量が激減してしまった。 
 
コンポスト化されない有機性廃棄物の処理を改善するため、ピサヌローク市は MBT 施設建設の

資金供与をまたもドイツから受け入れた。同施設は稼動して数年になるが、直接埋め立てに回って

いたはずの分を全量処理している。この施設では有機性廃棄物を減量化するため好気性条件下

で分解し、有機物を安定化することにより、埋立地からのメタン発生を抑制する。廃棄物は発生源

で適正に分別されていないため、残渣は汚染されており食品生産用途には適さない。この処理施

設には日量約 80 トンの廃棄物が持ち込まれている。 
 
同市は現在、民間企業に委託して、コンポスト・センターの運営とさらなる展開を図らせることを

計画している。家庭におけるコンポスト化の過去の経験から、同市は集中型システムが唯一実施可

能な解決策と考えている。また同市は、現状の MBT 施設と埋め立ての運営費用を超えない額を

負担し、当該民間企業は製品コンポストの所有権を持ち、営利目的で販売する予定である

（Hantrakul 2007）。 
 
4.3.6. サンフェルナンド市（フィリピン） 
 

サンフェルナンド市はフィリピンの地方中心都市であり、人口は約 12 万人である。ここはコミュニ

ティ主導のコンポスト化の仕組みがうまく機能している代表例である。 
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サンフェルナンド市では、バランガイ（地域共同体）が有機性廃棄物を含め分別された廃棄物を

各戸から収集し、機械撹拌システムと蠕虫コンポストの組み合わせによりコンポスト化している。市

が製品コンポストを固定価格で買い上げるので、バランガイには安定した収入が保証されている。

その他の収入源として、バランガイは再生可能な廃棄物を古物商に販売し、また各戸から収集費

用を徴収する。住民は費用を支払うとなると良好なサービスを要求するため、バランガイ・リーダー

にはより良いサービスを提供しなければとのプレッシャーがかかる。バランガイの中には廃棄物収

集とリサイクルで得た収益と市からの助成金を併せて、自分たちの収集用車両を購入できたものも

ある。こうしたバランガイが、廃棄物収集サービスを他のバランガイにまで拡大した例も存在する。 
 
バランガイは廃棄物を減量し、残った廃棄物は自ら埋立地に搬入するので、市には予算節約効

果をもたらしている。こうして節減された予算は、収集用車両の購入を希望するバランガイに対する

助成に向けたり、コンポストの買い取り保証価格に関わる特別コストをカバーするのに用いたりする

ことが可能である。このように収集・埋め立ての負担軽減による自治体の費用節約分を、それを肩

代わりする人々やコミュニティが分かち合うという仕組みは、コミュニティ主導型の活動に対する財

政支援策として有効であり、他の地域にも応用可能と思われる。 
 
4.3.7. 分析と政策提言 
 

以上紹介した事例は、コンポスト化事業にはさまざまな形態があることを物語っている。対象とす

る廃棄物の排出源、中心となる事業主体、規模と適用技術及び最終製品の用途はそれぞれ異な

る。いずれか 1 つのモデルだけが成功の可能性が高いと断定することはできない。コンポスト化し

ている廃棄物の量が多い上位 2 事例（バンコクとスラバヤ）では、それぞれの手法は大きく異なって

いる。スラバヤ市のコンポスト化はボトムアップ方式で始まり、相当多数の世帯が参画しているのに

対して、バンコク市では市が事業を推進しており、特定の大規模発生源に絞ったコンポスト化が行

われている。 
 
ほとんどの都市において最も大量の有機性廃棄物を排出しているのは家庭であり、埋め立て処

分量の大幅削減を図りたい市としては、家庭系廃棄物対策を展開する必要がある。家庭系廃棄物

のコンポスト化は容易なことではないが、成功した事業もあることを、今回の事例は示している。農

家に製品コンポストを販売して収入を得ようとする事業にあっては、廃棄物発生源での適切な分別

が極めて重要である。従って、各家庭にどれだけの知識と意欲があるかが、成功の鍵を握っている。

ただし、ピサヌロークの事例が示すとおり、各戸の意欲は継続的に維持されなくてはならない。初め

が好調だからといって、長期的に分別が継続されるとはかぎらない。 
 
スラバヤ市での事例に見るとおり、住民の参加理由は必ずしも経済的見返りだけとは限らない。

経済的メリットがあれば、コンポスト化を容易に導入することができるが、多くの家庭にとっては生活

環境の改善の方がより効果的なインセンティブになっているケースも多いであろう。住環境の美化

は短期間に実現できる目に見えるメリットである。このため、廃棄物の収集体制が未整備の地区で

は各戸の参画が得やすいのに対して、頻繁な戸口収集に慣れている家庭では参画意欲が高まら

ないという皮肉な結果になる可能性もある。 
 
コンポスト化に関する目的や動機は、各主体によって異なる。典型的な例を挙げれば、各家庭

は清潔で健康的な住環境を求め、自治体は廃棄物管理費用の削減と住民満足度の向上を目指

す、環境 NGO は汚染の低減を望み、事業者は収益を、ウェイスト・ピッカーと失業者は安定した仕

事を、そして農家は安全で安価な土壌改良剤を求めるのである。これらの目的をすべて十分に満

足することは困難であり、ある 1 つのコンポスト化の仕組みが一部の主体の目的に合致したとしても、

他の主体の目的にも合致するとは限らない。従って、コンポスト化事業を企画するに際しては、各ス

テークホルダーが何を期待しているかを明確にし、導入予定のモデルがそれにどの程度対応でき
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るかを評価することが重要である。成功のためにはさまざまな主体の協力が必要なのに、一部の主

体の期待にしか応えられないような事業は、失敗に終わるであろう。 
 
コンポスト化は継続的努力を必要とするものであり、短期間で成果がでることを期待すべきでは

ない。典型的な成功例は、非常に小さな規模からスタートし何年もかけて拡大してきた。過去の経

験が示しているとおり、優良事例だからといって、近隣のコミュニティにでさえ自動的に伝播すると

いうものではない。さまざまな異なる目的を持ったグループを巻き込み、意欲を高めていくような能

力を持った指導者が必要とされている。 
 
コンポスト化事業を成功させるには多くの技能が要求される。コンポスト化の技術ノウハウのほか、

農業セクターに対するマーケティング能力及び各家庭に対する啓発教育活動の実践能力が必要

であろう。通常、単独組織でこうした技能をすべて具備しているところはないので、ネットワークとパ

ートナーシップの確立が極めて重要である。 
 
今回の一部の事例では、国際協力が重要な役割を果たしていた。開発援助機関は必要な投資

資金や技術が不足している場合にこれらを提供することができる。これらの機関は多くの国々での

活動を通じ、成功事例と失敗事例の両方から豊富な経験を蓄積することができる。援助機関は、あ

る途上国から別の途上国へノウハウを移転することができるというユニークな立場にいる。ただし、

資金援助を得ようとする地方自治体は、その事業が地元の廃棄物処理業者やウェイスト・ピッカー

のように既に廃棄物の収集・処理に従事している関係者に対してどのような影響を及ぼすかという

ことに十分に配慮しなければならない。 
 
コミュニティグループや NGO が運営するコンポスト化事業には、地方自治体の資金援助が重要

であると考えられる。コンポストの収入だけで財政的に自立することは困難である。上述の事例で

見たとおり、支援の形式は次のように多種多様である。すなわち、（ⅰ）スラバヤ市の例のように、コ

ンポスト化用具の直接的助成、（ⅱ）サンフェルナンド市の例のように、廃棄物収集用車両の購入

資金の助成、または（ⅲ）ダッカ市の例のように、用地の無償又は優遇地代での提供である。また、

サンフェルナンド市での事例で見られるように、製品コンポストについての価格保証も適切な支援

形態である。収集・処理量が減少すれば、地方自治体は予算が節約できるので、市全体の便益を

向上させるために特段の努力をしているグループとの間で、この経済的メリットを分配することは合

理的と言えよう。 
 
5. 結論と提言 
 

アジアの多くの都市は、自らの廃棄物処理方式を、現在行われているオープン・ダンピングから

埋め立て処分へ改善しようと努力している。こうした処分方式の改善は、現場の環境影響を軽減す

るだろうが、同時にメタンの排出を増加させ、気候変動を助長してしまうかもしれない。廃棄物管理

に関する政策決定者は、この改善が環境負荷を地方レベルから地球レベルに移してしまう危険が

あることを十分認識し、気候への悪影響がより少ない処理技術を真剣に検討すべきである。 
 
もしも、現在優先的に採用されている処理法が廃棄物処理システムの主流であり続けるならば、

途上国における廃棄物分野からの GHG 排出量は、今後 20 年から 30 年のうちに急激に上昇する

と予想されている。この急増に歯止めをかけるため、廃棄物管理に関する政策決定者は、国レベ

ルと地方レベルそれぞれにおいて、以下の事項を推進する必要がある。 
 
(i) 廃棄物の発生抑制 
(ii) 有機性廃棄物に対しては、コンポスト化や嫌気性消化などの生物処理方法の導入 
(iii) 生物処理方法が実施不可能で、廃棄物の組成が適しており、そして厳しい環境基準を満足

できる排ガス処理設備が設置可能な場合に限っては、焼却処理 
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(iv) 既存の埋立地、または他の処理方式が実施不可能で適切な用地が確保可能な場合には、

埋立地におけるガス回収と利用 
 

現在のところ、国別の GHG 排出量において廃棄物セクターは数パーセントしか占めておらず、

気候政策の中であまり重視されていないかもしれない。しかし、本章では有機性廃棄物処理の改

善は、気候保全のほかにも以下のような大きなメリットをもたらすことが明らかにされた。 
 
(i) 最終処分量の削減とそれに伴う： 

a. 処分コストの削減 
b. 既存処分地の延命化 
c. 新規処分用地確保の必要性の低減及びそれによる土地利用紛争の軽減 

(ii) 滲出水の地下水及び表流水への漏出の減少 
(iii) コンポストが肥料として利用される場合、栄養分の循環利用と土質の向上 
(iv) コンポストが販売可能な場合、家庭と地域社会にとっての追加的収入機会 
(v) CDM による追加的歳入創出の可能性 
 

本白書の他の章で述べたように、気候政策は他の持続可能な開発に関する政策と切り離して展

開することはできず、統合されなければ効果を生むことは難しい。都市部における有機性廃棄物処

理の問題は、統合的アプローチが先に概説したコベネフィットを生み出すことを可能にするというこ

との好例である。これまでとは違った処理法を導入することにより、GHG の排出削減と同時に、地

元の環境と住民の生活環境の改善が可能なのである。以上の理由から、コンポスト化などの優れ

た有機性廃棄物処理方法についてアジア途上国の政策決定者はもっと真剣に検討すべきであり、

こうした処理方法に対する支援は、国の気候戦略のひとつに位置づけられるべきである。 
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注 
 
1 廃棄物にかかる経費のデータは各国の首都についての人口 1 人当たりの経費に各国の都市部人口を乗じて求

めている（Hoornweg et al. 1999）。 
2 野菜市場から発生する生ごみ  
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1. はじめに 
 

地下水は、地球上の数十億の人々、特にアジアの途上国の人々にとって、生活や食糧の安全

保障を支える重要な資源である。各国における地下水の取水及び利用の傾向は必ずしも明らかに

なっていないが、世界全体で見ると、現在、飲料水の約 50％、水を自給している産業に必要な水

の 40％、さらに灌漑用水の 20％が地下水を水源としていると推計されている。また、アジア太平洋

地域では、人口の約 32％が地下水を飲料水源として利用している（Morris et al. 2003）。 
 
地下水は、この地域の経済発展に大きく貢献している。インド、バングラデシュ、ネパール、中国

華北平原などでは灌漑だけではなく、工業生産にも利用されている。しかし、地下水が社会に与え

る価値は、取水量の観点のみで評価されるべきではない。地下水は、表流水に比べて、利用量あ

たりの経済便益が大きい場合が多い。これは地下水が地方レベルで入手可能で、干ばつ時にも利

用可能であること、最小限の処理で利用できる良質の水であることに拠る（UN/WWAP 2003）。途

上国では、今後、地下水の利用がさらに拡大するものと見られている。アジアでは、人口増加、農

業活動及び人口 1 人当たりの水需要の増加に加え、都市化の加速、産業活動やエネルギー需要

の増大などの要因によって、今後 25 年間にわたり、地下水資源への依存がさらに高まることが予

測される（Gunatilaka 2005）。 
 
地下水はアジアの持続可能な開発において重要な役割を担っているものの、これまで必ずしも

適切に管理されてきたわけではなく、その枯渇や水質の悪化に至っている場合も多い。今後、積

極的なガバナンスが行われなければ、未熟な地下水管理による悪影響によって、これまでに社会

が得たものが無に帰する（もしくはマイナスになる）恐れがある（Mukharji and Shar 2005）。こうした

問題に加え、現在、地下水管理は、地下水とその利用に負の影響を及ぼすであろう気候変動に対

し、いかに適応すべきかという全く新しい課題に直面している。 
 
気候変動による影響により、地下水資源に対する既存の負荷が増大する恐れがあるが、その理

由として、（ⅰ）一部の地域では地下水の涵養能力が低下すること、（ⅱ）降水量の変動が大きくな

るため、利用可能な表流水量に格差が生じ、その解消のために地下水が必要とされること、などが

指摘されている。また、海面の上昇に伴い、海抜の低い沿岸地域では地下水の塩水化が予想され

る。気候変動による地下水への影響により、元来淡水資源に乏しく、地下水が利用可能な唯一の

淡水源であるような地域では、近い将来、地下水さえも利用不可能、または利用に適さない状態に

なる恐れがある（IPCC 2007）。 
 
地下水は、持続可能な開発のために重要な資源であると同時に、現在そして将来の世代にとっ

ての予備的な淡水資源である。このような地下水の利点を維持するためには、これまで以上に戦

略的かつ積極的に地下水を管理し、気候変動によって起こるであろう影響に対処する必要がある。

しかし、表流水に比べ、地下水についての気候変動による影響評価への関心は低く（Kundzewicz 
et al. 2007）、多くのアジアの国は、気候変動が自国の水資源管理計画に及ぼす影響にまだ対応

していない状況である。 
 
本章では、地下水が現在抱えている問題を概観するとともに、気候変動がアジアの地下水資源

に及ぼす潜在的影響及び負の影響を検討する。さらに、気候変動の潜在的影響への適応の可能
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性についても探求する。気候変動の影響がもたらすリスクは、水資源管理のみならず、持続可能な

開発において水が果たすさまざまな役割においても、極めて重大な問題である。 
 
2. 地下水需要と社会・経済開発  
 
2.1. 地下水の利用  
 

アジアに暮らす約 20 億の人々が、飲料水を地下水に依存している。バングラデシュ、中国、イン

ド、インドネシア、ネパール、フィリピン、タイ、ベトナムでは、飲料水の 50％以上が地下水と推計さ

れている（UNEP 2002）。ジャカルタ、ハノイ、北京などの大都市では、地下水が主要な水源の一つ

である。多くの小規模都市や地方でも、地下水への依存が見られる。例えばカンボジアでは、農村

人口の 60％が地下水に依存し（ADB 2007b）、バングラデシュでは、水道を利用できない人口の

76％が掘り抜き井戸を利用している（ADB 2007c）。都市部では、地下水は家庭用よりも工業に多く

利用される傾向にある。工業利用される地下水が取水量全体に占める割合は、バンドンでは 80％、

バンコクでは 60%である。これらの都市では、地下水の利用量と GDP に強い相関関係が認められ

る （図 7.1）。 
 
図 7.1. 地下水取水量と市レベル GDP の相関関係 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Kataoka et al. 2006 
 

インド、スリランカ北部、パキスタン・パンジャブ州、中国華北平原では、地下水が活発な農業を

支えている。インドでは、農業用水全体の約 60％を地下水が占め、全灌漑面積の 50％以上で利

用されている。同様に中国でも、農業用水全体に占める地下水の比率は、山東省で 50％、河南省

で 50％、北京市で 65％、河北省で 70％となっている （中国水資源省 2000）。パキスタンのパンジ

ャブ州は、国内の食料の大部分を生産する地域であるが、ここでの耕作に使われる水の 40％以上

が地下水である（Qureshi and Barrett-Lennard 1998）。中国河北省及びパキスタン・パンジャブ州に

おける掘り抜き井戸の設置状況（図 7.2 及び 7.3 参照）は、農業分野における地下水への依存度

が高まる傾向にあることを明確に示している。  
 
さらに、地下水による灌漑では、表流水の場合と比べ、定期的かつ必要な時に水が得られるた

め、生産性が高いことが明らかになっており、インドでは、地下水による灌漑を行う農地の生産高が、

表流水灌漑の場合の 1.2 倍から 3 倍になると推計されている。パキスタン･パンジャブ州では、個人

所有の掘り抜き井戸に対して約 250 億パキスタンルピー（Rs.）（2001 年時点で 4 億 US ドル相当）

が投資され、年間約 1,500 億 Rs.（23 億 US ドル）の利益をもたらしている。この投資の対象者は、

個人で掘り抜き井戸を所有する、または近隣の掘り抜き井戸から水を購入している 250 万人以上

の農民である（Dhawan 1989）。 
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図 7.2. 掘り抜き井戸設置状況 （中国河北省）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典: Shah  et al. 2001 
 
 
図 7.3. 個人所有の掘り抜き井戸の増加状況 （パキスタン・パンジャブ州） 
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出典: Shah  et al. 2001 
 
2.2. 地下水に関連する問題 
 

地下水は入手が容易で安価な水資源であるため、自然の涵養能力を超えた量が取水され、そ

の結果、その枯渇や水質悪化に陥る場合が多い。アジアの一部の都市では、地下水の過度の汲

み上げにより、以下のような深刻な問題が発生している。 
 

• 地盤沈下 
• 地下水位の低下 
• 地下水質の汚染（ヒ素、フッ化物、アンモニア） 
• 塩水化 

 
中国では、モニタリングが実施された 194 の主な都市と地域の 30％で地下水位が低下している

（WEPA 2007）。バンコクなどの都市では、地下水の過剰汲み上げにより、地下水位が大幅に低下

し、地盤沈下が生じている（図 7.4）（IGES 2007）。1980 年、1990 年及び 2003 年にアジアの一部の

都市における地下水位の低下と地盤沈下累積量から、これらすべての都市で地下水位の低下が

続いていることが確認された（表 7.1）。 
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表 7.1. 地下水の過剰汲み上げによる影響 （アジア各都市）  
調査都市 平均水位低下量 （m/年） 平均地盤沈下量 （mm/年） 
調査年 1980 1990 2003 1980 1990 2003 
バンコク 1.0 3.0 -1.5 23 25 15 
バンドン 1.3 6.5 0.8 - 10 18 
コロンボ - - 1.0 - - - 
HCMC 0.1 0.95 1.0 - - - 

キャンディ - - 2.5 - - - 
天津 - - 0.63 119 15 31 

出典： IGES 2007 
 

2003 年には、年平均地盤沈下量は、バンコクで 15 mm、バンドンで 18 mm、天津では 31 mm
であった。地盤沈下は、建物のほか上下水道網などのインフラにも影響を及ぼすだけでなく、バン

コクで見られるような地下水の塩水化を引き起こす恐れもある。 
 
図 7.4. 地下水位の累積低下量及び累積地盤沈下量 （アジアの都市）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典: IGES 2007 
 

地下水の水質汚染は、数百万人の健康に影響を及ぼしている。インド、バングラデシュ、その他

の地域の河川デルタでは、ヒ素による汚染が多数報告されているが、十分な対策が取られていると

は言えない。インド、中国、タイの一部の地域では、フッ素による汚染のために安全な水の供給が

制約されている。タイ北部のランプーン県で行われた飲料水のフッ化物濃度に関する調査では、

国が定める基準値が 0.7 mg/Ｌであるのに対し、最大 15.0 mg/Ｌを記録した。さらに、米をとぐ際に

フッ素濃度の高い水を使うことが、調査地域におけるフッ素の主な摂取源となる可能性があること

が明らかになった（Takeda et al. 2007）。 
 
天津も地下水におけるフッ素濃度が高い都市であるが、地元住民の歯のフッ素症の比率が全国

調査の結果よりもはるかに高いことが報告されており、全国の都市部の平均が 5.21％であるのに対

し、天津都市部では 41％に達している（Xu et al. 2008）。自然由来の汚染に加え、地下水には、不

適切な衛生システム、管理が不十分な埋立地からの滲出水、汚染された表流水などによる汚染の

リスクに曝されている。地下水の汚染が地域住民の健康に関係しているのは間違いないが、モニタ

リング体制の不備や地下水質に関する認識不足から、汚染状況に関する調査が適切に実施され

ていない。 
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2.3. アジアにおける地下水管理の現状 
 
2.3.1. 地下水に関する法令 
 

アジアにおける水資源管理の進展は、水関連の法律の整備や改正の形で現れている（ADB 
2007a）。水資源に関する基本法では、地下水の取水の免許付与や許可制を導入し、それを管理

改善の基本とするものが多くみられる。このような法律には、中国の水法（2002 年）、ラオスの水資

源法（1996 年）、フィリピンの水法（1976 年）などがある。しかしこれらの法律が定めているのは、管

理の枠組みにとどまり、実施が不十分であっても制裁が課されないため、実効性は低い。さらに、

地下水の利用に関しては、適切な法の整備が進んでいない国も多い。 
 
一般的に、地下水の過度な利用による負の影響が明らかになっている国では、利用に関する規

制が整備されている。日本やタイでは、地下水の利用を制限し、地盤沈下など地下水の汲み上げ

に起因する問題の改善に努めることを目的として、国が具体的な法律を整備している。しかし、これ

らの法律に基づいて地下水の利用を実際に制限しているのは、地盤沈下が深刻な地域に限られ

ている。地方レベルでも、国の法律の有無に関わらず、それぞれの状況に応じて地下水の取水を

制限する規則が設けられている （表 7.2）。一般に、地方レベルの規則の方が、当該地域における

地下水及びその利用状況を反映しているため、実効性が高い。 
 
表 7.2. 地下水の取水及び利用制限に関する地方レベルの規則 

地名（国名） 規則名 背景/目的 
天津  
（中国） 1） 

天津における地下水管理のための暫定

策 （1987 年）  
地下水の取水を規制し、地盤沈下を招く地

下水位の低下を緩和する。 
マハラシャトラ 
（インド） 2）  

マハラシャトラ地下水法 （1993 年） 飲料水資源保全のため、地下水利用を規

制・制限する。 
ケララ  
（インド） 3） 

ケララ地下水法 （2002 年） 地下水を保全し、州内における地下水の取

水と利用を規制・制限する。 
バンドン  
（インドネシア） 1） 

西ジャワ州規則 16/2001 （2001 年） 地下水利用を規制し、資源の枯渇を防ぐ。 

熊本 （日本） 4） 熊本県地下水保全条例 （1992 年） 地元住民の共有資源である地下水の量と質

を保全する。 
出 典 : 1 ）  IGES 2007 、 2 ）  Phansalkar and Kher 2006 、 3 ）  Environmental Law Alliance  

Worldwide ウェブサイト  （http://www.elaw.org/resources/text.asp?id=2846）、 4 ）  熊本県ウェブサイト 
（http://www.pref.kumamoto.jp/eco/project/kankyou/kankyou11_01.htm） 

 
2.3.2. 公的機関の組織構成 
 

地下水の管理については、複数の公的機関または省庁が国レベルの管理を管轄し、地方自治

体がその実施にあたるケースが多い。しかし、国レベルの各機関間及び国と地方の行政機関の間

の調整は、地下水の利用制限策を実施する上で必ずしも十分ではない。ホーチミン市の場合、4
つの省（天然資源環境、工業、農業農村開発、運輸公共事業）が地下水管理に関係する業務を担

当しているが、調整が不十分であることが業務の効果的実施やデータ蓄積の障害となっている 
（IGES 2007）。 

 
さらに、地下水は表流水とは別の公共機関・部署が管理している場合が多い。インドネシアでは、

表流水の管理を管轄するのは公共事業省であり、一方、地下水の管理はエネルギー鉱物資源省

が担っている。タイでは、天然資源環境省内の 2 つの部局が表流水と地下水をそれぞれ管理して

いる。また、これらの国では、農業に利用される地下水については、農業関係の省庁もある程度の

責務を担っている。中国とフィリピンでは、国レベルでは単独の省庁または国の水関係の政策を決

定する機関が、表流水と地下水の管理に主たる責任を有している。しかし実施レベルでは、こうし
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た責任が灌漑、水供給、工業などの各セクターの担当部局に委譲される傾向がある。十分な調整

が行われない状況下において、部門別のアプローチが進められることが、水資源の効率的利用及

び管理の妨げとなっている。 
 
2.3.3. 料金徴収制度 
 

地下水は長年にわたって無料で利用されてきたが、地下水の取水に対して、利用者負担または

税金の形で料金を徴収する制度が一部で導入されており、その大半が地下水取水の抑制を目的

としている。地下水料金又は税は、バンコク、バンドン、天津、さらに最近ではホーチミン市でも導

入されているが、料金徴収による地下水需要を抑制する効果には限界がある。例えば、バンドンと

天津では、上水道が地下水の代替用水となることが期待されているが、地下水利用料は上水道料

金よりも安価に設定されているため、代替が進まない。天津では、地下水を最も多く使っている農

業に対する地下水料金の徴収が免除されているため、料金制度は地下水需要の減少には効果を

発揮していない（IGES 2007）。  
 
2.3.4. 地下水の代替水源 
 

地下水の汲み上げを効果的に抑制するためには、地下水に代わる他の水資源の確保が必須で

ある。天津では、他の流域から転用させた水を供給することによって、都市部における地下水の利

用が減少している（ただし、他流域からの転用については新たな問題が生じる可能性がある）。大

阪では、1960 年代に表流水を工業利用目的に利用することで、地下水の過剰揚水の問題を改善

している。バンドンにおける地下水の汲み上げは、免許付与や料金制度を導入しても抑制できな

かったが、その理由の一つに、バンドンにおける最大の利用者である工業部門の需要を満たすた

めに十分な表流水が確保されていないことが挙げられる。一般に、利用可能な淡水量には限りが

あるため、地下水の管理に関しては、地下水に代わる別の水源の開発よりも、むしろ水利用の需要

抑制に取り組むべきである。 
 
3. 気候変動が地下水資源に及ぼす潜在的影響 
 

気候変動が水資源全般に及ぼす影響については、かなり前から認識されているが、地下水に関

する研究はあまり行われていない（IPCC 2001）。地下水に関連する気候変動の研究では、降水と気

温パターンの変動により生じると見られる直接的な影響を定量化することに、主眼が置かれてきた

（Yusoff et al. 2002；Loaiciga et al. 2000；Arnell 1998）。こうした研究では、土壌-水バランスモデル

（soil water balance model）（Kruger et al. 2001；Arnell 1998）、実証モデル（Chen et al. 2002）、概念モ

デル（Cooper et al. 1995）、さらに複雑な分布型モデル（Crolely and Luukonen 2003；Kirshen 2002；

Yusoff et al. 2002）など、さまざまなモデル化の技術が利用されているが、これらのすべてが、降水と

気温以外のパラメータが一定であると仮定した上で、地下水の涵養に及ぼす変化を導き出している。 
 
Box 7.1. 気候変動が地下水資源に及ぼす潜在的影響の事例 

直接的影響 
• 降水及び蒸発散の期間、量、程度の変動によって涵養率が増減。  
• 海抜の低い河口デルタでは、海面上昇により塩水が内陸及び河川の上流に侵入。  
• 酸化炭素濃度の変動が、二酸化炭素の溶解及びカルスト形成に影響。 
間接的影響 
• 土地被覆（自然の植生・作物）の変化によって涵養率が増減。 
• 洪水や干ばつの増加により表流水への依存度が低下し、地下水の取水が増加。 
• 洪水の頻発化が、沖積地の帯水層の地下水質に影響。 
• 土壌の有機炭素の含有量の変化が、帯水層上の浸透特性に影響。 
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3.1. 気温及び降水の変動による潜在的影響 
 

気温と降水の時間的・空間的な変化は、帯水層における表層部分の水力学的な境界条件を変

え、最終的には、水収支に大きな変化をもたらす。例えば、降水量、降水時期及び降水パターン

の変化はすべて、帯水層への涵養量と涵養時期を判断する上で重要な要素である。2080 年から

2100 年までの間の大気・海面グローバル循環モデルに連結させた MRI-CGCM2.3.2 の結果では、

中央アジアにおいて気温が 3.5～4.5℃上昇し、降水量が減少することが示されている。南アジアで

は、気温が 2.5～3.5℃上昇し、降水量は増加すると予測されている。降水量の変動については、

中央アジアでは約 1 mm/日の減少、南アジアではほぼ同量の増加が予測されている。降水量の変

化により、表流水の量はさらに不確実性が高まり、台湾で行われているような、「確実性の高い」地

下水資源の開発への転換が促進されるものと見られている。（Hiscock and Tanaka 2006） 
 
また、干ばつや強雨の頻度の変化が、帯水層の水位に影響することも予測されている。干ばつ

により水位は低下するが、これは降水量の減少に加え、蒸発量が増加し、さらに表土の乾燥の進

行に伴い浸透量が減少することが原因である。逆説的ではあるが、高地では豪雨化が地下水の涵

養量の減少につながる場合がある。これは降雨の大部分が吸収されずに流出してしまうためである。

同様に、強雨の頻発によって洪水の程度及び頻度が高まり、氾濫原の中には地下水の涵養量が

増加するところも現れる。 
 
3.2. 海面上昇による地下水質の劣化 
 

地球の気温が上昇するに従って、氷床や氷河の溶解による海水面の上昇が予測される。海水面の上

昇により、低地の河川デルタでは、内陸や河川上流への塩水の浸入が引き起こされる （IPCC 1998）。塩

分濃度の上昇は、表流水や地下水の供給を妨げ、都市部における水供給、生態系、沿岸域の農地に

被害をもたらす（IPCC 1998）。さらに、降水量の減少による地下水位の低下が、海面上昇による影響をさ

らに増大させる。沖積地における帯水層の塩水化は、深刻ではない場合もあるが、石灰岩の帯水層で

は濃度が高くなる。地下水の涵養率、流量、流出量が低下し、帯水層の温度が上昇することによって、

細菌、農薬、栄養塩、金属による汚染度が高まる可能性がある。同様に、洪水の増加によって、都市廃

棄物及び農業廃棄物が地下水系、特に不圧帯水層に流入した場合には、地下水質がさらに悪化する。 
 

世界の人口の約 45％は海抜の低い沿岸地域に住み、その約 3 分の 2 がアジアの住民である

（IHDP 2007）。海面上昇は、すでに多くの人々の生活に影響しており、その結果、莫大な資本価

値、土地、貴重な湿地が失われ、多額の適応及び保護のためのコストが発生している（表 7.2）。ア

ジアだけでも、予測される海面上昇によってベトナム、バングラデシュ、インド、中国などの南アジア、

東南アジア、東アジアに住む数百万の人々の住居が洪水の被害を受けると見られている

（Wassmann  et al. 2004； Stern 2006； Cruz  et al. 2007）。 
 
表 7.3. アジア太平洋地域における海面上昇の影響  

国名 被災者数 資本価値損失額 土地の損失 湿地の

損失 
適応/保護コスト 

人数 
（1,000 人） 

合計% 
 

100 万 US
ドル 

% 
GNP 

km2 合計%
 

km2 100 万 US
ドル 

% 
GNP

バングラデシュ 71,000 60 - - 25,000 17.5 5,800 >1,000 >0.06
中国 72,000 7 - - 35,000 - - - -
日本 15,400 15 849,000 72 2,300 2.4 - >156,000 >0.12
キリバス 9 100 2 8 4 12.5 - 3 0.10
マーシャル諸島 20 100 160 324 9 80 - >360 >7.04

注： 既存の開発のトレンド及び 1 m の海面上昇を想定。人口密度の低い地域を除き、すべての影響に関しては、

適応策が実施されなかった場合、適応コストについては何らかの保護策が実施された場合を想定。金額は

1990 年の US ドルで換算。 出典：OECD 2003 
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帯水層の塩水化は、沿岸地域に位置するアジアの多くの都市部で確認されている。バンコクの

複数の観測地点で、塩素濃度が許容限度である 250 mg/L を超えている （IGES 2007）。その一例

が、図 7.5 に示すバンコクのプラ・プラデーン帯水層における塩素濃度の季節変動である。沿岸に

近接する第 8 観測所（サムットプラカーン PD0002）及び第 60 観測所（サムット・サコーン NL0032）

では、海面上昇に伴い塩分濃度が高まるものと見られる。 
 
図 7.5. プラ・プラデーン帯水層 （バンコク） における塩素濃度の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Babel et al. 2006 
 

ホーチミン市では、塩水化が一部の地区で確認されているが、増大する水需要を満たすために

地下水が過剰に取水された結果、地下水位の低下が続いており、塩水化現象は拡大傾向にある

と見られる（IGES 2007）。マニラでは、満潮時に海水がパッシグ川に入りこむため、パッシグ市及び

周辺地域における地下水の塩分濃度が高くなっている（フィリピン国家水資源評議会 2004）。帯水

層と海底とが水理的に境界を接しているこれらの沿岸域の一部では、気候変動による海面上昇に

よって、淡水の帯水層への海水流入が増大する可能性がある。 
 
3.3. 気候変動から生じる土地利用変化がもたらす潜在的影響 
 

気候変動に関する研究によれば、アジア太平洋地域の一部では、気候変動と大気中の CO2 濃

度の上昇が、最初のうちは森林及び植生に有益な効果を与えるとされている。植生変化のシナリ

オは、地下水の涵養に直接また間接的に影響を及ぼす。例えば、チベット高原では、大草原地帯

と砂漠地帯の生物群系が減少し、針葉樹、広葉樹、常緑広葉樹の森や低木林が広がることが予測

されている。森林の拡大によってチベット高原の地下水の涵養が増加し、下流における河川の流

れが変わる可能性がある。さらに、ある研究では、中国で気温が 2～4℃上昇すると、樹種の分布

に大幅な変化が生じ、森林群落が中国東部の非森林地帯へ移動するなどの事態も起こりえると示

唆しており（CSIRO 2006）、このような森林地域の拡大によって、中国東部の地下水の涵養が増加

すると見られている。 
 
また、大気中の CO2 濃度の上昇から生じる降水と気温の変化が、地中の不飽和帯を通過する

水の浸透率を上昇させる可能性がある。CO2 濃度の上昇による植物、地下水及び不飽和帯への

影響のシュミレーション・モデルをオーストラリアの亜熱帯及び地中海性気候の地域に適用したとこ

ろ、亜熱帯地域では、降水頻度及び降水量の変化による影響が大きく、地中海性気候地域では、

気温変化の影響をより強く受けることが明らかになった。いずれの地域でも、地下水の涵養率には

非常に大きなばらつきがあり、地中海性気候の地域では、75～500％上昇し、亜熱帯地域では、

34％低下したところから 119％上昇したところまであった（Green et al. 2007）。 
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アジア太平洋地域では、森林や農地（植物）に代わり、都市市街地（コンクリートとアスファルト）

が急速に拡大している。バンドン、バンコク、上海、コロンボ、キャンディなどの場合、こうした変化の

対象となった農地は主に水田である。さらに、コロンボとキャンディの都市周辺部では、1970 年代

末には、二期作によって収穫率が 200％に近かったが、この 10 年で平均 140％にまで低下した。

このため水田の湛水量が減少し、さらに地中流量と地下水涵養量が低下して、都市部一帯の水資

源に影響を及ぼしている（IGES 2007）。他の都市周辺部でも、地下への浸水量の減少により、都

市部の工業及び住民が利用する帯水層への地下水の涵養が減少するものと予測される。 
 
3.4. 植林及び炭素隔離による地下水の潜在的劣化 
 

森林は、気候変動を緩和する重要な役割を果たしている。IPCC は、持続可能な森林管理によ

って、森林減少・劣化に由来する温室効果ガス排出削減（REDD）、植林、既存の森林における炭

素吸収・固定の増加、バイオ燃料用のバイオマスの供給、さらに炭素削減対策としてコンクリート、

アルミニウム、鉄、プラスチックなどのエネルギー集約度の高い製品に代わる木材の供給などが可

能となると認識している。炭素吸収源及び貯蔵場所である森林を正しく評価し、森林保全に対する

インセンティブを付与することについては、国際的な関心が高まっている（本書第 4 章参照）。しか

し、森林面積の増加によって蒸散量が増加すると、地下水の涵養に影響が生じるものと見られるこ

とから、具体的なプロジェクトを進める前には現地調査の必要がある。一部の研究では、一般に、

非森林地域よりも森林における地下水の涵養が少ないことが明らかにされている（Scanlon et al. 
2006）。 

 
帯水層における炭素隔離は地下水の汚染を引き起こし、予測不能な影響を人の健康に及ぼす

可能性がある（Jackson et al. 2005）。二酸化炭素が地下水に入り込むと地下水の酸性度が高まり、

鉛などの有毒物質が岩石から水に溶出するため、地下水が利用できない状態になる恐れがある。

こうしたリスクへの対応・管理には、土壌や地質に加え、地下水の酸性度を上昇させない最適な隔

離量についてのさらなる研究が必要となる。 
 
3.5. 水利用の変化に伴う地下水依存度の増大 
 

今後、気候変動の影響によって表流水の信頼性がさらに失われ、地下水への依存が増大する

可能性がある。多くの地域において、気候変動によって干ばつと洪水の頻度が増すために表流水

の量が不安定となるとともに、水質が劣化することが予測される（Kundzewicz et al. 2007）。IPCC の

レポートでは、気候変動が水供給の信頼性に及ぼす悪影響を抑制するには、現行の水管理施策

が不十分になる可能性が極めて高いと指摘している。 
 
4. 適応策及び戦略  
 

水の安定供給に対するリスクを最小限に抑えるため、水管理当局は過去の気象データを基にし

た気候の年間の変動特性を考慮して供給計画を策定している。しかし、気候変動によってその変

動特性が極端化し、今後は過去のデータをそのまま使用することが困難になってくる恐れが高い。

水資源管理当局は、気候の変動特性及び将来の水供給計画にこれまで以上のリスクを見込んだ

モデルを策定し、地下水の管理についてもその中に盛り込む必要がある。 
 
気候変動が地下水に及ぼす影響を最小化する万能薬は存在しない。第一段階として、適応策

を水管理計画に組み入れ、既存の管理システムや対策の強化を図り、顕在的・潜在的な影響に対

処することが必要である。地下水の保全、地下水の生態系の維持、水の地下貯蔵という観点から、

帯水層における地下水量を増加させる必要がある。第二段階では、水源を分散し、特に干ばつ時

の水不足のリスクを抑えるため、水の保全を推進する。そして第三段階では、適応策を推進するた

149



IGES 白書 

めの制度面の整備が必要であり、地下水管理におけるパラダイム･シフトが必要となることも想定さ

れる。実現可能な構造面や制度面の選択肢については、本セクションで検討する。 
 
4.1. 構造的適応 
 

構造的適応には、帯水層の貯水能力や水流からの取水の強化を可能する、または水質の悪化

を最小限に抑えるような物理的なインフラや技術を整備することなどがある。構造的適応策には、

以下の例が挙げられる。 
 
• 雨水利用  
• 帯水層の人工涵養 
• 淡水化プラント 
• 地下ダム 
• 貯水ダム及び砂防ダム 

 
本章ではこれらの中から、簡便で低コスト、さらに途上国でも実現可能である雨水利用、帯水層

の人工涵養及び貯水池の建設について述べる。 
 
4.1.1. 雨水利用及び保全技術の推進 
 

雨水利用は、屋上や地上に設けた集水槽・池で雨水を集めて貯蔵し、家庭、農業、工業、環境

などの目的に利用するという簡便で低コストの技術である。また、拡大する都市部にとって、将来の

気候変動が現在想定されているシナリオのように進んだ場合、雨水利用には多くの利点がある。ア

ジアの多くの都市では、すでに河川の水質が家庭用水やその他の水利用に適さない状態になっ

ており、汚染が進んで水質が悪化した川を元の状態に復元させるために、多額の財政投資と大規

模な制度改革が必要となっている。雨水利用は、あらゆる場所、時期における水の利用可能性を

高めるだけでなく、結果的に地下水位を上昇させ、地下水の生態系を改善することができる。地下

水を利用する際には地下から水を汲み上げる必要があるが、雨水タンクを高いところに設置すれ

ば、エネルギーの節約にもなる。さらに、雨水利用により洪水や土壌侵食が減少する。このように、

雨水利用は多大な社会・経済的便益を生み、貧困の削減や持続可能な開発にも貢献することが

できる。 
 
雨水の集水・放水には、伝統的な技術と革新的な技術の両者を取り入れることができる。こうして

利用される雨水が、干ばつの起こりやすい地域では地下水へのストレスを抑え、帯水層の汚染が

問題となっている沿岸付近の海抜の低い地域において、新たな水源の役割を果たすことが可能で

ある。流域面積の 1％から 5％を雨水利用に割り当てることにより、水が不足するコミュニティの需

要を満たすことができる（Sharma and Smakhtin 2006）。しかし、さまざまな行政レベルと管轄区にお

いて雨水利用を推進するためには、政策的枠組みと制度上の仕組みを整備する必要がある。 
 
家庭利用に向けた雨水の集水 – アジアでは、家庭における雨水利用は一般的に行われている。

屋上で集めた雨水の利用は、帯水層の塩水化のために地下水の涵養が有効ではない海抜の低

い沿岸地域においても有益である。雨水は、家庭内での利用に加え、涵養技術を使って地下水の

涵養に活用することもできる。沿岸地域では、雨水による帯水層の涵養によって塩分の濃度をある

程度低下させ、予備の供給源として利用することができる。 
 
Box 7.2. 屋上における雨水集水可能量 

年平均降水量が 1,000 mm の場合、250 m2 の区画における雨水集水可能量は、屋上面積をその 50％と仮定

した時、12 万 5,000 リットル（=0.5×250×1×1000）となる。このうち貯蔵されるのが 60％のみとすると、利用可能

な水の量は、年間 7 万 5,000 リットル（=0.6×125,000）であり、1 区画当たりで 1 日に利用可能な量は、250 リット
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ル（=75,000÷365）となる。5 人家族の場合では、1 日に 1 人が利用できる量が CO2、50 リットル（=250÷5）であ

る。1 日に必要な水の平均量は約 100 リットルであることから、屋上の雨水で 1 日の必要量の半分を満たすこと

ができる。 

出典： WAC、UNHABITAT and DUADGMP 2007 
 
インドの一部の州や都市では、新規の建築物に対する雨水利用が義務付けされており、専有面

積、区画面積、階数、使用目的（民間、政府、商業、住居など）に応じて義務が課せられている。イ

ンドール州などでは財産税の減税のようなインセンティブが付与されているほか、タミルナドゥ州な

どでは、強制的に雨水利用設備を設置して所有者から費用を徴収するという厳しい方法を取って

いる。 
 
表 7.4. 雨水利用に関する法令 （インドの州及び都市） 

州及び都市 管轄当局 設置義務 条件 
ニューデリー 都市問題貧困削減省 義務 屋上面積が 100 m2 超の新築建物、面積が

1,000 m2 超の予定の新築建物 
インドール - 義務 面積が 250 m2 超の新築建物、 財産税を 6％

免除 
ハイデラバード - 義務 面積が 300 m2 以上の新築建物 
チェンナイ - 義務 3 階建ての新築建物 （屋上面積に関わらず）

ラージャスターン - 義務 都市部で 500 m2 の区画を持つ公共施設 
ムンバイ - 義務 1,000 m2 超の区画に建設されている建物  
グジャラート 州道路建築局 義務 行政機関の建物 

出典： WAC、UNHABITAT and DUADGMP 2007 
 

雨水利用プロジェクトの普及には、水に関する政策と規制が大きく影響する。雨水利用政策の

改善には、主要なステークホルダーが持つ関心事に対応し、雨水利用に関する教育や普及技術

を提供し、国内各地の他の水源からの供給と併せて雨水の最も望ましい利用形態を判断するとと

もに、雨水を最大限利用することができるようにするために、インセンティブと規制の最適な組み合

わせを実現することが必要である（Sundaravadivel et al. 2006）。 
 
Box 7.3. フィリピンにおける持続可能な雨水利用プロジェクト 

フィリピン・カピス州の雨水利用事業は、カナダの国際開発研究センター（IDRC）の支援を受けて 1989 年か

ら実施されている革新的かつ持続可能なプロジェクトである。このプロジェクトは、（ⅰ）2 ～10 m3 規模の雨水タ

ンク 500 基の設置、（ⅱ）家畜の飼育などの生計活動に対する融資という二つの要素で構成されていた。 
 
村の住民には、3 年の返済期間で 200 US ドルが融資された。住民は豚を 1 頭あたり約 25 US ドルで購入し、

その後 90 US ドル程度の高値で売却した。豚を売った利益は、雨水タンクの費用及び融資の返済に充てられ

た。このプロジェクトでは、複数の便益、つまり水のアクセス、生活のための所得、農業生産用の肥料が得られ

た。 
出典： UNEP-IETC 2002 
 

雨水利用を可能にする要因は、対象地域における雨の量及び強度である。アジアでは、1 年を

通じての降水量が一定していないため、雨水は家庭利用における補助的水源にしかなり得ない。

雨水利用システムの成功は、（ⅰ）利用可能な他の水源の量と質、（ⅱ）世帯の規模及び 1 人当た

りの水需要、さらに（ⅲ）財政状況によって左右される。 雨水利用システムは、掘り抜き井戸よりも費

用対効果が高く、特に屋根の素材がこの方式に適している既存の建物に設置する場合には、その

傾向が顕著である。タイ東北部では、雨水貯蔵タンク（かめ）は、1 US ドル/L であり、維持・管理費

はごくわずかである （UNEP-IETC 2002）。しかし、波型のトタン屋根で集められた水を貯留して、飲

料水として利用する際には、トタンの鉛や亜鉛が溶出して、飲料水に関する基準の許容濃度より高

くなる可能性があるため、定期的に水質検査をするなどの注意が必要である。 
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農業における雨水及び流出水の利用 – 農業は、アジアにおける地下水の最大の利用分野であ

るため、雨水や流出水を利用した農業を推進することにより、気候変動の影響から地下水に生じる

ストレスを最小化することができる。田畑の堤防（Field bunding）、輪状の堤防（contour bunding）、

畝立て作業、保護溝（conservation furrows）、キーラインシステム（key line）及び棚田（contour 
cultivation）による作物栽培に基づく小規模貯水によって、灌漑作物用の耕作地の狭い一角に、

雨水を集めることができる。ザクロ、ナツメヤシなどの乾燥地を好む園芸作物は、水が少ない地域

でも十分に生育する（Sharma and Smakhtin 2006）。 
 
Khadin はインドで最も広く行われている雨水利用及び水分保有システムである。Khadin は天然

の集水地に囲まれた土壌の深い場所に設置するのが最適であるが、降水量が年間 150～350 mm
しかない場所でも利用が可能である。高地からの流出水は、土で築いた堤防によって隣接する谷

間に集められる。このシステムの下に栽培されるヒヨコマメの平均生産高は、市販の肥料を使わなく

ても 1 ha 当たり 2.5 ～3.0 t に達する（Sharma and Smakhtin 2006）。 
 
同様に、小・中規模の集水池も雨水や流出水を取り込み、水不足を軽減させることができる。ネ

パールのダディン流域にある集水池はその成功例であり、灌漑や家畜に利用できる信頼性の高い

水源となっている。近隣地域では 25 軒の農家が作物を栽培し、226 頭の家畜を飼育している。

2,000 US ドルを投じた集水池からは、乾期でも 105 m3 の水が灌漑や家畜用に供給される。池は、

地元のコミュニティによって適切に管理されている（Clemente  et al. 2003）。 
 
インド東部では、灌漑や魚の養殖に必要な水の貯蔵に、農地貯水（On-farm reservoirs：OFR）が

利用されている（Pandey et al. 2005）。米－魚－マスタードを組み合わせた農業システムの実現可

能性に関する研究では、面積がわずか 800 m2 の農地の 17.5％を占める、法面の傾斜が 1：1 で深

さが 2.4 m の OFR により、米の補助的灌漑、マスタードの種まき前の灌漑、魚の養殖用の水の需

要を満たすことができることが明らかになった。経済分析によると、費用便益比は 1.87 であった。ヒ

マラヤ山脈北西部のソアン川の集水域では、トウモロコシや小麦の栽培用にさまざまな規模の集水

構造が利用されており、それらの費用便益比は 0.41～1.33 となっている（Goel and Kumar 2005）。 
 
アジアでは、家庭や農業における雨水や流出水の利用には潜在的可能性があるものの、ほとん

どの国の政府は雨水利用システムを義務化していない。水資源及びその開発に関する政府の政

策では、あらゆる水資源の開発・管理プロジェクトを計画・実施する一方で、コミュニティの参加を促

す必要がある。集水及び保全に関する伝統的な方法についても、新たな技術を活用して改善する

ことができる。家庭・農業用の雨水利用システムを、地元、地域、国レベルの水資源開発・管理計

画に組み込むことが可能である（Sharma and Smakhtin 2006）。 
 
帯水層の涵養 – 世界各地で 80 万箇所以上のダムが建設されているが、これらが貯水している

のは、表面流出水のわずか 20％である。インドは、世界でも有数のダム建設国であるが、それでも

年間約 1,150km3 の雨水が、「涵養されない」形で海に流出している（INCID 1999）。このうちわず

かな量でも地下に貯蔵されると、地下水の供給量を大幅に増加することができる。しかしそのため

には、帯水層を適切に管理し、モンスーン季前の乾期に水位を計画的に下げておく必要がある。

部分的に水がなくなった帯水層では、モンスーンの雨と灌漑用水の再流入により涵養が行われる。

多くの先進国では、既にこの種の帯水層管理を実施している。例えば地下水の人工涵養量が地

下水利用量の全体に占める比率は、旧西ドイツで 30％、スイスで 25％、アメリカ合衆国で 22％、

オランダで 22％、スウェーデンで 15％、英国で 12％となっている（Li 2001）。 
 
アジアでは、帯水層の人工涵養に関する研究はほとんど行われていない。インドでは、中央地

下水機構（CGWB）が、グジャラート、マハラシュトラ、タミルヌディ、ケララの各州の干ばつが発生し

やすい地域で人工涵養に関する実現可能性調査を実施した。その結果、人工涵養システムの整
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備・運営コストは妥当なものであるが、沖積地の帯水層及び感潮域における井戸の人工涵養に掛

かるコストが非常に高額であることが明らかになった。さらに、人工的に涵養した水を灌漑に使う場

合のコストは、他の水源を利用する場合と比べて高額になることが分かった。人工的に涵養した水

の費用は、一作物当たり 15～50US ドル/ha であった。これらの水を家庭で利用する場合のコストは

妥当であり（年間 1 人当たり約 0.05～0.15US ドル）、特に水不足の地域ではそのように判断された。

人工涵養の初期投資及び運営コストは、給水車による飲料水の供給よりはるかに少額ですんだ。

さらに、政府が帯水層涵養プログラムを救済事業として実施する場合には、（一般に労働報酬が除

外される）コストはさらに低下する。 
 
複数の技術の組み合わせによっても、コストを削減することができる。例えばマハラシュトラでは、

浸透タンクシステムと、ハイブリッド結合井（hybrid connector well）タンクと呼ばれるシステムを比較

すると、涵養量に大きな差がないにも関わらず、前者が約 12 万 US ドルなのに対し、後者はわず

か 900 US ドルであった （CGWB-UNESCO 2000）（表 7.5 及び 7.6 は、一部の人工涵養の方法及

びそのシステムのコストを示す）。 
 
表 7.5. インドにおける人工涵養の各方法の経済性 

人工涵養構造のタイプ 各涵養構造の 1,000 m3  
あたりの資本コスト 

年間 1000 m3 

あたりの運営コスト 
注入井（沖積地域）  551 US ドル 21 US ドル

注入井（堅い岩盤） 2 US ドル 5 US ドル

水路の拡大（沖積地域） 8 US ドル 20 US ドル

涵養ピット（沖積地域）  515 US ドル 2 US ドル

涵養池又は浸透池（沖積地域）  1 US ドル 1 US ドル

浸透タンク（堅い岩盤地域）  5 US ドル 1 US ドル

Vasant Bandhava 又は砂防ダム  1 US ドル 1 US ドル

干満調整装置 56 US ドル 15 US ドル

出典： http://www.unep.or.jp/ietc/Publications/TechPublications/TechPub-8e/recharge.asp 
 
 
表 7.6. 人工涵養システムのコスト 
システム 量 （m3） コスト （US ドル） 
セメントかめ 1 20 
ファイブロセメントタンク 70～80 756～1,513 
石工地下タンク 21 

200 
300 

202 
1,412 
4,538 

涵養トレンチ - 50～252 
手動ポンプによる涵養 - 13～63 
掘り井戸による涵養 - 126～252 

出典： CGWB-UNESCO 2000 
 

地下水の涵養には、雨水と流出水の他にも、処理排水を再利用することができる。処理排水に

よる地下水の涵養は、すでに一部の国で実施されている。この方法は、自然を利用した追加的な

処理ができること、また水の利用可能量の季節変動の緩和といった利点がある。しかし、途上国で

導入する場合には、事前に慎重な評価を行う必要がある。処理排水を利用した地下水の涵養にお

ける最大の懸念は、処理水が細菌や化学物質で汚染されているリスクがあることである。 
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4.2. 制度面の適応及び配慮事項 
 
4.2.1. 地下水管理から地下水ガバナンスへ 
 

地下水に関連する重要課題や問題に対処するためには、管理からガバナンスへの移行が必須

である。世界水パートナーシップ（2000）は、水ガバナンスを、水資源と社会のさまざまなレベルに

おける水関連サービスの提供を開発・管理するための一連の政治、社会、経済、制度上のシステ

ムと定義している。これには、水セクターに携わる部署の役割と責任に加え、地下水保全計画の策

定、実施、施行を委任された部署を明確化する必要がある。この部署は、独立して業務の遂行が

できなくなるような、いかなる利害の対立も防止しなければならない。また、一般的には、水資源開

発の承認及び水質管理に携わっているが、水資源の開発には直接関与していない部署が望まし

い。 
 
地下水管理には水文学者と水管理者が関与するが、地下水ガバナンスでは、水文学者（及び

その他の科学者）、政治家、そして最も重要な主体である水の利用者などを含めた広範なステーク

ホルダーの意見が反映される。地下水ガバナンスには、国、市場そして問題を抱える地下水に生

計を依存している個人も参加すべきである。重要なことは、政府の政策からガバナンスへの移行、

つまり複数のレベル、複数のアクター、複数の側面、複数の手法、そして複数の資源を基礎とする

統治形態へと移行することである（Mukharji and Shah 2006）。 
 
地下水の地方管理の推進 – 表流水と異なり、地下水の開発は、個人や小規模グループで実施

されるため、水供給のための大規模な制度的枠組みを必要としない場合が多い（Bhandari and 
Shivakoti 2005）。従って、地下水管理は地方レベルで行うほうが有効である。また、地方分権型の

共同管理が、地下水管理の新たな方法または補完的方法として紹介されることが多くなっている

（Chebaane et al. 2004）。しかし、地下水の地方レベルでの管理を推進するためには、中央政府に

よる指導や支援が必要である。 
 
地下水の利用者がその資源を管理するに当たっては、地方レベルの自主規制を行う場合が多

い（表 7.7）。地下水の地方レベル管理から得られた教訓は、（ⅰ）潜在的利用者にも規則の制定に

参加させること、（ⅱ）正式な地方組織がなくても可能であること、（ⅲ）単純な規則でも機能すること、

（ⅳ）地方自治体からの支援があれば、地下水管理の範囲を他の分野に広げることが可能であるこ

と、（ⅴ）地方による地下水の利用規制は困難ではなく、費用も妥当で特別な注意を要する事項で

はないことである。従って、地元による地下水管理の支援を推進することにより、中央政府にかかる

負担が軽減され、地下水資源管理の持続可能性が確保できる。 
 
表 7.7. 地下水の地方レベル管理事例 

事例 国 規模 （ha） 管理のタイプ 方法 
パンジグール パキスタン 2,000 ～

3,000 
非公式の規範 掘り井戸の禁止 

マスタング パキスタン 2,000 ～
3,000 

非公式の規範、委員会  間隔に関する規則、ゾーン

設定 
ネロール インド 1,500 非公式の規範、地方自治体 節水、涵養、深井戸の禁止 
サウラシュートラ インド 点在 非公式の規範、宗教リーダー 涵養、井戸に関する規制 

出典： Steenbergen 2006 
 
地下水利用権の配分 

地下水の利用権の定義は、個人の利用者または利用者グループに対して、帯水層がある条件

を満たしている、ある時点または一定の期間において汲み上げ割り当てを認めるというものである。

地下水の利用権は、それぞれの状況に応じて慎重に設定、変更、適応されるべきである。地下水

利用権を管理手段として機能させるためには、（ⅰ）初期割り当て量、（ⅱ）登録の仕組み及び継続

154



第 7 章  地下水と気候変動：もはや隠れた資源ではない 

的な登録システム、（ⅲ）機能的なモニタリングシステム、（ⅳ）個人または商業利用権によって設定

された制限の強制、（ⅴ）信頼性の高い制裁システムを整備する必要がある（Kemper  2007）。地下

水利用権を確立するためには、第一に、地下水が利用者の間で公共財とみなされることが必要で

ある。 
 
表 7.8. アジアの一部の国における地下水の所有権の定義 

 定義 国 
グループ 1 地下水は法律により共有財産と定義される。政府は水資源を

管理・分配する権限を委任されている。 
バングラデシュ、中国、ラオ

ス、インドネシア、フィリピン、

ベトナム 
グループ 2  地下水の所有権に関する法令上の定義はないが、一般に、

地下水は共有財産であり、中央政府がその資源の管理・分配

に責任を有すると認識されている。 

タイ 

グループ 3 慣例上または慣習法上、地下水は土地所有者の個人資産と

見なされている。 
日本、インド、スリランカ 

 
価格設定手法の導入 

アジアでは、すでに地下水税や料金を導入している国も見られるが、セクション 2.3.3 で述べたと

おり、多くの場合、これらは成功に至っていない。一般に、地下水の汲み上げは個人の土地で個

人の機材を使って行われるため、独自の価格設定が必要である。地下水資源そのものの価格に加

え、地下水の汲み上げに必要なポンプ、深井戸、エネルギーなどの投入に対する価格設定につい

ても、この価格設定手法に含めることができる （Kemper 2007）。 
 
地下水資源の価格設定 – 利用者が、地下水の取水量に基づいて料金を支払う場合、地下水の

使用量及びレベルを監視する効率的なツールが必要である。その一つがリモートセンシングであり、

被覆作物を基にした地下水利用量の計測を可能にするものである （Kemper 2007）。  
 
バンコクの地下水の課金システムは、成功事例と見なされている。バンコク首都圏のナコンパトム

とサムットプラカーンの一部を除く地域では、1985 年に地下水料金が導入されたが、地下水の揚

水量の削減にはほとんど効果をもたらさなかった。これは当時の地下水料金が水道料金よりも安価

であったことが一因であった。そこで、地下水の取水量を削減するため、地下水の料金は 2003 年

まで徐々に引き上げられ、2004 年には「地下水保全料金」と名付けた新たな料金が追加された。

その結果、現在、地下水の利用者は水道水よりも高い料金を支払っている。水道水供給の拡大と

厳しい料金システムを組み合わせたことによって、地下水の汲み上げは減少し、地盤沈下はいくぶ

ん緩和されている。地下水保全料金は、地下水法に基づき、研究や地下水保全活動に充当され

ていることが画期的な点であるといえる。 
 
エネルギーの価格設定 – エネルギー価格の設定は、多くの途上国及び無料制を適用している

国（インドのタミルナドゥ、アンドラプラデシの両州など）においても政治課題となっている（Bhatia 
2005）。エネルギー価格設定の仕組みは、地下水にも悪影響を及ぼし、地下水の正当な価格が維

持されない恐れがある。解決のための選択肢の一つは、小規模農家に対する報酬の一括払いで

あり、農家はそこから電気料金の全額を支払うようにするか、または農家が揚水量を減らした場合

には支払料金が減少し、その「差額」を他に充てることができる。この仕組みにより、ある程度までは、

地下水の正当な価格が歪められることにはならない（世界銀行 2006）。 
 
地下水保護ゾーンの明確化 

各帯水層はそれぞれ涵養率が異なり、それぞれに応じた量の地下水取水を持続することができ

る。地下水の取水量が涵養率を上回った場合、水位の低下、地盤沈下、塩分濃度の上昇といった

問題を引き起こすことになる。そこで、帯水層の安全揚水量に基づいて地下水の保護ゾーンを明
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確にすることが、深井戸や掘り井戸の禁止、揚水限界の明確化、地下水の取水に対する料金徴収、

その他のインセンティブの付与といった政策の実施を後押しする。地下水保護ゾーンは、地下水

取水に対する脆弱性のレベルに応じて分類することが可能であり、これらのゾーンは、汚染要因と

なる活動、すなわち都市開発、固形廃棄物の処分、化学物質の廃棄、採鉱、採石などの活動から

保護されるものとする。農業による分散型汚染を防ぐため、地下水保護策には、農薬使用の禁止

や持ち込み規制及び適正農業規範の採択を含めるものとする。地下水保護ゾーンの決定後は、

住民への情報キャンペーンや地下水利用グループの結成など、ゾーン方式を補完する取り組みを

開始することが可能である。 
 
4.3. 適応戦略と政府の政策・計画立案の統合 
 

適応策への取組みは、貧困の削減、農業開発、水資源開発、災害防止といった政策の中に組

み込んで進める必要がある。地下水資源を長期的に保護する観点からも、地下水関連の適応策を

進める上での懸念事項を持続可能な開発の計画プロセスに組み込むことは、戦略上重要である。

しかし多くの途上国ではこうした方法を取ることが困難であり、その理由としては、（ⅰ）計画立案、

モニタリング、評価のためのスタッフの能力不足、（ⅱ）適応策に関するデータの不備と不十分なセ

クター間の情報共有、（ⅲ）適応に対するステークホルダーの認識が十分でないこと、などが挙げら

れる（UNFCCC 2007）。 
 
地下水は、途上国における経済発展にとって極めて重要な役割を果たしているため、地下水へ

のアクセスの禁止や制限は、開発を止めることに等しい。農業や工業が地下水に大きく依存してい

ることから、これらの産業の振興政策には、気候変動が地下水資源に及ぼす影響を組み入れるよ

う努めなければならない。 
 
セクション 4.1.1 で述べたとおり、家庭での利用や地下水涵養のための雨水集水技術などの構

造的な適応策は、低コストでしかも各地方で実施が可能である。従って、適切なインセンティブを付

与したこのような適応策を統合的水資源管理（IWRM）原則に位置づけ、国レベルの水管理計画

に取り入れるべきである。 
 
4.4. 人材育成、教育、トレーニング、意識啓発 
 

途上国が気候変動に適応していくためには、ステークホルダーの自立と参加、及びあらゆるレベ

ル、特に大学と中核的な研究拠点における人材育成が不可欠である。家庭用・農業用、さらに地

下水の涵養用に雨水と流出水を収集することについて知識と技能を高めるため、、地元住民に対

する教育やトレーニングを実施することが、現在そして将来予想される問題に対処するための構造

的な適応策の強化につながる。中核研究拠点の設置・強化及び水文気象ネットワークの構築など

の制度的な人材育成には、外部からの支援が必要である。あらゆるセクターのステークホルダーに

対してトレーニングを実施することによって、適応活動を計画・実施するための専門性の高いツー

ルが開発され、地方及び国レベルの行政機関による活動が推進される（UNFCCC 2007）。 
 
一般に、多くの途上国政府機関は、地下水資源の重要性及び気候変動が地下水に及ぼす潜

在的な影響について国民の理解を深めるために十分啓発しているとは言い難い。そのため、専門

家グループも一般市民も、地下水資源の管理問題に対する関心が低い。従って、すべての水利

用者及び政府関係者も含めたステークホルダーが地下水の重要性について教育を受け、地下水

資源の持続可能な管理に努める必要がある。 
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4.5. 適応資金の調達機会 
 

適応計画やプロジェクトを成功裏に実施するためには、特に途上国では資金が必要である。地

球環境ファシリティー（GEF）は、UNFCCC の指導の下に GEF 信託基金、特別気候変動基金

（SCCF）、最後発開発途上国基金（LDCF）を運営している。適応プロジェクトの資金調達には、こ

のほかに（ⅰ）京都議定書に基づく適応基金、（ⅱ）多国間環境協定（MEA）からの資金、（ⅲ）二

国間及び多国間の開発資金、などがある。  
 
GEF が現在運営している基金の中で、適応プロジェクトに利用可能な資金は、2007 年 8 月時点

で 2 億 7,500 万 US ドルにとどまっている。適応基金は、クリーン開発メカニズムプロジェクトに対す

る 2％の税金から、2008 年～2012 年の間（UNFCCC 2008）に年間 8,000 万～3 億 US ドルを受領

できることになっている。こうした資金は、沿岸地域や都市中心部における雨水利用などの構造

的・制度的な適応策に充当すべきである。投資ニーズを見極め、地下水資源の気候変動に対する

脆弱性を評価するための人材育成には資金が必要である。さらに、気候変動及び地下水資源の

管理を管轄する機関の強化にも追加資金が必要である。 
 
5. 知識格差及び今後の研究ニーズ 
 

気候変動が地下水資源に及ぼす潜在的な直接的・間接的影響、その結果として途上国の地元、

地域、国レベルの社会・経済に及ぶ影響については、これまでほとんど研究が行われていない。

従って、特に、基礎データが存在しない場合は、適応策のためのデータ収集といった非常に基本

的な段階から研究を開始しなければならない。このデータ収集は、気候変動が地下水資源に与え

る負の影響及び関連するリスクの低減に関する知識の格差を解消するためにも必要である。緊急

の研究課題は次のとおりである。 
 
(i) 気候変動が地下水資源に及ぼす社会的・経済的影響は何か？ 
(ii) 気候変動が地下水資源に地方レベルで及ぼす潜在的影響は何か？また、気候変動が地

方及び地下水資源に及ぼす影響を予測するためには、地球規模の気候変動モデルをど

のようにダウンスケールした研究が必要か？ 
(iii) 気候変動シナリオの下では、地下水の取水量の重要な閾値はどの程度か？ 
(iv) 気候変動シナリオの下では、地下水のモニタリングをどのように改善すべきか？ 
(v) 現在の地下水管理の構造的及び制度的な能力によって、予測される気候変動による影響

に対処することが可能か？ 
(vi) 気候変動が地下水資源に与える影響に対処するために活用できる適応策には、どのよう

なものがあるか？ そしてそれらの経済的実現可能性、社会的受容性、環境への影響は適

切に評価されているか？ 
(vii) 地下水への影響を調査し、気候変動が地下水に与える影響に適応するための構造的・制

度的方策を打ち立てるために必要な、最新のデータ及び情報の共有に適したネットワーク

やプラットフォームは、どのようにして構築できるか？ 
 
6. 結論と提言 
 

多くの地域、そしてアジアに住む数十億の人々にとって、地下水は生活や農業に欠くことのでき

ない資源である。気候変動が地下水資源に悪影響を及ぼすことが予想され、地下水涵養率の変

動・減少、沿岸付近の帯水層の塩水化、地下水貯蔵量の長期的な減少傾向などが指摘されてい

る。しかし、全体的には、地下水は備蓄能力を持ち、気候変動の影響を比較的受けにくい水資源

である。従って、地下水の重要性が高まり、気候変動が水資源及び持続可能な開発に及ぼす最
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悪の影響を緩和できる可能性を持っている。しかし、地下水資源は、一度深刻な状態に陥ると、そ

の回復には多大な資金と時間を必要とする。 
 
アジアでは、人口増加や経済発展により地下水に対するストレスが増大しており、地下水管理上、

すでに深刻な問題に直面している。気候変動に対して適切な適応戦略を取らなければ、地下水資

源に対するストレスの増大とともに持続可能性が失われた危機的状況に至り、セクター間及び国家

間の水をめぐる紛争が激化することが予測される。構造的適応策（雨水集水・保全技術の推進な

ど）及び制度的適応戦略（地元による地下水管理など）を合わせた包括的な水管理計画を策定す

べきである。 
 
気候変動が地下水資源に及ぼす影響及びそれに対する適応方法は、水管理分野の新たな検

討課題である。知識の格差を解消し、気候変動が地下水資源及び今後の地下水管理に与える影

響に関する不確実性を低減させるためには、更なる研究が求められる。優先的に取り組むべきテ

ーマは、地球規模の気候変動モデルのダウンスケール手法の研究と現行の地下水管理構造・制

度の評価である。 
 
これまでの研究から得られた主な成果は以下のとおりである。 
 
(i) アジアにおける既存の水管理制度、政策、水関係のインフラは、地下水が抱える現状の問

題の対処には成果を上げていない。気候変動によって新たにもたらされる負の影響に立

ち向かうためには、より一層の努力が必要となる。 
(ii) 地下水に対する現在のストレス及び気候変動による潜在的影響に対する方策には、地下

水の貯水量の保全・増加、さらには水不足のリスクを最小化するための水源の分散化を含

めるべきである。 
(iii) 地下水の涵養用及び家庭・農業用の雨水利用は、実現性が高い構造的適応策であるが、

この方法の推進には新たな政策形成が必要である。 
(iv) 地下水ガバナンスの向上、地元による地下水管理の強化などを含む制度的適応策の推

進が必要である。地元住民の意識を高めることによって、地下水管理政策の効果を高める

ことができる。  
(v) 適応基金のような革新的資金を、制度の整備、人材育成、一般市民に対する教育、地下

水資源に対する気候変動の影響に関する研究に充当すべきである。 
(vi) 気候変動の地下水資源への潜在的影響に関する知識の格差を解消するためには、地域

毎の詳細研究が必要である。こうした情報は、気候変動の影響の緩和のための政策の形

成にも寄与するものである。 
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第 8 章 気候変動に対するアジアの制度の変化 
 

 
 
1. はじめに 
 
 気候変動は、環境や科学だけでなく経済、政治、外交にも関わる複雑な問題である。この地球規

模の問題に効果的に対処するには、国際協力、国内対策、経済部門間の統合、多様なステークホ

ルダーの参加、そして人々の草の根での行動変化が必要である。現在の地球気候変動枠組みに

は、相互に関係する 2 つのプロセスが含まれる（図 8.1）。1 つは、国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）及び京都議定書（KP）などの国際協定を、国際交渉を通じて制定することである。もう

1 つは、国際公約を具体的な国内対策へと移行して、ターゲットグループの行動を変化させること

による、UNFCCC と KP の国内実施である。 
 
図 8.1. 地球気候変動枠組みの国際レベルと国内レベル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2 つのプロセスに対応して、アジアの多数の国々が国内制度を構築している。国内当事者間の

関係を組織化し、彼らの気候変動への対処方法の選択に影響を与えることで、国内制度は、国家

による国際協定の実施方法に影響を与えるため、重要な存在となる。また、国内政策の優先順位

や規則を変えさせようとする国際的取り組みに影響を与えることができる（Kanie et al. 2004）。本章

では、気候変動に対するさまざまな政府機関の機能を調整するために設立された、国別の省庁間

調整メカニズム（IACM）を、国際レベル及び国内レベルの双方から検証する。国ごとに IACM が

異なる要因には、次のようなものがある。（i） 差異ある責任と個々の能力に応じた、UNFCCC 下で

の異なる国際公約、（ii） 現在の温室効果ガス（GHG）排出量に対する寄与の違いと、それによる

公約への国際的圧力の違い、（iii） 国内経済要因、特に経済発展のレベル、エネルギーの供給と

組成、産業構造、エネルギー効率、エネルギー消費、GHG 排出量の削減に伴う経済全体の影響、

気候変動の影響に適応するためのコスト、（iv） 官僚的な調整や機関同士での権力分担などの国

内の政治的要因。これらの要因が全体として気候変動への制度面での対応に影響し、結果として、

国内対策の実施努力の結果にも影響する。 
 
 また、中央政府のみでは、効果的に気候変動に対処することはできない。他のステークホルダー、

特に、地方政府、民間部門、市民団体、学界からの国内意思決定や実施への参加が重要である。

各 IACM 下で各国は、社会、経済、政治状況に従って、このような他のステークホルダーが具体

的な役割を担う権限を認めるためにさまざまな措置を取っているが、それが国内対策の結果に影

響している可能性もある。 
 
 本章では、アジアにおける IACM の発展を検証し、その有効性を高めるための政策を提言する。

特に以下の点に注目する。（i） IACM の構造と機能、 （ii） IACM の機関と具体的な役割、（iii） 

 
国際的な場：  

国際交渉を通じて制定された 
国際協定 

 
- UNFCCC 
- KP 
- その他 

実施 

 
国内： 

UNFCCC と KP 下での国際公約を国内対策へ移行 
 

- 国別報告書の作成 
- KP 下での附属書 I 国による、法的拘束力のある GHG

排出削減目標の国内実施 
- 途上国でのクリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクト
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IACM の変遷とその理由、（iv） ステークホルダーの参加に権限を認める措置。アジアの 5 ヵ国が、

ケーススタディーの対象として選択された（表 8.1）。日本、大韓民国（ROK）、中国、インド、フィリピ

ンの各国が、UNFCCC の異なるグループを代表している。日本は、アジアにおける唯一の附属書 
I 国である。中国とインドは最大の途上国であり、世界最大級の GHG 排出国である。附属書 I 国

ではないが、韓国は発展した経済と、経済協力開発機構（OECD）の加盟国という立場から、他の

途上国とは対照を成している。フィリピンは、気候変動に対処する上で難しい経済的、技術的、人

的制約に直面している平均的な途上国の代表と考えられる。アジアにおける IACM の機能を高め

るために、比較研究から得られた成功要因に基づく政策提言を行う。その目的とは、気候変動に

対して独自の国内制度改革を検討している他の政府が見習えるような、アジアにおける成功実例

を明らかにすることである。 
 
表 8.1. 各国の概要 

項目 日本 韓国 中国 インド フィリピン 
人口（100 万－2007 年） 127.81

（12） 
48.52 
（26） 

1,321.52 
（1） 

1,119.53 
（2） 

88.71 
（14） 

GDP4 （ 名 目 100 万 US ド ル

（nominal in millions current $）－

2006 年） 

4,367.5 
（2） 

888.3 
（12） 

2,630.1 
（4） 

886.9 
（13） 

117 
（47） 

1 人当たり GDP4（名目 US ドル－

2006 年） 
34,188 
（19） 

18,392 
（34） 

2,001 
（107） 

797 
（133） 

1,345 
（118） 

GHG 総排出量 5（二酸化炭素換

算 100 万トン－2005 年） 
1,230.36 

（5） 
499.63 
（10） 

5,322.69 
（2） 

1,165.72 
（6） 

78.06 
（46） 

1 人当たり GHG 排出量 5（二酸

化炭素換算トン－2005 年） 
9.65 
（46） 

10.27 
（39） 

4.07 
（87） 

1.07 
（140） 

0.89 
（150） 

注：カッコ内の数字は、各国の世界順位を示す。  
1. 公式統計局; 2.公式の現在の人口; 3.国連推計; 4.国際通貨基金; 5.米国エネルギー情報局（USEIA 2007）。 
  
 セクション 2 では、IACM の整備の分析枠組みを紹介する。セクション 3 では、5 ヵ国の事例を要

約し、セクション 4 では比較研究を行う。結論、政策提言、将来の研究課題については、セクション

5 で記述する。  
 
2. 分析枠組み 
 
 各国の IACM を検証するにあたり、構造と機能、関連機関における責任の分担、他のステークホ

ルダーの参加の観点から、分析枠組みを使用した（図 8.2）。 
 

第一に、IACM は、以下 3 つの階層に構造化される。執行リーダーシップ（EL）、主導省庁

（LA）、その他参加省庁（OPA）である。EL とは、全体調整を行う大統領／首相（またはその代理

人）である。LA には、気候変動に関する国内の意思決定や実施で主要な役割を担う省庁が含ま

れる。OPA は、通常の職務範囲内での分野別対策に責任を持つ、他の省庁のことである。 
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図 8.2. 構造化された分析枠組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：EL＝執行リーダーシップ、LA＝主導省庁、OPA＝その他参加省庁。 
 
 第二に、本章で扱う他のステークホルダーには、地方政府、民間部門、市民団体、学界が含まれ

る。彼らは、気候変動に関する国内活動で具体的な役割を担う権限が認められている。地方政府

は、計画プロセスを監督し、地域政策と規則を制定し、地域プログラムやプロジェクトを開始し、気

候変動に関する国家政策の実施を支援する。国民に最も近い行政組織である地方政府は、人々

の行動に草の根での変化をもたらすために、一般市民を教育し、動員し、対応する上で必要不可

欠な役割を担う。企業や産業を含む民間部門は、国家の繁栄に貢献し、主要な雇用と生活機会を

提供する。しかし、人間の健康や環境に影響を与える廃棄物の排出や、リサイクルが困難な製品

の製造に対しても責任がある。GHG 排出量を削減するために、彼らは、エネルギーやその他の資

源をより効率的に活用すると同時に、廃棄物や GHG 排出量の排出を減らす。つまり、より少ない

資源でより多くの効果を得るような技術やプロセスを導入して製造システムを改善することを通して、

重要な役割を担うことが期待される。主に国内の NGO で構成される市民団体は、参加型民主主

義の形成と実施において中核的な役割を担っている（Agenda 21 1992）。彼らは圧力団体として活

動したり、政策の実施を監視するのを支援したり、地球環境ガバナンスの透明性や説明責任を高

めることで、これを強化することができる（Mori 2004）。学界は、政策立案者が戦略的政策やプログ

ラムの制定に必要な、科学情報や科学・技術的ノウハウを提供することができる。IACM 及び関連

活動に他のステークホルダーが直接的・間接的に参加することは、IACM にとって有益であると考

えられる。 
 
 対策や仕組みを検証し、各国が、他のステークホルダーの参加にどの程度権限を認めているか、

また IACM との相互作用について比較する。この対策と仕組みには、以下の点が考えられる。 
（i） IACM への他のステークホルダーの直接参加、またはさまざまなステークホルダーが参加でき

る、IACM 下での諮問メカニズムの設立、（ii） 関連するステークホルダーの役割や責任を定義し、

ターゲットグループの行動を規制する、気候変動関連法と規則、（iii） 気候変動に関連する地域

政策やプログラムを確立し、実施する地方自治制度、（iv）生産と消費行動を変えるための経済的・
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財政的インセンティブ、（v） 政府が提供する科学・技術研究基金、（vi） 特に民間部門による、

GHG 排出量の削減に向けた自主対策。 
 
 第三に、複数の要素、特に国際公約、国際的圧力、国内経済、国内政治が、国内制度の変遷及

び国家間の違いを説明すると考えられる。 
 
 第四に、比較研究を促進するために、IACM と他の国内ステークホルダーが関与する、次の主

要な 4 つの活動を検証する。つまり、（i） UNFCCC の締約国会議（COP）の各会議への国家代表

の選出、（ii） 国別報告書（NC）の作成、（iii） クリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトの促進、

（iv） 国際的拘束力のある削減目標の達成に向けた附属書 I 国による国内対策実施と、気候変動

に対処するための非附属書 I 国による国内対策。 
 
 政策決定プロセスにおいて効果的で効率的な省庁間の調整を確実に行い、一貫した対策を促

進し、実施を監視するためには、国内 IACM におけるリーダーシップが重要である。大統領／首

相（またはその代理人）で、分野代表者以上の権限を持つ人物が、EL として効果的に機能する必

要がある。緩和と適応は、UNFCCC と KP に沿った国内対策の二大要素であることから、緩和と適

応に関連する行政機能を持つ政府機関は、IACM において主要な役割を担う権限が認められる

べきである。多くの国で産業・エネルギー及び環境担当省庁には、そのような機能があるため、LA
としての権限を与えられるべきである。気候変動は、ほぼすべての分野に影響することから、さまざ

まな分野が IACM に関与して、分野ごとの対策を動員することで、効果的に調整された意思決定

と実施が実現される。ターゲットグループの行動に草の根での変化を促進し、参加型の政策決定

や効果的な実施を確保するには、他のステークホルダーを動員する必要がある。 
 
 本章では、理想的な IACM には以下の特徴があると仮定する。（i） EL による強力な全体調整、

（ii） 緩和と適応を調整する LA としての、産業・エネルギー及び環境担当省庁間の責任分担、

（iii） さまざまな分野担当省庁の（OPA としての）関与、特に国内 GHG 排出量の主要な原因を持

つ省庁、または気候変動の重大な影響を受けており、適応策を取ることが期待される省庁の関与、

（iv） その他ステークホルダーの参加に権限を認める効果的な仕組み。気候変動への対応責任が

ますます重くなっていく中で、各国は、この理想的な様式に向けて漸進的に進んでいくと考える。  
 
 本研究に使用したすべてのデータ及び二次情報は、インターネット、文献調査、韓国及びインド

で実施した特定のインタビューから得たものである。 
 
3. 国別ケーススタディー 
 
3.1. 日本 
 
 日本は、世界第 2 位の経済大国である。2005 年の GHG 総排出量は、12 億 3,000 万トン

（tCO2e）で、世界第 5 位の排出国である（USEIA 2007）。KP を締結後は、附属書 I 国として、第一

約束期間である 2008 年から 2012 年の間に排出量が基準年の 1990 年を 6%下回るよう削減する

義務を負っている。KP では、附属書 I 国が義務を遂行するにあたり、以下 3 つの柔軟なメカニズ

ムが設けられている。共同実施（JI）、排出量取引（ET）及び CDM である。 
 
3.1.1. 国内 IACM の発展 
 
 地球環境保全に関する閣僚会議（MCMGEC）の第 1 回会議が、1989 年に開催された。これは

臨時の会議で、気候変動を含む地球環境問題に関する政策を調整するフォーラムの役割を果た

した（表 8.2）。この会議は、気候変動への対処を目的とする国家政府レベルでの制度構造の始ま

りとなった。 
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表 8.2. 日本における IACM の発展 
 MCMGEC（1989 年） GWPH（1997 年） 
契機 1989 年頃から先進諸国間で地球環境問

題に関する関心と懸念が高まった。 
1997 年 12 月に日本の京都で行われた気候変動

枠組条約の第 3 回締約国会議（COP3）で、日本

の統一見解を示す必要があった。 
設立の法的根拠 内閣決議 1997 年の内閣決議。 

法律（1998 年）に基づき 2005 年に再度設立された。

EL 首相（PM）が議長を務めるが、PM による

調整役割は制限される。  
PM が本部長を務めるが、調整権限は制限 
される。 

LA なし MOE 及び METI が副本部長を務める。 
OPA 全省庁 その他の全省庁 
職務／ 
機能 

気候変動を含む地球環境問題に関する政

策調整。 
地球温暖化対策の促進、計画、実施の全体的な

調整。 
会議の頻度 閣僚レベル：年間 1 回から 3 回、実務レベ

ル：それ以上、適宜 
閣僚レベル：年間 1 回から 3 回、実務レベル：そ

れ以上、適宜 
特徴 関係省庁から始まり委員会レベルに至る、

ボトムアップ型の政策形成プロセス。 
関連省庁との審議の後に、GWPH が政策及び措

置の採択に最終権限を持つ。   
注：EL＝執行リーダーシップ、LA＝主導省庁、OPA＝その他参加省庁、MCMGEC＝地球環境保全に関する閣僚

会議、GWPH＝地球温暖化対策推進本部、MOE＝環境省、METI＝経済産業省。 
 
 1997 年に、閣議決定によって、閣僚級会議の地球温暖化対策推進本部（GWPH）が設立された。

GWPH は、組織設定、政策立案、気候変動に関する指針及び行動計画に関する戦略を調整する

義務を負う。GWPH の本部長は首相が務め、副本部長は内閣官房長官、環境大臣、経済産業大

臣が務める。その他の大臣もすべて GWPH に参加するが、法務大臣と労働大臣は、1997 年の発

足時には参加していなかった。日本の国家政策が形成されるプロセスは省庁からのボトムアップ方

式であるため、閣僚級会議での協議後に目標や責任が配分されるといった、MCMGEC または

GWPH によるトップダウン型の措置はこれまでなかった。2007 年 10 月に、日本政府は 7 大臣（外

務大臣、財務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣、内閣官房長官）に

よる会合を設立した。ここで、地球温暖化防止のための国内対策について、KP 公約で設定した削

減目標を達成する措置の見直しを協議する。また、首相官邸は、2008 年 2 月に、地球温暖化問

題に関する懇談会を設置し、低炭素社会の構築方法と国際社会への日本の貢献について、さま

ざまな問題を議論している。この懇談会は、産業部門、NGO、学界、地方政府を含む各分野に所

属する 12 人の専門家で構成される（Japan for Sustainability 2008）。 
 
 1998 年に、地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法）（以下、温対法）が

公布され、地球温暖化に対処する国家枠組みが確定した。その後、地球温暖化対策推進大綱（以

下、大綱）が策定され、KP 目標を達成するための具体的な政策や措置を提示している。同年に、

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）が改正された。2003 年には、再生可能エネ

ルギーによる電力供給を促進するために、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別

措置法が施行された。2005 年には、温対法に基づく京都議定書目標達成計画（以下、計画）が策

定された。ほかにも、必ずしも気候変動への対処を目的として策定または改正されてはいないが、

計画目標を達成する手段として挙げられた法律もある。 
 
 大綱と計画の策定は、関連各省が準備した草案から始まった。草案は、経済産業省（METI）と環

境省（MOE）の主導のもと政府審議会で協議され、報道機関を含む国民に公表された。審議会の

公聴会を受けて、GWPH 幹事会がその後、最終大綱の草案を作成し、発表の調整を行った。ただ

し、計画については、内閣が承認の上、温対法に基づき発表された（1998 年）。 
 
 1996 年に設立された持続可能な発展のための日本評議会（JCSD）は、国及び地方公共団体政

府、産業及び企業、市民団体組織による複数のステークホルダーの委員会で、とくにアジェンダ
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21 のフォローアップと国内の持続可能な開発の実現を目的としている。しかし、評議会と GWPH
の間に明確なつながりはない。 
 
3.1.2. ステークホルダーの参加 
 
 気候変動に関する国家政策を受けて、全 47 都道府県と数百の市町村は、各庁舎の日常業務や

維持管理に起因する GHG 排出量の削減を目的とした、地球温暖化防止行動計画を作成した。ま

た、47 都道府県と数十の市町村は、管轄区内の諸活動で排出される GHG の削減を目的とする地

域対策プログラムを作成した。しかし、地域の削減目標は、明確には国家目標と連動していない

（表 8.3）。地域対策プログラムでは、18 都道府県が、2010 年に 6%削減（基準年 1990 年）という国

家目標よりも高い GHG 排出削減目標を設定した。14 都道府県が 6%より低い目標を設定し、別の

14 都道府県は国と同じ 6%に設定した。ある県は、排出総量の削減ではなく、1 人当たりの GHG
排出量削減に基づく目標を設定した。 
 
 気候変動への対応における日本の民間部門の役割は重要であり、独自性が高い。1997 年に、

社団法人日本経済団体連合会（日本経団連）は、環境自主行動計画を作成した。これは、気候変

動に対処し、廃棄物管理を改善するために、企業が取り組むべき対策を業界ごとに取りまとめたも

のである。2008 年 2 月時点で、61 の業種・企業がプログラムに参加し、各自がエネルギー原単位

の改善または年間の GHG 排出量削減に目標を設定している。ほとんどの企業の進捗状況は、大

綱（1998 年）に従って毎年、自己審査された後、政府審議会に報告され、検討されている。さまざ

まな省庁により設立された政府審議会、とくに METI が主催する審議会に重要な産業界代表が参

加している。自主プログラムでの活動に加え、企業は、企業の社会的責任（CSR）活動を通じて、気

候変動に対処しようとしている。顕著な例として、トヨタ自動車株式会社によるハイブリッド車の設計

や、森林植林の支援がある。 
 
表 8.3. 日本における気候変動関連の特定活動参加者 

活動 参加者とその役割 
COPの国家代表の

選出   
MOFA が公式代表の構成を決定する。参加者の多くは、MOE、METI、MOFA、

MOAFF、MOLITの所属である。地方公共団体、民間部門、市民団体からの代表はいな

いが、学界からは数名いる。 
国別報告書（NC）の

作成 
MOEが省庁の参加を調整する。MOFAは、UNFCCC事務局に4度、NCを提出した（1994
年、1997年、2002年、2006年）。MOEの監督のもと、温室効果ガスインベントリオフィスと

NIESがGHGインベントリーを作成する一方で、METI、MOLIT、MOAFF、MOE、

MOHLWはデータを提供した。地方政府と、電気、石炭、セメント、鉄鋼、製紙分野の産

業連合が、GHGインベントリーにデータを提出した。個人や組織が、NCの草案にパブ

リックコメントを提出した。 
CDMプロジェクトの

促進 
京都メカニズム活用連絡会が、DNAである。連絡会に提出されたプロジェクト資料は、複

数の省庁が各自の管轄領域に従って評価する。例えば、エネルギー関連プロジェクトは

METIの管轄であり、「吸収源」プロジェクトはMOAFFの管轄である。MOEとMETIは、排

出削減購入契約（ERPA）を通じて国を代表して京都クレジットを購入するよう、新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）に任命した。エネルギー、製造、貿易企業は、プ

ロジェクト開発者として積極的に関与している。電力会社とその他民間企業は、政府金融

機関と協力して、世界銀行のプロトタイプ炭素基金や日本温暖化ガス削減基金に参加し

ている。2008年2月の時点で、275のプロジェクトがDNAに承認され、年間推定1億9,800
万トン（tCO2e）が削減された。主なホスト国は次の通り。中国（43.4%）、ブラジル（8.7%）、

インド（7.3%）。123のプロジェクトがクリーン開発メカニズム理事会（CDM-EB）によって登

録された。 
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活動 参加者とその役割 
国際的に拘束力の

あるGHG排出量削

減目標の国内実施 

主な国内政策には次のものがある。（i） 地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温

暖化対策推進法）、（ii） エネルギーの使用の合理化に関する法律（1998年改正）、（iii） 
地球温暖化対策推進大綱、（iv） 京都議定書目標達成計画。 政府機関によるGHG排

出量削減のための行動計画は、全47都道府県と、1,821の地方公共団体のうち663団体

で策定された。2006年3月の時点で、地域のGHG排出量削減のための地域行動プログ

ラムは、全都道府県と60の地方公共団体で策定された。学界を含む市民団体は、地方

レベルでの政策決定プロセスに関与してきた。全国地球温暖化防止活動推進センター

（JCCCA）とその都道府県センターは、地方での実施で協力している。主要な企業連合

である日本経団連は、自主排出量削減プログラムを作成した。学界が政府審議会を通じ

て政策形成に貢献した一方で、その他の市民団体は、地域の環境教育の取り組みに関

与してきた。2005年のGHG排出量は、目標が6%削減であるにもかかわらず、1990年より

7.8%高かった。産業が排出量を5.5%削減した一方で、運輸、業務、家庭部門の排出量

は、それぞれ18.1%、44.6%、36.7%増加した。 
注：MOFA＝外務省、MOAFF＝農林水産省、MOLIT＝国土交通省、MOHLW＝厚生労働省、NIES＝国立環境

研究所、DNA＝指定国家機関。 
 
 学界の研究者が、政府審議会、特に MOE 傘下の審議会への参加を通じて、政策形成に大きく

関与している。MOE 傘下の 40 人からなる審議会に複数の NGO が寄与しているが、METI 傘下

の審議会では 29 人のうち NGO が占めるのは 1 人のみである。米国や欧州諸国と比較して日本

の NGO の数は少なく、特に、さまざまなレベルで政府に政策助言を行う NGO が少ないことが、気

候変動に関する国内の政策決定における NGO の役割が比較的限定されている理由かもしれな

い。しかし、全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）の活動や、その各都道府県セン

ターを通じて、市民団体は地域計画や実施に貢献している。 
 
3.2. 大韓民国 
 
 韓国は、国内総生産（GDP）、GHG 総排出量、1 人当たりの GHG 排出量において、それぞれ世

界で第 12 位（2006 年）、第 10 位（2005 年）、第 39 位（2005 年）である（IMF 2007； UNSD 2007；

USEIA 2007）。エネルギー転換部門と製造業が、GHG 総排出量の 94.3%を占める。OECD 加盟

国で世界有数の排出国の一つでありながら、非附属書 I 国の韓国に対して、拘束力のある GHG
削減公約を行うよう、国際的な圧力が高まっている。エネルギー安全保障と企業競争力が、気候変

動に関連して、とりわけ主要な国家の懸念材料である。  
 
3.2.1. 国内 IACM の発展 
 
 リオサミットを受けて、気候変動を含む諸問題に対処する地球環境閣僚委員会（Ministerial 
Committee on Global Environment）が 1992 年に設立された1。それまで地球環境問題は、関係省

庁が個別の問題として対処していた。設立以来、委員会が会議の開催を要請するような緊急問題

はなかった。そのため、この委員会は 1996 年に廃止された。しかし、1997 年に KP が採択されて

から、韓国は KP の経済的含意を認識し、気候変動に対処する個別の国家機関を早急に設置す

る必要性を認識した。1998 年 4 月に、UNFCCC に関する省庁間委員会（IMC）（表 8.4）が設立さ

れ、首相が議長を務めている。IMC は 4 段階で構成される。大臣（12 名）、副大臣（12 名）、長官

（DG）、及び 5 つのタスクフォース（作業部会：交渉、エネルギー・産業、環境、農林業及び研究開

発［R&D］）である。IMC は、9 つの政府関係機関とその他の機関を含む専門家集団によって支援

されている。IMC は 2001 年 9 月に拡大され、全体調整に関する新たなタスクフォースも含まれた。

これは、政策調整、評価、規制改革において首相を支援する閣僚級機関である、政府政策調整室

（OGPC）が主導する。IMC は 2008 年に再編成される予定であり、副大臣クラスの委員会の重複が

取り除かれ、全体的な調整において OGPC が強化される。タスクフォースは現在、第 4 次国家行

動計画（NAP）を実施するために、交渉、緩和、適応、研究開発の 4 分野に統合されている。  
 

169



IGES 白書 

 また、大統領への常設助言機関である、持続可能な開発のための大統領委員会（PCSD）が

2000 年に設立された。これは、金大中大統領の在任中（1998 年から 2002 年）の政治理念と政府

業務の運営に基づいている。PCSD には IMC より広範な領域と機能があり、おそらく矛盾するが、

IMC から独立して活動している。2007 年 12 月に、李明博が新たな大統領に就任し、新政府は、

気候変動危機を国家経済成長の機会へと転換すると強調している。これは、気候変動への新政府

の対応が、より積極的になる可能性を示している。しかし、現在までに、気候変動に関する国家の

制度整備に変化は見られない。 
 
表 8.4. 韓国における IACM の発展 
 IMC（1998 年） IMC（2008 年） 
契機 京都議定書。最初の国家行動計画（NAP）の実

施（1999 年～2001 年）。 
第 4 次 NAP の実施（2008 年～2012 年）。

設立の法的根拠 首相命令 首相命令 
EL  首相が議長を務め、OGPC が全体調整を行う。 首相と OGPC が全体調整を行う。 
LA MOCIE、MOE、MOFAT が、エネルギー・産業、

環境、交渉の主要機関。MOCIE が主導権を持

つ。   

MOCIE、MOE、MOFAT、KMA が、緩

和、適応、交渉、研究開発という 4 つの

優先分野の主要機関。 
OPA 財政、広報、科学及び技術、農業及び林業、建

設、海事、企画・予算、情報の各機関を含む。 
不明 

職務／機能 （i） 一貫した気候政策を作成する。（ii） 韓国経

済への UNFCCC のマイナス影響を最小限にし、

多様な交渉戦略を発展させる。（iii） 緩和への具

体的措置を促進する。（iv） NAP を実施する。  

既存の職務に加え、緩和と適応の統合

的な対応の仕組みを確立する。   

会議の頻度 閣僚レベル及び副大臣レベル：3 年に 1 度、DG
レベル：1 ヵ月に 1 度。 

不明 

特徴 支援する専門家集団が参加する、複雑な階層構

造。 
地方政府の関与。 

注：EL＝執行リーダーシップ、LA＝主導機関、OPA＝その他参加機関、NAP＝国家行動計画、OGPC＝政府政

策調整室、MOCIE＝産業資源部、MOE＝環境部、MOFAT＝外交通商部、KMA＝韓国気象局、DG＝長官。 
 
3.2.2. ステークホルダーの参加 
 
 これまで地方政府（表 8.5）は、地域の持続可能な開発の促進には積極的に関与してきたが、韓

国の気候関連活動では限定的な役割しか担っていなかった。2003 年に、全 16 の地域政府と、

232 のうち 164 の地方政府が、ローカルアジェンダ 21（Korean Council for Local Agenda 21 2008）

を策定した。気候変動に関する国内活動は国家政府が着手しており、地方政府の主な役割は、基

本的に、国家政策を各地域で実践することである。これは、韓国では強力な国家政府の歴史が長

く、地方自治の歴史が比較的短いことが原因の一端と考えられる。しかし、必ずしも気候変動とは

関連しないものの、地方政府は、エネルギー政策と交通問題に多大な努力をしてきた。最近では、

地方政府は、気候変動政策の重要性を認識し、気候変動に対応する具体的な行動計画を策定し

ようとしている。2008 年の IMC 再編成の間に地方政府会議（Conference of Local Governments）を

設立し、意思決定と NAP の実施に地方政府が参加できる方法が実現される予定である。 
 
 民間部門では、UNFCCC のための産業対策委員会（Industrial Committee on Measures for the 
UNFCCC）が 2001 年に設立された。産業界も、GHG データベースを設置し、国家 GHG インベン

トリーへ研究基金と技術支援を提供して、韓国の国別報告書の完成に貢献した。民間部門は、

NAP の実施について自主協定も行った。 
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表 8.5. 韓国における気候変動関連の特定活動参加者 
活動 参加者とその役割 

COP の 国 家 代 表

の選出 
3つの主要省庁：MOFAT、MOCIE、MOE。MOE大臣がCOPの国家代表団長を務める。

MOCIEの環境・科学首席調整官（Senior Coordinator for Environment and Science）が

SBSTA/SBIの国家代表団長を務める。MOFATが国家の見解を調整、統合する。地方政府、

民間部門、市民団体からの代表はなし。ただし、学界からの参加は、COP4以降、急速に増加

し、比率は20%を超える。 
国別報告書（NC）

の作成 
OGPCがNCを統括するが、活動はMOCIEのKEEIへ委任した。7省庁、4政府関連機関、1国

有企業で構成される研究チームが組織された。民間部門はGHGデータベースを立ち上げ

た。複数の企業が、国家GHGインベントリーへ研究資金と技術支援を提供した。国別報告書

を1998年と2003年の各年に2回、UNFCCCへ提出した。 
CDMプロジェクト

の促進 
DNAは、IMC傘下のCDM審査委員会で、OGPCが議長を務め、外交、科学及び技術、農業

及び林業、環境、広報、その他分野のメンバーが参加する。OGPCが承認プロセスを調整す

る。MOCIEのKEMCOは、CDMプロジェクトの準備、実施、監視に向けて、地方政府及び民

間部門に技術支援を提供する。2008年2月の時点で、17のプロジェクトがCDM-EBにより登録

されたが、半分以上は附属書I国が事業に関与しないユニラテラルCDMプロジェクトである。

2007年12月の時点で、41のCDMプロジェクトがDNAにより承認された。 
気候変動に関す

るその他国内自主

対策 

3度のNAP（1999年～2001年、2002年～2004年、2005年～2007年）がIMCにより作成、実施

された。諸機関がプロジェクトを提案し、OGPCが提案を審議、調整した後、IMCの閣僚委員

会がNAPの最終承認を行った。第1次及び第2次NAPの優先事項は次の通り。（i） UNFCCC
に対応するシステムの構築、（ii）GHG削減に関する技術及び対策の開発。第3次NAPは、影

響評価と適応を最優先事項とした。第4次NAPの最優先事項は、緩和へと技術開発に移行し

ている。地方政府は、過去の意思決定プロセスやNAPに参加していなかったが、第4次NAP
（2008年～2012年）には参加する予定である。約36のプロジェクトが第1次NAPで実施され、

第2次では84、第3次では91プロジェクトが実施された。 
注：SBSTA＝科学および技術の助言に関する補助機関、SBI＝実施に関する補助機関、NC＝国別報告書、KEEI
＝韓国エネルギー経済研究院、DNA＝指定国家機関、KEMCO＝韓国エネルギー管理公団、CDM-EB＝CDM
（クリーン開発メカニズム）理事会、NAP＝国家行動計画。 
 
 NGO は、多数の環境関連委員会に参加しているにもかかわらず、韓国の気候変動対応におい

て限定的な役割しか担っていない。20 以上の NGO で構成される「環境 NGO の政策会議」が設

立され、年に 3～4 回の会議を行い、現在の環境と政策を協議している。政府は、環境 NGO に限

定的な財政支援を行い、さまざまな行事を支援している。しかし、IMC と気候変動への対応におい

て、政府と NGO 間の協議メカニズムは、現在までに確立していない。 
 
 学界は、気候関連活動において非常に積極的な役割を担っている。政府関連研究機関は、その

他民間機関と協力して IMC を支援する専門家集団を形成し、意思決定プロセスにおいて政府に技

術支援を行っている。韓国の COP 国家代表団のうち、全体の最大 20%が政府関連及びその他の

研究機関で構成される。2 度の国別報告書の作成では、産業資源部（MOCIE）関連組織の韓国エ

ネルギー経済研究院（KEEI）が OGPC から委任され、政府組織や機関を組織化し業務を調整した。  
 
3.3. 中国 
 
 1980 年初頭からの急速な経済成長によって、また世界最大の人口を抱えることから、中国は

2005 年に世界第 2 位の GHG 排出国となった。しかし、人口の 47%は現在も貧困状態にあり

（World Bank 2006c）、人口 1 人当たりの GHG 排出量は世界 87 位と、世界平均よりも低い

（USEIA 2007）。「グループ 77＋中国」で重要な役割を担う一方、GHG 排出量上位国であることか

ら、中国は、UNFCCC の下での国際交渉において、先進国からより重い責任を担うよう強く求めら

れている。近年、政府は、「省資源・環境調和型社会の発展構築のための科学的アプローチ
（Scientific Approach of Development and Building of Resource Conservation and Environmentally 
Friendly Society）」を提唱し、開発戦略を変更した。これは、気候変動への対処に、より積極的な姿

勢を生み出す可能性がある。 
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3.3.1. 国内 IACM の発展 
 
 1990 年に、中国は、IPCC 関連業務や国際交渉への参加の方針を調整するため、最初の

IACM を設立した（NCCCC 2007a）。中国の官僚制度では権限の弱い機関ではあるが、国家気象

局が、外交部（MOFA）と共に主導的役割を担った。気候変動は主として、科学問題及び国際関係

問題として認識されていた。 
 
 1998 年に新たな IACM として、国家気候変動調整委員会（NCCCC）が設立され（表 8.6）、省庁

レベルよりも地位の高いマクロ経済管理機関である、国家発展計画委員会（SDPC）が議長を務め

た。重大な意思決定は国務院で行われる一方、この IACM は、気候政策、気候変動関連活動、

及び国際交渉に関する問題を調整した。その他主要な機関には、外交、気象、科学技術、環境関

係機関が含まれた。IACM は 2003 年に拡大し、構成員も 7 から 12 に増やされた。 
 
 国家開発へのアプローチの変化、気候変動、及びその他の国内環境問題に対処するために、

中国は 2006 年から 2010 年に向けてエネルギー強度削減（20%）と主要な汚染物質の排出削減

（10%）という 2 つの強制力のある国内目標を設定した（State Council 2006）。2007 年 6 月に、国務

院は、実施を強化する目的で、首相が議長を務める省庁間主導グループを設立した（State 
Council 2007）。IACM には、UNFCCC に関する外部機能と、2 つの目標の国内実施に関する内

部機能がある。対外的には、国家発展改革委員会（NDRC、SDPC の後継機関）が、外交、科学技

術、環境、気象機関と共に主導機関となっている。国内機能では、NDRC と国家環境保護総局

（SEPA－2008 年 3 月より環境保護部へ昇格）が主導機関として、エネルギー保全と排出削減をそ

れぞれ調整する。国内 IACM でのこの新たな省庁がこれらの課題に対してどのような責任を果た

していくのかは、本章を記述する時点ではまだ確認できていない。 
 
 中国は、持続可能な開発に関する国家評議会を設立していない。しかし、国務院は、持続可能

な開発に関する活動において他の機関と調整する主導機関として、NDRC と科学技術部（MOST）

に関連任務を委任した。1994 年 3 月 25 日に、当時の国家科学技術委員会（MOST の前身）関連

の政府組織である、中国アジェンダ 21 管理センター（Administrative Centre for China’s Agenda 
21）が設立され、中国のアジェンダ 21 のプロジェクト実施に責任を負った。NDRC と MOST も現在

の IACM における LA であるが、気候変動 IACM の設立とその発展は、持続可能な開発のため

の国家の制度整備とは区別される。NDRC と MOST が、各機関内で気候変動と持続可能な開発

に関する機能をいかに調和させるかについては、さらなる調査が必要である。 
 
表 8.6. 中国における IACM の発展 
 NCCCC（1998 年） NCCLG/NECERLG（2007 年） 
駆動力 （ i）  1998 年の政府再編成。（ ii）  SMA を

SDPC に置き換えることで調整を強化する必要

性。 

（i） 国際的圧力の高まり。（ii） 開発戦略にお

ける政治的変化。（iii） 2 つの義務的国内目

標の統合的実施を強化する必要性。 
設立の法的根拠 1998 年の政府再編成期間中の国務院通達。 国務院通達 第 18 号（2007 年）。 
EL 国務院からの代表はなし。 首相が議長を、副首相と国務委員が副議長

を務める。  
LA  SDPC の執行部（Executive Office）と SDPC が

議長を、MOFA、CMA、MOST、SEPA*、MOF
が以下 5 分野を調整。（i） COP 代表、（ii） 
IPCC 参加、（iii） CDM 実施、（iv） EIA、（v） 
GEF 関連業務。 

NDRC の執行部。NDRC と MOFA、MOST、

SEPA、CMA が指揮する UNFCCC 関連の渉

外機能。NDRC と SEPA が指揮する省エネル

ギーと排出量削減に関する国内機能。 

OPA ７省庁：経済・貿易、建設、水資源、交通・通

信、科学会、森林、海事。 
新たな 22 省庁。 
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職務／ 
機能 

（i） UNFCCC を実施する中国の能力を高め

る。（ii） 中国の持続可能な開発に貢献する。

（iii） 交渉で国益を形成する。（iv） 省庁間で

の気候政策における合意を形成する。 

（i） 気候変動に対処する重大な国家戦略、

方針、対策を研究、立案する。（ii） 国際交渉

に対する中国の戦略を研究、検討する。（iii） 
省エネルギーと排出削減を実施する。 

会議の頻度  各 COP の前後に年 2 回（Bjørkum、2005 年）。 該当なし－2007 年 6 月の設置以降、2007 年

7 月に首相が議長を務めた会議が 1 度

（NDRC、2007 年）。 
特徴 強力なマクロ経済機関が主導する、各機関の

責任の分配が明確な、以前よりも強固で安定し

たメカニズム。  SEPA はあまり重要な役割を

担っていない。 

義務的国内目標の実施と施行を重視した、首

相の主導による、より強力な全体調整。  

* SEPA は、2008 年 3 月に環境保護部に昇格した。 
注：EL＝執行リーダーシップ、LA＝主導機関、OPA＝その他参加機関、NCCCC＝国家気候変動調整委員会、

NCCLG/NECERLG＝国家気候変化対策指導グループ／国家省エネルギー排出削減指導グループ、SMA＝国

家気象局、SDPC＝国家発展計画委員会、MOFA＝外交部、CMA＝中国気象局（SMA の後継）、MOST＝科学

技術部、SEPA＝国家環境保護総局、MOF＝財政部、NDRC＝国家発展改革委員会、EIA＝環境影響評価。 
 
3.3.2. ステークホルダーの参加 
 
 国の指導に従い、地方政府は地域の規則を制定し、そのうち 2、3 の地方政府は、国内 IACM と

構成が同様の地域機関間調整メカニズムを設立した（表 8.7）（NCCCC 2007b）。2 つの国内目標

を達成するために、政府は目標責任システムと業績評価システムを導入した。各レベルの地方政

府（省、県、郷）は、上層の政府組織との間に目標責任協定を交わし、その実績は毎年、点検・評

価される。結果は、地方政府首長の政治的業績を評価するために使われてきた。CDM 促進セン

ターが 22 の省に設立され、PDD（プロジェクトデザインドキュメント）の準備を支援し、関連する研修

事業を実施している（Kyoto Mechanisms Information Platform 2007）。 
 
 民間部門は、国全体のエネルギー消費の 70%を占める（NDRC 及び NBSC 2007）。国の目標は、

分野別目標や地域目標へ細分化され、さらに主なエネルギー集約型企業や大量排出企業の目標

へと分けられる。NDRC は、エネルギー消費が産業エネルギー総消費量の 50%を占める 1,000 の

企業を選別し、2006 年には目標責任協定を署名した。 
 
 全体として、中国における独立した市民団体は、他の 4 ヵ国に比べて脆弱である。しかし、環境

分野の市民団体は、他の領域に比べて積極的である。気候変動問題は中国の市民団体の注意を

喚起したが、これまでのところ、彼らは問題解決のための主要な役割を担っていない。2、3 の国内

NGO と、国際 NGO の地域事務所が、気候変動に対処するさまざまなプロジェクトを実施し、

UNFCCC 会議に参加してきた（NCCCC 2007c）。 
 
 学界、とくに政府関連機関は、ほとんどの気候関連活動で重要な役割を担っている（MOST et al. 
2007）。学術機関は、次のような重要な貢献をしてきた。（i） COP の国家代表団の 3 分の 1 を占め

ること及び交渉上の対処方針の準備、（ii） 気候変動関連の研究開発、（iii） IPCC 関連業務（4
つの評価報告書を含む）、（iv） CDM 実施の試験段階と、国内承認に向けた CDM プロジェクトの

審査、（v） 国別報告書の作成。 
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表 8.7. 中国における気候変動関連の特定活動参加者 
活動 参加者とその役割 

COP の 国 家 代 表

の選出 
NDRC、MOFA、MOSTは、CMA、SEPA*、MOA、SFAと協力して、より重要な役割を担って

いる。大多数はNDRCの所属であるが、MOFAが交渉を主導、調整する。CDMに関して

MOSTの役割が増大。地方政府、民間部門、市民団体からの代表はないが、学界の参加は

COP6以降、急速に増加した（35%以上）。 
国別報告書（NC）

の作成 
NDRC、MOFA、MOST、MOF、SEPA、CMAを含む、IACMにより設立されたプロジェクト運

営委員会（Project Steering Committee）。プロジェクト管理局と共にNDRCの執行部。GHGイ

ンベントリープロジェクトへの、地方政府と民間部門の限定的な参加。市民団体からの参加は

なし。6つの政府関連研究機関が、国家GHGインベントリープロジェクトに参加。2004年12月

に、最初のNCをIACMが提出。 
CDMプロジェクト

の促進 
IACMがCDM政策を調整する。DNAとしてNDRCがプロジェクトの最終承認を行う。IACM傘下の

CDM委員会には、共同議長としてNDRCとMOSTが、副議長としてMOFAが、SEPA、CMA、MOF、

MOAがメンバーとして含まれ、プロジェクトの審査に責任を負う一方、「クリーン開発メカニズムプロ

ジェクトの運営・管理方法（Measures for the Operation and Management of Clean Development 
Mechanism Projects）」が、NDRC、MOST、MOFA、MOFの共同で発表された。これに基づき、次に

関するプロジェクトを促進するためにCERの課税システムが設立された。（i） エネルギー効率、（ii） 
新・再生可能エネルギー、（iii） メタンの回収と活用。2006年8月に、中国CDM基金がMOFの管理

センターと共に設立された。CDM促進センターが、22省に設立された。専門家と諸機関が、CDM検

証プロセスで技術支援を提供する。2008年2月までに、162のプロジェクトがCDM-EBによって登録

され、28のプロジェクトがCERを取得し、1,113プロジェクトがDNAにより承認された。 
気候変動に関す

るその他国内自主

対策 

政府が採択した主な対策は以下の通り。（i） 国家気候変動プログラムを含む優先分野に指

針を与え、目標を設定するための法制定、国家及び分野別計画とプログラム。（ii） 40の対策

を提示する2つの強制力のある目標の執行。借り入れ取得のための省エネルギー基準や再

生可能エネルギーの価格システムなどの金融メカニズムを含む。（iii） 目標責任システム。国

家目標は地域目標に細分化された。地方政府は、地域の規則を制定し、行動計画を策定

し、実施機関を設立した。2006年にNDRCは、省エネルギーを実施する目的で、1,000社のエ

ネルギー集約型企業との間に目標責任協定を締結した。複数の活動の中で、8つの環境

NGOが気候変動への対応策に関する報告書を発表した。40のNGOが、国民意識を高める

目的で、2007年に「20%省エネ市民運動（20% Energy Saving Citizen Actions）」に着手した。

学界は、省エネルギーの研究開発、モニタリング・観測基盤整備、人材の育成を促進する。 
* SEPA は、2008 年 3 月に閣僚レベルに昇格し、環境保護部という名称になった。 
注：NDRC＝国家発展改革委員会、MOFA＝外交部、CMA＝中国気象局、MOST＝科学技術部、SEPA＝国家環

境保護総局、MOF＝財務部、SFA＝国家林業局、MOA＝農務部、DNA＝指定国家機関、CER＝認証排出削減

量、CDM-EB＝CDM（クリーン開発メカニズム）理事会。 
 
3.4. インド 
 
 インドの人口は 11 億人で世界第 2 位であり、年間平均人口増加率は 1.7%である（World Bank 
2007）。328 万 km2 の国土総面積のうち、61%は農業に利用されている。2006 年の GDP は 8,869
億 US ドルで、年間成長率は 8.4%である（World Bank 2006）。1 人当たりの GHG 排出量は 1.07 ト

ン（USEIA 2007）と少ないが、総量では 2005 年に世界第 6 位の GHG 排出国となった。世界で最も

急速に経済成長している上位 10 ヵ国の一つであるが、インド国民の約 4 分の 1 が貧困線を下回っ

ており、国民 1 人当たりの GDP は最低水準である。インドの総世帯の 55%しか電力を利用できてい

ない（Ray 2007）。人口密度の高さから、インドでは、特に人口が集中する沿岸地帯で気候変動の影

響を受けやすくなっている。UNFCCC の非附属書 I 国として、インドには NC の提出のみが求めら

れている。1994 年の GHG インベントリーによれば、CO2 が GHG 総排出量の 65%を占めており、エ

ネルギー部門が CO2 のほぼ 3 分の 2 を排出している（India’s Initial National Communication 2004）。 
 
3.4.1. 制度的整備 
 
 環境森林省（MOEF）が、環境及び森林政策とプログラムの計画、促進、調整、実施監督に責任

を負う。国家環境審議会（首相が議長を務め、中央省庁の上級代表、州首相、NGO グループ代
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表、著名な科学者及び学者を含む委員で構成される）が、環境問題に関する最高政策決定機関

である（UN DESA 2007）。2007 年以前、インドは本調査における他国と同様の IACM を設立して

いなかった（表 8.8）。MOEF 内の気候変動局が CDM の DNA の職務を遂行し、適応と緩和の両

方の取り組みを推進するためのさまざまな分野別計画やプログラムも採択、実施された。しかし、主

要国首脳会議（G8 サミット）前の 2007 年 6 月の世界環境デーに、政府は気候変動に関する首相

諮問機関（PMCCC）の設立を発表した（MOP 及び MOEF 2007）。PMCCC は、政府及び民間の

委員で構成される。さらに 2008 年 3 月に、首相は、PMCCC 内に常設の交渉団を設立すると発表

した（The Indian Express 2008）。 
 
 貧困の削減と経済成長は、インドの国家開発戦略の主要な目標である。これらの目標は、国家の

継続的な 5 ヵ年計画（FYP）でも一貫して強調されている。これは、全体的な開発の中期的戦略を

設定するもので、国家開発審議会（NDC）の全体的な指導のもとで、インド計画委員会（PCI）が作

成する。第 10 次 FYP（2002 年～2007 年）のもとで経済成長を支援するにあたり、インドは、エネル

ギー供給と、クリーンで近代的な燃料へのアクセスの向上に力を入れている。インド経済は年間

9%を超える割合で成長しているが、エネルギー強度は 2004 年から減少している。政府は、消費の

持続可能な形態を推進し、競争力を強化し、エネルギー効率を促進し、CDM を使ってクリーンエ

ネルギー技術を奨励することで、これらの分野をさらに改善する計画である（MOP 及び MOEF 
2007）。 
 
表 8.8. インドにおける IACM の設立 

 気候変動に関する首相の諮問機関（2007 年） 
駆動力 気候変動の緩和と適応戦略をインドが検証し、強化し、表明する必要性。IPCC 第 4

次評価報告書の発表。 
設立の法的根拠 2007 年 6 月 7 日の、気候変動に関する高級諮問機関を設立することへの首相命令。

EL 首相官邸 
LA  MOEF、MOP、及び首相への主要科学アドバイザー 
OPA   MEA、MOST、MA、MWR、MOF、計画委員会、経済委員会を通じた民間部門。    
職務／ 
機能  

気候変動を開発の主要課題の一つとするための戦略的指針を提供する、主な介入

優先事項を特定する、気候変動に関する国家行動計画を策定する。 
会議の頻度  COP 代表が、2007 年 COP13 会議に出発するまでに最低 4 回。 
特徴 複数のステークホルダーの代表。非公式委員には、市民団体や報道機関からの信

頼できる人物が含まれる。       
注：EL＝執行リーダー、LA＝主導機関、OPA＝その他参加機関、MOEF＝環境森林省、MOP＝電力省、MEA＝

外務省、MOST＝科学技術省、MA＝農務省、MWR＝水資源省、MOF＝財務省。 
 
 第 8 次エネルギー部門計画（1992 年～1997 年）で省エネルギーを促進した結果、産業分野や

交通分野のエネルギー強度の低減が達成された。「Bharat 2000」の導入により、車輌排出基準の

改善や、低炭素排出車輌及び非排出車輌の促進が実現した。圧縮天然ガスの導入は、大気質改

善の主要な推進力となった。農業では、燃料効率の良いポンプセットの標準化、電力関税の合理

化、亜酸化窒素の排出量を削減するためのより優れた農耕方法が導入された。住宅分野では、

LPG ガスコンロ、小型の蛍光灯、高層ビルで揚水するための燃料効率の良いポンプが奨励されて

きた。2001 年の省エネルギー法により、エネルギーの効率的な使用を促進、強化するために、エ

ネルギー効率局（BEE）が設置された。石炭利用の合理化、価格改正、技術向上、新・再生可能エ

ネルギーの促進、そして油田・ガス田でのフレアガスの削減、廃熱回収システムの導入、エネル

ギー監査、機器の改善及びディーゼル燃料の天然ガスへの転換を通じた燃料効率向上と省エネ

ルギーの促進はすべて、インドの緩和努力に寄与した。2003 年の新電力法により、再生可能な電

気容量の追加が加速した（MOP 及び MOEF 2007）。2006 年には、電化製品へのエネルギー表示

制度が導入された。2007 年の省エネルギー建築基準法では、設計者に対し、新たな大規模商業

ビルのエネルギー需要を最適化するよう指導している。 
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 2008 年 2 月にデリー持続可能な開発サミットの開会の挨拶で、インド首相は、国の優先施策分

野におけるさまざまな適応措置を挙げた。具体的には、気候変動の危険に対する防衛手段として、

大規模な新規植林、干ばつ対策、氷河と沿岸地帯の保護などが含まれた（Merinews 2008）。 
 
3.4.2. ステークホルダーの参加 
 
 インドは、世界最大の民主国家であり、中央と州議会の議員により 5 年の任期で選出された大統

領を国家元首とする、連邦制の国である。執行機能は、閣議を統括する首相が掌握している。立

法府は二院制で、下院（Lok Sabha）と上院（Rajya Sabha）で構成される。強力な司法制度と最高裁

判所があるインドにおいて、環境問題の重要性は高く、発言力のあるメディアや活発な NGO 組織

が積極的に取り上げている。最初の NC の作成では、研究・技術機関、大学、政府内組織、NGO
から選ばれた 131 の調査団による、広範な参加型手法が採択された（Government of India 2004）

（表 8.9）。 
 
表 8.9. インドにおける気候変動関連の特定活動参加者 

活動 参加者とその役割 
COPの国家代表の

選出 
ニューデリーでのCOP8会議は、多くのNGO参加をもたらした。MOEF傘下の調査機関が通

常代表となり、外務省や時には産業関連省庁からの政府代表も参加した。 
国別報告書の作成 MOEFが主導権を持つが、地方政府もデータ収集に寄与している。市民団体は主に、人材

育成イニシアティブに貢献してきた。 
CDMプロジェクトの

促進 
MOEFが、CDMプロジェクトに関する全事項を統括するDNAであるが、連邦政府は、CDM
プロジェクト提案の提出を奨励する目的で、CDM促進部門を設立した。民間部門は、CDM
の規則に関する情報の普及を支援する。NGOは能力開発を実施し、学界は、プロジェクト

の概要案や提案書の技術的評価に参加する。 
気候変動に関する

その他国内自主対

策 

国家レベルでは、関税設定権限を独立規制機関に移譲して、民間部門の参加を奨励する

ことで、電力分野の改革が始まった。エネルギー担当機関が、地方機関、NGO、村レベル

の組織参加を動員して、非従来型のエネルギープログラムを実施する。公共輸送機関の運

営に、民間部門の参加が奨励されている。インドの精錬業は、より効率的な機器や技術の

利用を増加させた。インドの石炭企業は、採掘済みの地帯を緑地化して、適応努力に貢献

している。さまざまな省エネルギーや効率性プログラムにおいて、NGOは積極的に、州議会

の公開討論に参加してきた。研究機関が、気候科学研究とモデリングに関与している。 
 
 1992 年の憲法改正法によって、開発計画に地方分権的な手法が用いられるようになった。結果

として、インドの第 8 次 FYP（1992 年～1997 年）と、第 9 次 FYP（1997 年～2002 年）において、あ

らゆるレベルでの社会的な動員と人々の参加が、開発プロセスの環境持続可能性を実現する手段

として認識された（UN DESA 2007）。一方で、第 10 次 FYP（2002 年～2007 年）は、現在、インドで

自助グループとして一般に知られる組織の形成に道を開いた。 
 
 アンドラプラデシュ、マディヤプラデシュ、西ベンガルの各州は、CDM プロジェクトの提案を促進

するために、CDM 促進部門を設立した。民間部門は、クリーナー・プロダクション、ISO 14000、環

境格付け、サプライチェーンのグリーン化、環境立法、エネルギー監査などに関するインド産業の

対応能力向上を支援してきた。インド商工会議所連盟は、インドの産業がさらに環境に責任を負い、

競争力を持てるよう、環境情報センターを設立した。NGO も、草の根レベルで自助グループを促

進して、地域社会や女性に権限を認めるための意識改革を推進する上で重要な役割を担ってき

た。研究機関は、インドにおける気候変動イニシアティブの情報発信分野で積極的に活動してきた。

インドの科学者は、次のような国内及び海外の気候研究の試みに貢献してきた。すなわち、国際イ

ンド洋調査、観測計画、インド洋調査研究プロジェクト、世界気候研究計画、全球観測システム、地

球圏・生物圏国際共同研究計画（India’s Initial National Communications to the UNFCCC 2004）

である。 
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3.5. フィリピン 
 
 フィリピン諸島は、29 万 9,764 km2 の国土面積を持ち、2007 年の人口は 8,870 万人で、平均年

増加率は 1.9%であった（NSCB 2007）。GDP は、2001 年の 3.0%から 2005 年の 5.1%へと着実に

成長している（ADB 2006）。貧困率は 2000 年に 33%と、高い状態が続いている（NSCB 2007）。経

済の主たる成長要因であるエネルギー、特に電力の消費増は、サービス分野が主な原因である。

人口 1 人当たりの GHG 排出量は、2005 年には 0.89 トン（tCO2e）（USEIA 2007）で、排出量の増

加は、1990 年から 2003 年の間で 43%であった（World Bank 2007）。GHG 排出量のほぼ 50%が、

エネルギー部門によるものである。UNFCCC への最初の国別報告書において、国家 GHG インベ

ントリーは、フィリピンが 4 つの主要分野で合計 100,738 （ktCO2e）を排出していると報告した。そ

の内訳は、エネルギー（49%）、産業（11%）、農業（33%）、陸上廃棄物（7%）であった。フィリピンは

熱帯に位置する島嶼国であるため、気候変動の影響を非常に受けやすく、特に農業と食糧安全

保障は顕著である。 
 
3.5.1. 国内 IACM の発展 
 
 UNFCCC を批准する以前にフィリピンは、あらゆる気候変動関連活動を調整する目的で、気候

変動省庁委員会（IACCC）を設立していた（表 8.10）。IACCC は、環境天然資源省（DENR）の主

導のもとで最初の NC を作成した。また、2004 年には、CDM のための DNA に指定された。 
 2007 年には、気候変動に関する大統領特別委員会（PTFCC）が設立され、IACCC に代わって

実質的な気候変動問題に関する主導的調整機関となった。この新たな体制で、IACCC は PTFCC
の技術的支援機関となり、その他の機関が PTFCC の支援を目的として指定された。PTFCC は、

DENR が議長を務める（表 8.10）。2007 年 6 月の第 1 回会議を受けて PTFCC の諮問委員会が

設置され、DENR 大臣が議長を、土地改革大統領顧問が共同議長を務め、学界と NGO から 6 人

の委員が参画した。DENR の全組織は、諮問委員会を支援することが求められ、環境管理局

（EMB）は諮問委員会の運営に必要な資金を配分するよう指示されている。 
 
 PTFCC の職務には、次のようなものがある。（ⅰ） 特に最も気候変動の影響を受けやすい分野

について、気候変動の影響に関する迅速な評価を実施する、（ⅱ） GHG 排出基準の厳格な遵守

を徹底し、森林減少や環境の劣化に対処する、（ⅲ） GHG 排出量の削減に戦略的手法を採用す

る、（ⅳ） 気候変動に関する包括的な広報キャンペーンを実施する、（ⅴ） 気候変動に対するリス

ク軽減や、緩和措置と適応対策を計画する、（ⅵ） 国際パートナーと協力する、（ⅶ） あらゆる政策、

計画、プログラムにおいて気候変動のリスク管理の考え方を組み込む、（ⅷ） 気候変動行動計画

の実施を主導、調整、監視する。 
 
 IACCC から PTFCC への最も顕著な組織変更は、内務自治省（DILG）をメンバーに追加したこと

である。1991 年の地方自治法によって、環境保護を含む 5 つの基本サービスが地方政府（LGU）

へ委譲され、LGU の役割は拡大した。LGU は、市民団体の参加を促進することによって、地方自

治を促進することも奨励されている。 
 
 PTFCC の設立から 6 ヵ月後に組織改変が行われ、エネルギー省（DOEP）大臣が議長に、DENR
長官が副議長に任命された。教育省（DepEd）と高等教育委員会（CHED）も加わり、PTFCC の組

織は拡大した。IACCC とは異なり、PTFCC では閣僚級会議が行われる。NGO 連合であるフィリピ

ン気候変動ネットワークから 2 名の代表も PTFCC 会議に出席した。PTFCC は、4 つの最重要プロ

グラム、すなわち（i） 緩和、（ii） 適応、（iii） 資金調達、（iv） 技術と研究開発、を提言した。資金

調達は、特に開発援助基金に要請して確保する予定である（PTFCC Philippines 2007）。 
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表 8.10. フィリピンにおける IACM の発展 
 IACCC 

（1991 年） 
PTFCC 

（2007 年 2 月） 
改正 PTFCC 

（2007 年 8 月） 
契機 環境・開発問題に関する

国際的議論と国内の関心

の高まり。 

IPCC 第 4 次評価報告書の発表。

気候変動への対処に関する国内懸

念の増加と市民団体からの要請。 

国家の気候変動イニシア

ティブにおける、より大規模

な緩和戦略の要請。  
設立の 
法的根拠 

大 統 領 行 政 命 令 220
（1991 年 5 月 8 日） 

大統領行政命令 171（2007 年 2 月

20 日） 
大 統 領 行 政 命 令 171-A
（2007 年 8 月 15 日） 

EL DENR 大統領府 大統領府 
LA DENR、DOST DENR DOEP 
OPA   DFA 、 DOE 、 NEDA 、

DPWH 、 DOTC 、 PNCC
上院。 
 

DOE、DOST、DILG、DA、市民団

体から 2 代表、IACCC の参加機関

（新たな PTFCC の技術部門とし

て）。土地改革大統領顧問が共同

議長を務める諮問委員会が設置さ

れた。委員の大半は学界に属す

る。 

DENR、DOST、DILG、

DA、DepEd、CHED、市民

団体と IACCC 参加機関か

ら 2 名の代表。 

職務／ 
機能  

気候変動関連活動の調

整、気候変動政策の提

言、UNFCCC へのフィリ

ピンの見解を準備する。 

気候変動の影響について迅速な評

価を実施する、大気放出基準を厳

格に遵守する、森林減少に対抗す

る、GHG 排出量を削減する、包括

的な広報活動を実施する。 

当初の PTFCC と同じ職務。

会議の頻度 1 年につき 4 回（省庁

間）。 
2007 年 6 月に最初の会議。 COP13 前に 4 回の会議（イ

ンドネシア、バリ）。 
特徴  PNCC を通じた市民団体

の参加。 
複数ステークホルダーの参加、

DA、DILG がメンバーとして追加、

諮問委員会の設置による学界の関

与の増加。 

議長が DENR から DOEP
へ移行、DepEd と CHED
がメンバーとして追加、学

界の関与の増加を伴う複数

ステークホルダーの参加。 
注：EL＝執行リーダーシップ、LA＝主導機関、OPA＝その他参加機関、IACCC＝気候変動省庁委員会、PTFCC
＝気候変動に関する大統領特別委員会、DENR＝環境天然資源省、DFA＝外務省、NEDA＝経済開発局、

DPWH＝公共事業道路省、DOTC＝運輸通信省、PNCC＝フィリピン気候変動ネットワーク（市民団体組織）、DA
＝農業省、DILG＝内務自治省、DepEd＝教育省、CHED＝高等教育委員会。 
 
3.5.2. ステークホルダーの参加  
 
 1990 年代前半に政府が最初に着手したのは、フィリピン持続可能な開発のための戦略（PSSD）

とフィリピン・アジェンダ 21 の策定で、政府と NGO が協力して 1992 年の地球サミットで採択された

約束を実施することが明示された。こうして、IACCC は強力な市民団体の代表の参加を得て設立

された。第 1 回の NC では、学界と草の根・地域団体が、データ収集、能力開発、教育、研修を支

援した（表 8.11）。1991 年の地方自治法の成立により、各行政地区に設立された持続可能な開発

地域委員会（LCSD）を通じて、持続可能な開発の地方分権化が進んだ。 
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表 8.11. フィリピンにおける気候変動関連の特定活動参加者 
活動 参加者とその役割 

COP の 国 家 代 表 の

選出 
大半は国家政府からであるが、すべてのCOPにNGOが参加する。 

国別報告書の作成 DENRが主導的役割だが、LGUが支援し、NGOや学界もLCSDの代表を通じて参加し

てきた。 
CDMプロジェクトの

促進 
DENRがDNAだが、LGUが支援する。民間部門とNGOが、CDM運営委員会を通じて

活動している。 
気候変動に関するそ

の他国内自主対策 
DENR、DOEP、DOSTらが、主導で実施する一方、緩和と適応戦略に対処する法律と

規則の制定は、市民団体の政治的運動がなければ実現不可能だった。民間部門は、

エネルギー効率向上で政府と協力した。学界は、学校の履修科目に環境教育を含め

るよう陳情活動を行ってきた。 
注：NGO＝非政府組織、DENR＝環境天然資源省、LGU＝地方政府、DNA＝指定国家機関、DOEP＝エネル

ギー省、DOST＝科学技術省。 
 
 LCSD は、フィリピン持続可能開発評議会を補強する目的で設置され、NEDA 局長が議長として、

また DENR 長官が副議長として統括する。評議会は、国家政府の関係省庁や市民団体グループ

で構成される。1992 年 9 月に創設された PCSD には、次のような責務がある。（ⅰ） 1992 年のリオ

サミットで採択された持続可能な開発の原則に対するフィリピンの公約の実施状況を審査し、履行

を確実なものにする。（ⅱ） 持続可能な開発の原則を具体化し、運用のための指針と仕組みを策

定する。（ⅲ）環境と持続可能な開発に関連する新たな問題に対処するため、政策改革、プログラ

ム、新法制定に向けた指針を策定する。（ⅳ） 外務省（DFA）と協力して、調整機能を果たす。

（ⅴ） フィリピン・アジェンダ 21 と国家持続経営計画を採択する（PCSD Philippines 2007）。 
 
 さまざまな緩和と適応措置が、部門別計画、特にエネルギー、交通、農業分野に反映されている。

2004 年から 2010 年の中期フィリピン開発計画では、エネルギーを含む 5 分野における優先的事

項が特定された。フィリピンエネルギー計画（2005 年～2014 年）では、（ⅰ） エネルギーの自給と

省エネ、（ⅱ） 発電部門の改革を打ち出している。 
 
 関連立法には次のものが含まれる。（ⅰ） フィリピン大気浄化法（1999 年）、（ⅱ） フィリピン環境

配慮型固形廃棄物管理法（2000 年）、（ⅲ） 農漁業近代化法（1997 年）（地球の気候変動と天候

不安定化の影響監視を含む）、（ⅳ） 水質浄化法（2004 年）、（ⅴ） 電力産業改革法（2001 年）

（電化を促進するために、さらなる民間部門の参加と競争を求める）。 
 
4. 比較研究 
 
4.1. COP における国家代表団 
 
 日本が、COP での代表人数が最も多く、韓国と中国がこれに続き、インドとフィリピンの代表人数

は少ない（表 8.12）。国家代表数が多いことが、国際交渉における、より強力な国家意思を表して

いると考えられる。韓国、中国、フィリピンの国家代表における執行リーダーシップからの直接参加

は多数の COP で確認され、COP の議題の中の特定の問題に対する EL の強い関心を示唆して

いると考えられる。 
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表 8.12. COP における国家代表団 
参加者 日本 韓国 中国 インド フィリピン 

EL X 4% 0.4% X 2% 
LA EA （26%） 

BRA （14%） 
FA （14%） 

EA （16%） 
BRA （8%） 
FA （8%） 

- 
BRA （22%） 
FA （20%） 

EA （47%） 
- 
FA （3%） 

EA （23%） 
- 
FA （3%） 

OPA 17% 7% 27% 11% 31% 
地方政府 X X X 3% X 
民間部門 X X X X X 
市民団体 X X X 5% 17% 
学界 4% 18% 22% 3% 2% 
外交使節団 21% 13% 9% 34% 18% 
代表の平均人数 73 32 27 17 13 

注：比率は、COP1 から COP12 までの各参加者の平均を表す。 
EL＝執行リーダーシップ、LA＝主導機関、OPA＝その他参加機関、EA＝環境担当省庁、BRA＝産業担当省庁、

FA＝外務担当省、（-）＝主導機関と定義されていない、X＝参加なし。 
 
 中国を除くすべての代表国で、環境担当省庁（EA）が主導機関（LA）として、COP の国家代表団

の中で主要な役割を担っている。中国では、エネルギーと産業を担当する国家マクロ経済機関が、

最も重要な役割を担う。産業・エネルギー機関などの産業担当省庁は、日本や韓国では、国家代

表団で EA と役割を共有しているが、インドやフィリピンでは役割が限定的である。これは、日本、

韓国、中国が、気候変動の経済的側面を重視していることを示唆している。5 ヵ国すべてにおいて、

外務担当省庁は、戦略調整と交渉的立場における重大な役割を担っている。インドでは、外交使

節団の代表が国家代表団の大部分を占めている。緩和、適応、科学、資金に関するその他政府

機関については、日本、中国、フィリピンの参加数が非常に多い。 
 
 全体として、COP の、国家代表団における地方政府からの代表は、インド、特にデリーで開催さ

れた COP8 の場合を除いて見られない。国家代表団に民間部門からの代表を出席させた国はな

い。しかし、学界は、中国と韓国で重要な役割を担っており、特に、政府関連の研究機関は科学面

での支援を行っているが、日本とフィリピンでは、COP への直接参加という点では比較的小さい役

割にとどまっている。インドでは、政府関連の研究機関が継続的に COP に参加している。 
 
 会議の議題は、国家代表団の規模に影響を与える場合が多い。例として、日本代表の規模は、

COP7 までは増加傾向を示していたが、その後は減少した。これは、拘束力のある目標と柔軟性メ

カニズムが明確に定義されたため、日本にとってその後の国際交渉の重要性が低下したことを示

唆していると考えられる。韓国と中国は、継続的な増加傾向を示している。これは、2013 年以降の

気候変動枠組みに関する継続的な交渉が、両国にとって重要であることを示唆していると考えられ

る。一方で、フィリピンとインドは、これまで開催された COP では一定の代表数を維持している。 
 
4.2. IACM の職務 
 
 IACM は、設立時期とその後の発展に差異はあるものの、調査対象国の IACM は、次の 3 つの

機能を持つ同様の構造を発展させてきた。一般的に、全体調整を行う首相官邸が務める EL、気

候変動に関する国内意思決定と実施に主要な役割を担う LA、二次的な重要性を持つ OPA であ

る。 
 
 各 IACM の職務は、次に関する 3 つの広範な機能において異なる。（i） 外交交渉（例：国家の

立場と戦略の準備）、（ii） 気候政策立案（例：国家の気候戦略及び行動計画の策定）、（iii） 国内

対策の実施（例：気候変動に関する国際公約の履行及び国家行動計画の実施）（表 8.13）。 
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表 8.13. 現在の IACM の規定職務 
職務 日本 韓国 中国 インド フィリピン 

外交交渉関連機能 -   - - 
政策決定関連機能      
実施関連機能  

（緩和） 
 

（緩和と適応）
 

（緩和と適応）
 

 
 

（緩和と適応）

その他 - - CC を国家 SD
に統合 

国家開発における

CC の主流化 
社会への広が

りを促進 
注：（ ）=規定職務がある、（-）=規定職務がない、M=緩和、A=適応、CC=気候変動、SD=持続可能な開発。  
 
 外交交渉関連機能について、日本は KP の国内実施を重要視してきたが、政府は現在、首相の

政治的リーダーシップを通じて、2013 年以降の気候変動枠組みに関する戦略作りに取り組んでい

る。韓国では、交渉が IACM の主要な機能の一つであり、交渉を担当するタスクフォースがある。

国際的圧力のもと、中国政府は交渉を真剣に受け止め、交渉関連活動が IACM の職務として明

示された。中国の IACM は、通常、COP の直前と直後に年 2 回、会議を行っており、国際交渉へ

の関心が示されている。フィリピンでは、UNFCCC 会議での国の見解を用意することが、前 IACM
の IACCC に対して明示された責務の一つであった。IACM の新設に際して、そのような直接的な

責務規定は明記されなかったが、新設の根拠法では、地域的、国際的、多角的なレベルで国際

パートナーと協力して、地球の気候変動への取り組みを支援することが、責務に含まれると明記さ

れた。国際交渉は、インドにとって明らかに重要性を増しており、最近では、2008 年 3 月の IACM
会議期間中に、常設の交渉団が設立された（The Indian Express 2008）。しかし、2007 年になって

IACM が設置されただけであるため、過去にインドがどのように国家戦略を調整していたかは不明

である。 
 
 政策決定機能について、すべての国の IACM は、気候関連問題をさまざまな部門の活動に確

実に組み込む義務がある。これに関連する具体的職務としては、全体的な指針となる国家気候戦

略と行動計画の策定が一般的である。日本は、気候温暖化に対処する法律を公布（1998 年）し、

KP 目標を達成するため NAP を策定した（2005 年）。韓国の IACM は、3 つの包括的 NAP を策

定した（1999 年～2007 年）。中国は、2007 年に国家気候変動プログラムを発表した。インドとフィリ

ピンは、いまだに包括的な NAP を策定していないが、インド首相は、2008 年 6 月までに NAP を

策定すると発表した。緩和と適応に関する国家戦略について、日本は緩和の方を重視している。

緩和と適応について、韓国では、現在の IACM のもとで産業担当省と環境担当省が個別に率い

る 2 つのタスクフォースがある。中国は、気候枠組交渉において、緩和と適応の均衡に強力な立場

を維持しており、緩和と適応の両方に具体的な政策や措置を提示した。これは、国家気候変動プ

ログラムの二大政策となっている。インドは 2007 年 6 月に IACM を発足させたが、気候変動に対

処する国家戦略はまだ策定されていない。フィリピンは、緩和と適応の両方を含めたが、とりわけ

GHG 排出量の削減とリスク軽減のための計画及び気候変動への適応策を、現在の IACM の明確

な職務とした。 
 
 対策の実施関連機能については、日本、韓国、中国は、経済全体での実施を主導する NAP を

策定した。日本では、全 47 都道府県と大半の地方政府が、法律に基づく行動プログラムを開発し

た（1998 年）。民間部門（経団連）は、GHG 総排出量の 44%を占める主要企業が参加する自主行

動計画（1997 年）を策定した。韓国は、211 のプロジェクトを含む 3 つの NAP を実施した。対象と

なる工場と事業場（2006 年現在で 1,353 ヵ所）が、CO2 排出量を削減し、エネルギー効率を高める

ために MOCIE や地方政府と共に自主協定プログラムに参加している（KEI 2008）。中国では、

2006 年から 2010 年の、省エネルギーに関する目標（20%節約）と主要な汚染物質に関する目標

（10%削減）は、分野及び地域目標への細分化と、エネルギー集約型企業 1,000 社との省エネ協

定を通じて実施されている。インドとフィリピンは、包括的な NAP をまだ策定しておらず、プロジェク

トベースまたは分野別の取り組みが採用された。  
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 IACM の機能の有望な面は、気候変動を国家の持続可能な開発枠組みに組み込むことである。

これは、中国とインドの二大途上国によって明言されている。しかし、IACM が、国家レベルの持続

可能な開発委員会とは別経由で発展してきた理由については謎である。日本は、アジェンダ 21 の

フォローアップと、国内の持続可能な開発を達成するために、複数のステークホルダーのフォーラ

ムである持続可能な開発のための評議会（JCSD）を設立した。しかし、評議会と国家の IACM との

間に明確なつながりはない。韓国では、首相が IACM の議長を務める一方、国家の持続可能な

開発委員会は大統領の常設諮問機関である。中国は、国家の持続可能な開発委員会を設立して

いないが、中国のアジェンダ 21 管理センターがあり、NDRC と MOST は共同で、持続可能な開発

問題について他の機関と調整している。中国での国内 IACM の設立と発展は、持続可能な開発

に向けた国家制度整備から分離している。フィリピンでは、IACM と国家持続可能開発評議会の両

方が大統領の主導下にあるが、2 つは個別の機関として設立された。気候変動と持続可能な開発

について個別に国家制度が制定されていることは、今日まで、この２つの問題が国際舞台でうまく

関連付けられて取り扱われてこなかったことが原因と考えられる。これまで述べた諸機関がそれぞ

れ異なる目的で設立されたことが、2 つの問題が並行して発展してきたことにつながった可能性も

ある。今回の事例研究で扱った IACM の大半は、UNFCCC と KP を受けて設立された一方で、国

家の持続可能な開発委員会は、アジェンダ 21 の実施ニーズに対応して設立された。この制度上

の障壁を取り除いて、気候変動を国家の持続可能な開発に再統合する方法については、さらなる

調査・分析が必要である。 
 
4.3. 国内 IACM の発展 
 
 IACM の発展の比較分析は、次の点を検証することで実施した。（i） 構造変化の頻度、（ii） EL
による全体調整、（iii） IACM における LA、（iv） IACM を構成する省庁の数（表 8.14 及び 8.15）。 
 
表 8.14. IACM の構造と機能の変化 

国 変化の頻度 全体調整 省庁の数 
初期段階 最新段階 

日本 1 反応型調整 より積極的な調整 全省庁 
韓国 3 弱い調整 OGPC を通じて強化 12 
中国 3 NDRC が実施 首相が実施 4 から 27 
インド 1 IACM はなく MoEF が実

施 
首相官邸 現在 19 

フィリピン 2 DENR が実施 大統領府    14 から 18 
注：OGPC＝政府政策調整室、NDRC＝国家発展改革委員会、DENR＝環境天然資源省、MoEF＝環境森林省。 
 
 各国の IACM は、日本やインドよりも中国、韓国、フィリピンで頻繁に変化しているが、これは以

下の 3 つの要因が考えられる。第一に、国によっては、国際的な気候変動枠組みの中で他国より

も迅速に対応し、国内機関を発展させている。例えば、最初の IACM は、1980 年代後半に気候

問題が国際的政治課題として出現したのを受けて、日本（1989 年）、韓国（1992 年）、中国（1990
年）、フィリピン（1991 年）で設立された。また、日本（1997 年）、韓国（1998 年）、中国（1998 年）は、

1997 年の KP 採択を受けて、根本的な構造改革を行った。KP が参加各国の個別の責務を規定

したことから、幾つかの国は、国内機関を再編成して、これらの新たな公約に対応したり、KP から

生じた機会を最大限に活用できるようにした。つい最近では、韓国、中国、フィリピンは、いずれも

IACM の強化を検討している。これは、一部には、途上国がより実質的な対策を行うことへの国際

的圧力の高まりに応じようとしているためである。2007 年 6 月に、インドは、IPCC 第 4 次評価報告

書を受けて IACM を設立し、それ以降、主に適応に関してさまざまな優先課題を挙げてきた。第

二に、制度上の変化は、国ごとに異なる国内対策の必要性と取り組みを反映している。例えば、韓

国は OGPC によって全体調整を強化し、地方政府を IACM に含めることで、NAP の実施で彼ら

が担うことができる役割を認めた。中国は、義務的目標を達成するために、首相による全体調整機
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能を強化し、より多くの機関を含めて部門別の対策を強化した。インドは、IACM を設立して NAP
を策定した。フィリピンは、緩和を強調するために、最新の IACM での議長職を DENR（環境担当

省庁）から DOE（エネルギー担当省庁）に置き換えた。第三の要素は、為政者の意志を反映した

政府における変化に起因すると考えられる。韓国では、金大中大統領が在任期間中（1998 年～

2002 年）に、気候変動に対処する機関を強化した。中国では、温家宝首相が 2003 年に就任し、

環境問題をより重視した結果、気候変動関連機関がさらに強化された。韓国における最近の大統

領の交代と、中国における SEPA の省レベルへの昇格や国家エネルギー局の再編成も、それぞ

れの IACM や関連制度に影響を与えていると考えられる。 
 
 すべての国で、主として気候変動に対してより正面から取り組む必要性から、EL による全体調整

は長年に亘って強化されてきた。日本は、KP の採択に際して大幅に調整を強化した。しかし、気

候変動に関する見解の主な調整は、MOE と METI という 2 つの主導省庁が統制するため、首相

による政治的リーダーシップには通常、制約があった。最近では、首相が政治的リーダーシップを

発揮し、2013 年以降の枠組みに関する戦略的決定を主導している。これは、気候変動が、日本で

開催され首相が議長を務める 2008 年度 G8 サミットの主要な議題になることが大きく影響している

と考えられる。韓国は、第 3 次 NAP（2005 年～2007 年）以降、政策調整で首相を支援する閣僚級

機関の OGPC を通じて、IACM の EL を強化してきた。OGPC はこの変化を反映して、COP10
（2004 年）以降、2 人の代表を参加させている。中国の最新の IACM（2007 年）には、首相が率い

る強力で実質的な EL が存在し、とりわけ 2 つの義務的目標の達成に向けての対策強化を目的と

している。最近の COP の国家代表団に国務院弁公庁が参加していることは、外交交渉に対する

彼らの関心の高まりを物語っている。省庁レベルより上位の強力なマクロ経済機関である NDRC
が実施した最新の変更以前でも、全体的な調整は効果を発揮していた。NDRC は他の機関と共に

国家 CDM 政策を策定し、種類の異なる CDM プロジェクトに差別化した税金を課している。インド

では、最近になって、主に環境担当省庁が気候変動問題を統括するようになった。気候変動は、

環境担当省庁が対処する複数の地球環境問題の一つとして取り扱われた。インドの COP 代表の

大部分は、MOEF と外務省高官で構成される。フィリピンでは、大統領府が代表する EL が最新の

IACM に含まれたが（2007 年）、現在は、全体調整における顕著な改善を示す十分な情報がない。

しかし、大統領顧問が議長を務める諮問委員会（主に学識者や科学者で構成）の情報と、新たな

IACM（PTFCCC）からは、IACM における EL の存在を強化する意図が示唆される。 
 
 LA については、環境担当省庁、産業担当省庁、外務担当省、科学担当省庁が、国家の気候政

策決定において主要な役割を担っている（表 8.15.）。IACM の初期段階では、環境担当省庁と科

学担当省庁が、気候変動の科学面に対処する上で主導的役割を担った。その後の段階では、産

業担当省庁と環境担当省庁の両方が LA となり、緩和と適応を個別に調整した。この変更の原因

として、科学的問題から経済的問題への認識の変化と、KP がもたらした附属書 I 国と非附属書 I
国の双方への機会（例えば、京都メカニズムを通じた緩和・適応策の実施、資金・技術移転）が挙

げられる。 
 
表 8.15. 国内 IACM における LA 

国 初期段階 最新段階 

 EA BRA FA SA EA BRA FA SA 

日本         
韓国         
中国         
インド     N/A 

フィリピン         
注：EA＝環境担当省庁、BRA＝産業担当省庁（エネルギー部門や産業部門などを含む）、SA＝科学担当省庁

（例：科学技術庁、気象庁など）、FA＝外務担当省庁、N/A＝該当なし。 
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 日本は、主に MOE（環境担当省庁）及び METI（産業担当省庁）が、MOFA（外務省）と共に

COP に出席している（表 8.12）。韓国では、気候変動を既に経済問題として認識していたことから、

1997 年に KP が採択された際、MOCIE（産業機関）が主要な役割を担った。その後、MOE がさら

に重要な役割を担い始め、現在では MOE と MOCIE が韓国の IACM で二大省庁となっている。

MOFAT（外務担当省庁）も重要な存在であり、国家 IACM 下での交渉では特別なタスクフォース

の LA として任命されている。SBSTA/SBI 会議の国家代表団長も、MOFAT の所属である。中国は

他の諸国に比べて環境担当省庁は代表数が少ない一方で、NDRC（マクロ経済計画省庁）は、

MOFA や MOST（科学技術担当省庁）と共に重要な役割を担ってきた。これは、中国にとって気候

変動が、環境問題というよりも経済問題として認識されていること反映していると考えられる。別の理

由としては、当時の SEPA が中国の行政機構の中で立場が弱く、さまざまな分野にまたがる問題で

ある気候変動への対応の調整能力に欠けていたということがある。しかし、近年 SEPA が省レベル

へ昇格し、2008 年 3 月の政府構造改革で国家エネルギー局（NDRC の監督下）の再編成が行わ

れたことは、環境担当省庁の役割の強化と、国家 IACM においてより強固なエネルギー政策を打

ち出していくことを示唆すると考えられるが、詳細については、まだ明らかになっていない。MOFA
は、COP における中国代表団長であり、国内的対策と国際交渉戦略を調整する。COP における

NDRC と MOFA からの代表比率が優勢的（22%と 20%）であることは、これらの 2 機関が IACM に

おいて最も重要な役割を担っており、一方で（CDM 関連活動について）MOST、（IPCC 関連活動

について）気象担当省庁、及び環境担当省庁が、一定の責任を共有していることが伺える。インド

では、2007 年以前は IACM がなく、環境担当省庁が、気候変動関連活動において主要な役割を

担ってきた。フィリピンでは、2007 年にエネルギー担当省庁が主導機関になる以前は、IACM の

初期段階（1991 年）から環境担当省庁が主要な役割を担ってきた。非附属書 I 国の 4 ヵ国の

DNA では、韓国と中国で産業担当省庁が主導権を担う一方で、インドとフィリピンでは環境担当省

庁が主要な役割を担っている。 
 
 最新の国内 IACM では、全 5 ヵ国において、上述のような主要省庁以外の省庁の関与が増大し

ているという共通の特徴が見られる（表 8.14）。主な機関は次の通り。（i） 緩和関連分野（例：建設、

交通、電力供給、林業）、（ii） 適応関連分野（例：農業、水資源、海事）、（iii） 財政及び広報など

その他。日本では、全省庁が参加しており、韓国と中国も大半の関連省庁が関与していることから、

これらの国々が、気候変動を全部門による協働を要する分野横断的な問題として認識し、より包括

的な対策に取り組んでいると言える。インドにおける他省庁の関与は顕著でなかったが、これは

2007 年以前に IACM が存在しなかったことが主な原因である。フィリピンでは、最新の IACM に

農業、教育、地方政府などの機関を含めたことで、参加機関数が増加した。 
 
4.4. ステークホルダーの参加 
 
 地方政府と民間部門は、例えば CDM プロジェクトの実施や緩和策など、国家が国際交渉から国

内対策へと重点を移した後は、より積極的な役割を担い始める傾向にある（表 8.16）。日本では、

全都道府県が、国内法の要件に従って気候変動対策プログラムを策定した。韓国は、最新の

IACM（2008 年）に地方政府会議を加え、地方政府が意思決定プロセスに参加できるようにする予

定である。中国では、省政府が行動計画を策定し、2、3 の省が国内 IACM と類似の組織を設立し

て、現在実施されている国の義務的目標の達成を支援する活動を行っている。また、22 の省が、

CDM 促進センターを設立した。インドでは、複数の先駆的な州が、CDM 促進部門を設立した。 
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表 8.16. 5 ヵ国におけるステークホルダーの参加比較 
活動 地方政府 民間部門 市民団体 学界 

J K C I P J K C I P J K C I P J K C I P
IACM -  - - - - - - - - - - -  -  -
COP における国

家代表 
- - -  - - - - - - - - -     

国別報告書の 
作成 

 -    - - - - -     

CDM プロジェクト

の促進 
- -    - - - -   - -

他の国内活動*           
* 他の国内活動には、附属書 I 国（つまり日本）への国際的に拘束力のある削減目標の国内実施や、途上国によ

る気候変動に対処する国内自主対策などがある。 
注：J＝日本、K＝大韓民国、C＝中華人民共和国、I＝インド、P＝フィリピン、（ ）＝関与している、 
（-）＝関与していない。  
 
 日本では、国内の GHG 削減目標を達成するために、日本経団連が自主行動計画を策定した。

韓国では、NAP を実施するために、個別の工場と政府間で自主協定が締結された。中国では、国

内目標は部門別目標へ細分化され、NDRC と主な企業間の目標責任協定を締結することで実施

されてきた。インドでは、新たに設立された IACM（2007 年）に民間部門の代表が参加している。途

上国、特にインドと中国で、民間部門は政府の支援を受けて、CDM プロジェクトの開発に非常に

積極的である。2008 年 2 月の時点で、インドと中国は、CDM-EB が登録する全プロジェクト件数の

33.4%（第 1 位）と 16.7%（第 2 位）をそれぞれ占めている。すべての国において、複合的な政策措

置、例えば、法律と規則、経済的インセンティブ、財政メカニズム、情報開示手段の実施によって、

民間部門は、エネルギー消費と GHG 排出の削減に向けて段階的に生産活動を変化させている。 
 
 市民団体は、COP での国家代表団や国内 IACM への関与の面では、インドやフィリピンにおい

て他国の場合よりも積極的な役割を担ってきたと思われる。市民団体への政府の見方の違いを反

映して、日本は、COP への正式代表としての市民団体の適法性や、国内 IACM における市民団

体の適法性を懸念していると思われるが、インドとフィリピンは、市民団体の参加に権限を認める国

内法を制定している。全般的に、中国では、独立した市民団体は他国に比べて限定的な役割しか

担っていない。それでも、環境分野で努力する市民団体グループは、他の分野に比べて積極的で

ある。韓国は中間的な位置にあり、持続可能な開発のマルチ・ステークホルダー組織である PCSD
の代表を国家代表に含めている。国が、緩和・適応策を、国民をはじめあらゆるステークホルダー

を巻き込んで実施しようとする際、気候変動の国内目標の達成に向けた国民意識の向上、行動変

化に向けた国民教育、研究や調査の支援、情報の普及、進捗状況の監視において、市民団体の

より積極的な参加を期待することができる。 
 
 学界は、気候変動に関する大半の国内活動において積極的な役割を担ってきた。政府関連又

は独立の研究機関は、研究開発、国際交渉、国内 GHG インベントリー、科学情報とデータ収集、

気候政策の策定を支援してきた。韓国では、当初から IACM に専門家集団として学者を含めてい

る点が顕著な特徴である。中国では、政府関連研究機関と国立大学が、国内 CDM 承認プロセス

に参加している。COP の国家代表団に占める学者の割合は、韓国では 18%、中国では 22%と高く

なっており、大半は政府関連研究機関に所属している。インドでは、科学者と専門家が、個人の資

格において IACM に参加しており、インドの研究機関は、地域全体及び国際的な気候に関する重

要な研究活動に、非常に積極的に参加している。すべての国において研究機関は、国別報告書

のための GHG インベントリーを作成する技術支援を行った。日本、中国、インドは、IPCC 関連業

務に多大な貢献をしてきた。日本と中国では、IPCC 第 4 次評価報告書の作成に、それぞれ 154
人と 43 人が参加した。日本、韓国、中国、インドは、気候関連の科学・技術分野において、有能な

研究・開発者を多く育成してきたが、フィリピンは、科学・研究分野の能力を向上させる必要がある。 
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5. 結論と提言 
 
 5 ヵ国の比較研究から、アジアにおける気候変動に対応するための国の制度整備に関して、幾

つかの暫定的結論と政策提言が導き出された。 
 
 第一に、すべての国に有効な「理想的」制度設計は存在しない。しかし、気候変動対策のための

国内の制度的対応として、IACM は、気候変動という、ほぼすべての部門にまたがる複雑な問題に

対処するにあたり、明らかに細分化よりも適切である。国際及び国内双方での気候変動関連問題

への対応について、IACM は、関係政府機関のさまざまな役割や貢献を調整する効果的な制度

的仕組みとして、特に次の成果をもたらす可能性がある。（i） 国際交渉での一貫性のある国家戦

略と立場、（ii） 気候変動に関する国際公約と個別の国家目標の達成の指針となる、首尾一貫して

調和のとれた国内行動計画、（iii） 効果的な国家規模での対策実施。IACM は、政策決定プロセ

スや、気候変動関連政策及びプログラムの実施において、幅広いステークホルダーの参加を促進、

確保するための仕組みとしても機能するであろう。 
 
 国際交渉、特に UNFCCC 下での 2013 年以降の気候変動枠組みについて、一貫性のある国内

戦略と立場を確保するためにも、IACM は各省庁の見解を調整する機能を果たすべきであり、EL
は、全体的な調整とリーダーシップを発揮すべきである。ひとたび定着すれば、IACM は、さまざま

な利益団体の参加を促す機会を創出する可能性がある。例えば、緩和措置の場合、国内戦略の

準備や国際交渉の立場を決定する初期段階から、民間部門を含めることで、政府は単なる規制者

ではなくパートナーとして見なされる。この点に関して、日本とインドは、国の IACM に民間部門の

代表を参加させることで、成果を挙げた事例を提供している。国際交渉における各国の立場は、国

際公約の実施に伴って発生する国内コストと効果に大きく左右されることから、IACM は、他のス

テークホルダーと密接に協力することでより大きな便益を得られ、コストを削減する、あるいは実施

しなければならない措置から利益を最大限に引き出すことの、いずれかに貢献できる。IACM 傘下

の特別委員会またはフォーラムは、さまざまな利益団体の声を反映できるチャンネルとして機能で

きる可能性があり、IACM による統合評価は、国の意思決定を支援する手段として利用できる可能

性がある。韓国は最新の IACM（2008 年）において、地方政府会議を設立する予定である。インド

とフィリピンでは、COP と国内 IACM に市民団体の代表が参加している。また、科学的評価と政策

研究を実施し、国内の意思決定と政策決定の支援に適用できるようにする必要がある。学界の参

加は重要であり、特に気候変動に関連する科学技術研究の国内指針を策定すること、研究開発の

ための財源を増やすこと、継続的に交渉関連活動に貢献できるよう、国内・国際の双方でネット

ワーク作りの仕組みを強化することによって、その効果を高めることができよう。特に韓国、中国、イ

ンドは、この点について優れた成果を上げている。 
 
 各 IACM は、経済全般に亘って緩和・適応措置を実施するための基本指針となる、気候変動に関す

る NAP を作成すべきである。この観点から、NAP は、各国が気候変動に関する国際約束と個々の国

家目標を達成する上で役立つであろう。本調査対象とした途上国の大半は、適応を気候変動に対処す

る国家戦略の必須要素にしようとしている。韓国は、最新の IACM（2008 年）のもとで、緩和と適応に関

するタスクフォースを設立した。中国は、国の気候変動政策として、緩和と適応の両方に、明確な政策と

措置を提示した。インドは、2007 年に IACM を設立して以降、主に適応に関してさまざまな優先策を

定めた。すべての調査対象国で、気象、農業、林業、水資源、海事などの適応関連省庁を国の IACM
に含めている。緩和については、具体的措置を伴う数量的な国家目標を設定し、その達成を確保すべ

きである。各国は、気候変動に対応する上で、それぞれ異なる経済的、政治的、社会的条件に直面し

ている。また、例えば、第 2 章で概説した資源賦存量、エネルギーの供給と組成、国内の GHG インベ

ントリー、利用可能な最善の技術、企業の競争力、緩和の相乗便益（コベネフィット）などの状況も国に

よって異なる。これらの違いは、各国が気候変動政策において何を優先するかの選択にも影響する。ア

ジアでは、特に日本、韓国、中国が、この点について注目すべき経験を提示している。 
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 国全体として対策を効果的に実施するために、IACM は、異なる省庁が実施しようとする対策の横

断的な調整と、地方政府のさまざまな階層の対策の縦断的調整を行うべきである。緩和については、

数量的目標を設定したセクター別行動計画と地域の行動計画の策定・実施が、実用的と考えられる。

IACM は、セクター別の対策、地域での対策及び国家目標の間の関連性を明らかにすべきである。

国家目標を達成するために、IACM における EL の全体調整が極めて重要である。対策の実施段

階においては、さまざまなステークホルダーが十分に参加することを認めるべきである。 
 
 住民に最も近い行政組織として、地方政府は、人々の日々の行動に変化をもたらすための教育、

参加、住民サービスの面で、必要不可欠な役割を担う。また、地域の行動計画やプロジェクトに着

手することで、国家目標の達成を支援したり、国の対策実施状況の監視も行う。地方政府に関して

は、日本、韓国、中国が地域行動計画を策定している。韓国の最新の IACM では、地方政府会議

が設立され、彼らが参加できる手段が提供される予定である。CDM プロジェクトの効果的な促進に

ついては、中国とインドで設立された地域の促進機関を見習うことが可能と考える。 
 
 社会的繁栄と同時に多くの環境問題の主たる要因である民間部門は、省エネルギー・省資源型

生産システム（詳細は第 9 章を参照）の採用によって社会的責任を果たし、活動を変えていくべき

である。我々の事例研究では、日本と韓国の企業が採択した緩和に向けた自主協定の取り組みが、

いい例である。中国では、IACM が規定した優先分野に対する CDM プロジェクトを民間部門が開

発する刺激となるよう、税の優遇制度が導入されている。 
 
 市民社会は、特にリオサミット以降、参加型民主主義の促進に極めて重要な役割を担ってきた。

NGO は、特にロビー団体や圧力団体として行動し、気候変動に関する国家の政治動向に影響を

与えたり、気候変動に関する国民意識を高めるキャンペーンに携わり、気候に優しい責任ある消費

に向けて国民を教育したり、異常気候災害の犠牲者である社会的弱者を援助したり、国内政策と

企業行動に関する情報の普及と開示を促進したり、政策実施状況を監視したりすることができる。

調査対象国の事例からは、インドとフィリピンが、国内 IACM や COP の国家代表団への NGO の

参画など、有益な経験を提示している。 
 
 学界は、政策立案者が国内の政策決定に必要な科学データや情報、また科学・技術的ノウハウ

を提供することができる。韓国と中国は、IACM と学界、特に政府関連研究機関との間に、特別な

調整メカニズムを構築している。具体的には、IACM への専門的な諮問機関として政府関連研究

機関が COP の国家代表に参加することや、気候変動に関する研究開発への予算配分などが、挙

げられる。 
 
 第二に、気候変動に対処する国家の制度的整備として IACM を検討している国々は、EL、LA、

OPA という 3 層の階層モデルを打ち立て、それぞれが明確な権限と協力関係を持つように検討す

るのが現実的である。全体調整役としての首相／大統領（またはその代理人）は、強力なリーダー

シップを発揮して、気候変動関連の省庁間で競合する、または対立する利害を調整し、地方政府

とその他ステークホルダーを調整する必要がある。気候変動に関する国家行動計画に緩和と適応

の双方を組み入れ、確実に対策を実施するために、産業・エネルギー担当省庁（主として緩和の

ため）と環境担当省庁（主として適応のため）は、国内の諸情勢、とくに省庁間の権限関係や気候

変動政策の優先順位に従って、LA として他の省庁よりも強い権限を与えられるべきである。国内

の GHG 排出量の大きな要因である産業・エネルギー以外の分野（例：農業、交通、建設など）、ま

たは適応関連分野（例：気象、農業、林業、水資源、海事、公衆衛生、広報など）は、OPA として含

められるべきである。 
 
 第三に、ほとんどの IACM は、気候変動に対応する国際及び国内レベルの制度的メカニズムと

して設立されたが、すべての国が、国家の重点を、国際交渉から緩和と適応に対処する国内対策
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へと移行する好機である。また、すべての国が、気候変動をそれ自体が独立した課題としてみるの

ではなく、持続可能な開発を実現するために国が継続的して努力すべき課題の一部と捉えることも

重要である。この変革を円滑に行うためには、戦略研究をさらに深めることが必要である。

UNFCCC 下で政策措置を実施する際に、効果的な制度調整を行うには、次の各点を取り上げる

必要がある。（i） EL による強力な全体調整、（ii） 緩和と適応を調整する共同 LA としての産業・

エネルギー及び環境担当省庁への権限付与、（iii） 緩和と適応に関するすべての主要な部門担

当省庁の関与、（iv） 上述した他のステークホルダーの優れた点を最大限活用すること。 
 
 第四に、上述した気候変動に関する国内の組織的能力を改善する 4 要素を、国内状況に適合

するように取り入れる必要がある。調査対象国については、国内状況や国際公約の違いから、日

本、韓国、中国は、インドやフィリピンよりも高度な組織的能力を持つと考えられる。各国が、将来の

気候変動に対処するため、取り組みを強化する必要性を感じるのであれば、国内の制度的整備に

さらに改善の余地があると思われる（表 8.17）。 
 
表 8.17. 現在の国内制度的整備の状況 

成功要因 日本 韓国 中国 インド フィリピン 
気候変動に関する法律  X X X X 
緩和と適応の両方に対処する
NAP 

 
（緩和） 

 
（緩和と適応）

 
（緩和と適応）

X X 

EL による全体的な調整 普通 強い 強い 弱い 弱い 
緩和と適応を調整する共同主導省

庁としての BRA と EA 
     

関連する部門担当省庁の OPA と

しての関与 
     

ステークホルダーの参加に権限を

与える、確立した仕組み 
LG、PS、

AC 
LG、PS、AC LG、PS、AC PS、CS、

AC 
LG、PS、CS

気候変動を国家の持続可能な開

発に統合している 
X X X X X 

注：NAP＝国家行動計画、EL＝執行リーダーシップ、BRA＝産業担当省庁、EA＝環境担当省庁、OPA＝その他

参加省庁、LG＝地方政府、PS＝民間部門、CS＝市民団体、AC＝学界、（ ）＝該当あり、（x）＝該当なし。 
 
 この比較研究の結果、例えば、5 ヵ国の国内 IACM の機能を改善するためには、以下のような方

策が考えられる。 
 
（i） 日本では、対策をより効果的に実施するため、EL の全体調整を強化できる余地があると考

える。また、国家行動計画と地域の行動プログラムに、緩和と適応を総合的に組み入れる必

要がある。 
（ii） 中国については、国内 IACM で環境担当省庁がより重要な役割を担うよう権限を与え、国

家行動計画の実施を強化することが検討できる。 
（iii） 日本、韓国、中国では、市民団体の参加を促進することによって、より効果的な仕組みが構

築できる可能性がある。 
（iv） インドとフィリピンには、国内対策実施の全体方針を示す NAP が検討できる。 
（v） フィリピンには、科学研究の能力を高められる余地がある。 
（vi） すべての国について、国家の持続可能な開発に関する計画と実施に気候変動への対処を

組み込むことが望まれる。 
 
将来的な研究課題－この調査では、アジア 5 ヵ国の比較研究のために、気候変動に対処する国

家の制度的整備を考察する目的で、分析枠組みを使用した。将来的に、アジアにおける気候変動

の制度整備に関する研究では、対象を拡大して新たな国々を含めることが可能である。特に、小さ

な島の途上国、後発開発途上国、石油輸出国など、特殊な状況にある国々である。また、今回選
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定した 5 ヵ国をさらに詳しく研究し、例えば各国 IACM や気候変動に関連する政策の国家、部門、

地域レベルでの効果を検証することも考えられる。 
 
 気候変動が、国家の既存の持続可能な開発のための構造、対策、実施計画に統合されるので

はなく、なぜ単独の問題として取り扱われるのかという疑問については、さらなる研究が必要である。

国家の持続可能な開発計画と矛盾する、単独の気候変動行動計画は明らかに望ましくないが、制

度整備が分断された状態が続けば、起こりうる事態である。  
 
 効果的な制度の最終目標とは、あらゆるステークホルダーの草の根レベルでの行動変化を実現

することである。具体的な制度整備と、関連する行動変化の間の関係が理解されなければ、制度

の効果は正しく評価できない。理想的な制度整備のための成功要因が幾つか明らかになったが、

これをもって、現実の制度整備が明らかな気候変動対策の成果を上げるかどうかを評価することは

できない。これは、将来的な研究課題として残されている。 
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注 
 
1 ROK の事例研究は、構造化された調査票に従い、韓国環境政策・評価研究院の気候変動研究課（Climate 
Change Research Division）が提供した二次情報に基づいている。 
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第 9 章  責任ある企業―エネルギー効率の改善にむけて 
 
 
 
1. はじめに 
 

さまざまな国際政策協議の場で地球温暖化の議論が高まるにつれ、影響力の大きい企業が協

調して気候変動に対する行動を起こすことが必要かつ急務であるというコンセンサスが生まれてい

る。アジアのほとんどの地域では、ビジネス投資及び産業の発展が、経済成長と雇用創出の主な

原動力になっている。しかし、この経済発展は GHG 排出やエネルギー利用と密接に関連している。

第 2 章で強調したように、アジアは現在、石油換算で年間およそ 26 億 5,500 万トンのエネルギーを

消費しており、世界の総エネルギー供給量の 27%を占めている。産業部門のエネルギー利用は、

アジアにおける温室効果ガス（GHG）排出量の約 80%を占める排出要因となっており、世界中の排

出量に占める割合は 1973年に8.7%であったのが、2005 年には 24.4%まで増加した（ADB 2006）。

もし現在の工業成長率とエネルギー消費率が続くと、その割合は 2030 年までに 40%まで増加する

見込みである（WEC 2001）。排出量を大幅に削減するためには、産業界が非化石燃料に依存する

ことがどうしても必要である。しかしこれを実現するには、今日アジアの産業部門が一次エネルギー

需要の 70%超を化石燃料に依存していることを考えると、相当な困難を伴う。石炭は中国とインド

で今もなお主要なエネルギー供給源であり、それぞれ 70%と 37%の水準である。排出量を削減す

るため、産業部門が思い切って化石燃料の使用を削減するとともに、省エネルギーによってエネル

ギー需要を厳しく抑制する必要がある。問題は、アジアで将来、基幹製造業が確実に成長すること

である。エネルギーの需要が増大し、アジアが石炭火力発電所の代わりに再生可能資源からの電

力供給を増やす（現在は総供給量の 5%未満）ことには極めて懐疑的にならざるを得ず、前者のみ

で問題を解決することは少なくとも短期的には非現実的である。しかし、エネルギー効率（EE）を高

めることは、電力用化石燃料需要の低減、気候変動の抑止及び新たなビジネス収益の創出につ

ながるため、アジアの諸産業は大きな期待を寄せている。 
 
需要サイドの EE 向上は、業種や規模にかかわらず、どの企業でも「後悔のない」戦略の良い例

である。EE の改善とは、簡単に言えば、エネルギーの使用を減らして同じ量の生産とサービスを達

成するということである。本章における要点は、積極的な EE 戦略であれば他の気候変動代替策よ

りも多くの排出削減（及び企業業績の向上）が可能になるということである。本章では主に製造業に

おける EE の改善に焦点を当てている。EE 対策は、一般的には投資回収期間が短く、エネルギー

価格が継続して高騰すれば、最終的には純利益を増大させる。具体的な措置を実施するには幾

つかの障害があるが、次のセクションで説明するように、アジアにおける EE プログラム及び政策の

可能性は計り知れない。EE 対策を推進することは、企業のためになるばかりでなく、エネルギーの

安全保障を高め、低炭素集約型経済への移行を促進する。EE と持続可能な開発とは相反するも

のではない。両者の間にあるのは、本白書の他章でも述べられている緊張関係である。企業や中

間支援組織（intermediary）が EE を推進するために現在の政策措置や行動を正しい方向に是正し

ていけば、短期的目標を効果的に達成することができ、これが、長期的に求められる更に大幅な排

出削減に向かう道筋を開くことになろう。 
 

2. エネルギー利用と産業発展の分離 
 

アジア諸国は、エネルギー利用と GHG 排出及び経済成長を継続的に切り離すことが必要であ

ることを認識し、諸産業をその方向に誘導するためのにさまざまな措置を講じてきた。その結果、日

本などの一部の国では、EE で模範的な前進を果たした一方で、他の途上国におけるエネルギー

パフォーマンス向上への取り組みはそれほど進展していない（図 9.1）。日本は EE 対策を総合的に
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採用して、その経済成長とエネルギー利用を切り離すことに成功しており、効率性の向上、燃料及

びプロセスの変更、ならびによりエネルギー効率に優れた電気機器への移行を組み合わせて実施

することによってエネルギー強度を下げ、結果的に本来工業生産高の伸びに見合うエネルギー消

費の一部が埋め合わされている。また、日本の効率性向上政策は、製品・サービスの水準を下げ

ずに省エネルギーを行う工業生産プロセス、新製品デザイン、及び企業モデルそのものに長期的

な改善をもたらした（Medlock and Soligo 2000; Murokoshi 2005; Sugiyama and Ohsita 2006）。 
 
図 9.1. 主要国の国内総生産（GDP）当たりのエネルギー消費量（2005） 

 
出典：BP（2007） 
 
エネルギー強度の水準に差が出る要因は、産業構造、生産プロセス及び国内エネルギー源の

違いである。中国のような国々は、1990 年代に産業構造改革プロセスを経て産業構造が多様化さ

れ、テレコミュニケーションのような軽工業を含めてエネルギー強度を下げた。しかし、アジアの産

業活動は多くの国でまだ製造部門が支配的であり、 総エネルギー消費量の 36～42%を占めてい

る。化学、石油化学、鉄鋼、セメント、紙パルプのような重工業は、中国やインドのような大工業経

済国ではエネルギー消費量の 70%超を占めている（IEA 2007）。例えば、インドの鉄鋼業は総エネ

ルギー使用量の約 19%を消費しており、直接 CO２排出量の約 25%を占めている。しかし、アジアで

は、非効率的な工業生産プロセスを採用しているか、または旧式の技術と低品質の原料を用いて

大量のエネルギーを非効率的に使用しており、中国とインドの鉄鋼業の平均的 EE が日本よりも低

い一因として説明がつく（図 9.2）。 
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図 9.2. 製鉄所（高炉）におけるエネルギー利用率の比較 

 
注：日本を 100 とした指標。 
出典：Yamada（2007） 
 

第 2 章で説明したとおり、EE の改善は国レベルで実現できる最も費用対効果に優れた緩和策であ

る。部門別に見ると、例えば重工業部門では、世界最高レベルの技術や生産方法を導入すれば、EE
を改善する機会がまだある（表 9.1）。重工業部門では、今までに効果が実証されている EE 改善策を

適用するだけで、EE を 18～25%と大幅に向上できると同時に、CO2 排出量も 19～32%削減することが

できる。企業は、提供する製品またはサービスの単位当たりのエネルギー使用量を削減することによっ

て、経費の節約、メンテナンス費用の削減、生産性の向上及び製品の品質改善が可能になる。 
 
表 9.1. 基幹産業部門におけるエネルギー効率改善の可能性 

部門 エネルギー効率改善の可能性 
石油換算百万トン

（Mtoe）/年 
二酸化炭素換算百万ト

ン（MtCO2e）/年 
化学・石油化学 
鉄鋼 
セメント 
紙パルプ 
アルミニウム 

120～155 
55～108 
60～72 
31～36 
7～10 

370～470 
220～360 
480～520 
52～105 
20～30 

出典：IEA（2007） 
 

表 9.2 は、基幹産業の世界クラスの主要企業による EE 改善の取り組みを示しており、わずか 1
～5 年ほどの投資回収期間で、エネルギー使用量の 20～40%を節約しながらいかに利益をあげた

かを示す説得力のある事例である。 
 

EE の改善により、その他の社会経済的便益ももたらされる。工場レベルでの費用対効果のある省エ

ネルギーは、石油価格の高騰に直面する中で、化石燃料輸入への依存や貿易赤字を低減させること

を意味する。例えば 2004 年には、中国の純石油輸入量は年間 1 億トンを超え、中国の国内総石油消

費量の約 45%を占めた（Xu 2007）。このまま推移すれば、2010 年までには、石油輸入率は 50%に近

づくと予想されている。従って、EE を改善すると、中国のような急成長経済にはエネルギーの安全保

障を向上させることになる。仮に石油価格が高騰しなくても、EE 改善を志向すべきビジネス上の健全

な理由がある。EE を達成するにはサービスと技術が必要であり、従って、新たなビジネス機会と雇用を

創出する必要がある。ドイツに関する予測値では、EE 投資の結果、使用エネルギーが 100 万トン石油

換算（Mtoe）節約されるごとに 2,000 件を超える新たな雇用機会が創出される可能性のあることが示さ

れた。さらに、EE が改善されれば、化石燃料の燃焼を回避することによって大気汚染の改善に貢献す

る（Mohanty et al. 1997）。概して、EE は持続可能な開発の重要な誘因である。 
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表 9.2. エネルギー効率改善の便益 
国および部門 企業の 

EE アプローチ 
環境的便益 投資 経済的便益 

原価節約/年 投資回収

期間 
バングラデシュ 
紙パルプ 

生産プロセス改善 排出削減：100 tCO2e/年 
燃料油節減：37.5 kl/年 

3,448 US
ドル 

5,172 US ドル 8 ヵ月 

中国 
化学  

新技術・設備 排出削減：51,137 tCO2e/年 
石炭削減：33,643 t/年 

62 万
4,000 US
ドル 

122 万 5,033 
US ドル 

6 ヵ月 

インド 
紙パルプ 

生産プロセス及び 
設備変更 

排出削減：17,200 tCO2e /年. 
石炭節減：11,520 t/年 

46,512 
US ドル 

40 万 186 US
ドル 

2 ヵ月 

鉄鋼 プロセス最適化及び

良好な財産管理 
排出削減：6,787 tCO2e/年 
電力節減：760 万 kWh/年 

なし 35 万 3,488 
US ドル 

即時 

インドネシア 
セメント 

生産プロセス及び 
設備調整 

排出削減：24,349 tCO2e/年 
電力節減：3 MVA 

17 万 US
ドル 

112 万 4,130 
US ドル 

1.5 ヵ月 

フィリピン 
鉄鋼 

良好な財産管理 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 ： 2,035 
tCO2e/年 
燃料節減：67 万 8,487 l/年 

2,545 US
ドル 

14 万 8,028 
US ドル 

1 週間 

スリランカ 
セラミックス 

現場回収及び 
再利用 

温 室 効 果 ガ ス の 削 減 ： 126 
tCO2e/年 
灯油節減： 49,000 L/年 

60,000 
US ドル 

12,250 USドル 5 年 

鉄鋼 改良型プロセス 
管理及び新技術 

温室効果ガスの削減：416 tCO2e 
/年 
燃料油節減：15 万  l/年 

なし 30,000 USドル 即時 

タイ 
化学薬品 

現場再利用及び 
回収 

排出削減：15 tCO2e/年  
電力節減：24,545 kWh /年 

5,250 US
ドル 

5,406 US ドル 1 年 

ベトナム 
セラミックス 

投入原料代替及び

良好な財産管理 
排出削減：468 tCO2e/年  
電力節減：13 万 200 kWh/年 

僅少 40,202 USドル 僅少 

出典：UNEP（2002b）；NESCAP（2003）；WEC（2007）；tCO2e/年 = 年当たりの二酸化炭素換算トン数 
 

ほぼすべての基幹産業部門で EE 改善の可能性がまだまだあり、実行すれば多くの利益が得ら

れるというのに、なぜアジアでは EE 対策が進まなかったのであろうか？ 実は、EE 対策の普及に

はまだ重大な障害が残っており、それらが何かを把握して、解決策を講じることが必要なのである。 
 
3. EE 改善を阻む障害 
 

多くの調査研究結果が示すところによれば（ADB 2006; IEA 2007）、アジアにはそれぞれの部門

におよそ 25～30%程度 EE を改善できる余地があるが、これまでそのうちのほんの僅かしか実現さ

れていない。アジア諸国のエネルギー強度は依然として G8 諸国の 1.5～4 倍という高い水準である。

急成長経済下の中国では、厳しい省エネルギー行動計画がありながら中期目標の達成に苦労し

ている。さまざまな政策、管理、技術及び財政上の障害があるため、企業には EE 投資機会がある

にもかかわらず、実際はほとんど手つかずのままである。これらの障害は、政府の介入、公共部門

能力及び支援体制の 3 つのカテゴリーに分類し考察することができる。 
 
3.1. 政府の介入に関連する障害 
 

産業活動でのエネルギー浪費を低減するため、適正な政府戦略、規制及びインセンティブの仕組

みが必要とされている。しかし、アジアにおける多くの政策介入は、明確な目標を定められておらず、

しかも環境負荷を増大させる選択を助長するような補助金が、産業界による EE 投資を阻んでいる。 
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3.1.1. 部門別目標、基準及びインセンティブの欠如 
 

中央政府の不明瞭な目標と不十分な計画は、EE 改善に投資しようとする産業界の信用と意欲

を低下させてしまう。短期的な目先の利得のために産業振興政策を策定すると、EE 潜在力や長期

的持続可能な開発目標の重要性がしばしば無視されてしまう（UNEP 2006a）。OECD 諸国では、

省エネルギー政策とその他の資源政策を統合してエネルギー多消費型産業部門のために段階的

目標を定めることや、クリーンな生産プロセス及び設備の基準を設計することが、高い EE を達成す

るのに役立つことが明らかになった（APO 2001）。アジアではこのような基準や目標が設定されてい

ないため、企業業績に対する EE の貢献度を過小評価するように産業界を導いて、間接的に EE 投

資を阻んでいる。日本のような工業国では、ボイラー、電気炉、ロータリーキルンなど、特定の工業

設備のためにエネルギー基準を定めることによって、省エネルギーがより一層促進されている。そ

のような基準を部門別目標及び財政的インセンティブと組み合わせると、EE は向上する（Box 
9.1）。 
 
Box 9.1. 日本はより高い EE をどのように達成したのか 

1970 年代後半のいわゆるオイルショックによって、日本は EE に注目し、その結果、1979 年に初めて省エネル

ギー法が制定された。この法律は、（i）エネルギー集約型部門の特定、（ii）エネルギー集約型産業におけるエネ

ルギー管理者（有資格者）の設置、（iii）義務的な EE 基準を満たす製品の購入及び使用を規定している。1999
年、日本はトップランナー方式を採用し、基準設定時に市場において EE が最も高い（トップランナーの）製品を

明らかにし、さらなる EE 改善の可能性を評価することによって、基準値が高い水準に設定されることになる。そし

て、同業の製造業者が EE 基準を満たす製品を製造するよう求めた。また、ユーザーが購入時に機器の EE に関

する情報を入手しやすくするため、特別ラベリング制度も確立されている。この方式による GHG 排出削減効果に

関する定量的推定値はさまざまであり、2010 年までには、GHG の削減見込み量が国全体の削減目標である年

間約 2,900 万 tCO2e の 16～25%の範囲内に入る。この法律はこれまでに 6 回改正して漸次強化され、特定の産

業部門による省エネルギー対策を促進するため、税額控除、特別減価償却引当金及びソフトローンなど、多様

な財政的インセンティブが含まれている。すべての指定工場がエネルギー消費水準を年当たり 1%削減すること

が、現行法の主な柱となっている。また、EE 設備の購入価格の 7%に相当する額を還付するというような特別課

税措置や、産業界によるエネルギー効率投資のための貸付支援も導入した。政府は、1 年から 30 年の期間にコ

ストの半分まで 2.2%の低金利を産業界に提示した。1979 年にこの法律が制定されて以来、日本の産業は成長

し続けたにもかかわらず、産業部門の GHG 排出量が 1997 年に年間 5 億 2,423 万 tCO2e であったのが、2003
年には年間４億 9,850 万 tCO2e まで減少した。今日、日本は EE 先進国であり、継続的に EE を改善する産業シ

ステムを開発してきた。また、日本の産業構造もこの 30 年間で大きく変化し、環境汚染源であった産業が経済的

理由で海外に移転したことも、重要である。 
 

このテーマで、アジアで石炭火力発電所などから供給される大量のエネルギーが投入されて操

業している鉄鋼、化学薬品、紙パルプのようなエネルギー集約型産業を対象に取り上げないわけ

にはいかない。アジアの途上国はエネルギー多消費型産業での省エネルギー目標を設定すること

に消極的であったため、新規の石炭火力発電所は、世界最高基準の EE を採用することが義務で

あるとは思っていない。たとえ中国のような国で基準が存在しても、そのような基準を遵守するには、

さまざまな関連情報や工程マニュアルが必要であるが、往々にしてそれらも欠如している。さらに、

多くの企業で、この基準を守ることに消極的であり、税額控除または低金利融資などのインセンティ

ブの仕組みは、政府内で十分に協議・調整されていない。従って、産業界は旧来の生産慣行を変

えたり、より効率的な慣行で革新する必要性をあまり感じていない。 
 
3.1.2. 環境保全に逆行する補助金の存在 
 

政府の補助金によってエネルギー価格を一定以下に安定化することは、政策的には、産業界が

行うエネルギー投資の費用対効果を損なう障害となる。アジアでは、エネルギー価格は政府の管

理下にあり、多くの国では生産者又は消費者に対して 10～30%程度の補助金を支給してエネルギ

ー価格を標準以下に抑えている。政府が化石燃料使用者にそのような逆行する補助金を与えるの

にはやむを得ない社会政治的理由があるとはいえ、政府は多くの場合、環境費用を十分に考慮せ
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ず、製造業者が抱く EE 改善への関心を無にしている（Xia 2003）。概して、エネルギー価格に補助

金を支給する国では EE 投資が十分に行われていない。国有電力会社への補助金は、公共産業

部門への補助金と同様、価格に関する別の歪みをもたらし、産業界が非効率的な技術を採用・維

持する原因になっている。そのような補助金は、一次エネルギー使用を助長する直接的な効果が

あり、結果、輸入燃料への依存を高める。インドネシアのような国では、平均補助率が 28%と高い

（表 9.3）。そのような補助金を撤廃すれば、エネルギー消費量を 7.1%削減することができ、11%の

純 CO2 削減の可能性がある。国連環境計画（UNEP）（2002a） は、環境的価値のない消費補助金

を撤廃すれば、地域の平均で 13%のエネルギー使用削減が可能であり、GHG 排出量が 16%減り、

国内総生産（GDP）がほぼ 1%増加すると予測した。 
 
表 9.3. 主要国でのエネルギー消費に対する補助金撤廃の影響 
国名 平均ガソリン価格* 

（US ドル/L） 
平均補助率

（市価の%） 
年間経済利得

（GDP の%） 
エネルギー消費

削減（%） 
CO2 排出削減 
（％） 

中国 0.58 10.9 0.4 9.4 13.4 
インド 1.22 14.2 0.3 7.2 14.1 
インドネシア 0.48 27.5 0.2 7.1 11.0 
イラン 0.11 80.4 2.2 47.5 49.4 
カザフスタン 0.79 18.2 1.0 19.2 22.8 
ロシア 0.77 32.5 1.5 18.0 17.1 

出典：UNEP（2002a） *価格は 2007 年 12 月現在 
 

一方、エネルギー効率技術の導入のための補助金や、再生可能エネルギー（RE）資源を促進

するための補助金は、GHG 排出量の削減に直接貢献する （De Araujo et al. 1995; Marcillo and 
Menke 2006）。ほとんどの工業国は、エネルギー安全保障上の理由から、これらの補助金を増やし

てきた。 
 

3.2. 民間部門側の障害  
 

EE 投資は結局、企業の意思決定であり、企業の意欲が重要な要因である。どの会社でも、規模に

かかわらず、最小の投資コストで最大の利益を得ようとする。リスクに対する企業の姿勢、管理能力及

び企業の社会的責任（CSR）の希薄さが障害の一つとなっており、これを克服しなければならない。 
 
3.2.1. リスク回避の特質  
 

利潤追求のために EE を改善することは、企業の意思決定過程ではまだ重要視されていない。

アジアでは、企業は改善のための変革は、現在の秩序をかく乱する好ましくないものと受け止めら

れている傾向が強い（Kumar et al. 2005）。これは、会社の経営陣と従業員の両者に共通している。

既存の生産プロセスの改善、材料のリサイクル、記録書類の改良及び革新的経営システムの導入

によって削減できる場合であっても、企業経営者はしばしば、最新技術こそが資源効率を著しく高

める唯一の方法であると考えている（Box 9.2）。 
 
技術に造詣の深い経営者が、経済成長し続けるアジアの多くの会社に君臨している限り、そうし

た企業が世界及び国レベルで EE の改善を重視することはないであろう。エネルギー供給業と鉱業

関連企業に関する調査によれば、最良の工程や作業がどんなものかということをほとんど知らず、

実際に現場に導入されていないことが、企業が新しい省エネルギー機器・手法を導入することを拒

む大きなハードルになっている（PricewaterhouseCoopers 2007）。たとえ意識はあっても、工場経営

者は EE 投資を行う前に投資費用のことを考えてしまう（Morgenstern et al. 2007）。そのため、経営

者は少ない投資コストで投資回収期間の短い EE 投資だけしか許可しない。 
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Box 9.2. 中国での EE 改善の企業事例 
山東省の青島港湾会社は、5 年間で 362 万 kWh のエネルギーを節約した。同社の操業能力は年当たり

15.8%増加したが、同期間中のエネルギー消費は年当たり 8.9%削減された。節約されたエネルギーは、石油換

算で 686 トンに相当し、石炭換算では 578 トンに相当する。同社は、（i）複数レベルでの EE 目標及びエネルギ

ー管理制度の設定、（ii）省エネルギーに関する従業員研修、（iii）革新的なアイデアを奨励するインセンティブ

制度の創設、（iv）設備や機械類の近代化によって、省エネルギーを達成した。同社は、優れた省エネルギーパ

フォーマンスと経済実績によって、2005 年に国家環境配慮企業として認められた。 
出典：Qingdao Daily （2005） 
 

このリスク回避という障害及び経営合理性は、公共企業の場合では事情が大きく異なる。例えば、

中国とインドでは、鉄鋼や化学薬品のような重工業部門はまだ国有大企業が支配的である。その

ような会社の企業経営は、損失の吸収または独占的価格決定を通じて市場の力を無視することが

できるので、EE 改善の要請に応えることが少ない。 
 
3.2.2. 中小企業に欠けている能力 
 

アジアの産業部門で支配的な小規模企業（同部門の約 70～80%を占める）では、このリスク回避

問題は資源の欠乏によって悪化している（OECD 2005; CREM 2004）。中小企業（SME）は、大企

業への供給業者としてアジアの経済発展に著しい貢献をしているにもかかわらず、旧式の技術や

生産プロセスで操業し続けているため、エネルギー効率が悪い。ベトナムのような途上国では、電

力が平均して SME の生産費用の 10%を占めているが、資金と技術不足のため、経営者は短期的

利益を優先する経営方針を取らざるを得ず、省エネルギーを先延ばしにしている。こうした小規模

企業での近視眼的操業では、EE 投資が非経済的だとみなされてしまう（UNIDO 1997）。 
 
さらに、ほとんどの SME が企業登録されておらず、非公式に操業しているため、政府の資金援

助で研修事業や民間金融機関による好条件の資本提供の恩恵に浴することができない。貸し手

の観点から見ると、これらの SME には信頼できる財務記録が備えられておらず、担保要件を満た

すのが困難である場合が多いため、信用度の評価が難しい（Mohanty and Visvanathan 1997）。た

とえ SME が信用度を確立することができるとしても、EE 改善のために用意された低金利ローンを

利用するためには面倒な手続きを踏む必要がある。低金利で融資の誘いがあったとしても、多くの

企業は手続きの遅延に嫌気がさしてローンを組みたいと思わなくなる（CREM 2004）。 
 
3.3. 支援制度に関連する障害  
 

EE の改善は、技術の利用可能性、資金的能力及び有能な人的資源に左右される。この面で、

アジアの産業界は多くの制約要因を抱えている。 
 
3.3.1. エネルギー効率技術へのアクセス  
 

日本のような OECD 諸国は、ほとんどすべての基幹部門における技術及びプロセス開発で大き

くリードしている。エネルギー効率（EE）技術が利用可能な状況になっているかどうかは、アジアの

諸産業による採用を妨げる重大な障害になっている。中国、インド及び韓国は食品加工や繊維の

ような軽工業のプロトタイプ技術開発で成功しているが、概して言えば、アジアは省エネルギーの

技術革新に追いついていない。新しい技術は先進国から移転される必要があるため、鉄鋼、セメン

ト及び製紙のような重工業で旧式の技術を改良することは、費用のかかる場合が多い。Box 9.3 は、

スリランカの工場で技術輸入に関わる高コストがいかに EE 推進の障害になるかを示している。 
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Box 9.3. スリランカにおけるエネルギー効率技術の輸入コスト 
スリランカは、通常、増大する需要を満たすため原料鋼を輸入している。仕上げ鋼の生産コストは原料コストの

4 倍近くであるが、完成品の供給が限られているため、付加価値の効果は同経済にとって非常に重要である。ス

リランカの製鋼工場は、EE 対策に投資するよりもむしろ総生産量を増大させて利益を最大限にする方法を選ん

だ。その理由は、（i）改善に必要な設備と技術をすべて輸入する必要があること、（ii）投資資本の利率が高いこ

と、（iii）EE 対策の実施には時間がかかることである。  
出典：UNEP （2002b） 
 

技術移転はしばしば企業対企業の相互作用とみられているが、制度的障害や政策がその取引

に影響を及ぼしている。技術情報の共有に必要な調整や方針がないため、すでに他地域では利

用できる優れたエネルギー効率プロセスをアジア企業で採用する妨げになっている（Reddy 2001）。

障害として、知的所有権（IPR）などの規制的政策があり、これらは独創的な技術開発の費用回収

を保証するために課せられている。また、EE 技術のための市場が限られていることも、別の重大な

障害になっている。特殊な用途として、新しい技術はしばしば個々の工場の規模や操作条件的特

徴に合わせてカスタマイズする必要がなる。このため、技術の供給者が小規模市場での利益を得

るために画一的な製品を設計することが困難になっている。海外直接投資（FDI）を伴う技術移転

は、あまり有利でない条件で提供される場合が多い。幾つかの研究によれば、政府が支援する技

術移転プログラムはしばしば双方の条件が合わず、旧式の生産技術の投げ売りに終わることが一

般的である（Tharakan et al. 2001; Yoshi and Yokobori 1997）。多くの会社は、旧式の生産設備（ま

たは工場全体）が減価償却されて売り手の勘定を帳消しにした後で、新たな設備を先進国から購

入している。  
 
さらに、移転された技術が現地の条件に適合できない場合がある（Thiruselvam et al. 2003）。ア

ジアの諸産業が技術及び情報能力に欠けているため、（i）情報を探し入手する際の初期取引費用

が高く（APO 2005）、（ii）技術水準の向上に利用できる資金が限られ（Klessmann et al. 2007）、

（iii）労働者が新しい技能を習得できない（CREM 2004）状況である。 
 
3.3.2 資金の入手可能性 
 

一部の技術には莫大な省エネルギー効果と短期の投資回収が可能なものもあるが、高い初期

投資が必要であり、これは多くのアジア企業にとってはなかなか高いハードルである。単にこれらの

企業が資金を即座に調達できないか、または銀行が新たなリスクを冒してまで企業に融資して支え

られる自信がないのである。ほとんどの民間金融機関がリスクを最小化するように資金運用しており、

貸付担保の裏付けが必要である。このような状況下では、EE プロジェクトは必ずしも容認される評

価結果を生まない（UNIDO 1997）。金融機関がより有望な投資案件に資本を配分することや、銀

行がより広範な EE 便益を評価する技術的能力に欠けていることも障害になっている。 
 
小企業のためのエネルギー投資への融資は、まだまだ新しい概念であり、そのような融資を行う

金融機関は非常に少ない。エネルギーサービス事業（ESCO）などの新興金融メカニズムは、財政

節減の一端を担うため投資資本を提供するが、EE 投資の意志がある会社を手助けしようとすると

多くの障害に遭遇する（Box 9.4）。 
 
Box 9.4. 日本におけるエネルギーサービス事業の成長を阻む障害 

ESCO 事業が成功するためには、ESCO は初期投資をカバーする長期契約をクライアントと結ぶ必要がある。

以前、日本では、政府機関の歳出計画及び契約は 5 年に限定されていたため、ESCO 援助の採択に重大な障

害になっていた。この障害を取り除くため、最近の法律は、政府機関が契約期間を 10 年まで延長することを認め

ている。小企業及び家庭で ESCO の普及を促進するためには、新たな政策的アプローチも必要である。IGES
（2007）は現在、ステークホルダーの協働と分担によって ESCO の非採算性を解消する試みとして、家庭版

ESCO 計画を進めている。この計画では、地元の銀行が金融サービス提供者となり、電気器具小売店と環境専

門家は家庭向けのエネルギーサービス・アドバイザーを務め、そして地方公共団体はサービス・コーディネータ
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ーを務める。ESCO の持続可能性と企業業績を分析した製品サービス・システムに関する別の研究で、IGES 
（2007） は適切な財政的インセンティブの仕組みを評価するために省庁間の多数のステークホルダーから成る

ワーキンググループを提案した。 
 

クリーン開発メカニズム（CDM）などの国際金融オプションは、SME に非現実的な期待を抱かせ

ただけで、SME はその費用のかかるプロセスや複雑な基準を認識していない（Kumar et al. 2005）。

工業国の企業は、アジアの企業パートナーを助ける意志はあるが、受益会社側の省エネルギー改

善の余地に関する情報がないことがしばしば妨げになっている。さらに、ベトナムやモンゴルのよう

な一部の移行経済国では、外貨へのアクセスが管理されており、外国融資を利用できるときは、投

資家がローン返済期間中の外国為替リスクを負うように求められる。 
 
3.3.3 有能な人的資源 
 

従業員の技術教育や研修が行われていないことも、また障害の一つである。環境や経済の観点

からみた EE の便益は、従業員のみならず経営者の常識も越えることがあるが、工場レベルで EE
対策を適切に実施するためには、彼らの参画が重要である。EE 対策の機能的特質を十分に理解

しないと、費用がかさみ、期待した効果が上げられないばかりか、正しく操作しなければ、生産工程

を中断してしまうことさえある。従業員を対象とした調査によれば、インドのある大規模化学製造業

者は、EE を高める上で、従業員の識字率の低さが重大な障害になることを発見した（Jose 2005）。

中小規模の工場では、経営者が少しでも利益マージンを増やすために高給の熟練従業員から解

雇するため、未熟な従業員しか残っておらず、EE 対策を円滑に導入できないというケースもある。

EE 導入は、小規模企業にとって中核的活動ではなく、熟練した技術スタッフを未熟な従業員と置

き換えれば、EE の改善の可能性は遠のいてしまう。 
 
4. EE の改善に向けたアジアのイニシアティブ 
 

これらの障害はあるものの、この 20 年間でアジア諸国政府及び企業は、気候変動による環境と

経済の課題に取り組むため、最も迅速でかつ最も費用対効果の高い方法として EE に関心を示し

てきた。実際に行われた方策を大別すると、政府の計画、民間部門の自主的取り組み及び特定の

EE プログラムを地域全体で推進する際に中間支援組織（intermediary）が採った方策に分けられ

る。  
 
4.1 政府レベルの措置 
 

EE 改善を目指してアジア諸国政府が採った重要な政策・措置は、省エネルギー政策と財政的

インセンティブである。 
 
4.1.1 省エネルギー政策 
 

1990 年代以前には、エネルギー政策の目的のほとんどは、産業的ニーズを満たすに十分な供

給を確保して国家のエネルギー安全保障を高めることであった（表 9.4）。最近は、中国、韓国、イ

ンド及びタイなどの多くの国が、EE や省エネルギーに焦点を当てた法令を制定している。中国で

は、EE の改善が省エネルギー法（2007 年）で直接取り上げられ、企業がクリーンなエネルギー技

術を利用すべきことを規定し、旧式のエネルギー集約型設備を生産工程から撤去するため、産業

関係当局がそのリストを発行することを義務づけた。1979 年に日本で制定された省エネルギー法

に類似した韓国の合理的エネルギー利用法は、エネルギー需要の安定化を目指して、エネルギ

ーの効率的利用を奨励し、エネルギー関連技術の開発を促進している。インドの省エネルギー法

（2001 年）は、工業設備の省エネルギー基準及びラベリング要件を指定することで EE を推進し、エ

ネルギー集約型工場のエネルギー監査を規定している。タイは、官民パートナーシップ監査プログ

199



IGES 白書 

ラムの下で、さまざまな部門の工場の EE 及び省エネルギー投資の規制的枠組みを定めるため、

2002 年に省エネルギー推進法を制定した。  
 
表 9.4. アジア主要国におけるエネルギー効率政策 

政策種別 

東アジア 東南アジア 南アジア

中
国 

香
港 

日
本 

韓
国 

台
湾 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

マ
レ
ー
シ
ア 

フ
ィ
リ
ピ
ン 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル 

タ
イ 

ベ
ト
ナ
ム 

イ
ン
ド 

ス
リ
ラ
ン
カ 

国家戦略          
国家エネルギー政策         
規制手段          
エネルギー監査            
省エネルギー基金             
財政的インセンティブ         
税制インセンティブ         
エネルギーパフォーマンス基準         
義務的製品ラベル           
自主的製品ラベル       

 
アジア 11 ヵ国の経験が示すように、監査を受けた工場は、勧告に従うことによって電力使用量を

平均で 3～7%も削減し、より高い省エネルギーを達成した（Ming 2006; Cogan 2003; UNEP 2002b; 
UNEP 2006b; UNESCAP 2004; UNIDO 1997）。インドで行われたインド―ドイツエネルギー効率プ

ロジェクトは、勧告内容の 50～60%が実施されると、5～15%台の省エネルギーが可能であることを

証明した （Kumar et al. 2005）。   
 
義務的エネルギーパフォーマンス基準は、新興工業国で最も広く採用された政策手法であると

考えられる。例えば、台湾では、モーター、ボイラー、変圧器、水冷却装置及び暖房・換気・空調シ

ステムのような工業製品に対して、義務的 EE 基準が設定された。一般的には、このような基準は、

市場に出回っている平均的な製品よりも 5～25%高い EE を要求している（Nordquist 2006）。中国

やタイなどの国では、目標と基準が導入されているが、基準があまりにも非現実的であるなど、さま

ざまな要因が絡んでいて、効果が出ていない。多くのアジア諸国は OECD 基準に従っているが、

その基準はしばしば高すぎて途上国では適用できない（世界銀行 1992）。 EE 基準の設定は単

なる技術的問題ではなく、エネルギー効率的な活用ができる条件・環境が何かを確かめ、作り上げ

ることでもある。技術コストや意識水準などの会社側で考慮すべき事項は、産業行動の変化を誘発

するものではあるが、OECD 諸国とアジアの途上国とでは異なるので、OECD 基準を単純にアジア

の途上国で採用しても効果的とは言えない。 
 
行政機関の能力不足ももう一つの要因である。省エネルギー部局のほとんどが、非常に少ない

職員と限られた資源で運営している。アジア諸国の多くで、制度的調整が十分でないことにも問題

がある。ベトナムでは、産業省が工場の EE 技術展開のために財政的インセンティブを与える一方

で、ベトナム電力が国家省エネルギープログラムを実施しているが、これら 2 つのプログラムに関連

はない。インドのエネルギー効率局の予算は、電力部門の潜在的 EE 投資の 0.3%にすぎない。も

ちろん、韓国エネルギー管理公団のように成功した機関もあり、これは EE、技術普及及び気候変

動緩和の分野で主導的な機関である。基準を設定するとともに、これをクリアするための十分な産

業融資を行った結果、鉄鋼やセメントのような基幹産業部門で 40～50%台の EE 改善を実現した。

従って、EE を高めるためには、政府が既存の政策や制度構造を見直して、成功事例を分析し、効

果的な基準と部門別目標を設定して実施することが不可欠である。 
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4.1.2. 経済的手段 
 

助成金、低金利ソフトローン及び補助金は、政府が EE 改善のインセンティブとして行う一般的な

政策措置である。これらの措置はしばしば、延長投資回収期間と組み合わされることにより非常に

魅力的になる。一部の国では、部門別の方策を促進するために特別資金が提供された。例えば、

タイでは、EE 金融市場を開発するために回転資金が創設された。インドでの同様の資金は、産業

がより良い EE 投資を行い、EE スタッフを訓練する手助けをするために国家財政を利用している。

もう一つの例は、 中国が実施している省エネルギー貸付プログラムで、企業の総投資のうち 7～

8%を EE 改善に充てるよう要求している。このプログラムは、1990 年代に開始して以来、EE 技術を

幅広く取り込むよう奨励した。その結果、この 10 年間でエネルギー消費量の増加率が年当たり

4.8%に減速した。ちなみに、その前の10年間は7.5%であった。それにもかかわらず、GDPは9.5%
の割合で成長を続けている（Xia 2003）。 

 
韓国、シンガポール及びマレーシアなどの国では、より高い効率を達成するためのエネルギー

税といった抑制的な制度を試験的に導入しており、それに伴う経済的、環境的便益にも期待して

いる。しかし、こうした制度は、税率が低くてインセンティブとして働きにくいため、これだけでは目標

達成は難しい状況である。韓国の GHG 排出産業は、EE 改善に投資するよりもむしろ低い税金を

支払ったほうがいいと考えている。一方、そのような市場ベースの手段に反対する者は、国際競争

の激化を懸念しており、そのような抑制策が導入されれば、国内産業が多国籍企業に一掃されるこ

とを恐れている。税額控除や減価償却など、その他の経済的インセンティブも一部の国では検討

課題となっている。何も支援しなくても普及するような技術投資にまで支援すると、こうしたインセン

ティブにただ乗りする者が出てくるおそれがある。EE を推進するために新たな経済的手段を考える

ときは、対象とする産業側の受益者がどういう企業なのかを明確に限定することが必要である。 
 
アジア諸国の多くは依然として、石油価格にかなり多くの補助金が支給されることに頭を悩ませ

ている。一部のエネルギー専門家は、これらの補助金が相当削減されるか、または撤廃されるまで

は、他のインセンティブの仕組みが十分に機能することはないと考えている（Sathaye and Bouille 
2001; Kasahara et al. 2005; Intrachoto and Horayangkura 2007）。アジアの途上国政府は、補助金

改革を行うことによって生ずる環境面での影響と社会面での影響の間に厄介なトレードオフの関係

が発生することもある。時には、より社会的に脆弱な団体を支援するため価格補助金の一部を維持

するのに正当な理由があることもある。しかし、最近は、過度のエネルギー利用を奨励する結果とし

て環境への影響が生じることを懸念する声が高まり、多くの政府が補助金の有効性の見直しを始

めている。日本は、1980 年代以降、石炭補助金を段階的に撤廃してきた。1992 年には、中国が石

炭市場の開放を決定し、国営石炭会社への補助金を撤廃した。それに続いて、3%の製品税が

13%の付加価値税に取って代わられ、石炭補助金の総額が 1993 年に 7 億 5,000 万 US ドルであ

ったのが、1995 年には 2 億 4,000 万 US ドルまで削減された。これらの措置により、中国の石炭使

用が 1997 年から 2001 年までの間に 5%減少することになった。要するに、社会経済的便益が環境

費用を超過する必要がないようにするため、歪んだ補助金を見直す必要性がある。 
 
4.2. 民間部門が採ってきた方策  
 

アジアの民間部門は、独自に、または政府との合意に基づいて自主的に行動し、社会的評価や

財政的・社会的便益を得るため、そしてより厳しい規制の導入を阻止するために EE 対策を実施し

ている。  
 
4.2.1. 独自型自主認証プログラム 
 

独自型環境自主コミットメントの一つのタイプは、ISO14000 基準の適用である。たとえ多くの場合

においてそれらの基準に法律または政府政策上の強制力がないとしても、市場がそのような自主
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的アプローチの価値を認めるにつれて、ISO 14000 シリーズは事実上の実施規準になりつつある。

ISO 14001 の認証取得は、1999 年に開始されて以来、アジアで急速に進んでおり、最も一般的に

採用されている品質保証の基準になった。アジアの法人は、世界の ISO 14000 認証取得企業のう

ちおよそ 40%を占めている。2007 年 12 月現在、日本は 13,104 件の認証を受けてリードしており、

その後に中国（8,865 件）、韓国（2,610 件）、インド（1,900 件）、台湾（1,463 件）、タイ（974 件）、シン

ガポール（573 件）、マレーシア（566 件）、インドネシア（369 件）そしてフィリピン（312 件）が続き、地

域全体にわたって幅広く普及していることがわかる。ISO 認証は通常、一連の環境パフォーマンス

基準に適合する条件下にある生産施設に与えられる。EE 要件は、工場が改善プロセスを継続的

に行うよう奨励する基準の一部である。そのようなプログラムが SME に与える影響を考慮することが

重要である。エンジニアリングのスペア部品、鋼鉄・鋳物品、煉瓦炉などを製造する SME の場合、

改善に必要な資本をもたないため、国際的な EE や環境基準に適合することは困難である。これら

の小企業に手を差し延べて、自主的な環境マネジメントシステムの採用に特別な支援を行うことは、

気候変動への対処に限らず急務である。 
 
4.2.2. 企業間の相互協力 
 

企業間協力は、ますますグローバル化するアジアで急速に進んでいる。グローバル・サプライチ

ェーンの中にあるアジア企業は、EE を向上させるよう多国籍企業（MNC）から外部圧力を受けてい

る。強力なブランドの名声を得ている MNC は、母国の環境基準をアジア途上国に立地する MNC
の供給業者にも適用するよう、顧客、規制機関及び投資家から強い圧力を受けている。MNC は、

自社またはその供給業者のいずれもが消費者の批判を受けることなく、MNC の環境及びエネルギ

ーパフォーマンスを共同で向上させるため、進んで技術援助を行おうとしている（Box 9.5）。MNC
が途上国の供給業者に課す環境要件は、正しく計画されれば、国の環境規制と同じ効果が期待

でき、革新のきっかけとなり得る（ADB 2005）。   
 
Box 9.5. トヨタ自動車のサプライチェーン管理 
トヨタグリーン購入ガイドライン 

トヨタは、1999 年に環境購入ガイドラインを発表した。2006 年 3 月、トヨタは同環境購入ガイドラインを見直し

て、改定した。同ガイドラインは、供給業者が主導的に環境イニシアティブを推進するよう要求している。新ガイド

ラインは、「トヨタグリーン購入ガイドライン」と命名された。主な改正点は、（i）環境イニシアティブの実施要請のほ

かに、供給業者のビジネス活動の社会的側面に関する項目が追加されたこと、（ii）当初の購入ガイドラインが発

表された後で開始されたイニシアティブ（EU ELV1 指令への対応、Eco-VAS, 2 への対応、請負輸送会社のロジ

スティクス活動中の環境イニシアティブなど）が含められたこと、（iii）世界的に拡大するトヨタの環境イニシアティ

ブを背景にして、供給業者が CO2 排出削減などの環境対策を彼らの生産活動の中で実施するよう求められるこ

と、（iv） ロジスティクス活動中にさらに CO2 排出を削減するため、供給業者が購入及びロジスティクス活動で環

境イニシアティブを実施するよう要求されることである。また、最近の改正では、対象となる供給業者カテゴリーの

範囲が拡大された。およそ 550 社の設備供給業者及び建設・ロジスティクスサービス業者が既存の部品・材料供

給業者リストに加えられ、新ガイドラインでカバーされる会社の総数は約 1,000 に増加した。トヨタは、新たに加え

られた供給業者にも、日本や海外の合併会社を通じて改正ガイドラインの適用を徐々に拡大する予定である。

同社は、これらの措置やその他のアプローチによって、CO2 排出を大幅に削減した。  
出典：TMC （2006） 
 
4.2.3. 自主協定 
 

部門レベルで EE を改善する新たなアプローチとして自主協定があり、これは民間会社または産

業団体と政府の契約である。その契約の範囲はいろいろあり得るが、基本的には、定められた期間

内に民間部門がある一定水準の EE 改善を達成することを約束する。日本などの工業国の業界団

体は、EE 改善の自主規制のような自主協定を採用している（Box 9.6）。日本では、これまで 3,000
件を超す環境・汚染防止協定が政府と企業の間で締結されている。その見返りに、政府は産業発

展の利益を広げるために厳しい規制を控えることを約束するのである。  
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その他のアジア諸国ではそのように交渉の末締結される協定は数少ないが（ADB 2005）、こうい

った自主協定は将来、気候変動の緩和で重要な役割を果たし得る。企業が自社の評価やその他

の規制の見返りの便益を得るため自主的コミットメントを採用することができる一方、政府はGHG排

出の削減目標を定めることができ、そのような「アメとムチ戦略」を活用している。こうした方式を積極

的に奨励したり、適切なインセンティブを設けたりすれば、業界団体がさらに進んで自主的努力を

行うようになるであろう。 
 
Box 9.6. 日本鉄鋼業界の自主的行動計画 

日本で最も有名な産業団体である日本経団連は、1997 年に環境に関する自主的行動計画を発表した。同計

画では、個々の企業がそれぞれの産業団体の中で排出を削減する義務を負う。つまり、EE 改善策を継続的に

試みる個々の企業ではなく、部門レベルで公約が定められ、その中で排出目標が最も重要な公約になる。同計

画の一環として、日本鉄鋼連盟（JISF）は、1990 年の水準と比べて、2010 年にエネルギー消費を 10%削減する

独自の行動計画を立案した。実施された措置は、（i） 鉄鋼製造工程での省エネルギー、（ii）プラスチック及びそ

の他の廃材の有効利用、（iii） 鉄鋼製品及び副産物による省エネルギー、（iv）国際的技術協力による省エネル

ギー、（v）鋼鉄製品の周辺領域での廃棄エネルギーの有効利用からなる。2006 年末には、68 社が同プログラム

に参加しており、業界内のエネルギー消費の 97.4%を占めていた。現在までに、鉄鋼業界のエネルギー消費は

1990 年の水準より 6.9%減少している。  
出典：Yamada （2007） 
 
4.3. 中間支援組織が採ってきた方策  
 

幾つかの中間支援組織はすでに、アジアにおける気候変動と関係のある技術的、財政的及び

経営的障害に取り組む産業界を支援している。具体的な方策は次のとおりである。  
 
4.3.1. エネルギーサービス会社（ESCO） 
 

最近のアジアでは、EE 解決策を提供する会社が台頭しており、達成した省エネルギーに応じて

報酬を得ている。ESCO は、工場の現場では EE の専門知識を持つ技術者がいないことや、こうし

た EE 改善策に対する融資があまり存在しないことを背景にして成長している。また、小企業が自ら

技術的改善策を見出して評価し、実施に移すことは、多くの場合不可能であるか、法外な費用が

かかるため、そのような中間支援組織を求める SME のニーズは大きい。ESCO は、EE の優れた設

備の設計及び設置、EE プロジェクトの融資、ならびに省エネルギーのリスク保証によって、クライア

ント企業の EE 改善を支援している。日本には 1,300 社以上の ESCO が設立されており、アジア太

平洋地域をリードしている。世界銀行とアジア開発銀行（ADB）は、エネルギー市場が過渡期にあ

る国で ESCOを助成している。中国は、1998 年から世界銀行の協力を得て、400 社ほどのエネルギ

ー管理会社を助成し、初期費用なしに EE 監査及びサービスを提供しているが、成果ベースの契

約であるため、料金の支払いは成果が上がってからということになる。ADB は、2003 年以降、EE 市

場でビジネス機会を引き出すため、インド（Box 9.7）、マレーシア、フィリピン及びタイで、ESCO 活

動資金を提供している。 
 
民間銀行は、その重要な役割にもかかわらず、成果ベースの契約がしっかりと成果を上げるまで

ESCO 活動への融資には消極的で、SME がそのようなサービスを受けることを制限することに繋が

っている。ESCO が EE 改善プロジェクトの開発と実施を行う財政能力を強化する政策が行われれ

ば、アジアでは SME による EE 改善が大いに進むであろう。 
 
Box 9.7. インドのエネルギーサービス事業 

インドには、小規模だが成長している ESCO 企業コミュニティがある。インドで成果ベースの契約締結や節減

保証によって実施された最初の ESCO 実証プロジェクトには、次のようなものがある。（i）ニューデリー市営公社

施設のためのエネルギー効率照明部品の追加導入で、264 kWh から 138 kWh まで 48%の電力負荷削減という

成果をあげた。（ii）公営電力会社のためのディマンドサイド管理プログラムで、年当たり 504 万 kWh の節減という

成果をあげた。（iii）ハイデラバードにある 135 客室の五つ星ホテルで、その年間エネルギー費用の 25%を節約
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した。インドの ESCO は一般的に多くの自己資金を持ち合わせていない。それゆえ、ESCO は省エネルギーを実

現するプロジェクトを発掘し、特別注文で設計する技術的能力を有しているものの、省エネルギー達成の確実性

について、クライアント、投資家及び銀行を説得することができない場合が多い。 
 
4.3.2. 多国籍合弁事業会社 
 

工業国から途上国への技術移転は、MNC による合弁事業（JV）という形態でも行われている。

中国、インド、ベトナムのような国の海外直接投資（FDI）は、1980 年代に比べて 10 倍ほどにまで膨

れ上がり、ほとんどの MNC が自動車、エレクトロニクス、化学、石油及び鉱業部門に集中している。

MNC の生産技術は国内企業よりもエネルギー効率が高く、しばしば技術移転や老朽施設の近代

化に最良の手段として利用されている。国内企業は資本を受け入れる傾向にあるので、技術移転

は MNC の市場力と IPR に依存している。 IPR を厳格に保護すれば、JV による技術移転を改善

することができる。この分野で成功を収めるには、国内企業の交渉力、国際協定及びそれを可能

にする政府による法的枠組みの整備が求められる。  
 
持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）のような組織は、新しいイニシアティブの

策定に積極的である。例えば、エコ・パテントコモンズは、省エネルギー型生産プロセスのような、

環境に有益で特許を得たプロセスをプールして、フリーアクセスを与える仕組みである。IBM、ノキ

ア、ソニー及びピトニー・ボウルズは、エコ・パテントコモンズに参加した最初の 4 社であり、共同で

31 件の特許を寄贈した。このイニシアティブの背景にある要因は、企業と国の間で技術移転を行う

ときに IPR によって生じる障害を緩和して、途上国のために環境的に健全な技術へのアクセスを開

放することであった。 
 
4.3.3. SME のための研究開発支援 
 

中間支援組織は、SME のエネルギーパフォーマンスを向上させるため多くの支援策を実施して

いる。フィリピン土地銀行の地方ローン資金、インドの小企業開発銀行、スリランカの国営開発銀行

などの融資計画は、特権的貸付による SME の EE 対策を対象にしている。政策立案者や産業界の

代表は、銀行の金融支援があっても、輸入される技術の直接費用や取引費用はまだ法外の高さで、

しばしば現地の条件にそぐわないことを指摘している。 
 
中国やインドのような国は、科学技術研究能力に優れているが、小規模企業の活動に適したエ

ネルギー効率技術に関する研究は優先事項になっていない。EE 技術に割り当てられる研究開発

（R&D）資金は、産業技術研究全体のほんの僅かにすぎない。さらに、革新的で費用対効果のあ

る技術の国内 R&D や研究施設から産業界への技術移転には十分な配慮がされていない（Yoshi 
and Yokobori 1997）。国際的には生産されていないが、SME のニーズを満たすような技術のため

には、地域 R&D の強化が特に重要である。 
 
4.3.4. 国際技術援助 
 

アジアの工業部門の EE 改善のための国際支援は、二国間の政府開発援助（ODA）プログラム

や多国間開発銀行によって行われている（表 9.5）。  
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表 9.5. エネルギー効率に関する二国間援助及び多国間援助 
プロジェクト 援助の種類 対象部門 貸付機関 期間 

エネルギー効率研修 技術援助、 
能力向上 

産業、 
政府 

国際協力機構

（JICA） 
1980 年代から 
現在まで 

グリーン援助計画:エネル

ギー効率プロジェクト 技術開発 産業（鉄鋼、セメント、

化学）, 電力 

経済産業省

（METI）及び新エ

ネルギー・産業技

術総合開発機構

（NEDO） 

1992 年から 
現在まで 

大連エネルギーセンター 技術援助 産業 外務省（MOFA）、
JICA, ECCJ 

1992 年から 
1998 年まで 

省エネルギーセンター、

タイ 技術援助 政府、 
産業 

METI、NEDO、 
JICA、ECCI 

1999 年から

2005 年まで 

産業用ボイラープロジェ

クト、中国 
技術援助、技術

開発、市場開拓 ボイラー製造業 
世界銀行－地球環

境ファシリティー

（GEF） 

1995 年から

2004 年まで 

冷却装置交換プログラ

ム、タイ 
技術援助、 
市場開拓 冷却装置製造業者 世界銀行－GEF 1998 年から

2003 年まで 
中国省エネルギー及び

資源管理プロジェクト 技術援助 政府、電力業 ADB 2005 年から 
現在まで 

中国産業エネルギー効

率 
技術援助、 
技術開発 

産業（化学、セメント、

鉄鋼） 
ADB 1996 年から

2001 年まで 

エネルギー効率基金 技術援助、 
市場開拓 多分野 ADB 2006 年から 

現在まで 

ESCO 基金 技術援助、 
市場開発 

ESCO, 産業、建

築、民間/政府 
ADB 2003 年から 

現在まで 
 

エネルギー効率の高い日本のような国は、技術協力や経済協力を通じてアジア太平洋地域の

工業途上国を支援している。JICA、国際協力銀行（JBIC）及び METI は、技術専門家の派遣や EE
投資のための低金利ローンの供与を行っている。産業 ODA の主な受益者は低中所得国に存在

する。 
 
アジア太平洋地域の産業界からの GHG 排出削減（GERIAP）プロジェクトは、EE 改善、炭素排

出防止及び運営費削減を目指す戦略によって、アジア企業のエネルギー及びコスト効率が高くな

るように援助する、UNEP の取り組みである。バングラデシュ、中国、インド、インドネシア、モンゴル、

フィリピン、スリランカ、タイ及びベトナムで、セメント、化学薬品、セラミックス、鉄鋼及び製紙部門か

ら 40 社以上がこのパイロットプロジェクトに参加している。参加企業は、EE 対策を実施して年間

85,000 tCO2e を超える排出削減を成し遂げる一方、400 万 US ドル超の年間利益をあげた（UNEP 
2002b）。 

 
世界銀行や ADB のような多国間金融機関は、電力供給、化学、セメント及び鉄鋼産業に焦点を

当てたディマンドサイドエネルギー管理に関するプロジェクトに資金提供を行っている。しかし、プ

ロジェクトベースで政府主導の技術移転という、これらの機関の現行戦略はしばしば遅れがちで、

柔軟性に欠ける。健全な政策決定を行う機関の能力向上とともに、企業間協力もさらに重視される

であろう。 
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5. 結論と提言 
 
5.1. 提言 
 

EE は企業と政府双方の関心事である。最近の世界的な調査では、企業役員 2,192 名の 60%が、

気候変動は戦略的に重大であると認識しており（McKinsey 2007）、多くの企業が各社の GHG 排

出を削減する戦略を整えた。最近の石油価格の高騰は、EE 選択肢へ投資する企業の説得力を強

めている。 企業は GHG の削減のために最大限の役割を果たさなければならず、気候変動緩和の

面で国が実績を上げられるかどうかは、EE 改善を目指す企業をどれだけ支援するかにかかってい

る。幾つかの研究（AIT 2007；Hward and Vallery 2007；Kainuma et al. 2003；UN 2004）によれば、

アジア太平洋地域の途上国は、現状の技術と産業発展水準でそのエネルギー使用量の 25～30%
を節約することができる。EE の便益は、よりクリーンで効率的な石炭技術だけでなく、風力、太陽、

バイオエネルギーなどの再生可能エネルギー源を利用することでさらに高められる。EE 投資を十

分に行えば、基幹製造業で 60%もの高い節減が期待できる（APO 2001）。しかし、効果的なエネル

ギー効率型生産プロセスや技術の導入は、政策的、財政的、経営的、技術的及び金融的な障害

によって阻まれている。アジア諸国政府、民間部門及びその他の中間支援組織は、これらの障害

を克服し、諸産業のエネルギーパフォーマンスの向上に取り組んでいる。適切な政策手段を講じる

とともに、企業努力を集中して投入すれば、より大きな省エネルギーを達成できることは、ケースス

タディーで立証されている。  
 
ただ一つのアプローチですべての障害に取り組むことは困難であるため、低コストの解決策で身

近な問題から、部門ごとに優先順位をつけたアプローチを組み合わせて策定する必要がある。

GHG の排出を削減することや EE 改善の潜在的貢献度を認識することが、大変急がれていることを

考慮すれば、地域全体で即時に措置を取るべきである。効果的な EE 戦略の重要な要素は、さま

ざまな措置を組み合わせて、相談し調整しながら並行して実施することである。重要な提言は次の

とおりである。 
 
（i） EE を開発政策の中心に据える ― EE は迅速かつ確実な環境上及び経済上の便益を生み

出すため、アジア諸国政府は EE を産業振興政策の中心に据えるべきである。しかし、EE を

中心に据えるには、産業、エネルギー、環境及び貿易のような政府の関係部局と業界団体の

間で緊密な調整を行う必要がある。こうした関係部局は、重要な部門別政策の組織的見直し

を行うという共通の目的に合意する必要がある。各会計年度当初に、既存の政策、プログラム

及び行動計画で、EE を開発政策に統合する政府の取り組みを支援するよう、または少なくと

も対立しないようにするために調整できるようにする。この毎年の見直しは関連省庁が引き受

けて、統合的エネルギー行動計画案の作成を担当する主管庁が監督できるようにするのであ

る。 
 
（ii） 漸進的基準及び水準を設定する ― アジア諸国政府は、EE 促進のために市場に対してもっ

と良いシグナルを送れるように、新たな基準と部門別水準を検討する必要がある。大量のエネ

ルギーを消費または廃棄する部門には、国際基準と比較して、最良の環境パフォーマンスを

目指す競争的目標を設定すべきである。多くの研究が示すとおり、義務的監査プログラムを

通じて段階的なエネルギーパフォーマンス基準を設定すれば、最も効果的な部門別目標達

成の方法になる可能性がある。厳しい基準、意欲的な目標及び寛大なインセンティブは、企

業レベルでの革新も促進するため、旧式生産プロセスにとって替わることが期待される。年次

計画は、新たな目標を定める基礎にするため、前年度に採用された措置の成功例を省エネ

ルギーや費用対効果の面からレビューする必要がある。これらの目標及び基準は、ビジネス

団体や官民パートナーシップ協定による自主協定の形式をとるが、自主的アプローチが成果

を上げないと、義務的プログラムを強いられる恐れが暗に示されることもある。 
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（iii） 補助金及び国家援助の活用を促進する ― 公共機関は、EE の優れた技術及び生産プロセ

スの直接支援を目的とする補助金を継続するべきである。税額控除やエネルギー効率技術

及び整備モデルの加速的減価償却などの経済的誘導策は、投資回収期間の短縮及び想定

パフォーマンス・リスクの最小化によって EE への障害を取り除く点で効果的であることがわか

っている。エネルギー価格を抑制する目的の国の補助金は、かえって産業界の EE 投資を著

しく抑制する措置になり得る。もしエネルギー価格操作がもっと市場に反応する形で行われる

ならば、EE を促進するためにより適した投資環境が生まれるようになる。 
 
（iv） 民間部門の自主的措置を推進する ―アジアの企業が、世界で最も競争力のある企業を目

指すのであれば、EE 改善に積極的に取り組む必要があろう。世界市場の要求に応えるように

気候変動に対する取り組みを大きく前進させて、初めて産業界の能力と安定した経済が実現

できるのである。アジアの産業は、エネルギー効率生産プロセスの基準及び目標を設定し、

最低効率プロセスの市場占有率を下げるため、政府と自主協定を結ぶことに備えるべきであ

る。ISO 14000 などの自主的環境管理基準を経営方針に取り入れれば、EE のさらなる推進が

見込まれる。新規サプライチェーン・パートナーシップ、JV及びFDIは、EE改善に狙いを定め

た方策とともに行う必要がある。 
 
（v） 業界団体の役割を奨励する ― 基幹産業部門の業界団体は、EE 投資の低金利融資や安

定保証の活用と交換に、エネルギー節減及び GHG 排出の削減のため、政府と協定を結ぶべ

きである。エネルギー多消費部門は、部門レベルでの EE 投資を強化する自主的行動計画が

増加してより良い実績をあげている国の経験から学ぶことができる。業界団体はまた、OECD
諸国のカウンターパート団体や WBCSD とネットワークを構築しながら、定期的に優れた実績

事例を収集して普及させるべきである。部門別目標の設定と製品規格の基準設定は、そのよ

うなデータベースを構築する目的の一つになり得る。優れた実績や、技術及びトレーニングに

関する情報を受け入れるワンストップ・エネルギーセンターの設立は、優れた実績を広く普及

させる可能性がある。そのような機関は、初期段階では官民パートナーシップとして設立され

るが、業績が好調になれば、いずれ独立採算になり得る。  
 
（vi） SME のための特別支援 ― SME は数多くの問題に直面している。それらは単一の窓口シス

テムで取り組むことが可能であり、そこでは十分な資源を持つ専門機関が SME の技術的ニー

ズを評価して、EE 改善に向けた融資をすることができる。これによって、技術評価と財務評価

を別々に行う現行システムの曖昧さが解消される。さらに、研究開発政策と、SME の EE を促

進する財政及び技術政策とを一致させ、首尾一貫させる必要がある。研究機関から産業界へ

の技術移転のみならず、国内研究で増加している公共及び民間投資は、アジアの SME がニ

ーズに適したエネルギー効率技術を開発するよう助長する。重要な部門での研究投資には

制限があるものの、その技術が成功して近隣諸国に売れれば、莫大なコスト節減をもたらす可

能性がある。ESCO は、SME の EE 改善で重要な役割を果たすことができる。ESCO を登用す

るための現行金融制度は、慎重な見直しと適切な調整が必要である。銀行で受け入れられる

プロジェクトにするために法的枠組みを改正し、プロジェクト実施リスクも緩和できるような革新

的金融商品や取引費用削減構造を開発・導入することが急務である。EE 貸付は、関係金融

機関にとって新たなビジネスであるから、SME の特性や省エネルギーの重要性を理解するた

め、銀行業スタッフの能力向上も急務である。 
 
（vii）国際協力に EE を統合する ― EE 投資を促進するには、現行の国際的枠組みでは不十分で

ある。二国間及び多国間の援助機関は、豊富な資源や専門技術を意のままに使うことができ、

EE 改善を阻む固有の障害を克服するためいつでも支援を発動することができる。それらは発

展するアジアにおいて環境先進産業の設立を目指すべきである。環境先進産業は、同一部

門の他企業や他国の企業が見習って採用できるような高い基準を設定する。環境先進産業
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の設立には、技術的リーダーシップとともに、長期的かつ意欲的な経営方針が必要である。

二国間、多国間及び国際組織は、障害の分析及び優先順位付け、障害克服のための戦略

的支援を行う対象基幹部門の選択、ならびに行動計画の策定を行おうとしており、アジアの途

上国を支援することができる。それらは、国際産業界から支援を受ければ、現在 UNEP が促

進しているシード資本援助ファシリティー（a seed capital assistance facility）のような、革新的金

融メカニズムを創設することができる。 
 
5.2. 今後の研究課題 
 

EE が GHG 排出の削減に貢献するばかりでなく、企業の純利益や、とりわけ国家のエネルギー

安全保障にも貢献することはほぼ疑いがないため、EE がより広範に普及する上での大きな障害は

情報不足であると考えられる。従って、今後の研究課題においては、あらゆる部門や規模の企業

からEE対策実施の成功例に関する詳細なケーススタディーの情報を収集することに注力すべきで

ある。特に、アジア企業における内外のエネルギー監査、サプライチェーン・パートナーシップ・プ

ログラム及び海外直接投資について、それらの効果をさらに研究する必要がある。 
 
全社的 EE 計画を始める上で、シード資金提供という形で産業への追加支援が行われると、企

業に寄り過ぎると批判されかねないことを政府が懸念することが考えられるため、多様な EE コベネ

フィット（雇用創出、清浄な大気、健康、エネルギー安全保障、産業の創出など）を追加研究して報

告する必要がある。EE は企業にとって有益であるばかりでなく、経済、環境及びコミュニティ、つま

り持続可能な開発のあらゆる要素にもプラスの効果がある。 
 
アジア諸国政府は概して R&D に非常にわずかな支出しかしておらず、先進国からの技術移転

を妨げる IPR やその他の障害について留保を表明している。現地の条件、企業構造及びアジアの

資源財産に適した EE 技術に関する R&D 支出を大幅に増やせば、その見返りは非常に大きくな

る。 
 
最後に、日本のような工業国では、気候変動がこれほど重大な問題になる遥か前に EE プログラ

ムを実施していなかったならば、国の GHG 排出量はさらに高くなっていたであろうことを証明するこ

とができた。アジアの途上国にはいま、この成功に倣う機会がある。EE 分野における政策の移転と

普及に関する途上国間の共同研究が行われれば、アジアにおいて EE 改善に関する優れた実績

を広く普及することができるであろう。 
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第 10 章  結論と提言 
 
 
 

気候政策だけでは、気候変動問題は解決しない。将来の気候変動は、気候に特化した政策によって

だけでなく、どのような開発路線を選択するかによっても影響を受けるであろう。既に気候変動の悪影響

を受けているアジアには、「成り行きを見守る」余裕もなければ、先進国で従来とられていた、持続可能

ではない炭素集約的な開発路線を進む余地もない。アジアの途上国には、持続可能な開発と貧困削

減という優先事項が未解決なまま残っており、今こそ、それらの課題に気候変動の緩和・適応政策を統

合しなければならない。今後数十年のうちに、アジアのエネルギー・インフラと資源インフラの多くが構築

される予定であるため、アジアの政策立案者や投資関連省庁は、低炭素で気候変動に抵抗できる開発

路線を進めるとともに、インフラ投資においては、必ず気候変動問題を十分に考慮すべきである。 
 

「バリ行動計画」は、途上国が、持続可能な開発の概念に即して、技術、資金、能力向上による

支援を受け、実施に移せるような、各国に適した（緩和及び適応のための）行動を検討することを求

めている。そこで、こうした要素を踏まえて本白書のパートⅠとⅡ の提言がまとめられた。全般的な

提言として、IGES は、アジア太平洋諸国が協力して、以下のような 2013 年以降の気候変動枠組

みを策定することを提言する。（i）各国の事情、責任、能力、緩和見通し、適応の必要性などに基

づき、国ごとに異なるマルチトラックな枠組みを段階的に実施する。（ii）枠組みに含まれる排出削

減や適応のコミットメント及び行動に関しては漸次拡大するよう設定し、国ごとに異なる財政的・技

術的なインセンティブならびにコンプライアンス対策を提供する。 
 
緩和 
 

アジアは低コストで効果的な緩和機会を数多く有している。インセンティブの拡充、クリーン開発

メカニズム（CDM）のプロセス合理化、新技術への効果的な移転、より多様な市場メカニズム、きめ

細かな権限付与政策などによって、世界的な気候変動目標に対するアジアの多大な貢献が期待

できる。具体的な提言は以下の通りである。 
 
（i）将来の気候変動枠組みは、京都議定書の長所を効果的に活用し、短所を克服したものにす

る。また、この枠組み以外のアプローチや取り組みは補完的なものにする。 
（ii）行動を起こさない場合または行動が遅れた場合のコストは、行動を起こす場合のコストの数

倍も高くなるため、アジア途上国で気候変動の影響に対処するための多面的なアプローチを策

定し、迅速に実施する。 
（iii）エネルギー効率（EE）を向上させ、再生可能エネルギー（RE）を推進した後、段階的に先進

低炭素技術を導入することで、広範に利用可能な低コストの緩和機会を特定・活用する。 
（iv）アジアのエネルギー集約産業はすべて、積極的な EE 戦略を策定し、実施しなければなら

ない。EE 戦略は、短期的な気候変動対策オプションとして最大の温室効果ガス（GHG）排出削

減量が見込めるからである。 
（v）以下の手段によって CDM を強化する。（a）方法論の簡素化、参加可能セクターの拡大、プロ

グラム化されたセクター方式、国家政策に基づいたアプローチ。（b）CDM が 2013 年以降も認証

排出削減量（CER）の価値を保証し続けるという信頼性のある意思表示。（c）資金源を拡大すると

ともに、複数機関で実施する CDM プロジェクトの財政的リスクを分散させるための財源多角化。 
（vi）CDM プロジェクト一覧にあるすべてのプロジェクトが実施されていても、途上国における

GHG 排出量曲線を下方移動させる効果は非常に小さいため、自主的な炭素市場を構築するな

ど、緩和のための CDM 以外の市場メカニズムを推進する。 
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適応 
 

異常気象はアジア太平洋地域において、すでに甚大な物理的・人的被害を及ぼしており、世界

的な気候変動により状況はさらに悪化するであろう。気候変動に対し、「成り行きを見守る」姿勢は

もはや許されず、「ノー・リグレット（後悔しない）」の適応策を迅速に実施する必要がある。適応策に

関する提言は以下の通りである。 
 

（i）農業開発計画などの経済開発プログラムに気候変動適応策を組み込むよう促す。そのため

に、定量的な脆弱性分析や適応計画立案の能力を向上し、評価指標や基準を確立し、優良事

例を収集し、途上国の能力を向上させ、すべての主要な開発政策や開発措置に対し、適応策

に関する審査を義務付ける。 
（ii）以下の手段により適応策を支援する資金源を強化する。（a）民間セクターの効果的な参加。

（b）必要に応じた、土地固有の伝統的な対処戦略を基盤とする適応策の策定。（c）柔軟性のあ

る農業システム、災害対策や国民意識の向上、早期警告・監視システム、ハザードマップの作成

と資産管理、再植林、沿岸地域の構造物設計、土地利用計画などの施策推進。 
（iii）水資源開発管理計画に適応策を組み込み、気候変動の潜在的影響に対処するための既

存の水資源管理システム・対策を強化する。 
（iv）干ばつの増加と長期化によるリスクを最小限にするため、水源の多角化、水関連インフラの

整備、及び水資源の保全を推進する。 
 
持続可能な開発との統合 
 

一部の人々には、これまで、気候変動と持続可能な開発を別々の活動分野として捉えるという残

念な傾向がみられた。本白書の所見は、アジアは、優先事項である持続可能な開発という包括的な

枠組みの中で気候変動に対処しなければならないという結論を強調するものである。アジアは以下

の点を確実に実現する必要がある。（i）世界的な 2013 年以降の気候変動枠組みは持続可能な開

発努力を強化するものにする。（ii）アジアで持続可能な開発を実現するための国内及び国際的取

り組みは GHG 排出量削減に寄与するものでなければならない。具体的な提言は以下の通りである。 
 

（i）関連する多国間環境協定（MEA）、ミレニアム開発目標（MDG）を達成するための方策、なら

びに各国のエネルギー計画を気候政策と関連付けるとともに、非エネルギー部門の政策との相

乗効果を作り上げることで、統合的な開発・気候戦略を実施する。 
（ii）2013 年以降の気候変動枠組みの設計に際しては、アジアの優先事項である持続可能な開

発と世界的な気候目標を調和させ、緩和、適応、技術、資金をよりバランスのとれた形で扱うよう

にする。 
（iii）持続可能な開発によるメリット、気候変動適応策、GHG 緩和策（優良事例の記録管理など）

の間の相乗効果を確認・支援するためのメカニズムを作る。 
（iv）各 CDM プロジェクトの持続可能な開発への寄与度の評価を強化し、CER が低くとも開発の

コベネフィットが高いプロジェクトを高く評価するシステムを考案する。 
（v）天然資源量の全体目録によって代替エネルギーの可能性を徹底的に再評価することを国

家のエネルギー戦略の基本に据えることで、アジアの低炭素な未来のイメージを描く。 
（vi）EE は迅速かつ明白な環境的・経済的利益を生み出すため、EE を産業開発政策の中心に

据える。 
（vii）直接的であれ、間接的であれ、アジアの泥炭地帯及び熱帯雨林がバイオ燃料となる作物

の単一栽培用地に転換されるのを防ぐ。 
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（viii）食用作物を原料とするバイオ燃料生産により、基本食品価格がアジア途上国の貧困層の

手の届かないほどに高騰するような事態を招かないようにする。 
（ix）「荒地」で、ジャトロファなど、非食料系で、油脂含量の多いバイオ燃料用作物の栽培を検討

する場合、土地を持たない貧困層が家畜の放牧などに利用していないかを最初に確かめる。 
（x）バイオ燃料の導入を通じた貧困削減や雇用創出など持続可能な開発目標を優先するため、

労働集約的な生産方式を奨励し、労働者の健康と安全を確保する政策を策定する。 
 
技術 
 

単独で、世界的な気候変動問題に対する「魔法の解決策」となる技術はないが、問題解決の一

端を担うであろう有望な技術は数多くある。課題は、広範な研究計画を通じて、こうした技術開発を

加速し、その技術を途上国へすばやく移転することである。さまざまなレベルでのパートナーシップ

を通じて、有望な技術の急速な展開を阻害する障壁を克服していく必要がある。具体的な提言は

以下の通りである。 
 

（i）気候枠組み以外の技術イニシアティブとの相乗効果を積極的に推進するとともに、初期段階

の低炭素技術開発に関与し、知的所有権の所有者との連携を図ることで、アジアの途上国にお

ける低炭素技術の開発、移転、展開を促進する。 
（ii） 第二世代バイオ燃料技術（特に有機性廃棄物を原料とするもの）は第一世代と比較して、

環境上の利点もその他の利点も極めて大きいと予測されているが、アジアにおいては、第一、第

二世代ともにバイオ燃料とその利点に関して、さらなる研究が求められる。 
（iii）都市の廃棄物処理システムをオープンダンプ型から埋立て型に移行することで、地域の環

境被害は減らせるかもしれないが、世界全体のメタン排出量が（わずかに）増加することになる。

従って、気候への影響が少なく、さまざまなコベネフィットのあるコンポスティングを、地域の条件

が適切である場合にあり得る代替案として検討すべきである。 
（iv）生鮮市場の廃棄物の集中コンポスティング（生産された肥料の販売から利益を得ることを目

的としない）は、地方自治体が実施できる代替的な廃棄物管理方式として、有力な選択モデル

である。 
（v）規制強化、意欲的な EE 目標、手厚い優遇措置により、企業レベルの技術革新が促進され、

旧式の製造工程が自然に更新されるようにする。 
（vi）サプライチェーンとの連携及び海外直接投資を活用し、OECD 諸国で利用可能な先進 EE
技術へのアクセスを改善する。 

 
資金 
 

気候変動に対して行動を起こさない場合のコストは行動を起こす場合のコストをはるかに上回る。

従って、気候変動対策への資金提供に関して、絶対的な制約はないはずである。しかし、最も効

用のある場所に確実に資金を投入することを妨げている障害がある。本白書では、第一世代のバ

イオ燃料を推進する的外れの補助金投入の事例を挙げている。気候変動に長期的な恩恵をもた

らすためには、革新的な資金調達方法、融資機関の活用、市場の力をアジアで創造的に結びつ

ける必要がある。ここまでの章で述べた具体的な提言は以下の通りである。 
 

（i）現在利用できる低炭素技術を商業的に実現可能にするため、革新的な資金調達法（炭素税、

グリーン調達、地域的な技術開発基金など）の普及を促進し、低炭素技術の入手、展開のため

の資金調達メカニズムを確立する。 
（ii）気候変動緩和・適応策の支援財源を、CDM の狭い範囲を超えて、多国間融資機関、保険
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産業、ベンチャー投資などのイニシアティブを通じて拡大させる。 
（iii）政府、企業、開発パートナーは、途上国においてより包括的な EE プログラムへの投資を阻

んでいる障害を明らかにし、体系的に対処する必要がある。 
（iv）EE 改善のための投資回収期間を短縮し、性能リスクと考えられるものを最小限にすることで、

EE への障害を取り除くために、税額控除や優れた EE 技術・サービスモデルに対する加速償却

などの公共政策上の取り組みが必要とされる。 
（v）中小企業には、技術のニーズを判断でき、EE 改善と持続的な技術支援のための先行投資

を提供できる、十分な資金のある専門機関による援助を受けることができる仕組みが必要である。 
（vi）非市場ベースと市場ベースの資金源の組み合わせは、気候変動対策の能力を向上させ、

プラスのインセンティブを提供する最も現実的な選択肢となり得るが、選択した市場メカニズムは、

価格のみを基準とするのではなく、持続可能な開発、森林に依存したコミュニティの保護、生態

系サービスを組み込んだものであるべきである。 
（vii）バイオ燃料の持続可能な生産が可能であるという合理的保証がある場合を除き、現時点で、

燃料混合義務の強化、生産目標、補助金、税制上の優遇措置などのより強硬なバイオ燃料推

進政策は導入しない方がよいであろう。 
 
能力の向上と組織強化 
 

リーダーシップ、強力な組織、交渉及び実行能力の強化、効果的な省庁間調整はアジアのいず

れの国においても実現可能であるものの、さらなる能力向上が必要である。具体的な提言は以下

の通りである。 
 

（i）アジアの政策立案者や政治家は、近い将来に GHG 排出量の増加を止め、ついには減少に

転じさせることを目的に、近いうちに GHG 排出量の伸びを抑え、アジアの排出量曲線を下向き

に変えるための包括的行動計画を 2012 年までに策定することによって、リーダーシップを発揮

する必要がある。 
（ii）国家の経済、環境、社会に対する分野横断的な、多部門にまたがる問題として気候変動に

対処するための組織構造に理想形はないものの、その国の指導者を長とし、しっかりと組織化さ

れた省庁間調整委員会は必要不可欠である。 
（iii）アジアの途上国の代表団が将来の国際的な気候変動交渉に全面的に参加することができ

るように、交渉能力を強化しなければならない。 
（iv）各省庁に対して、それぞれが管轄する部門にとって特に影響が及ぶ緩和及び適応に関す

る政策・措置についての責任を負わせる必要がある。 
（v）アジアのすべての国は、基本原則、規定、気候変動と持続可能な開発の統合を扱う気候変

動に関する法律及び規則を起草すべきである。 
（vi）国家行動計画は、各部門及び各地域の気候変動対策の統合的実施を誘導するように策定

すべきである。 
（vii）気候変動が常に変化するという性質に対応するため、気候政策はその柔軟性を保持しつ

つも、既得権益からの抵抗には断固として抵抗する。 
（viii）地域・国家・国際レベルでの気候行動の開発コベネフィットを認識し、奨励するための組織

枠組みとインセンティブを強化する。 
（ix）森林プロジェクトによる排出量削減を計画・実行する際は、森林に依存したコミュニティの森

林ガバナンス、森林保有権及び生活ニーズを慎重に考慮する。 
（x）地下水管理の計画・実施において適応策を促進する制度的取り決めを改革し、包括的な水
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管理計画に気候変動対策を効果的に組み込む。 
（xi）中央政府の負担を減らすため、地方による地下水管理を促進・支援する。 
（xii）地下水利用権の配分、効果的な課金、地下水容量監視に関するシステムを改善する。 

 
マルチステークホルダーの参加 
 

気候変動は複雑な問題であり、アジアの多数のステークホルダーは、解決策を探るためにパート

ナーとして協力していく必要がある。マルチステークホルダーの参加を強化するための具体的な提

言は以下の通りである。 
 
（i）気候変動対策にはコミュニティ全体が関与する必要があり、ステークホルダーの参加を促し、

権限を付与するためのメカニズムを確立することが必要である。 
（ii）アジアの気候変動問題を解決しようとしている主体すべてが責任と関与の自覚を共有できる

ように、意識改革を進めなければならない。 
（iii）GHG 排出量計算とカーボンフットプリントの考え方を、企業の報告書だけでなく、家庭、コミ

ュニティ、地方自治体レベルでも取り入れ、これをアジア全体に広く普及している情報に組み込

む必要がある。 
（iv）マルチステークホルダーのプロセスと第三者認証機関による独立した基準を用いて、農村

地域における気候変動プロジェクトの社会・環境・経済的なプラス効果を確保する。 
（v）REDD（森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減）の実証活動は、炭素隔離をコミュニ

ティ主体の森林管理モデルに組み込み、政府・コミュニティ間の利益、ならびにコミュニティ内の

利益の衡平な分配に配慮しなければならない。 
（vi）家庭ごみのコンポスト化（堆肥化）に関しては、各当事者が持つ期待を明確にした上で、提

示されたさまざまなモデルがこうした期待にどう応えられるかを評価することが重要である。 
（vii）アジアのメディアは、個人、企業、さまざまな組織が気候変動の解決にどうすれば貢献でき

るかについて迅速かつ正確な情報提供を行うべきである。 
（viii）アジアの NGO は、草の根運動と国家政策の仲介役として、国際的な気候変動政策に関

する議論や交渉により積極的に参加していく必要がある。 
（ix）研究機関や大学は、気候変動対策への世論の支持を喚起し、緩和・適応策の効果を監視

し、気候変動に関する政策、プログラム、プロジェクトの成功の鍵となる要因を評価していく上で、

より重要な役割を果たしていかなければならない。研究機関や大学による監視・評価活動は、政

府や国際機関が支援する必要がある。 
 
調査研究の優先事項 
 

気候変動の程度や速度の不確実性、将来の潜在的影響の範囲、さまざまな緩和・適応策の費

用対効果は、短期的な気候変動対策を実施する上での障害となっていると言われている。気候変

動に関する政府間パネル（IPCC）や数百もの関連研究機関の結集した努力によって、政策立案者

の懸念材料となっている不確実性は徐々に解消されているものの、アジアにおいてさらに多くの研

究を進め、アジアの研究者がより多く国際的な研究活動に参加していくことが求められる。具体的

な研究の優先事項は以下の通りである。 
 

（i）河川の流量、暴風雨の頻度、干ばつの発生率など主要パラメーターの変化をより正確に予

測できることを目的とした、世界的な気候モデルの地域・国家・地方レベルへの縮小適用。 
（ii） アジアの脆弱な生態系や動物媒介性疾患の感染への影響の評価。 
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（iii）地域・国家・部門レベルでの、行動を起こす場合のコストと行動を起こさない場合のコストの

経済分析。 
（iv）費用対効果が高いハザードマップの作成、脆弱性とリスクの評価、危険に曝されている資産

目録の作成、海面上昇の潜在的影響と適応策の評価。 
（v）気候変動の影響に適応するための、規則や基準（建築基準法、技術規格、満潮位からのセ

ットバックなど）の改正。 
（vi）第二世代バイオ燃料、炭素の回収・貯留、EE、RE、廃棄物管理、雨水利用など、特にアジ

アのニーズと条件に適合した多分野における技術の開発。 
（vii）低炭素で気候に抵抗できる経済へ移行するための、設計・実施上の課題と解決策。 
（viii）気候に対するメリットを与えながら産業、エネルギー、運輸、農業、森林などの部門の開発

を加速させる可能性のある方策とともに、気候以外の政策でありながら各部門で気候に対するメ

リットも生み出すものの要素。 
（ix）生物多様性条約、ウィーン条約、モントリオール議定書、国連砂漠化対処条約、バーゼル

条約などの MEA と気候政策の連携の可能性。 
（x）異常気象への地域固有の対処戦略の把握と、こうした伝統的な知恵を近代的な緩和・適応

戦略に組み込むための方策。 
（xi）アジアの CDM プロジェクトが地理的・部門別に分布が偏っていることの原因と影響及びバ

ランスをとるための方策の評価。 
（xii）アジアの社会経済開発という観点で、さまざまな目標や気候変動枠組みに関する提言が持

つ意味。 
（xiii）既存の CDM ガイドラインに対する改善策として提案された、部門別で政策ベースのプロ

グラム的アプローチについての、予想される費用便益、実行上の課題、検証にあたっての問題。 
（xiv）気候変動への適応のための代替的な資金調達や実施規定などの方策に関して、個別の

国際協定や条約議定書を制定する必要性や実用性。 
（xv）各国に適した低炭素社会への移行戦略に役立つ可能性のある、アジアの自然エネルギー

資源量（風力、太陽光、地熱、波力、バイオマスなど）を示した地図の作成。 
（xvi）森林保全、炭素貯蔵量の監視、都市ごみのコンポスト化、地下水資源保全にコミュニティ

を引き込むことに関する費用便益の、他の選択肢との比較。 
（xvii）バイオ燃料の環境、経済、社会への影響に関するライフサイクルアセスメントのより包括的

な研究と、第二世代バイオ燃料を中心とした、費用対効果が高く環境に優しいバイオ燃料生産

法の開発。 
（xviii）気候変動政策が環境上の衡平と公正に及ぼす影響。特に、地下水資源に対する気候変

動の影響、バイオ燃料作物の荒地作付け及び食用作物のバイオ燃料化、炭素隔離のために保

護された森林からの森林に依存したコミュニティの排除に関するもの。 
（xix）アジア太平洋地域において、気候変動問題が、すでに確立された持続可能な開発制度に

完全に組み込まれるのではなく、独立した問題として扱われる傾向が続いてきた理由について

の組織的研究。 
（xx）優良事例の迅速な認識と広範な普及を確実にするための、EE や RE など気候変動関連分

野における政策移転・普及に関する南南（途上国間）協力による共同研究。 
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第 10 章  結論と提言 

 

総括 
 

本白書の最も重要な政策提言は以下の通りである。アジア太平洋地域における気候変動と持続

可能な開発の努力を切り離すことは許されず、今後行われるすべての気候変動交渉において、同

地域の政策立案者はこの立場やこの意図を極めて明確に打ち出していくべきである。貧困削減、

安全保障、機会の平等、質の高い環境が保障された低炭素で経済的な回復力のある社会を目指

した、アジア太平洋地域にとっての持続可能な開発路線を最優先の目標としなければならない。 
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